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表 11－４ 文部科学省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

事前評価 

 

表 11－４－① 新規・拡充個別事業を対象として事前評価した政策 

政策の名称 専修学校を活用した就業能力向上支援事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
本事業の目的は、働く意欲はあるが、就職に必要な知識・技術等が不足しているため、仕

事に就くことが困難となっている人々に、就業に必要な能力を身に付け、キャリア形成を支援
し、就業機会の充実を図ることである。人口減少社会・高齢化社会をむかえる我が国にとっ
て、将来の労働人口の確保は経済成長を持続するために喫緊に取り組むべき課題であり、
中小企業等における地域人材ニーズや地場産業における後継技術者不足等に対応するた
めにも、本事業は必要である。 
 

（有効性） 
本事業を、過去の事業の実績を踏まえ、経年にわたり実施することで、事業の地域へ定着

やノウハウの蓄積がなされ、優れた成果が広く普及されることになる。これにより、各モデル講
座において、受講者が十分に確保され、受講者満足度及び再就職率が高いものとなること
が期待される。また、各講座における成果普及に関する取組が適切に実施されることで、広く
社会に事業が定着することとなる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：659百万円 
（平成21年度予算額：540百万円） 

  

政策の名称 環境教育総合プログラム開発事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
「教育振興基本計画」（平成 20 年７月１日閣議決定）において、「いつでもどこでも学べる

環境の整備」が盛り込まれており、「環境教育の推進」や「持続可能な社会の構築に向けた
教育に関する取組の推進」が挙げられている。 
  平成20年７月29日には、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定され、環境問題に取り
組む団体、人材とも連携し、学校や地域で排出削減に役立つ教育を進める仕組みを取り入
れていくこと、また、地域におけるＮＧＯ／ＮＰＯ、企業、地方公共団体等のパートナーシップ
による環境保全の取組を支援し、地域ぐるみの国民運動など地域に根ざした活動が定着し
て全国に広がり、国民一人一人が足元から行動する社会を目指すことが本行動計画に盛り
込まれている。 
環境問題については、洞爺湖サミットの議長総括や京都議定書にある約束期間の開始

等、具体的な取組を行う必要性が高く、今すぐ対応すべき緊急的な課題である。 
環境問題に対する取組は、行政や企業だけに任せておくのではなく、市民一人一人が意

識し、総がかりで取り組んでいかなければならない緊急性の高い問題であり、社会教育にお
ける環境教育を市民総がかりで進めていく必要がある。そのためにも、関係団体単独の活動
だけではなく、関係機関や団体が連携を図った総合的なモデルプログラムを 47 都道府県で
１地域のプログラム開発を行い、県内への普及と共に全国への普及を図っていく必要があ
る。 
 
（有効性） 
地球規模の環境悪化の状況は、更に深刻化しており、洞爺湖サミットが行われた本年度

は、環境に関する国民の関心は今まで以上に高まっている。また、市民レベルの活動に関し
ては、今までに地域やＮＰＯ団体による地道な環境保護活動が実施されており、市民が環境
に関する活動を実践する基盤は育ってきている。 
本事業は、これまで単独で実施されていた個々の取組を、市町村レベルで関係諸団体の

連携を図りながら総合的に実施するプログラム開発をしていくことを狙っており、これまで全国
各地で培われてきた学習基盤を基に都道府県ごと、全国の 47 地域での様々なプログラム開
発されることが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：489百万円 
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状況 （平成21年度予算額：０百万円） 
 予算編成過程で廃止した。 

  

政策の名称 地域の知の拠点・ネットワーク推進事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
（図書館機能を活用した「地域の知の拠点」づくり推進事業） 
「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型社会の構築を目指す

～」（平成20年２月19日中央教育審議会答申）において、図書館未設置の市町村にあって
は、住民のニーズを踏まえ、今後速やかに図書館の整備に向けた取組に着手することを提
言されたことから、図書館未設置市町村等を含め、全国各地における図書サービスの普及・
定着のため、図書館サービスの充実に関する調査研究や、先進的取組等の調査研究を行う
必要がある。 
また、図書館法の改正に伴う評価の努力義務規定が設けられたが、自己点検・評価を行

っている図書館の割合は低く（都道府県26.8％、市町村28.6％（平成15年度））、図書館が自
らの運営状況に対する評価を行うためには、国が、外部の視点を入れた図書館の評価及び
評価のガイドラインを作成する必要がある。図書館共通に必要性の高いテーマであるリスクマ
ネージメントは、平成18年３月に報告された「これからの図書館像」（平成18年これからの図書
館の在り方検討協力者会議）においても、図書館独自で危機管理マニュアルを作成する必
要性があることが提案されている。さらに、指定管理者制度の実態については、「社会教育法
等の一部を改正する法律」に対する附帯決議において、適切な管理運営体制の構築を目指
すことが決議されており、いずれも図書館を振興する上で検討に必要な課題である。 
加えて、改正された図書館法では、図書館が学習の成果を活用して行う教育活動の提供を
奨励することが新たに規定されたのに加え、「社会教育法等の一部を改正する法律」に対す
る附帯決議では、司書等の有資格者の活用方策について検討を進めることが決議されてお
り、地域の司書の有資格者を活用して図書館のボランティアや図書館活動の支援者を育成
することは、喫緊の課題である。 
（地域で輝く博物館連携推進事業） 
地震等の自然災害が相次いでいる中で博物館における危機管理に関するガイドブックを

策定することが求められるとともに、現在、評価を実施している博物館は、31.5％（平成16年
度）にとどまり、博物館法の改正に伴って、早急な評価基準の策定が求められるなど、いずれ
も我が国の博物館を振興する上で喫緊かつ緊急な課題となっている。また、博物館の連携・
ネットワーク化についても、行政の壁があり設置者が異なる博物館の連携が進んでいないた
め、国として連携の枠組みを提示する必要がある。さらに、館種によって入館者層が異なるな
ど多様な博物館が連携して事業を行うことにより、博物館の新たな可能性を国として検証す
る必要がある。 
 

（有効性） 
（図書館機能を活用した「地域の知の拠点」づくり推進事業） 
・ 本事業により、図書館の未設置市町村など図書館サービスの遅れている地域でのサービ
スを普及・定着させるための仕組みづくりを記した事例集を各都道府県、市町村立図書
館、関係団体へ配布することにより、他地域における図書館サービスの向上の取組が促進
され、従来、図書館を利用しなかった住民の図書館利用率の増加など、目標に向けて効
果を発揮すると見込まれる。 

・ 本事業により、委託を受けた市町村での取組成果と策定された図書館に関する評価のガ
イドラインを記した報告書を各都道府県、市町村立図書館、関係団体へ配布することによ
り、これまで図書館の評価を実施していなかった図書館の実施率を向上させるだけでな
く、不十分な取組しかしていなかった図書館においても、図書館評価の質を高めることが
でき、目標に向けて効果を発揮すると見込まれる。 

・ 図書館におけるリスクマネージメント等については、図書館における必要性の高いテーマ
であり、国が外部委託として調査研究を行うことにより、各図書館の危機管理マニュアルの
作成だけでなく、自館や他館の情報を共有することで、目標に向けて効果を発揮すると見
込まれる。 

・ 地域の司書の有資格者の活用を図る支援事業を実施することにより、有資格者の活用だ
けでなく、地域での図書館サービスの向上につながり、目標に向けて効果を発揮すると見
込まれる。 

（地域で輝く博物館連携推進事業） 
既に博物館ネットワークを構築している博物館については、従来、来館していない層の入

館者が増え、全体的にも入館者数が増大して目標に向けて効果を発揮すると見込まれる。
調査研究については、いずれも博物館が緊急に対応を求められている課題であるため、国
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がガイドライン等の作成を支援することにより、各博物館の取組が進むことが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：280百万円 
（平成21年度予算額：72百万円） 

【事業名の変更】 
平成21年度政府予算において、事業名を「図書館・博物館における地域の知の拠点推進

事業」に変更。 
【事業内容の見直し】 
 図書館と博物館の連携を推進するため、事業内容を統合した。 

  

政策の名称 優れた社会教育重点推進プラン（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
社会の多様化に伴い、様々な新たな教育課題が求められており、社会教育においても、こ

うした社会の要請に応える必要がある。しかし、そういった課題については学習機会が十分
でなく、また、情報も少ないことから、国が積極的に学習機会の提供や、学習機会に関する
情報提供を行う必要がある。 
また、関係者が連携し、ネットワークを構築することにより、地域全体で効果的・重点的に

課題に取り組むことが必要である。 
さらに、社会の要請による課題は、全国的な課題であるので、国においてプログラムの開

発を行ったり、先進例などの情報提供を行うことで、各地域の取組を促す必要がある。 
また、公民館の運営状況に関する評価については、社会教育法等の一部を改正する法

律の国会審議において、衆議院、参議院の両院から附帯決議がなされ、「評価の透明性、客
観性を確保する観点から、可能な限り外部の視点を入れた評価となるよう、国がガイドライン
を示す等、適切な措置を講じる」（平成20年５月23日衆議院文部科学委員会）（平成20年６月
３日参議院文教科学委員会同旨）と決議されており、社会の要請に応えていることが客観的
に担保されるような評価のシステム構築が求められている。 
 

（有効性） 
（１） 社会教育重点推進プログラムの実施 
  先進的な取組を行っている地域・団体が、重点的に支援を受けることにより、さらに事
業を発展・拡充させることが見込まれる。各地域においても、先進的取組事例に関する
情報提供を受けることにより、現在の取組内容を改善することが見込まれる。 

（２） 社会の要請に対応した学習・人材養成プログラムの開発 
  社会の要請に対応した学習プログラム及び人材養成プログラムを国が開発して、全国
各地域に提供することで、全国各地域にプログラムが普及することが見込まれる。 

（３） 公民館の評価に関する調査研究の実施 
  国が全国の公民館における評価実施状況を調査し、全国に情報提供することにより、
各公民館における評価の見直しに活用され、公民館の運営改善が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：220百万円 
（平成21年度予算額： 76百万円） 

  

政策の名称 学校支援地域本部事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
（学校教育の充実） 
地域住民が学校を支援することで、多様な体験活動やコミュニケーション能力、規範意識

の醸成を図ることができる。「教員の勤務実態調査」（平成 18 年度文部科学省委託調査）に
おいては、教員の超過勤務時間で月平均 34 時間であるなど、教員の多忙化が指摘されて
おり、教員が教育活動により力を注げる環境を整えることが重要である。 
（地域の教育力の向上） 
地域の連帯感の形成や活性化が図られ、これにより地域の教育力が向上し、学校を核とし

た地域づくりが図られると考える。「地域の教育力に関する実態調査」（平成 18 年度文部科
学省委託調査）で保護者を対象に行ったアンケートにおいて、自身の子ども時代と比べて地
域の教育力が低下していると回答している人が過半数を占めており、地域の教育力の向上
に取り組む必要がある。一方、各地域における地域の教育力に差があることから、国が事業
として実施し、普及・啓発をしていくことが必要不可欠である。 
（生涯学習社会の実現） 
地域住民が自らの知識や経験を子どもの教育に生かすことで、生涯学習の成果を生かす
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場が拡がるものである。本年改正された社会教育法においても、教育委員会の事務として
「社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校、社会教育施
設その他地域において行う教育活動等の機会を提供する事業の実施等の事務」が規定（第
５条 15 号）されたところであり、学習成果を活用する場の充実に向け、取り組む必要がある。
また、20 年度は各市町村に学校支援地域本部が設置されることを目標に 1,800 ヶ所で実

施したところだが、未実施の市町村もあることから、本事業をより広く学校を支援する仕組み
づくりを普及させるため、各市町村の地域の実情等を踏まえた事業実施箇所数を拡充するこ
とが必要である。 
 
（有効性） 
各市町村に実践例を設けることで、各地域における本部の設置が進み、全国的に拡がっ

ていくことが見込まれる。これにより、地域住民による学校支援ボランティアの取組が進み、前
記の目標の達成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：6,378百万円 
（平成21年度予算額：委託事業分  3,404百万円 補助事業分 14,261百万円の内数） 

【事業名の変更】 
委託事業分 変更なし 
補助事業分 「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」 
（メニューの１つとして「学校支援地域本部事業」が入っている。） 

【事業内容の見直し】 
文部科学省が全額国庫で負担しているモデル事業について、事業成果の活用の状況や

費用対効果の観点から事業の在り方を見直し、「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」を
創設し、「学校支援地域本部事業」もその中のメニューの１つとした。 

  

政策の名称 地域における家庭教育支援基盤形成事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
都市化、核家族化及び地域における地縁的なつながりの希薄化等により、家庭の教育力

の低下が指摘されているが、子どもも社会の構成員の一人であり、将来の我が国を支える存
在であることから、国においても家庭教育の支援を行う責任と役割がある。 
改正教育基本法第 10 条においては、国等について保護者に対する学習の機会及び情

報の提供などの家庭教育支援のために必要な施策を講ずるよう規定されており、教育振興
基本計画においても、国が行う重点施策として、子育てに関する情報の提供など家庭の教
育力の向上に向けた総合的な取組を推進し、身近な地域においてきめ細かな家庭教育支
援が実施されるよう促すことが盛り込まれている。一方で、子育てに無関心な親や不安や悩
みを持つ孤立しがちな親、子育てに関心は高いが学ぶ余裕のない親、父親などが、身近な
地域で子育て等に関する学習や相談対応などきめ細かな家庭教育支援を得るための基盤
の形成が課題となっているが、各地域においてきめ細かな家庭教育支援を行う体制整備が
十分なされていない状況である。このため、国が率先して本事業を実施することにより、様々
な状況にある子育て中の親などに対するきめ細かな家庭教育支援の効果的な手法を模索・
開発する必要がある。また、その成果の全国的な普及・定着を図ることにより、身近な地域に
おける家庭教育支援基盤の形成を促進することについても、国において取り組む必要があ
る。 
 
（有効性） 
平成 19 年度まで文部科学省が実施した「家庭教育支援総合推進事業」においては、約

1,000 市町村が家庭教育支援のための学習機会の提供や人材養成等を行っている。また、
本事業では、平成20年度において約300の市町村が家庭教育支援チームを設置し、これま
で行ってきた家庭教育・子育て支援のための取組の連携促進による活性化を図ろうとしてい
る。以上から、本事業の成果の普及により達成年度までに目標値を達成できると考える。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,441百万円 
（平成21年度予算額：354百万円、学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金14,261百
万円の内数） 
【事業名の変更】 
・ 「訪問型家庭教育相談体制充実事業」に名称変更 
・ 「家庭教育支援基盤形成事業」（学校・家庭・地域の連携協力推進事業の１メニュー） 
【事業内容の見直し】 
本事業については、きめ細かな家庭教育支援の効果的な手法の模索・開発に重点化する
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ための見直しを行った（「訪問型家庭教育相談体制充実事業」に名称変更）。 
また、成果の全国的な普及・定着を図り、身近な地域における家庭教育支援基盤形成の

促進については、補助事業である学校・家庭・地域の連携協力推進事業を創設し、その中で
家庭教育支援基盤形成事業を実施することとした。 

  

政策の名称 子どもの生活習慣づくり支援事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
最近の子どもたちをみると成長期に必要不可欠な基本的な生活習慣が大きく乱れており、

この乱れが学習意欲や気力、体力の低下の要因の一つであると指摘されている。 
また，毎朝朝食をとる子どもほど学力調査の平均正答率が高い傾向にあることが明らかに

なっている。 
家庭における食事や睡眠など、基本的な生活習慣の乱れに起因した子どもたちをめぐる

問題は、個々の家庭の問題として見過ごすのではなく、社会全体の問題として地域一丸とな
って取り組むことが必要である。 
これまで３年間行われてきた「子どもの生活リズム向上プロジェクト」では、選定された地域

において各々に工夫した取組を実施し、子どもの基本的な生活習慣を育成するための効果
的な活動や専門家による研究成果等が把握できた。今後は、この成果等を全国的に普及す
る必要がある。 
 

（有効性） 
平成20年度まで文部科学省が実施した「子どもの生活リズム向上プロジェクト」において，

各地域において、子どもの生活リズムを向上させるための地域ぐるみの取組を実践し、実践
地域における事例の分析や効果の検証等を行ってきている。 
新規事業においては、これまでの成果をもとに、子どもの基本的な生活習慣づくりの定着

に向けた方策及び効果を活用し、全国的な普及啓発を図る。以上により、子どもの生活習慣
づくりのための地域における効果的な取組の推進を全国において図ることができ、各地域や
家庭で取組が促進されるものと見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：478百万円 
（平成21年度予算額：219百万円） 

【事業内容の見直し】 
本事業については、これまでの成果をもとに、子どもの基本的な生活習慣づくりの定着に

向けた全国的な普及啓発を図るため、「全国的な普及啓発の実施」に関する事業や「地域に
おける研究成果の普及啓発」に関する事業など、普及啓発に特化した事業内容に見直し
た。 

  

政策の名称 家庭教育手帳の作成（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
都市化、核家族化及び地域における地縁的なつながりの希薄化等により、家庭の教育力

の低下が指摘されているが、子どもも社会の構成員の一人であり、将来の我が国を支える存
在であることから、国においても家庭教育の支援を行う責任と役割がある。 
改正教育基本法第10条においては国等について保護者に対する学習の機会及び情報

の提供などの家庭教育支援のために必要な施策を講ずるよう規定されており、教育振興基
本計画においても、国が行う重点施策として、子育てに関する情報の提供など家庭の教育
力の向上に向けた総合的な取組を推進し、身近な地域においてきめ細かな家庭教育支援
が実施されるよう促すことが盛り込まれている。 
このような中、文部科学省では、一人ひとりの親が家庭を見つめ直し、それぞれ自信を持

って子育てに取り組んでいく契機となるよう、家庭教育に関するヒント集（家庭教育手帳）を作
成し、情報の提供を図ってきたところである。 
本事業については、平成17年度に実施した家庭教育手帳の活用状況の調査結果におい

て、配付対象者の90パーセントが「参考になる」と回答し、70パーセントの保護者が「不安や
悩みの解消に役立った」と回答しており、必要性の高い事業であることから、定期的に家庭
教育手帳の認知度や内容に対する満足度を把握しつつ、今後も継続実施していく必要があ
る。 
なお、提供方式を変更したことにより、国（手帳の一括作成）と地方自治体（地域の実情等

に応じた利活用）との役割の一層の明確化を図った。 
 

（有効性） 
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文部科学省が実施した平成17年度の利用状況調査では、その認知度について、非配付
対象者のうち公民館等利用者の6割、インターネット調査における2割程度しか認知していな
かったところである。その後、家庭教育支援全般についてのPRポスター、パンフレット等によ
る周知を行っており、また平成19年度まで実施した「家庭教育支援総合推進事業」における
学習機会の提供において、家庭教育手帳の掲載内容をテーマに取組を行っている地域もあ
るため、認知度等については向上の見込みがある。 
また、平成20年度からの配付方法の変更にともない、平成17年度の利用状況調査で一定

の満足度等の評価を得ている家庭教育手帳について、そのまま地方自治体で印刷して配付
することや、部分的に学習機会の提供等で活用することが考えられるため、活用する市町村
数は多くなることが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：76百万円 
（平成21年度予算額：25百万円） 

【事業内容の見直し】 
本事業については、家庭教育支援の効果的な情報提供に重点化するため内容を見直し

た。 

  

政策の名称 小中高等学校等における地上デジタルテレビの整備に係る補助事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
平成23年７月のテレビ放送の地上デジタル放送への完全移行に伴って、大きな社会的混

乱を招くことなく円滑にアナログ放送を終了するために、昨年度、内閣官房に関係省庁連絡
会議が設けられ、政府全体の取り組みを推進することとされた。今般、この関係省庁連絡会
議において、今後の取り組みを加速させるために「地上デジタルテレビ放送への移行完了の
ためのアクションプラン2008」が決定されたところである。 
このアクションプランによると、全国の小・中・高等学校等に設置されているアナログテレビ

を買換え等にて置換し、地上デジタルテレビ放送を視聴できる環境を早急に整備することが
目標とされており、文部科学省は学校等の設置者である地方公共団体等のこのような取り組
みを推進することとされている。 
これまでも、文部科学省は、教育委員会に対して説明会や広報等を通じて、デジタル化を

推進していただくようにお願いしてきたところであるが、現状は、学校に設置されているテレビ
受像機のうち地上デジタルテレビ放送に対応しているものは約1パーセントにすぎない。 
現在、教育委員会や学校関係者からは、国の緊急かつ、積極的な財政支援なしには、相

当な混乱を招くとの声が多数寄せられている。 
平成23年７月までに学校等のテレビを地上デジタル放送へ円滑に移行させる為に、地方

公共団体等に対して必要な経費の一部を補助する。 
 
（有効性） 
本事業を着実に実施することにより、平成23年７月の地上デジタル放送への完全移行に

向け、現在学校等にあるテレビについて社会的な混乱を起こすことなく、円滑に地上デジタ
ル放送へ対応することができる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：7,500百万円 
（アンテナ等工事費について公立学校施設整備費の中で措置） 

  

政策の名称 地域で取り組むＩＴ安心利用推進事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
社会に多種多様な情報が溢れている中で、情報通信技術を活用した教育を振興するため

には、情報機器の操作技術のみならず、情報を適切に選択・活用していくための能力等を身
につけることが子ども及び大人も必須となっている。第 169回国会において成立した「青少年
が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」や「教育振興基
本計画」等においても、インターネットの安全・安心な利用に向けた教育・啓発について記載
されるなど、各方面でその重要性が指摘されている。 
 
（有効性） 
本事業を着実に実施することにより、各地域においてインターネットの安全・安心な利用に

向けた啓発講座の実施することにより、各地域における情報リテラシーの育成を図ることがで
きる。 
また、各地域においてインターネットの安全・安心な利用に向けた啓発講座を実施するボ
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ランティアの養成を図ることにより、地域において継続的な啓発活動のための体制が構築さ
れる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：259百万円 
（平成21年度予算額：３百万円） 

【機構・定員要求】 
情報リテラシーに関する施策の推進を図るため、情報リテラシー係長（１名）及び係員（１

名）の新設を要求した。（情報リテラシー係長１名措置） 

  

政策の名称 新学習指導要領の円滑な実施のための教材整備事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
新学習指導要領においては、授業時数の増加とともに、理科及び算数・数学等の教科で

は、指導内容が増加し、また、小学校の外国語活動や中学校保健体育における武道の必修
化が図られた。このため、教科等によっては、新学習指導要領に基づいた指導を実施するた
めに新たに教材の整備が必要となる。もし、教材が十分に整備されないと、各学校において
新学習指導要領に基づいた授業を行うことができず、新学習指導要領の円滑な実施が困難
になる。よって、教材を整備する補助金を創設することで、各市町村での教材整備事業を促
進し、全国の小・中学校で円滑に新学習指導要領に基づいた指導ができるようにする必要
がある。 
 
（有効性） 
新学習指導要領においては、基礎的な知識・技能の定着と、思考力、判断力などの育成

を目指している。 
新学習指導要領教材整備の補助により、全国の小・中学校において必要となる設備の整

備が促進されることにより新学習指導要領の内容に沿った授業が十分に行われると見込まれ
る。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：15,481百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 

 予算編成過程で廃止した。 

  

政策の名称 
新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教材の作成・配付事業（新
規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
平成 21 年度からの新学習指導要領の移行期間中における算数・数学、理科について

は、現在の教科書に掲載されていない内容も指導することとなるため、学習に支障を生じな
いよう補助教材を準備する必要がある。また、教員の指導のしやすさ、児童生徒の使いやす
さの観点から、現在児童生徒が使用している教科書に準拠した補助教材の作成を教科書発
行者に委託することが適当である。 
 
（有効性） 
本事業の実施により、平成21年度、平成22年度に算数・数学、理科で指導内容が追加さ

れる学年のすべての児童生徒に補助教材が配布されることとなる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,512百万円 
（平成20年補正予算額：1,317百万円、平成21年度予算額：1,311百万円） 

【事業内容の見直し】 
平成21年度に使用する補助教材の作成・配布経費として平成20年度補正予算に計上し、

当該事業では、平成22年度に使用する補助教材の作成・配布を行うこととした。 

  

政策の名称 理科教育設備整備費等補助金（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
我が国の子どもたちの学力は、全体として国際的にみて上位にあるが、平成 18 年（2006

年）に実施されたＰＩＳＡ調査に結果において、数学的リテラシーにおいては、成績上位層の
割合が減少し、平均得点が低下していることや、科学的リテラシーにおいては、科学への興
味・関心や楽しさを感じる生徒の割合が全般的に低いなどの課題がみられた。 
科学技術創造立国の実現を目指すためには、初等中等教育段階から次代を担う子どもた

ちに観察・実験等の体験的・問題解決的な学習等を通じて、理科及び算数・数学への興味・
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関心を高めることが重要である。 
本年３月に公示した小・中学校の新学習指導要領では、中央教育審議会答申（平成20年

１月 17 日）における指摘を踏まえ、理数教科について、授業時数、指導内容ともに大幅に増
加し、観察・実験や反復学習などを充実するなどの改善を図ったところである。 
各学校において、新学習指導要領に基づき、観察・実験を一層充実した授業を行うことが

できるように、理科及び算数・数学設備の整備を促進する必要がある。 
 
（有効性） 
新学習指導要領においては、基礎的な知識・技能の定着と、思考力、判断力などの育成

を目指している。理科教育設備整備の補助により、各学校において理科、算数・数学設備の
整備が促進されることで、観察・実験等の体験的・問題解決的な学習が一層充実される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,500百万円 
（平成21年度予算額：2,000百万円） 

【事業内容の見直し】 
学習指導要領の改訂（平成20年３月）に伴い、理科教育設備の整備を推進するため、予

算を拡充。 

  

政策の名称 全国的な学力調査の実施事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教育振興基本計画において、世界トップの学力水準を目指すこと等が目標として示されて

いるなど、我が国の児童生徒の学力向上を図ることが強く求められている。 
このため、国・教育委員会・学校の各段階において、教育に関する検証改善サイクルを確

立し、義務教育の質を保証する仕組みを構築するとともに、児童生徒一人ひとりの学習改善
や学習意欲の向上に資するために、同一学年全員を対象として毎年継続した学力・学習状
況に関する調査を行うことが引き続き必要である。 
また、得られた調査結果についても、その調査結果を最大限活用して教育活動等の改善

につなげることが重要であり、優れた改善の取組の普及等により調査結果の積極的な活用を
一層推進していく必要がある。 
 
（有効性） 
平成 19 年度の全国学力・学習状況調査については、平成 19 年 10 月にその調査結果を

公表するとともに、「学力調査の結果に基づく検証改善サイクルの確立に向けた実践研究」
を実施し、すべての都道府県・指定都市において「学校改善支援プラン」を策定した。 
平成 20 年度については、2 回目となる全国学力・学習状況調査を実施するとともに、「学
校改善支援プラン」等を踏まえて調査結果を活用する「全国学力・学習状況調査等を活用し
た学校改善の推進に係る実践研究」を順調に進めているところである。平成 21 年度拡充事
業と合わせた取組の一層の推進により、本事業の目標については十分に達成可能であると
考えられる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：6,251百万円 
（平成21年度予算額：5,734百万円） 

【機構・定員要求】 
「全国学力・学習状況調査」をはじめ、学校運営の改善支援を総合的に推進するため、平

成21年度より初等中等教育局参事官の職務分掌の見直しや分析体制の強化を行うこととし
ている。 
（参事官の担当事務の変更及び専門職１名を措置） 

【事業内容の見直し】 
「全国学力・学習状況調査」について、大学等の研究機関の知見を活用したより専門的・

多面的な分析を行うことにより、教育施策等の改善や学校現場に役立つ情報発信に努める
こととした。また、教育委員会等における調査結果を活用した取組を一層促進するとともに、
支援等の充実に取り組むこととした。 

  

政策の名称 新学習指導要領の円滑な実施のための指導体制整備（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
新学習指導要領は、小学校では平成23年度から、中学校では平成24年度から全面的に

実施することとしているが、平成20年度中に新学習指導要領の趣旨の周知・徹底を図った上
で、平成21年度から算数・数学、理科を中心に先行して実施することとしている。 
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この点について教育振興基本計画において、「授業時数や指導内容を増加する新学習
指導要領の円滑な実施を図るために、教職員定数の在り方、算数・数学、理科に係る先行
実施のための補助教材の作成・配付などの教育を支える条件整備について検討する。」とさ
れており、新学習指導要領の本格実施までの移行期間中における授業時数の増等に対応
するため、非常勤講師を配置することにより、授業に支障が生じることなく新学習指導要領の
円滑な実施を図る必要がある。 
 

（有効性） 
各都道府県は、新学習指導要領の本格実施までの移行期間中における授業時数の増等

に対応するため、非常勤講師を配置することにより、授業に支障が生じることなく新学習指導
要領の円滑な実施を図る必要がある。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：15,241百万円 
（平成21年度予算額：－百万円） 

【事業内容の見直し】 
新学習指導要領の円滑な実施のための指導体制整備に係る非常勤講師の配置は、平成

20年度に創設された退職教員等外部人材活用事業を拡充することで対応する。 

  

政策の名称 学校図書館の活性化推進総合事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
新しい教育基本法の理念を受けて、平成19年６月に改正された学校教育法では、義務教

育として行われる普通教育の目標の一つとして、「読書に親しませ、生活に必要な国語を正
しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと（第21条第５号）」が新たに規定された。また、
平成20年３月28日に公示された新しい小・中学校学習指導要領では、「言語力の育成」を新
しい基軸として打ち出し、各教科等の学習を通じ、言語を使った活動を充実することとしてい
る。 
このような中、学校図書館は、児童生徒の想像力を培い、学習に対する興味・関心等を呼

び起こし、豊かな心をはぐくむ、自由な読書活動や読書指導の場である「読書センター」とし
て、また、児童生徒の自発的、主体的な学習活動を支援し、教育課程の展開に寄与する「学
習情報センター」として、その機能の充実を図り、学校教育の中核的な役割を担うよう期待さ
れている。 
政府においても、平成20年３月に子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（第二

次）を閣議決定し、児童生徒の読書習慣の確立や読書指導の充実を目指すとしたところであ
り、本計画に基づいた取組の推進が必要である。 
 

（有効性） 
本事業により、教科指導における学校図書館の効果的な活用や、放課後の利用を推進す

ることで、児童生徒等が学校図書館を利用するようになることが見込まれる。 
また、授業の準備や教材研究に活用できるよう、教員のサポート機能を強化することによ

り、教員の学校図書館利用頻度の増加が見込まれる。 
さらに、学校図書館を中心として家庭や地域も巻き込んだ読書活動の推進を図ることで、

児童生徒の読書習慣の定着が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：235百万円 
（平成21年度予算額：134百万円） 

【事業内容の見直し】 
一部メニューについては、省全体の事業の見直し・再編に伴い、他局事業と一本化等する

こととした。 
・ 「子ども読書の街」づくり推進プロジェクト 
→ 「子ども読書応援プロジェクト」の一部として編成（スポーツ・青少年局） 

・ 「地域に根ざした学校図書館の放課後開放プロジェクト」 
→ 放課後解放の推進は「学校・家庭・地域連携推進事業」（生涯学習政策局）の中で取り
組む 

  

政策の名称 学校教育情報化推進総合プラン（新規・拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教育の情報化については、急速な情報化の進展に伴い、膨大な情報量を誇るインターネ

ットを活用した調べ学習やデジタルコンテンツを活用することで、子どもが視覚的に理解でき
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る等、確かな学力を育成する上で大変有効なツールである。 
しかしながら、ＩＣＴを使って教科指導ができる教員の不足や自治体の厳しい財政事情など

から教育の情報化の優先順位が低い。 
このようなことから、国が先導的に授業における効果的なＩＣＴの活用方法や教員の指導力

の向上に関する調査研究を実施し、その成果を普及し効果を示すことで自治体における教
育の情報化に向けた取組が加速化されるものと考えており、これらの促進を図るためにも当
事業は必要不可欠なものである。 
 
（有効性） 
本事業は、教育の情報化を促進する観点から、平成17年度に開始され、その後、平成18

年度に策定された「ＩＴ新改革戦略」の目標達成のために引き続き実施してきている。平成 21
年度新規分については、教員のＩＣＴ指導力のうち情報モラルを指導できる教員が 100 パー
セントになることを目指しており、教員の研修や専門員を派遣する事業を行うことで確実に教
員の情報モラルを指導する能力が促進され目標が達成できると見込まれる。また、拡充分で
ある総合支援モデル事業については、平成 20 年度の５地域に加え新たに５地域を増やすこ
とで、様々な自治体規模における支援体制のモデルが完成し、これを普及することでIT新改
革戦略に掲げる「学校のＩＣＴ化のサポート体制を強化する」という目標に確実に寄与できるも
のと見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：646百万円 
（平成21年度予算額：427百万円） 

【事業内容の見直し】 
総合支援モデル事業については、平成20年度からの５地域で重点的に実施することとし

た。 

  

政策の名称 英語教育改革総合プラン（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教育振興基本計画においては「確かな学力」を確立するため、小学校段階における外国

語活動を含めた外国語教育の充実を目指す小・中学校の学習指導要領について着実な実
施が掲げられており、授業時数や指導内容を増加する新学習指導要領の着実な実施を図る
ため、教育を支える条件整備について実施することとされている。このため、小学校の外国語
活動に関して、共通教材の配付等の条件整備を、文部科学省として積極的に講じる必要が
ある。 
また、「経済財政改革の基本方針 2008」などの国の基本的な政策方針においては、英語

教育の抜本的強化が指摘されていることから、国としてそのような提言に対応する必要があ
る。 
 
（有効性） 
本事業を適切に計画どおり実施できれば小学校外国語活動の円滑な導入をはじめとする

「新学習指導要領の着実な実施に向けた条件整備」が行われ、また「英語教育改善のため
の一貫した教育システムの構築」により英語教育の充実を図ることできるため、本事業の目的
を達成できる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,624百万円 
（平成21年度予算額：900百万円） 

【機構・定員要求】 
外国語教育の充実のための推進体制を強化するために、企画調整係長（１名）及び事業

推進係員（１名）を要求した。   
（企画調整係長１名及び事業推進係員１名措置） 

  

政策の名称 退職教員等外部人材活用事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教員勤務実態調査（平成18年度文部科学省実施）によると、教諭の残業時間は1ヶ月当た

り平均34時間と多忙化が指摘されており、教員が子ども一人一人に向き合う環境が十分であ
るとはいえない状況にある。 
 これまでの教育再生の取組を真に実効あるものとし、子どもたちの学力の向上と規範意識
の育成を図るためには、教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくることができるよう、学
校現場で日々頑張っている教員を支援する体制を整備することが必要である。 
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このことは、平成20年７月１日に閣議決定された教育振興基本計画にも、「教員が子ども一
人一人に向き合う環境づくりの観点から、教職員配置の適正化を行うとともに、（中略）退職
教員・経験豊かな社会人等の外部人材の積極的な活用を図る。」と明記されているところで
あり、喫緊の課題として外部人材の積極的な活用に取り組む必要がある。 
なお、教員が子ども一人一人に向き合う環境づくりの観点から、退職教員や経験豊かな社

会人等の外部人材の積極的な活用を図るため、事業を拡充するとともに、平成20年度は都
道府県の事業費を補助対象としていたが、地域の実情に応じた積極的な活用が行われるよ
う、教職員の人事権を有し都道府県と同等の財政規模を有する政令指定都市が行う事業に
ついても補助の対象とする。 
 

（有効性） 
事業初年度である平成20年度においては、８月末現在で41都道府県で本事業が実施さ

れており、最終的には全国で約7,000人程度の非常勤講師の配置が見込まれている。 
さらに平成21年度は、教員が子ども一人一人に向き合う環境づくりの観点から、退職教員

や経験豊かな社会人等の外部人材の積極的な活用を図るため、事業を拡充するとともに、
平成20年度は都道府県の事業費を補助対象としていたが、地域の実情に応じた積極的な活
用が行われるよう、教職員の人事権を有し都道府県と同等の財政規模を有する政令指定都
市が行う事業についても補助の対象とするため、前記の目標の達成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：4,346百万円 
（平成21年度予算額：5,795百万円） 

【事業内容の見直し】 
教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくるとともに、新学習指導要領の先行実施にお

ける理数教科の授業時数の増に対応する。 
7,000人→14,000人(週12時間換算) 

  

政策の名称 道徳教育用教材費補助（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教育振興基本計画において、道徳教育について、「学習指導要領の趣旨を踏まえた適切

な教材が教科書に準じたものとして十分に活用されるように、国庫補助制度等の有効な方策
を検討する」とされたように、道徳教育の充実のためには、実際の指導に大きな役割を果た
す教材の充実が極めて重要である。 
教育振興基本計画を踏まえ、道徳用教材に対する財政支援の試行を行うことで、各学校

において、教科と同様に「道徳の時間」に用いる主たる教材が整備されることとなる。このこと
により、学習指導要領の趣旨を踏まえた適切な道徳教育がなされることとなると考えており、
本事業は、道徳教育の改善・充実を図る上で必要不可欠なものであると考えている。 
 
（有効性） 
本事業を実施することで、各学校において、教科と同様に「道徳の時間」に用いる主たる

教材が整備されることとなる。このことにより、学習指導要領の趣旨を踏まえた適切な道徳教
育が着実になされることとなると考えている。また、平成 25 年度には道徳教育推進状況調査
（おおむね５年毎に実施）を実施し、道徳教育の推進状況を把握する予定であり、その中で
も相当程度の成果が得られるものと考えている。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：4,118百万円 
（平成21年度予算額：800百万円） 

【事業名の変更】 
道徳教育用教材費補助 → 道徳教育用教材活用支援事業 

【事業内容の見直し】 
道徳教育用教材の購入に対する財政支援の試行を行うこととした。 

  

政策の名称 豊かな体験活動推進事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年高度情報化や都市化、少子化といった社会の変化に伴い、子どもについて社会性の

不足、生命の尊重や基本的な倫理観が不十分であるといった指摘があり、各学校において
は豊かな人間性や社会性を養うのに効果的とされる体験活動に取り組んでいるところであ
る。また、さらに子どもの意欲や協調性の欠如が指摘されており、生活や学習における意欲
や、知識やノウハウを実践に結びつける力などの「人間力」、「社会人基礎力」等社会人とし
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ての基礎的な能力の養成・強化を図るためにも体験活動を推進する必要がある。 
学校教育において体験活動に取り組むことにより、規範意識や社会性等を養う機会を確

保するとともに、平時とは異なる児童生徒の様子を見取ることで児童生徒の新たな一面を発
見し、平時の学級経営のいっそうの向上につなげる等のことが可能である。これらは、通常の
学校生活とは違う集団において様々な体験活動に取り組む社会教育での体験活動とは異な
り、児童生徒の「豊かな心」を組織的・系統的に育む学校教育をより充実させるものである。 
体験活動の理念の浸透や実施の際のノウハウ等は依然として不足している状況にあり、豊
かな心を育成するために学校教育における体験活動の推進を図るには、本事業の拡充が必
要である。なお、「農山漁村におけるふるさと生活体験推進校」については、農山漁村にある
豊かな自然、文化財や伝統的行事、さらには民泊を通じた人と人との触れ合いなど、様々な
教育資源の活用が期待されている。 
 

（有効性） 
本事業は平成14年度に、学校における体験活動を充実させるために開始され、他校のモ

デルとなる体験活動を実施する学校を指定して、体験活動のプログラム等の調査研究を実
施し、その成果の普及を図ってきた。 
学校における体験活動の実施状況については、平成18年度に、全学校種において、年

間日数が平均７日間以上という基準を達成（小学校：8.2日、中学校：7.2日、高等学校：7.8
日）しており、一定の成果が上がっている。しかし、体験活動の理念の浸透や、体験活動の
実施のノウハウは依然として不足している状況にあり、引き続き、効果的な体験活動プログラ
ムの構築や指導員の確保、財政的な支援などの様々な課題を解決するとともに、体験活動
の教育的効果の検証を行うことにより、学校における体験活動のより一層の充実が見込まれ
る。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,146百万円 
（平成21年度予算額：1,079百万円） 

【事業内容の見直し】 
本事業については、事業内容の重複を見直し、「学校教育における人間力向上のための

長期宿泊体験活動推進プロジェクト」を「農山漁村におけるふるさと生活体験推進校」に統合
して重点化を行った。 

  

政策の名称 発達段階に応じたキャリア教育支援事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
児童生徒が勤労観・職業観を身に付け、自己の進路を主体的に選択・決定できる能力を

育むためには、児童生徒の発達段階・学校種に応じた組織的・系統的なキャリア教育を効果
的・効率的に実施することが必要である。 
しかし、学校が置かれる地域の規模・性格によっては、キャリア教育を効果的に実施するこ

とが困難な課題を抱えており、国が、これらの課題に対する解決策（モデルケース）を示し、
全国に普及・定着させることが必要であると考える。 
 

（有効性） 
本事業において指定した６県（18地域）が、それぞれの３カ年の実施計画（計画・実施・課

題の検証・解決方法の実施）を通して、キャリア教育を効果的・効率的に実施することが困難
となっている原因（課題）に対する解決策を見いだすことが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：127百万円 
（平成21年度予算額：55百万円） 

  

政策の名称 小学校におけるキャリア教育の指導内容の充実（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
小学校においては、キャリア教育の理念・目的等に関する理解不足、これまでの教育実践

とキャリア教育との関連性に関する認識不足などキャリア教育推進上の課題、個々の教員の
資質や学校ごとの様々な実践など指導内容・指導方法を巡る課題、新小学校学習指導要領
における横断的なキャリア教育が求められている。 
小学校教員を対象とした、キャリア教育の指導資料を作成・配付することによって、新小学

校学習指導要領に基づくキャリア教育の趣旨の徹底と指導内容の充実だけでなく、中学校
における指導との系統性・一貫性の確保を図るなどの成果が、今後の小学校におけるキャリ
ア教育の推進に寄与するものと考える。 
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以上のことから、小学校教員を対象とした、キャリア教育の指導内容・指導方法を含めた指
導資料を作成・配付し、小学校におけるキャリア教育を推進するためには、本事業は不可欠
である。 
 

（有効性） 
本事業において作成・配付した小学校キャリア教育指導資料により、新小学校学習指導

要領に基づくキャリア教育の趣旨の徹底と指導内容の充実だけでなく、中学校における指導
との系統性・一貫性の確保を図るなど、今後の小学校におけるキャリア教育の推進が見込ま
れる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：102百万円 
（平成21年度予算額：15百万円） 

  

政策の名称 いじめ対策緊急支援総合事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
いじめ問題については、いじめを苦にした児童生徒の自殺が大きく取り上げられ、社会問

題となるなど、依然として教育上の大きな課題となっている。 
問題行動等の原因や背景は個々のケースにより様々であるが、問題が深刻化した背景と

して、 学校の危機管理に係るノウハウの集積が不十分であり、児童生徒の自殺が発生した
場合などの緊急事態に十分対応できない、 いじめ等をめぐり保護者との意思疎通の問題等
が生じているなどの理由で、教育委員会や学校による解決が困難な場合がある、等という状
況が報告されている。また、インターネットや携帯電話を介した「ネット上のいじめ」という新し
い形のいじめ問題が生じており、インターネット等に関する専門的な知識も必要となり、学校
だけではいじめの発見や発見した後の対応が困難な状況が見られる。さらに、「いじめは決し
て許されない」という意識が児童生徒に依然としてしっかり身についていない状況も課題とな
っている。 
こうした現状を踏まえ、いじめ問題への適切な対応を推進するために、未然防止、早期発

見・早期対応につながる効果的な取組や、外部の専門家や関係機関等の協力を得た取組
に関して、学校や教育委員会による適切な対応を効果的に支援する方策の在り方について
調査研究を行い、その成果や課題を十分に検証・分析したうえで、効果的な取組について
は、全国に普及する必要がある。各種答申等においても、こうした取組の重要性・必要性が
求められているところであり、引き続いて、これらの取組を国として積極的に実施する必要が
ある。 
 

（有効性） 
本事業は、いじめをはじめとした問題行動等への適切な対応の充実の観点から開始さ

れ、いじめ等の問題行動が生じた際に、外部専門家等や関係機関の協力を得て、教育委員
会や学校による適切な対応を効果的支援する方策等のあり方について調査研究し、効果的
な取組については、全国に普及させることを目的としている。 
本事業では、文部科学省で実施する「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関

する調査」等に基づく各種の指標を用いて、それぞれの指標に対する目標を達成することを
目指している。 
平成21年度においては、学校問題解決支援事業を拡充し、調査研究内容を充実させると

ともに、より効果的に成果の普及を図ることで、関係機関との連携の促進やいじめ問題の解
決に資するものと考えられる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：105百万円 
（平成21年度予算額：105百万円） 

  

政策の名称 問題を抱える子ども等の支援事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
いじめ、不登校、暴力行為等の児童生徒の問題行動等については、依然として相当数に

上るなど憂慮すべき状況にあり、教育上の大きな課題である。そのため、施策目標２－３「児
童生徒の問題行動等への適切な対応」では、「学校・家庭・地域社会が一体となって、学校
における暴力行為・いじめ等の問題行動及び不登校を解決する。」とされている。現状、学校
と関係機関等との連携が不十分なこと、また、家庭、地域社会の教育活動が低下し、問題行
動等の対応が一層困難となっていることなどの背景もあり、児童生徒の問題行動等を学校だ
けで抱え込んでしまい、適切な対応ができないことや、問題行動等への対応に当たって、先
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生個人の力に拠るところも多く、個々のケースの実態に応じた科学的な研究成果に基づく効
果的な対応が図られないことなど課題が多く、各種答申等においても指摘されているところ
である。 
こうした現状を踏まえ、問題行動等へ適切な対応を図るためには、関係機関等と連携を深

め、問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応につながるような取組や、様々な要因や
背景に応じたプログラム等の開発などについて調査研究を行い、その成果や課題を検証・分
析したうえで、効果的な取組については、全国に普及する必要がある。 
また、問題行動等の要因・背景は様々であり、地方自治体だけに取組を任せるのではな

く、全国的にその取組の普及を図っていくことが、問題行動等の解決のためには必要であ
り、本事業の継続拡充が不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業は、問題行動等への適切な対応の充実を図る観点から開始され、関係機関等との

ネットワークの構築、未然防止、早期発見・早期対応につながる取組、学習プログラムや活動
プログラム等の開発などを実践的な調査研究を行い、効果的な取組等については、全国に
普及させることを目的としている。 
本事業では、文部科学省で実施する「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関

する調査」等に基づく各種の指標を用いて、それぞれの指標に対する目標を達成することを
目指している。 
平成 21 年度においては、不登校児童生徒数が近年の減少傾向から増加に転じたことか

ら、学校外の機関を活用した不登校児童生徒の相談、指導やＮＰＯ等による問題行動等に
対する教育プログラム等の開発についての調査研究を新たに行う。 
近年、本事業の取組とその成果により、問題行動等に対する地方自治体や民間団体等の

取組は充実してきており、不登校児童生徒が登校できるようになった割合が、平成16年度は
26.3パーセントであったが、平成19年度は30.5パーセントと増加傾向にあるなど、問題行動
等の解消を示すデータも明らかとなっていることから、引き続き本事業を進めることですべて
の指標に対する目標が達成できると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：979百万円 
（平成21年度予算額：956百万円） 

  

政策の名称 スクールカウンセラー等活用事業費補助（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
いじめ、不登校、暴力行為等の児童生徒の問題行動等については、依然として相当数に

上るなど、憂慮すべき状況であり、教育上の大きな問題であり、そのため施策目標２－３「児
童生徒の問題行動等への適切な対応」では、「学校・家庭・地域社会が一体となって、学校
における暴力行為・いじめ等の問題行動及び不登校を解決する」とされている。現状、スクー
ルカウンセラーの配置についても、人材の不足や偏在、財政状況等の理由によって活用状
況が異なっていること、スクールカウンセラーの活用の仕方は校内組織の在り方、教職員の
意識の差などにより、教職員とスクールカウンセラーの連携が不十分である場合が多く、「教
育相談等に関する調査研究協力者会議」でも指摘されている。しかし、スクールカウンセラー
については、教育振興基本計画において「教育相談を必要とするすべての小・中学生が、ス
クールカウンセラー等による相談等を受けられるように促す」とされており、他にも多くの答申
等においてその必要性が提言されている。 
「24 時間いじめ相談ダイヤル」についても同様である。 
こうした状況を踏まえ、問題行動等への適切な対応をするために、地方公共団体の取組を

支援する本事業が必要である。 
 
（有効性） 
本事業は児童生徒の問題行動等に適切に対処し、その解決を図る目的で、学校内外の

教育相談体制の充実を図るため、スクールカウンセラー等の配置、24 時間電話相談体制の
整備を行うものである。本事業では文部科学省で実施する「児童生徒の問題行動等生徒指
導上の諸課題に関する調査」等に基づく各種指標を用いてそれぞれの指標に対する目標を
達成することを目指している。 
なお、スクールカウンセラー等配置については、平成18年度において全公立中学校（約１

万校）に対し、7,692 校の配置となっている。このことは、スクールカウンセラーは児童生徒の
問題行動等への対処のみならず、自然災害や事件・事故の被害にあった児童生徒に対する
緊急時の心のケアを担っており、その対応などから特別な事情のある小学校・高等学校にも
配置されて有効に活用されているためである。教育振興基本計画にもあるとおり、今後にお
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いても引き続き全公立中学校への配置を進めるとともに、災害や事件・事故の被害児童生徒
に対する緊急支援などを進めることで、すべての指標に対する目標が達成できると見込まれ
る。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：3,665百万円 
（平成21年度予算額：14,261百万円の内数） 

【事業内容の見直し】 
新たに学校・家庭・地域の連携協力推進事業を創設し、本事業はその中で実施することと

した。 

  

政策の名称 青少年体験活動総合プラン（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
直接体験の不足（体を動かす体験、自然体験）、生活習慣の乱れ（夜更かし、朝食欠食）、

希薄な対人関係（保護者の関与が少ない、地域の大人の関与が少ない、仲間との接触が少
ない）等の理由により、ニート等自立の意欲に欠ける青少年が増加している。青少年の意欲
を高め、心と体相伴った成長を促すために、すべての青少年の生活に体験活動を根付か
せ、体験を通じた試行錯誤切磋琢磨を見守り支えることが重視されている。（「次代を担う自
立した青少年の育成に向けて」平成19年１月中央教育審議会答申） 
また、「教育再生懇談会－第一次報告－」において、すべての子どもに体験活動の機会を

提供すると提言されている。 
さらに、「経済財政改革の基本方針2008」において「２．未来を切り拓く教育」の中で体験

活動の機会の提供に積極的に取り組むとしている。 
（１） 小学校長期自然体験活動支援プロジェクト 
「教育振興基本計画」において、「関係府庁が連携して、小学校で自然体験・集団宿泊体

験を全国の児童が一定期間（例えば1週間程度）実施できるよう目指すとともに、そのために
必要な体験活動プログラムの開発や指導者の育成を支援する。」としている。また、「教育再
生懇談会－第一次報告－」において、全ての子供への自然体験・農山漁村体験（小学校で
1週間）の機会の提供を目指し、関係府省が連携して支援すると提言していることから、小学
校における長期自然体験活動の指導者養成やプログラム開発に取り組む。 
この取組を実施することにより、教育振興基本計画において、小学校で全国の児童が一

定期間（例えば1週間程度）実施できるように目指している自然体験・集団宿泊体験が効果
的に安全に実施され、推進される。 
（２） 青少年の課題に対応した体験活動推進プロジェクト 
「教育振興基本計画」において、「教育をめぐる課題として、子どもの学ぶ意欲や学力・体

力の低下、問題行動など多くの面で課題が指摘されている。」「社会が急速な変化を遂げる
中にあって、個人には、自立して、また自らを律し、他と協調しながら、その生涯を切り拓いて
いく力が一層求められるようになる。」「子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い
教育環境を整備する観点からも、放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
を推進する。」としている。 
最近では、秋葉原事件など青少年による凶悪犯罪が増加しており、犯罪対策閣僚会議に

おいても、犯罪対策が議論されているが、このような犯罪の背景の1つとして、社会から孤立
する青少年の増加が指摘されている。 
このようなことから、青少年の課題に対応した体験活動を推進する。この取組を実施するこ

とにより、青少年の課題に対応した体験活動を実施するための重要な知見が得られるととも
に、青少年の行動の原動力である意欲や、職業的自立の礎となる社会性等が育まれる。ま
た、青少年の体験活動の機会や場が開拓される。本取組の成果を全国に普及することを通
じて、各自治体において青少年の課題に対応した体験活動の支援体制の整備が推進される
ことが期待できる。 
これらの取組により、豊かな人間性を育むために必要な体験活動の機会が増加し、我が

国の青少年が自立した人間として成長することが期待されることから、本事業の拡充が不可
欠である。 
 

（有効性） 
（１） 小学校長期自然体験活動支援プロジェクト 
① 自然体験活動指導者養成事業 
  約２万の小学校が効果的に自然体験活動を実施するためには、 10万人の指導者が
必要である。平成20年度については、6,000人（全体指導者2,000人、補助指導者4,000
人）の指導者を養成する予定であり、今後計画的に養成していく必要がある。また、小
学校の長期自然体験活動が実施されるにあたり、教員の負担は増えていくことから、外
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部の指導者が支援することにより、教員の負担が増えるのを軽減できる。さらに、支援体
制についても学校教育における自然体験活動の位置づけや、教科教育との関連などに
ついて理解した上で、自然体験活動について一定程度の知識と指導力を有する全体
指導者と実際の活動場面で児童の活動を補助したり、安全確保に配慮できる補助指導
者が支援することにより、効果的にまた安全に実施できる。このことから、小学校の長期
自然体験活動には、指導者が必要であり、活用されると考えられることから、養成した指
導者が活動した割合を毎年度増加させていくという目標を達成することができると見込
まれる。 

② 小学校自然体験活動プログラム開発事業 
  プログラム開発については、活動フィールド・学校規模・学年・教育課題・課題解決手
法・実施時期毎に多様なプログラムが考えられるが、小学校の長期自然体験活動の多
様なプログラム開発はなされていない現状にある。平成20年度に24プログラムを開発す
る予定であり、毎年度評価し、必要なプログラム数を検証しながら、開発していく必要が
ある。小学校が実施する1週間のプログラムを学習指導要領との関連、地域資源の活
用、具体的な指導体制や教材等も含めて開発することで、教員や外部指導者は実施す
る際に参考になるため、活用されると考えられることから、開発したプログラムが参考にさ
れる割合を毎年度増加させていくという目標を達成することができると見込まれる。 

（２） 青少年の課題に対応した体験活動推進プロジェクト 
平成17～19年度に実施した青少年の自立支援事業により、自立に支援を要する青少年と

して、ひきこもり青年、不登校児童・生徒、ニート等を対象とした事業を実施した平成19年度
の都道府県数は、平成17年度からは９道府県増加（29パーセント）し、概ね順調に増加した。
事業数については、42事業増加（44パーセント）し、それぞれの内訳についても、ひきこもり
青年（10から15）、不登校児童・生徒（29から35）、ニート（４から15）と概ね順調に増加してお
り、この施策については、順調に進捗した。このことから、国が先導的に青少年の課題に対応
した取組を実施し、成果や課題を普及することにより、各自治体が青少年の課題に対応した
体験活動を実施できる体制を整備することができ、各自治体において青少年の課題に対応
した体験活動の支援体制の整備を推進するという目標を達成することができると見込まれる。

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：540百万円 
（平成21年度予算額：203百万円） 

【事業内容の見直し】 
小学校自然体験活動プログラム開発事業については、平成20年度は開発したプログラム

の検証事業に要する経費を計上していたが、平成21年度は小学校の取組状況を勘案し、長
期自然体験活動を予定している小学校と連携してこの事業に取り組むことにより、検証事業
に要する経費について合理化減を行う見直しを行った。 

  

政策の名称 青少年を取り巻く有害環境対策推進事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
発達途上にある青少年の人格形成に悪影響を及ぼす各種メディア上の性的な内容や暴

力的な表現をはじめ、昨今の携帯電話の普及により青少年がインターネット上の違法・有害
情報サイトを通じて犯罪やいじめ等に巻き込まれており、これは解決すべき喫緊の課題と考
えられる。 
このため、青少年がインターネットを適切に活用できるよう、情報活用能力を育成し情報モ

ラルを身に付けさせることや保護者への啓発等をとおしてフィルタリング利用の普及や家庭
（親子）でのルールづくりを促進するなどの地域の取組を支援することは、この問題を解決す
るためには有効な手段と考えられる。 
以上のことから、本事業の実施により青少年が安全に安心してインターネットを利用できる

環境を整えるためには、本事業の実施は不可欠である。 
 
（有効性） 
本事業において、有害環境から子どもを守るための推進体制の構築、有害情報に関する

普及啓発資料の作成・配付、青少年とメディアに関する調査研究等の取組により、保護者の
フィルタリングの認知率を大幅に向上させ、子どもが使用する携帯電話等において、原則とし
てフィルタリングが利用されるようになることに資すると考えられる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：501百万円 
（平成21年度予算額：214百万円） 

【機構・定員要求】 
青少年を取り巻く有害情報環境対策を強化するため、有害情報対策調整係長（１名）の新
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設、有害情報対策推進係長（１名）、同係員（１名）の新設を要求した。（措置なし） 

  

政策の名称 子どもの読書応援プロジェクト（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
読書活動は、子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものに

し、人生をより深く生きる力を身につけていく上で欠くことのできないものである。また、子ども
たちが、社会を構成する一員として、主体的に社会の形成に参画していくために必要な知識
や教養を身につけるとともに、真理を求める態度を養う礎となるものであり、社会全体でその
推進を図っていくことは極めて重要である。 
平成13年に成立した「子どもの読書活動の推進に関する法律」に基づき、平成14年８月の

「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」閣議決定から５年が経過し、新たに平成
20年3月に「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」が閣議決定された。その中で
は、学校段階が進むにつれて子どもたちが読書をしなくなる傾向にあること、地方公共団体
の取組状況に大きな差が見られること、平成19年に公表された「ＯＥＣＤ生徒の学習到達度
調査」により、我が国の子どもたちの読解力の向上が課題であることなどの課題が明らかとな
った。 
このような課題等を踏まえて、今後は乳幼児期から発達段階に応じて読書に親しめるよう

に配慮すべく、読書活動への理解や関心を深めるために指導・助言できる人材の養成・育成
を全国に広く行うために、読書ボランティアの質的及び量的拡充をはじめとする各事業を、そ
れぞれ都道府県を単位として47箇所に展開することを目指す。また、子ども読書地域スクラム
事業については、平成20年３月に閣議決定された「子どもの読書活動の推進に関する基本
的な計画」の中で、子どもの読書活動の推進については地域によって取組に格差が見られ
ることから、地域の行政・図書館・公民館・学校・ＰＴＡ・民間企業等による子ども読書活動推
進のためのネットワークを形成し、地域の子どもの読書活動の推進に取り組む事業の展開を
目指すこととする。さらに、本事業において開設した、子どもの読書活動を応援する全国的な
情報サイトの運営及び新規コンテンツの追加によって、子どもの読書活動の推進に関する情
報の提供等を通じて、子どもの読書活動の普及・啓発を図る。また、発達段階に応じた読書
に親しむための本の普及等により家庭・地域における読書活動の推進体制を整備する。 
 

（有効性） 
読書ボランティアについての図書館への登録数については、平成17年度において約７万

人となっているが、平成19年度「子ども読書応援プロジェクト」事業において、参加数のうち、
ボランティア関係者が69,674人であり、他に「発達段階に応じて読書活動への理解を深める
取組の調査研究」の参加者が23,526人、前年度の子ども読書地域フロンティア事業における
読書フェスティバル参加者数が12,800人となっているため、本事業によって、子どもの読書活
動に興味及び関心のある人が読書ボランティアの活動をするための支援を行うことにより、平
成23年度までに読書ボランティアについての図書館への登録数を10万以上にすることは可
能と思われる。 
「子どもの読書活動の推進に関する法律」第９条では、都道府県及び市町村は、それぞれ

「子ども読書活動推進計画」を策定するよう努めなければならないとされており、平成18年度
末時点で、47都道府県（平成18年度において全ての都道府県で策定済）、市町村において
は昨年度より136市町村増えて567市町村で策定され、前年度と比較して伸び率は約32パー
セントとなっている。本事業によって、子ども読書応援団推進事業で各地域における子どもの
読書活動推進体制の下地をつくり、子ども読書地域スクラム事業によって、「市町村子ども読
書活動推進計画」の策定率の進捗を図り、子ども読書情報ステーション事業によって子ども
の読書活動の情報を各都道府県及び市町村に提供すること等を通じて、この伸び率を維持
していきたい。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：488百万円 
（平成21年度予算額：155百万円） 

  

政策の名称 学校すこやかプラン（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、子どもを取り巻く生活環境の急激な変化を背景として、心と体の両面に関わる様々

な健康課題として、ストレスによる心身の不調などメンタルヘルスに係る課題への対応や、ぜ
ん息、アトピー性皮膚炎、食物アレルギーなどのアレルギー疾患への対応、さらには、薬物
乱用、感染症の問題など、粘り強い継続的な取組が必要とされる課題が顕在化している。 
これらの健康課題への取組に当たっては、正しい理解に基づく迅速かつきめ細かい対応

471



 

  

が必要であり、それぞれの課題は学校のみでは十分な対応ができないものも少なくなく、地
域や家庭との連携・協力による総合的な取組が必要である。 
以上のことから、学校保健の取組を推進し、学校における児童生徒の現代的健康課題に

きめ細やかな対応を行うためには、本事業「学校すこやかプラン」の拡充が不可欠である。 
また、平成 20 年６月には、学校保健の充実を図るため、学校保健法の一部が改正され学

校保健に関して、地域の実情や児童生徒等の実態を踏まえつつ、各学校において共通して
取り組まれるべき事項について規定の整備が行われたところである。 
 
（有効性） 
本事業では、これまで、学校保健に関する様々な取組を実施することにより、学校におけ

る保健活動の中心的な役割を担う学校保健委員会の設置率が増加したほか、薬物等に対
する意識等調査において、薬物は絶対に使うべきでないと回答した児童生徒の割合が増加
してきているなど一定の成果を得ている。 
平成 19 年度においては、 
① 公立学校における学校保健委員会の設置率は、平成 19 年度 83.9％ 
② 薬物乱用防止教室の開催率は、平成 19 年度 中：57.9％、高：69.0％ 
③ 薬物等に対する意識の改善としては、公立小学校６年生において絶対にいけないと
回答した者の割合は、平成 18 年度：91.9％ 

④ スクールヘルスリーダーは平成 20 年度新規事業であるため派遣率は、０％ 
となっている。今後「学校すこやかプラン」を継続的に実施することにより、各学校へ効果

的な実施方法等が波及することにより、達成年度の平成 26 年度には、目標である数値の達
成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：728百万円 
（平成21年度予算額：467百万円） 

  

政策の名称 食育推進プラン（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、子どもを取り巻く生活環境が変化し、朝食欠食、偏食、孤食といった食に関する課

題が生じている。子どもたちが健やかに育つための生活リズムを育み、メタボリックシンドロー
ムなどの生活習慣病を予防するためにも、子どもの発達段階に応じて、各教科の内容や学
校給食を関連付けながら食に関する指導を推進する必要がある。また、平成 20 年６月には
学校給食の充実を図るため、学校給食法の一部が改正され学校給食に関する規定の整備
が行われたところである。 
 
（有効性） 
本事業では、これまで、栄養教諭を中核とした学校における食育の指導体制の整備や地

場産物の活用による学校給食の充実に取り組んだ結果、栄養教諭の配置数や学校給食に
おける地場産物の使用割合が増加している。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：630百万円 
（平成21年度予算額：491百万円） 

  

政策の名称 子ども安心プロジェクト（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、学校内外において不審者による子どもや教職員の安全を脅かす事件・事故、交通

事故や自然災害による被害が発生するなど、子どもの安全を確保することが極めて重要な課
題となっている。 
こうした課題に対応するため、保護者や地域の関係団体等の協力を得て、地域社会全体

で子どもの安全を見守る体制を整備するとともに、子ども自身に危険を予測・回避する能力
を習得させるための取組を進める必要がある。また、平成20年６月には学校安全の充実を図
るため、学校保健法の一部が改正され学校安全に関する規定の整備が行われたところであ
る。 
 
（有効性） 
学校安全については、平成 14 年度から平成 18 年度において、子どもの安全確保に向け

た取組を実施しており、平成 19 年度からは、更に地域社会全体で子どもの安全を見守る体
制を整備するとともに、子ども自身に危険を予測・回避する能力を習得させることを目的とし
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ている。 
本プロジェクトでは、①防犯マニュアルを活用している学校の割合、②子どもの安全対応

能力の向上を図るための取組を実施している学校の割合、③地域のボランティアによる学校
内外の巡回・警備が行われている小学校の割合を一義的な指標として、全ての小学校で、
①～③について 100 パーセントとなることを目指している。 
平成18年度においては、全国平均が①97.7パーセント②80.6パーセント ③91.0パーセ

ント（平成 19 年度は調査中）となっている。 
今後とも、学習指導要領の改訂、学校安全に関する事項を新たに設けた学校保健安全法

の公布を踏まえ、学校安全に関する適切な対応について理解が深まるよう学校安全教育・管
理に関する資料の作成・配付等による学校の危機管理の向上を図るとともに、スクールガー
ド・リーダーの充実により、地域社会全体で子どもの安全を見守る体制を整備することによっ
て目標を達成することができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,023百万円 
（平成21年度予算額：子ども安心プロジェクト  137百万円 

          補助事業分 14,261百万円の内数） 
【事業名の変更】 
補助事業分 「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」 
（メニューの１つとして「地域ぐるみ学校安全体制整備推進事業」が入っている。） 

【事業内容の見直し】 
本事業については、他の教育関係のモデル事業と合わせ、補助事業に統合している。 

  

政策の名称 免許状更新講習開設事業費等補助（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教員免許更新制は、教員が、社会構造の急激な変化等に対応して、最新の知識・技能を

身に付け、自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得られるようにする必要があ
ることから導入が決定されたものであり、教員の資質向上に多大な寄与をするものである。そ
のため、教員免許更新制の実施の円滑な実施のための取組や多様で優れた免許状更新講
習の開設も当然に、教員の資質向上に多大な寄与をすることから、事業の成果が上位目標
の実現に直結するものである。 
 

（有効性） 
免許状更新講習の開設だけでなく、開設講座数や科目、受入人数等も、講習開設者の任

意とされているが、量的・質的に十分な免許状更新講習を確保するため、更新講習開設者
に対して財政的支援を行うことで、各開設者に十分量の講習開設を促進できるとともに、大
学の所在地や講習受講者等の地域偏在によらない、多様で質の高い更新講習開設されるこ
とが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：4,658百万円 
（平成21年度予算額：1,002百万円） 

  

政策の名称 学校マネジメント支援に関する調査研究事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教育は人なりと言われるように、教育の質の向上は教員にかかっている。教員が子どもと向

き合う時間を確保し、質の高い授業や生徒指導等を行うこと、また心身ともに健康な状態で
子どもの指導にあたることができるようにするためには、学校マネジメント支援を図ることは喫
緊の重要課題である。 
このことは、経済財政改革の基本方針2008や教育振興基本計画において明記され、政府

がこれからすぐに取り組むべき事項として、閣議決定されたことからも明らかである。 
また、総理の下に設置された教育再生会議第３次報告においても、各種調査や提出書類

の簡素化・軽減、校内会議の削減・合理化等を図ること、学校問題解決支援チームを全ての
教育委員会に設置することが提言され、その後まとめられた最終報告（「社会総がかりで教育
再生を」）において、直ちに実施に取りかかるべき事項としてフォローアップすることとされて
いる。 
 このように学校マネジメント支援の取組を全国に広めていくことは必要であり、現在の委託
数では不十分であるため、全国に普及させていくためにも拡充は必要である。 
 
（有効性） 
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本事業は、①事務の外部委託、②校務分掌の適正化、③保護者等への対応、④教職員
のメンタルヘルス対策などを通じて、学校マネジメントを支援し、教員が児童生徒に向き合う
時間を確保するとともに、心身ともに健康で、児童生徒の指導に当たること、また組織的・機
動的な学校運営が行われることで、より質の高い教育を提供し、全国的な教育水準の向上を
図ることを目的としている。 
学校マネジメント支援という課題は、全国的な課題であり、全ての都道府県・指定都市教

育委員会において教員の勤務負担軽減に資すると考えられる取組などを実施し、これまで
以上に教員が児童生徒に向き合う時間を確保することを目標としており、平成21年度からは
本事業の委託先を増やし、全ての都道府県・指定都市教育委員会を対象とすることにより、
未だ教員の勤務負担軽減に対応できていない地域に対しても本課題に着手させることが見
込まれる。 
また、校務の効率化や適正化の変化の内容、職場環境の改善内容、教員の勤務の負担

感の軽減の程度を把握することにより、総合的に教員の勤務負担軽減に関する実例を収集
し、各地域にフィードバックすることができる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：42百万円 
（平成21年度予算額：42百万円） 

  

政策の名称 公立小中学校施設の耐震化等（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
公立学校施設は、児童生徒等が一日の大半を過ごす場であるとともに、災害発生時には

地域住民の応急避難場所ともなるため、その安全性の確保は喫緊の課題である。しかしなが
ら、平成20年４月１日現在の公立小中学校施設の耐震化率は62.3パーセントとなっており、
特に大規模な地震による倒壊等の危険性の高い公立小中学校施設は、10,656棟と推計され
ている。このため、安全・安心で豊かな学校施設の整備推進を達成するためには、進捗にや
や遅れが見られる公立小中学校施設等の耐震化を推進することが必要不可欠であり、特に
大規模な地震によって倒壊等の危険性が高い公立小中学校施設（約１万棟）については、
できる限り早期に耐震化を実施する必要がある。 
 

（有効性） 
公立小中学校等施設の耐震化は進捗にやや遅れが見られるものの、整備の推進による

一定の効果が得られている。（平成20年４月１日現在の公立小中学校の耐震化率は62.3パ
ーセント） 
本事業の実施により、全国の公立小中学校等施設の耐震補強等事業が促進され、現在よ

り多くの公立小中学校等において、児童生徒や教職員等が一日の大半を過ごす場の安全
が確保されるとともに、非常災害時における地域住民の応急避難場所の安全が確保される。
なお、耐震化が進まない原因は地域によって様々であるが、 ①多くの学校施設が昭和56年
以前に建設されたため、耐震化を必要とする施設の絶対量が多いにもかかわらず、耐震化
をしていない施設が大量に残っている。②一度に多くの耐震化事業を実施するとなると市町
村の財政負担が大きくなり、市町村の財政力の限界を超えることになって事業化ができな
い。総じて市町村の財政状況は厳しく余裕がない。③地域住民への情報提供が十分でない
などの理由で、地域として地震防災の意識が低いため、他の課題に優先して耐震化に取り
組んでいない。④学校の統廃合等の問題を抱えており、施設整備の計画自体が策定されて
いないため、耐震化に着手できないでいる。などの理由が挙げられる。 
このため、目標を達成するには、地方公共団体の財政負担の軽減等が必要となるが、平

成20年６月に地震防災対策特別措置法が改正され、地震による倒壊の危険性が高い公立
小中学校等施設（約１万棟）の耐震化事業についての国庫補助率の引き上げ等の加速策が
講じられたところである。これにより、事業量の増加が見込まれるため、本事業の拡充により、
地方公共団体の事業の前倒しに対応できるような予算の確保に努めることが必要不可欠で
ある。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成20年度補正予算（第一号）1,139億円、 
同補正予算（第二号）501億円 
平成21年度予算概算要求額：193,510百万円 
（平成21年度予算額：114,971百万円） 

【機構・定員要求】 
公立学校の耐震化推進体制を強化するため、耐震化推進企画官（１名）、専門職（１名）の

新設を要求した。（専門職１名措置） 
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政策の名称 帰国・外国人児童生徒受入促進事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
当該事業は、就学前の外国人の子どもへの初期指導教室（プレクラス）の実施や学校での

日本語指導の補助、外国語が使える人材の配置等を行うものであり、達成目標「外国人の児
童生徒に対する教育支援体制を整備することにより、日本語指導が必要な外国人児童生徒
への指導の充実を図る。」の実現のために必要不可欠である。 
また、これまで主に市町村教育委員会を主な実施主体として本事業を実施してきたが、外

国人児童生徒数やその在籍校数の増加等により、より広域的な問題となってきていることか
ら、平成21年度は、主な実施主体を都道府県として事業を実施していくこととし、日本語指導
が必要な児童生徒が200人以上在籍する都道府県数と同数の20地域に委嘱することを予定
している。 
 

（有効性） 
本事業は平成19年度から開始し、地域における外国人の子どもの就学支援や学校にお

ける日本語指導、適応指導の充実を図るためのモデル事業として実施しており、他の外国人
児童生徒教育の関連施策と相まって、公立学校における日本語指導が必要な外国人児童
生徒数のうち、学校で日本語指導等特別な指導を受けている児童生徒数の割合が85パー
セント以上となることを目指している。 
平成19年度においては、この割合が83.5パーセントとなっており、より一層の事業内容の

充実や効果的な事業の実施を図り、平成21年度には、目標である85パーセント以上を達成
することを目指す。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：402百万円 
（平成21年度予算額：301百万円） 

  

政策の名称 外国人児童生徒の日本語指導等の充実のための総合的な調査研究（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
小・中学校における外国人児童生徒の日本語指導の効果的・効率的な教育のために、各

学校で活用できる日本語指導のガイドラインの開発や外国人児童生徒の日本語能力の客観
的な測定法、日本語指導を行う教員の資質の向上を図るための研修マニュアルの開発は極
めて重要である。 
 

（有効性） 
本事業は平成21年度から開始し、小・中学校における外国人児童生徒の日本語指導の

体系的・総合的なガイドラインの開発や外国人児童生徒の日本語能力の客観的な測定法、
日本語指導を行う教員の資質の向上を図るための研修マニュアルの開発及びその成果の全
国への普及を図ることにより、他の外国人児童生徒の関連事業と相まって、公立学校におけ
る日本語指導が必要な外国人児童生徒数のうち、学校で日本語指導等特別な指導を受け
ている児童生徒数の割合が85パーセント以上となることを目指している。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：11百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 

  

政策の名称 認定こども園幼保連携型移行・設置促進事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
平成 18 年 10 月に開始した認定こども園制度は、保護者や施設から高い評価を受けてい

る一方、施設や地方公共団体から、「財政的支援」や「文部科学省と厚生労働省の連携強
化」が運用上の課題として指摘されている。これらの課題の解決のために、本事業を通して、
幼稚園・保育所の枠組みを超えた総合的な支援を行う必要がある。 
 
（有効性） 
認定こども園の認定件数は、平成 20 年４月１日現在で 229 件であるが、平成 19 年４月１

日現在での調査によると、申請見込件数としては約2,000件とのことであった。平成20年３月
に実施した実態調査では、保護者や施設において認定こども園制度が高く評価されている
一方、施設や地方公共団体からは運用上の課題も指摘されており、特に、国に対して「財政
的支援」を求める声は大きい。本事業の実施により認定件数 2,000 件以上を達成することが
見込まれる。 

政策評価の結果 【概算要求】 
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の政策への反映
状況 

平成21年度予算概算要求額：2,496百万円 
（文部科学省・厚生労働省合計：10,316百万円） 
（20年度１次補正：21億円、２次補正：「安心こども基金（仮称）」1,000億円の内数（１次、２
次ともに文部科学省・厚生労働省合計額）により前倒し） 

  

政策の名称 幼稚園教育理解推進事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年の研究では、幼児教育がその後の教育に影響を与えることが明らかになりつつあり、

幼児教育の質の保証が重要である。そのためには、幼稚園教育要領の周知徹底が必要で
ある。特に、現在、幼稚園教育要領が改訂され、幼稚園におけるその着実な定着が求められ
ている。 
 

（有効性） 
新幼稚園教育要領に対する幼稚園教員等の理解を深め、幼児教育の質の向上に資する

ため、協議会の参加者数3万5千人以上を目指す。これは幼稚園教員の約30パーセントであ
り、達成することができることが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：36百万円 
（平成21年度予算額：36百万円） 

  

政策の名称 幼稚園就園奨励費補助事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減及び公私立幼稚園間の保護者負担の格
差の是正を図り、幼稚園への就園機会の確保を図るものであり、本事業の拡充は不可欠で
ある。 
 
（有効性） 
平成19年度の幼稚園就園率は、18年度と比較し、２パーセント上昇の86.6パーセントであ
った。今後、多子軽減策の拡充により、目標である幼稚園就園率5年間で5パーセントの上昇
率は達成することができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：24,763百万円 
（平成21年度予算額：20,397百万円） 

  

政策の名称 発達障害等に対応した教材等の在り方に関する調査研究（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
発達障害については、外見からは判断が難しい障害であるため、読む、書く、計算する、

集中力を持続させるといった学校での学習に必要な基礎的な能力が備わっていない発達障
害等の児童生徒は、本人の努力不足や親のしつけが悪いなどと叱責を受けることが多く、自
己肯定感を持ちにくく、適切な教育的支援がされない場合、いじめや不登校などにつながる
ケースもあると言われている。 
また、弱視については、同じ視力であっても、見え方が個々に異なっており、ルーペ・拡大

読書器等の視覚補助具を活用しても、十分な支援ができているとは言い難い。 
このため、発達障害等の児童生徒の障害特性、発達段階、教科の特性などに応じた教科

用特定図書等や教材の在り方、それらを利用した効果的な指導方法や教育的効果等を研
究し、障害のある児童生徒の教科学習等における困難の改善を図ることにより、基礎学力の
確実な習得と、学校生活や社会にうまく適応できるようにする必要がある。 
よって、当事業の実施は不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業では、小・中・高等学校等における発達障害等の障害のある児童生徒の教科用特

定図書等や教材の在り方について実践研究を行い、適切な支援が図られることを目指すも
のである。 
各分野の専門性を有する団体に委託して実践研究を行うことや、研究成果について、研

究報告書の作成・配付、文部科学省ホームページへの掲載、各種雑誌への掲載などを通じ
て、広く普及を図ることで、目標は達成できると見込まれる。 

政策評価の結果 【概算要求】 
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の政策への反映
状況 

平成21年度予算概算要求額：159百万円 
（平成21年度予算額：39百万円） 

【事業内容の見直し】 
委託団体数の見直しを行った。 

  

政策の名称 発達障害を含む特別支援教育におけるＮＰＯ等活動体系化事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
中教審答申（特別支援教育を推進するための制度の在り方について（平成17年））におい

て、学校内外の人材の活用と関係機関との連携協力として、総合的な支援体制整備に当た
っては、生徒指導主事、養護教諭、スクールカウンセラー、学校医などの学校内の人材はも
とより医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の外部専門家の総合的な活
用を図ることや福祉、医療、労働など関係機関等との連携の推進及び、親の会やＮＰＯ等と
の連携を図り、全体として有機的なネットワークを構築する必要があると提言されている。 
このため、多岐に渡る障害児支援団体の活動の体系化を行うことによる民間活力の効率

的な障害児支援を図るという観点から、ＮＰＯに加えて障害者団体、自治会、PTA、企業等、
障害児支援を行っている民間団体の活動の在り方についての実践研究及び支援活動の体
系化をすることが必要である。 
よって、当事業の実施は不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業では、多岐に渡る障害児支援団体の活動の体系化を行うことによる民間活力の効

率的な障害児支援を図るという観点から、ＮＰＯに加えて障害者団体、自治会、PTA、企業
等、障害児支援を行っている民間団体の活動の在り方についての実践研究及び支援活動
の体系化を目指すものである。 
障害のある子どもへの対応について、先導的な取組を行っている民間団体の支援活動の

体系化について、実践研究を行い、研究成果について、研究報告書の作成・配付、文部科
学省ホームページへの掲載などを通じて、広く普及を図ることで、目標は達成できると見込ま
れる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：132百万円 
（平成21年度予算額：29百万円） 

【事業内容の見直し】 
本事業については、支援団体間の効果的な連携の在り方や先導的な取組に関する実践

研究を重点的に実施し、研究成果を広く普及する内容に見直した。 

  

政策の名称 発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指

導や必要な支援を行うものである。平成19年４月に改正学校教育法が施行され、全国の幼
稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校等において、支援体制の整備が進められてい
る。小・中学校においては、基礎的な体制は整備されつつあるが、一人一人ニーズに応じた
支援の充実が求められており、幼稚園や高等学校は小・中学校に比べ体制整備が遅れてい
る等、それぞれにおいて様々な課題があり、本事業を通して特別支援教育の体制整備を総
合的に推進する必要がある。 
 

（有効性） 
平成15年度より実施している「特別支援教育体制推進事業」の成果により、平成15年度に

57.4パーセントだった公立の小・中学校における「校内委員会の設置率」や19.2パーセントだ
った「特別支援教育コーディネーターの指名率」がいずれも平成19年度には99.5パーセント
となる等、特別支援教育の体制は着実に整備されつつある。公立の小・中学校においては、
今後は一人一人のニーズに応じた支援体制の整備が求められているところであり、本事業を
通じて「個別の指導計画の作成率」や「個別の教育支援計画の作成率」を向上させることが
見込まれる。 
また、小・中学校に比べ、体制整備が遅れていた幼稚園、高等学校においても、本事業を

活用することにより、「校内委員会の設置率」や「特別支援教育コーディネーターの指名率」
を向上させ、特別支援教育に関する基礎的な体制の整備を推進することが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：879百万円 
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状況 （平成21年度予算額：503百万円） 

  

政策の名称 発達障害早期総合支援モデル事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
発達障害は主に社会性や他人とのコミュニケーション等に非常に困難が生じる障害であ

り、外見だけでは障害の有無がわかりにくいという特徴を持つが、幼児期に発見をしてその
障害の状況等に応じた適切な療育を行うことで、将来社会生活や集団にうまく適応できると
言われている。しかし、適切な支援がされず周囲の理解が得られないと、いじめの対象となっ
たり不登校等の二次障害を引き起こし、思春期にはその対応がさらに困難になる事例もある
と言われており、一人一人の教育的ニーズを把握した早期発見・早期支援が重要であるが、
そのためには、教育、福祉、医療、保健等の多岐に渡る関係機関が緊密に連携した体制整
備が必要である。よって、当事業は施策目標の実現に結びつくものである。 
 

（有効性） 
平成19年度から全ての学校において、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への教

育を行うよう、学校教育法の改正を行い、各学校における特別支援教育体制の整備を推進
していることもあり、現場においても次第に発達障害に対する理解が進んできていると認識し
ている。また、平成19年度に当事業において指定したモデル地域においても、発達障害に
対する理解が高まるにつれ、教育相談等の活用や個別の教育支援計画の作成が増え、早
期発見・早期支援につながっているとの報告がある。よって、目標は達成できると見込まれ
る。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：198百万円 
（平成21年度予算額：64百万円） 

【事業内容の見直し】 
新規指定地域数の見直しを行った。 

  

政策の名称 拡大教科書等普及推進事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
通常学級に在籍する障害のある児童生徒に対しては、拡大教科書等について義務教育

諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年法律第182号）に基づく無償給与
が行われておらず、予算措置によって無償給与してきた。 
平成20年６月に制定された、「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普

及の促進等に関する法律（平成20年法律第81号）」においては、通常学校に在籍する障害
のある児童生徒に対する拡大教科書等の無償給与について規定するとともに、国における
施策の推進について示されたところであり、また、同法が採決された際には、 
① 拡大教科書等の供給・普及の促進という国の責任を果たすためには、教科書発行者に
よる拡大教科書等の発行が重要であることにかんがみ、その発行が一層促進されるよう、
必要な措置を講ずること。 

② 教科書発行者からの教科書デジタルデータの提供については、その提供が円滑に行わ
れるとともに、提供されたデジタルデータが適切に管理・活用されるよう必要な支援措置を
講ずること。 
その際、拡大教科書等を作成するボランティアにとって使い勝手のよいデジタルデータ
が提供されるよう、適切な処置を講ずること。 
等といった附帯決議を受けている。 
国としては、これらを受け、現在の諸問題を早急に検討・解決し、視覚に障害のある児童

生徒に拡大教科書を普及充実させることで、障害のある児童生徒に対する教育における機
会均等の保障を担保していく必要がある。 
 

（有効性） 
本事業により得られる教科書デジタルデータの提供拡大や標準規格に基づく拡大教科書

等の発行の促進等といった成果を通じて、必要とする児童生徒に拡大教科書等を速やか
に、かつ、確実に給与することが可能となる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：300百万円 
（平成21年度予算額：172百万円） 

  

政策の名称 特別支援学校等における指導充実事業（拡充） 
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政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
特別支援学校においては、障害の重度・重複化、多様化が進んでいることから、一人一人

に応じたきめ細かな指導の一層の充実が求められている。また、特別支援学校卒業後、自
立し、社会参加していくため、国として教育、労働、福祉関係機関が一体となった施策の強
化が求められている。 
小・中学校等においては、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒が約6パーセント程

度の割合で存在する可能性が示されており、これらの児童生徒を含め、小・中学校等におけ
る障害のある児童生徒等に対し、適切な指導及び必要な支援を行うことが求められている。 
 また、学習指導要領については、不断の見直しが求められており、国が教育課程の基準を
改善するためには、国として実践研究を行い、その成果と課題を明らかにし、特別支援学校
等における教育課程の改善に必要な実践データを収集していく必要がある。 
さらに、平成19年12月の国連総会において、「世界自閉症啓発デー」が決議され、自閉症

の子どもについて、社会全体への意識啓発のための手立てをとることを促すこと等が盛り込
まれており、こうした国際的な動向も踏まえ、自閉症についての正しい理解や障害特性等に
応じた教育的な支援について検討することが必要である。 
これらの特別支援学校等における喫緊の課題に対応するためには、自立と社会参加に向

けた指導の改善を図るための施策を総合的に行い、もって特別支援教育の改善・充実に資
する本事業の拡充が不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業では、特別支援学校や小・中学校等の特別支援教育に関する教育課程の編成や

学習指導の方法等について実践研究を行い、教育課程の改善等に必要な資料を得るととも
に、各学校における特別支援教育の改善・充実を図ることを目指している。 
各指定校や指定地域による研究について、外部有識者を含めた審査評価委員会により計

画内容や成果の審査を行い、適切な指導助言を行うことや、研究成果について、研究報告
書の作成・配付、文部科学省ホームページへの掲載、研究成果報告会の開催、各種雑誌へ
の掲載などを通じて、広く普及を図ることで、目標は達成できると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
自閉症の障害特性等に対応した教育課程、指導内容・方法の改善を図るため、実践研究

に必要な経費を概算要求に盛り込んだ。 
平成21年度予算概算要求額：132百万円 
（平成21年度予算額：100百万円） 

  

政策の名称 義務教育費国庫負担金（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
義務教育費国庫負担制度は、義務教育無償の原則に則り、公立義務教育諸学校の教職

員の給与費について都道府県が負担した３分の１を国が負担するものであり、全国すべての
地域において必要な教職員を確保し、義務教育の機会均等と教育水準の維持向上を図る
役割を担っている。 
また、優れた教員を確保するため、メリハリある教員給与体系の実現に取り組むとともに、

子どもたちの学力の向上と規範意識の育成を図る観点から、教員が子ども一人一人に向き
合う環境をつくるため、教職員定数の改善に取り組むこととしており、教育の質的向上を図る
観点からも本事業は重要な役割を担っている。 
 

（有効性） 
義務教育費国庫負担制度は、義務教育無償の原則に則り、公立義務教育諸学校の教職

員の給与費について都道府県が負担した３分の１を国が負担することにより、全国すべての
地域において必要な教職員を確保し、義務教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るこ
とを目的としている。 
本事業は、全ての都道府県において、５月１日現在における公立小・中学校の教員定数

の充足率（都道府県ごとに、義務標準法第6条に基づき算定した教員定数に対する実際に
各都道府県が配置した教員数の割合）が100パーセントとなることを目標としているが、平成
19年度においては、教員定数を充足している県が43県、未充足となっている県が４県（未充
足４県の平均充足率は99.8パーセント）となっている。 
なお、未充足となっている4県については、５月２日以降、随時、教員を配置しており、年度

末までには未充足は解消されている。 
このような状況から、年度内において充足率100パーセントを達成することができると見込

まれる。 

政策評価の結果 【概算要求】 
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の政策への反映
状況 

平成21年度予算概算要求額：1,676,776百万円  
（平成21年度予算額：1,648,250百万円） 

  

政策の名称 国際化拠点整備事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
日本を世界により開かれた国とし、アジア世界との間のヒト、モノ、カネ、情報の流れを拡大

するためには、海外の学生が我が国に留学しやすい環境を提供したり、海外との教育カリキ
ュラムについての相互連携などを通じた大学教育の国際化が必要であり、「教育再生懇談会
第一次報告」において「質の高い留学生を受け入れる重点大学30を選定し、重点的支援を
行う。」と指摘されているのをはじめとして、「経済財政改革の基本方針2008」において「留学
生受入の拠点となる質の高い国公私立大学をコンペ方式で全国・各分野をトータルで30校
程度選定」といった取組の重要性が指摘されているところである。 
また、「留学生30万人計画」骨子においては、「留学生を引きつける魅力ある大学づくりと

して、英語のみによって学位取得が可能となるなど大学等のグローバル化と大学等の受入れ
体制の整備について支援を重点化して推進する。」とされているところである。 
以上の状況より、日本の大学が海外の有力大学と伍していくためには、国際的な拠点とな

る大学に対して国が支援を行っていく意義は大きい。 
 

（有効性） 
本事業は、本年１月の福田内閣総理大臣の施政方針演説の中で言及のあった、「新たに

日本への『留学生30万人計画』を策定し、実施に移すとともに、産学官連携による海外の優
秀な人材の大学院・企業への受入れの拡大を進めます。」や、これを踏まえた経済財政改革
基本方針2008の経済成長戦略の中で、「「留学生30万人計画」の実現、英語教育の強化に
向けて、平成20年度から３カ年の取組を加速させる。」として、「グローバル30（国際化拠点大
学）」（仮称）の構想の具体化が上げられたところである。基本方針等で上げられた「留学生
30万人計画」を達成するために、本事業は必要なものであり、これにより、平成18年度現在の
英語のみで学位が取得できるコース（5大学6学部、57大学101研究科）の大幅な増加が見込
まれるとともに、平成18年度現在の留学生12万人を2020年までに30万人に増加することにも
大きく寄与することが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：15,000百万円 
（平成21年度予算額：4,081百万円） 

【事業名の変更】 
国際化拠点整備事業（グローバル30） 

  

政策の名称 海外進出・ネットワーク形成支援事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
ヨーロッパをはじめとした先進諸国を中心に、国際的な連携、国際的通用性を高める取組

が加速する中、国際的認知度の向上や国際競争力の強化は我が国の大学が国際的に取り
残されないためにも喫緊の課題となっている。このような状況を打破するため、海外との教育
カリキュラムについての相互連携などを通じた大学教育の国際化が必要であり、「社会総が
かりで教育再生を・第二次報告」において「単位互換・ダブル・ディグリーなど海外大学との国
際連携の推進」の重要性が指摘されているのをはじめとして、「経済財政改革の基本方針
2007」において「アジアを含めた国際的な大学間の相互連携プログラムを促進」、さらに「長
期戦略指針イノベーション25」においては「海外の大学や大学院との単位互換の促進、複数
学位制の拡大」、「アジア・ゲートウェイ構想」においては「海外の大学とのダブル・ディグリー
等の国際的なプログラムの開発」、「留学生30万人計画」においては「交換留学、単位互換、
ダブルディグリーなど国際的な大学間の共同・連携や短期留学、サマースクールなどの交流
促進、学生の流動性向上、カリキュラムの質的保証などにより大学等の魅力を国際的に向
上」といった取組の重要性が指摘されているところである。 
現在、大学間協定数は増加の傾向にあるが、ダブル・ディグリー等をはじめとした複数学

位プログラムについてはその取組が始まったばかり（37大学での実施）であり、今後世界的に
も広がりが見込まれている。 
従って、日本の大学が海外の有力大学と連携し、取り残されることなく取り組んでいくため

に、このような取組に対して国が支援を行っていく意義は大きい。 
 

（有効性） 
本事業を通じ、近年世界各国の大学で導入が進められている外国人学生に対する教育
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の提供や「ダブル・ディグリー」について、平成21年度からはダブル・ディグリーを実施する上
で必要なコーディネーターの配置や短期プログラムなどを進めるための支援を行うことによ
り、平成18年度においては37大学において実施されていたダブル・ディグリーの取組を、達
成年度である平成25年度には、全大学の概ね一割にあたる70大学で実施されることが見込
まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,158百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 
予算編成過程で廃止した。 

  

政策の名称 学士力確保と教育力向上プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
これまでの「特色ある大学教育支援プログラム」及び「現代的教育ニーズ取組支援プログラ

ム」により、国公私立を通じた競争的環境の下で大学の個性化・特色化を推進するとともに、
各大学の優れた取組を広く共有することで、我が国の大学教育改革に向けた意識改革を促
進してきたところである。 
大学等が、知識基盤社会を担う優れた人材を養成し、高度化・多様化する社会からの期

待に応えていけるよう、各大学等が教育の質の向上に向けた取組を推進し、人材育成機能
の強化を図る必要がある。また、社会の信頼に応える高等教育の実現のために、大学設置
基準等を改正し、人材養成目的の明確化やFDの実施等について新たに規定したところであ
り、各大学等において積極的に対応する必要がある。そこで、各大学等が行う教育の質の向
上に向けた様々な優れた取組を積極的に支援するとともに、これらの取組の情報を社会に
提供することで、我が国の高等教育全体の更なる活性化を図る必要がある。 
 

（有効性） 
本事業の実施により、各大学における大学教育改革の取組が一層積極的に行われると見

込まれる。 
平成15年度からの「特色ある大学教育支援プログラム」、平成16年度からの「現代的教育

ニーズ取組支援プログラム」への申請数は毎年多く、また、学長や選定取組者を対象とした
アンケート調査では約9割以上がこれらの事業が大学改革に役立っていると回答するなど、
本事業の定着及び他大学を含めた社会への普及・啓蒙は一定程度達成したと考える。 
また、平成18年度において、教員の教育力の向上のための取組（ファカルティ・ディベロッ

プメント）を行う大学は628校（前年度比53校）、厳格な成績評価（ＧＰＡ）を行う大学は294校
（前年度比46校）、学生による授業評価結果を授業改善に反映させる組織的取組を行う大学
は377校（前年度比42校）と、それぞれ増加している。 
このように大学改革への意識の高まりが醸成されていることから、本事業を国公私立を通じ

た競争的な環境の下で展開することで、より効果的に大学改革が促進され、社会からの信頼
に応え、求められる学習成果を確実に達成する学士課程教育の質の向上が図られるものと
考える。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：9,551百万円 
（平成21年度予算額：11,002百万円） 

【事業名の変更】 
 予算編成過程において、本事業と「社会人力育成のための学生支援プログラム」（概算要
求額：35億円）を統合し、名称を「大学教育・学生支援推進事業」とした。 
【事業内容の見直し】 
予算編成過程において、本事業と「社会人力育成のための学生支援プログラム」を統合

し、学部教育等の充実や就職支援を含む総合的な学生支援の推進のための各大学の取組
を支援する「大学教育・学生支援推進事業」を行うこととした。 

  

政策の名称 法科大学院教育水準高度化事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
新たな法曹養成制度は、法学教育、司法試験、司法修習を有機的に連携させた「プロセ

ス」を重視した制度であり、法科大学院は、その中核的機関として、その課程を修了した者の
うち相当程度の者が新司法試験に合格できるような充実した教育を行うことが強く求められて
おり、確実に教育体制の強化を図る必要性がある。 
 

（有効性） 
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本事業では、各地域における基幹的法科大学院を中心とした質の高い教育のための体
制構築が目標である。本事業では、連携・協同体制の構築や共同設置を目指した取組のう
ち、特に、質の高い教育のための体制構築への道筋がより具体的で実効性の高いものに対
して支援を行うこととしており、当該目標を達成することは可能であると考える。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：500百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 
予算編成過程で廃止した。 

  

政策の名称 先導的ＩＴスペシャリスト等育成推進プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、少子高齢化、高度情報化、国際化などが急速に進む中で、我が国では、経済の活

力の維持、環境問題といった様々な重要な課題に対応するためには、大学における優秀な
人材の育成が必要不可欠であり、大学が企業等と連携し、「社会から望まれる人材」像を理
解した上で、職業人として必要な基礎知識から実践的スキルまでを身につけさせ、社会で活
躍できる資質を備えた高度な人材を育成していく必要がある。 
先導的ＩＴスペシャリスト育成については、平成18年度より実施している各拠点における教

育プロジェクトが３年目を迎え、それぞれの特色に応じた所要の成果が輩出されつつある
が、各拠点にて共通利用しうる教材等や共通認識すべき課題等の十分な共有あるいは検討
に至っていないのが現状である。今後は、拠点間の密な情報交換を図り、著作権や知的財
産権等に関するガイドラインの策定やポータルサイトの構築など、教材等を横断的に展開す
るための整備を行い、高度ＩＴ人材育成方策の全国展開を進めていくことが望まれている。 
さらに、本プログラム終了後の平成22年度以降も高度ＩＴ人材の量的拡大を進め、我が国

の国際競争力の継続的な向上を図る必要があるため、教員等の教育力向上や社会人向け
教育プログラムの展開など、大学における教育機能のさらなる強化を図る必要がある。 
高度実践型理工系スペシャリスト育成については、先行して行われているIT分野の人材育

成の状況も踏まえ、同様の手法を用いＩＴ分野以外の人材の育成を図っていく必要があるこ
とから、新たに人材育成拠点を形成するもの。 
 

（有効性） 
先導的ＩＴスペシャリスト育成については、全国8拠点で多様な教育プログラムが開発・実施

されるとともに、その活動を通じて得られた成果について、各拠点が個別に普及展開に取り
組むだけでなく、「拠点間教材等洗練事業」を通じて、各拠点が協力して、ポータルサイトの
構築やシンポジウムの開催など組織的かつ効率的な方法によって普及展開活動を実施する
ことにより、世界最高水準のIT人材育成方策の全国的な波及効果が期待できる。 
新たに開始する高度実践型理工系スペシャリスト育成については、ＩＴスペシャリスト育成

拠点に関する中間評価結果を踏まえ、問題点を整理した上で拠点形成を試みることから、受
講者の２／３以上から良好との評価を得ることは可能と考える。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,453百万円 
（平成21年度予算額：895百万円） 

  

政策の名称 医師不足対策人材養成推進プラン（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
へき地、離島等の地域や小児科・産科等の特定の診療部門における医師不足にかかる対

策は喫緊の課題であり、これまで「新医師確保総合対策（平成18年８月）」及び「緊急医師確
保対策（平成19年５月）」を策定し緊急臨時的な医師養成数の増を図ってきたが、更なる医
師確保のための緊急対策に取り組むため、「経済財政改革の基本方針2008（平成20年６
月）」及び「社会保障の機能強化のための緊急対策－５つの安心プラン－（平成20年７月）」
において医師養成等にかかる提言がなされ、その必要性・緊急性が求められている。 
このため、地域医療等に対応した質の高い高度な医療人の養成を図り、地域医療への積

極的な貢献を行うための大学の取組等を支援する必要があることから、本事業の実施が不
可欠である。 
これにより、地域医療に貢献しうる質の高い医療人の養成が図られ、医師不足とされる地

域・診療科において安全・安心な診療体制の実現が期待される。 
 

（有効性） 
本事業では、大学がその人材養成・医療機能資源を最大限活用し、地域の医療機関と連
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携しながら医師不足解消等に対応するため、地域医療を担う質の高い医療人の養成及び安
心・安全な医療体制の構築が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：18,500百万円 
（平成21年度予算額：1,700百万円） 

【事業名の変更】 
・ 医学部定員増に伴う学生教育用設備整備 
（平成20年度１次補正額：4,000百万円） 

・ 周産期医療環境整備事業 
（平成21年度予算額：1,700百万円） 

【事業内容の見直し】 
医学部における医師養成数の増を行う大学の教育環境の整備・充実は、平成20年度補正

予算で前倒しして措置した。 
社会的に大きな問題となっている周産期医療体制について、地域医療の「最後の砦」とし

て、大学病院への期待が益々高まっていることから、大学病院における周産期医療体制を
強化し、積極的に貢献することを目的に「大学病院の周産期医療体制整備計画」（平成20年
12月５日）を発表し、それに基づき、大学病院におけるＮＩＣＵ等の医療環境の整備、次代を
担う若手医師や女性医師の復帰支援など教育指導体制の充実及び院内助産所等を活用し
た助産師養成環境の整備を行うよう事業内容の見直しを行い、事業名称を変更した。 

  

政策の名称 がんプロフェッショナル養成プラン（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
がんは、わが国の死亡率第１位の疾患であるが、がんを専門的に診療できる専門家が全

国的に少ないことが社会問題となっている。そして、がん専門医等の養成等必要性について
平成 19 年４月に施行されたがん対策基本法第 14 条に「がん医療に携わる専門的な知識及
び技能を有する医師その他の医療従事者の養成を図ることが示されており、また、同法への
対応として、同年６月にがん対策推進基本計画が策定され、本事業の取組があげられてお
り、各大学におけるがん診療に関する教育を専門的に行う教育組織、その実施体制の充実
と緩和ケアを含めた人材養成の更なる推進を図ることが必要であると指摘され、さらに「経済
財政改革の基本方針 2008」では、「がん対策推進基本計画に基づき、がんの総合的な対策
を講じる。」とされている。 
本基本計画等の実現を目指すためには、重点的な支援を行い、がん診療を専門的に行う

医師等が専門性を発揮できる環境を整えることが必要であることから、本事業の拡充が必要
不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業では、各大学が、大学病院、がん診療連携拠点病院や地域の医療機関と連携し

て、がんに特化した教育や全医師等に緩和ケアの教育を行うことにより、がんに関する幅広
い知識及び技術を有した一定数の専門医等の育成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,500百万円 
（平成21年度予算額：2,000百万円） 

  

政策の名称 社会人力育成のための学生支援プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
少子化による人口減少を迎える日本が持続的発展を続けるためには、大学が学士課程教

育を通じ教養を備えた専門的な人材を育成することも大切であるが、それ以上に、いわゆる
大学全入時代において、資質・能力の異なる多様な学生が増加しており、大学で学生が身
につけるべき社会人としての基盤となる資質・能力を各大学で養うことは極めて重要な課題と
なっている。このため、各大学等における学生支援機能充実に資するようなプログラムを重点
的に支援するとともに、これらの取組の情報を社会に提供することで、我が国の高等教育全
体の更なる活性化を図る必要がある。 
 

（有効性） 
平成19年度から実施の「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」について

は、事業を完了した例が存在せず、具体的な数字等に表すことはできない。 
しかし、学生が置かれている現状は、下に示すような状況にあり、目的意識の明確化によ

るニート・フリーター化の防止、不本意な休学の減少、心の問題を抱えている学生の減少な
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どに向け、本事業を国公私立を通じた競争的な環境の下で展開することで、より効果的に改
善されていくものと考えられる。 
休学者数    平成14年度 22,244人→ 平成19年度 23,061人（1.04倍） 
自殺者数（大学生） 平成14年度 327人→ 平成19年 461人（1.41倍） 
早期離職の割合    平成11年3月卒  34.3％→ 平成16年3月卒  36.6％ 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：3,541百万円 
（平成21年度予算額：11,002百万円） 

【事業名の変更】 
予算編成過程において、本事業と「学士力確保と教育力向上プログラム」（概算要求額：

96億円）を統合し、名称を「大学教育・学生支援推進事業」とした。 
【事業内容の見直し】 
予算編成過程において、本事業と「学士力確保と教育力向上プログラム」を統合し、学部

教育等の充実や就職支援を含む総合的な学生支援の推進のための各大学の取組を支援
する「大学教育・学生支援推進事業」を行うこととした。 

  

政策の名称 グローバルＣＯＥプログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
我が国の大学が、世界トップレベルの大学と伍して教育及び研究活動を行っていくために

は、第三者評価に基づく競争原理により競争的環境を一層醸成し、国公私立大学を通じた
大学間の競り合いがより活発に行われることが重要であることから、大学の構造改革の一環と
して、平成14年度から、世界的な研究教育拠点の形成を重点的に支援し、もって国際競争
力のある大学づくりを目指す「21世紀ＣＯＥプログラム」を実施してきたところである。 
「21世紀ＣＯＥプログラム」の成果として、大学改革の推進、優れた若手研究者の養成、新

たな学問分野の開拓や研究水準の向上などが図られてきたが、知識基盤社会、グローバル
化の進展のなかで、国際的に第一級の力量をもつ研究者の育成は益々その重要性を増し
ており、「新時代の大学院教育（中央教育審議会答申）」や「第3期科学技術基本計画」にお
いても必要性が指摘されている。また、国際的に卓越した教育研究拠点の形成については、
「教育振興基本計画」、「教育再生会議－第二次報告－」等においても示されており、まさに
本事業を通じて世界最高水準の教育研究拠点の形成を加速していくことの重要性が指摘さ
れているところである。これらを踏まえ、博士課程学生への経済的支援の更なる充実や国内
外の大学・機関との連携強化を含め国際的に卓越した教育研究拠点に対する重点的支援
を図ることが重要であり、本事業の拡充が不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業は、第三者評価に基づく競争原理により、国公私立大学を通じて、国際競争力の

ある卓越した教育研究拠点の形成を重点的に支援し、もって国際競争力のある世界最高水
準の大学づくりを推進することを目的としている。 
本事業の実施を通じて、採択拠点はもとより、それ以外の大学においても、全学的視野に

立った戦略的な教育研究体制の構築が促進されるなど、国公私立大学を通じた大学間の競
争的環境の醸成等が期待されるところであるが、平成19年度には28大学63拠点（申請：111
大学281拠点）、平成20年度には29大学68拠点（申請：130大学315拠点）と、多数の申請の
中から優れた拠点を採択することができた。 
また、本事業の前身である「21世紀ＣＯＥプログラム」の採択拠点大学に対して、人材育成

面や研究活動面等の状況についてアンケート調査を実施した結果、若手研究者の雇用増
加（リサーチ・アシスタント2.6倍：3,157人から8,178人）、企業の研究開発部門への就職者数
増加（3割増（600人から797人））、大学院生の学会、論文発表数増加（論文3割増（約９千件
から約１万１千件）、国外の学会発表数５割増（約６千５百件から約１万件））、国内外の大学・
研究機関・企業等との共同研究の増加（５割増（約１万件から約１万５千件））など教育研究上
の成果が確認されており、本事業においても同様の成果が期待される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：34,488百万円 
（平成21年度予算額：34,228百万円） 

【事業内容の見直し】 
平成21年度は平成19年度採択拠点に厳格な中間評価を行い、結果に応じて平成22年度

以降の補助金の重点配分を実施する。 

  

政策の名称 組織的な大学院教育改革推進プログラム（拡充） 
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政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
資源に乏しい我が国を、人材立国として発展させ、国際競争力を向上させるためには、科

学技術の急速な発展による知の専門化・細分化に対応できる深い専門性、新たな学問分野
や急速な技術革新に対応できる幅広い応用力を持つ人材を養成することが重要であり、大
学院の人材養成機能への期待が増大しているところである。一方、現状では、大学院の量的
整備や制度の柔軟化は行われてきたものの、産業界をはじめとする社会の幅広い分野で活
躍する人材の養成機能が十分でない状況にある。 
そのような状況を踏まえ、「新時代の大学院教育」（平成17年９月中央教育審議会答申）等

において、大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強化）を図ることが提言され、
これまで各大学院の人材養成目的の明確化、ＦＤ実施の義務化等についての大学院設置
基準の改正などの取組が行われてきたが、さらに大学院教育の改革を推進するために、産
業界をはじめ社会の様々な分野で幅広く活躍する高度な人材を育成する各大学院が設定し
た目標の達成に向けた優れた組織的・体系的な教育取組に対して厳格な評価を行いつつ
重点的な支援をすることが重要であり、本事業の拡充が不可欠である。 
 

（有効性） 
平成19年度より実施している本事業は、産業界をはじめ社会の様々な分野で幅広く活躍

する高度な人材を育成する大学院博士課程、修士課程を対象として、各大学院が設定した
目標の達成に向けた優れた組織的・体系的な教育取組を厳格な評価を行いつつ重点的に
支援するものであるが、各大学などにおける大学改革の取組が一層推進されるよう、国公私
立大学を通じた競争的環境の下で、特色・個性ある優れた取組を選定するものである。特に
人社系の取組に配慮することとしている。 
本事業の実施及び情報提供を通じて、採択拠点はもとより、それ以外の大学においても、

大学教育改革への取組が一層積極的に行われるなど、国公私立大学を通じた大学間の競
争的環境の醸成等が期待されるところであり、ひいては大学院の人材育成機能の強化という
成果に結びつくものと考えられる。 
また、本事業の前身として、現代社会の新たなニーズに応えられる創造性豊かな若手研

究者の養成機能の強化を図るため、大学院における意欲的かつ創造的な教育の取組を支
援することを目的として、平成17年度及び平成18年度に採択を行った「『魅力ある大学院教
育』イニシアティブ」事業について、２年間の事業期間終了後となる平成19年度に事後評価
を実施した。その結果、各大学において、５年一貫カリキュラム、研究科共通コア科目の設定
等によるコースワークの強化や成績評価基準の明確化・厳格化など大学院教育の実質化の
推進が図られるとともに、平成16年度から平成18年度の大学院学生の動向等について、他
機関への学生の派遣の増加（インターンシップ約60パーセント増（322人から515人）、公的研
究機関約60パーセント増（320人から500人）、他大学約80パーセント増（355人から645人））、
企業の研究開発部門への就職者数増加（約20パーセント増（254人から294人））など教育上
の成果が確認されており、本事業においても同様の成果が期待される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：9,024百万円 
（平成21年度予算額：5,746百万円） 

  

政策の名称 大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
各大学が、それぞれの機能・特色等に応じて多様な発展を果たしていくことが、我が国の

高等教育の強化を図る上で重要であり、その中で地方大学が果たす役割は、地域における
知の拠点としての役割からも、また、地域貢献や地域ニーズを踏まえた人材育成を行う観点
からも極めて高いものと考える。 
そこで、複数の大学が連携強化を図ることにより、大学教育の高度化や教育研究の学際

化等への対応が可能となるよう、大学単独ではなく複数大学によるスケールメリットを活かし
た教育研究活動の展開等に対する積極的な取組を支援する必要がある。 
 

（有効性） 
本事業において、複数の大学間の連携を支援することで、多様な地域社会ニーズを踏ま

えた人材育成など地域の「知の拠点」として求められる機能の一層の強化や、各大学の教育
資源を結集することによる教育研究水準の更なる高度化が促進され、教育研究の多様化・個
性化が図られることが期待されるものと考える。 

政策評価の結果
の政策への反映

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：8,000百万円 
（平成21年度予算額：6,000百万円） 
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状況 

  

政策の名称 大学病院連携型高度医療人養成推進事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、我が国においては、高齢化による疾病構造の変化、国民の医療ニーズの多様化・

複雑化の中で、これらに対応できる医療人の育成が一層重要となってきている。 
質の高い医療人養成等による医療の質向上、研修医の循環による地域医療への貢献を

行うためには、複数の大学病院が緊密に連携し、それぞれが得意とする分野の相互補完を
図ることにより、学会が認定する専門医の養成など、質の高い医療人養成の推進に向けた取
組に関する支援を行うことが不可欠である。 
平成 20年度は 19件の取り組みを選定したところであるが、更に対象を拡大し医師不足に

対応必要があるため、事業を拡充することとしたい。 
 

（有効性） 
本事業において、複数の大学病院が緊密に連携し、それぞれが得意とする分野の相互補

完を図るシステムが確立することにより、医師の資質向上や大学病院が有する医師派遣機能
が強化されることから、国民の要請に応えられる質の高い専門医や臨床研究者の養成に資
するとともに研修中及び研修終了後により多くの医師が地域医療に貢献することが見込まれ
る。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：3,000百万円 
（平成21年度予算額：1,560百万円） 

  

政策の名称 看護職キャリアシステム構築プラン（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、医師不足・医師の過重労働は慢性的な社会的問題となっている。 
その解決手段の一つとして先頃公表された『社会保障の機能強化のための緊急対策－５

つの安心プラン－（平成20年７月－政府取りまとめ）』において「大学病院が医師、コメディカ
ルスタッフの養成機能を強化するための方策の充実」が求められている。また、「経済財政改
革の基本方針 2008」においても「医師不足の解消や病院勤務医の就労環境の改善」が提言
されているところであるが、現在の看護職の現職教育には体系立てられたシステムはなく、キ
ャリアパスも不明確な状況である。 
このような状況を打開し、我が国の医療水準を向上させるためには、教育・研究・診療機能

を有する大学病院が率先して、看護師の体系的な人材養成システムを確立する取り組みを
支援することが不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業では、各大学病院が、教育・研究機能を有する学部・研究科と連携するなどして看

護職の教育プログラムやキャリアシステムを開発することにより、体系立てられた看護教育を
受けた質の高い看護職を養成することにより、極めて厳しい医師の勤務状況改善に対応す
ることが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,000百万円 
（平成21年度予算額：200百万円） 

  

政策の名称 国立大学等の施設整備の推進（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
国立大学等の施設は、世界一流の優れた人材の養成や創造的・先端的な研究開発を推

進するための拠点であり、科学技術創造立国を目指す我が国にとっては不可欠な基盤であ
る。しかしながら現状は、老朽化した施設が増加し、次世代をリードする研究者など優れた人
材の養成や創造的・先端的な研究開発の場の確保が困難になりつつある。 
また、「第２次５か年計画」に基づき、安全・安心な教育研究環境を確保するため、耐震化

を中心とした老朽施設の再生を最重要課題として取り組んできた。その結果、大地震により
倒壊し、又は崩落する危険性が高い施設については、補正予算等により緊急的かつ集中的
に資源配分することで、国立大学等の耐震化率は、80 パーセントを超えることができた。残り
の約 20 パーセントの耐震性が著しく劣る施設の耐震改修整備を早期に実施する必要があ
る。 
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併せて、新たな教育研究ニーズによる施設の狭隘化の解消を図り、イノベーションを創出
する若手研究者等の人材養成や国際競争力強化のための世界トップレベルの教育研究拠
点の形成等を図るための施設整備を推進する必要がある。また、大学附属病院について
は、先端医療の先駆的な役割等を果たすことができるよう、計画的に整備を図る必要があ
る。 
 

（有効性） 
本事業等の実施により、平成 20 年度までに教育研究基盤施設の老朽再生整備は 213 万

平方メートル、狭隘解消整備は29万平方メートル、大学附属病院の再生整備は34万平方メ
ートル、合計 276 万平方メートルの整備が見込まれる。 
達成年度である平成 22 年度に目標である教育研究基盤施設等（約 540 万平方メートル）

の整備を達成するためには、大幅な予算の拡充が必要である。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成20年度補正予算（第一号）67,691百万円、 
同補正予算（第二号）22,006百万円  
平成21年度予算概算要求額：135,523百万円 
（平成21年度予算額： 83,375百万円） 

  

政策の名称 意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
奨学金を希望する者は増加しており、学生が経済的な面で心配することなく、安心して学

べるようにするためにも、奨学金事業の更なる充実を図ることが必要である。また、貸与基準
を満たしているにもかかわらず、無利子奨学金において採用できていない学生等に対する
支援を充実する必要がある。 
 

（有効性） 
 本事業は、教育の機会均等の観点から、意欲と能力のある学生等が家庭の経済状況によ
って修学の機会が奪われないよう、学生の多様なニーズ等を踏まえて、事業を充実し、教育
負担の軽減を図ってきた。 
 本事業は、我が国の大学等において学ぶ学生等に対する適切な修学環境を整備し、もっ
て次代の社会を担う意欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べ
るよう、奨学金事業を充実をすることとしており、奨学金の貸与を受けることにより修学が可能
となった学生の割合が80パーセント以上となることを目標としている。 
 奨学金事業の開始以来、65年間で852万人の学生等に対して奨学金の貸与を行ってきて
おり、平成19年度の進学率において、奨学金事業が約10パーセントの上昇に寄与し、約11
万人の進学の機会が確保されたという分析結果もある。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：141,244百万円（事業費総額957,567百万円） 
（平成21年度予算額：130,899百万円（事業費総額947,492百万円）） 

  

政策の名称 私学助成の充実（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
私立学校は、建学の精神に基づく多様な人材育成や特色ある教育研究の展開を担うな

ど、我が国の学校教育の質・量両面にわたる発展に重要な役割を果たしている。このような
私立学校の特性と役割にかんがみ、その自主性を尊重しつつ、私立学校の教育研究に対
する財政的な支援である私学助成を行う必要がある。 
（参考）私立学校の経常的経費に占める国庫補助割合の推移 
・ 私立大学等 H14年度 12.2％、H15年度 12.1％、H16年度 11.9％、H17年度
11.7％、H18年度 11.5％ 

・ 私立高校等 H13年度 4.9％、H14年度 5.2％、H15年度 5.3％、H16年度 5.4％、
H17年度 5.5％ 

 
（有効性） 
これまで、私学助成、税制などの施策により、教員一人当たりの学生数、大学および短

期大学における定員超過率が150％を超えるものの全体に占める割合、教育研究費依存
比率、図書の蔵書数など、教育研究条件について改善の傾向が続いており、引き続き実施
することにより教育研究条件の維持向上が図られる。 
教員一人当たりの学生数 大学等 H19年度 9.0人（対前年度比 95.6％） 
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            高校等 H19年度 12.2人（対前年度比 98.2％） 
定員超過率が150％超えるものの割合 H19年度 0.54％（前年度 0.65％） 
教育研究費依存率  大学等 H18年度 61.4％（前年度 60.2％） 
          高校等 H18年度 44.5％（前年度 44.4％） 
私立大学の図書の蔵書数 H18年度 約173百万冊（対前年度比 102.9％） 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：469,956百万円 
（平成21年度予算額：445,635百万円） 

【事業内容の見直し】 
本事業については既存の補助項目の見直しを行った。 

  

政策の名称 理数学生応援プロジェクト（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
我が国が科学技術創造立国として持続的な発展を遂げ、安全・安心で質の高い生活環境

を構築していくためには、科学技術・学術活動を先導する優れた人材を養成・確保していくこ
とがきわめて重要な課題である。 
現在、将来の科学技術をリードしうる人材を育成するため、高等学校等を対象にスーパー

サイエンスハイスクール支援事業等を推進し、理数が得意な子どもの意欲・能力を伸長する
環境を提供しているところである。 
スーパーサイエンスハイスクールの教育プログラムを受けた者や国際科学オリンピックで活

躍する者等の意欲・能力を大学学部段階で伸ばしていくためには、適切な評価により大学に
受け入れ、広い視野、研究推進能力、研究開発技能の育成など、大学院での研究活動につ
ながる基本的・基礎的な力及び学生の意欲・能力を更に伸ばすための取組を実施すること
が必要である。 
また、このような国の施策の方向性を踏まえた取組の実施を希望する大学に対して、その

立ち上げを支援することでその後のプログラム展開における大学の自助努力を促し、ひいて
は、理数に対して強い学習意欲を持つ学生の意欲・能力を更に伸ばす教育を行う大学の顕
在化を図る必要がある。 
事業開始以降、平成19年度は採択予定枠３大学の募集で 37大学、平成 20年度は採択

予定枠４大学の募集で 29 大学の申請があり、国公私立を問わず本事業に対して多くの大学
が意欲を示している。 
平成 21 年度は地域的なバランス、大学の置かれた環境、取組の特色に応じた研究開発

に必要な規模等の点で充実を図るため、20大学（新規 10大学）で本事業を実施する必要が
ある。 
 
（有効性） 
高等学校等を対象に推進している「スーパーサイエンスハイスクール支援事業」が、生徒

の科学技術に関する能力の向上に効果を発揮していること、また平成20年度の本事業への
応募大学数が採択予定枠に比して多く、本事業への期待・取組の意欲が高いことが確認で
きていることから、成果が期待できると判断した。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：332百万円 
（平成21年度予算額：325百万円） 

  

政策の名称 地域産業の担い手育成プロジェクト（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、急速な産業構造の変化、科学技術の進歩等の情勢の変化に対応した実践力の向

上や職業人としての就業観や規範意識の育成等が求められており、専門高校には産業界と
の連携による教育の一層の充実が期待されている。 
現状では、専門高校では学校内での座学や実習が多く、地域産業界との連携は十分とは

言えない状況であることから、国が専門高校と産業界との連携のあり方に関する先進的な実
践事例を支援し、広く普及を図る必要がある。また、複雑化する産業界と連携するに当たっ
ては、複数の分野において研究をすることが不可欠である。 
 

（有効性） 
本事業は専門高校と地域産業界が連携（協働）して、ものづくりや食・くらしを支え、地域産

業を担う専門的職業人を育成することを目的としている。 
この目的達成の指標として、本事業を通じて生徒の実践力の向上や勤労観・職業観の醸
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成が図られたと回答した学校の割合が80パーセント以上となることを目指すとともに、１学校
あたりの大学や企業などの連携機関数が前年度比115パーセント以上となることを目指して
いる。 
平成19年度において、生徒の実践力の向上や勤労観・職業観の醸成が図られたと回答し

た学校の割合は76.1パーセント（62校中46校）となっている。今後、各地域で実施している生
徒の実践力の向上や勤労観・職業観の醸成を図る効果的な教育プログラム事例の吸い上
げ、フィードバックを行うことで80パーセント以上を達成することができると見込まれる。また、1
学校あたりの受入企業数は24.4社（総受入企業数1,930社）であり、平成20年はさらに幅広い
機関と長期実習などで連携を実施するよう啓発することにより、115パーセント以上を達成す
ることができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：504百万円 
（平成21年度予算額：335百万円） 

【事業内容の見直し】 
事業終了後に各地域が自立して同様の事業を継続できるよう、事業年度毎の予算配分を

見直した。 

  

政策の名称 知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
国際競争力の激化や、人口減少・少子高齢化の急速な進展等、我が国の経済状況を取り

巻く環境は厳しさを増しており、また、地域経済活動に目を向けても、生産拠点の海外流出
や公共工事の削減等により、地域経済の地盤沈下が一層進んでいる状況にある。 
国際競争力・生産性向上の原動力となる科学技術の高度化・多様化や、科学技術駆動型

の地域経済活性化の実現のためには、地域が有するポテンシャルを活用し、顔の見えるネッ
トワークにおいて産学官の共同研究を進めること必要である。 
文部科学省ではこれまでも、世界中からヒト・モノ・カネを惹きつける国際競争力のあるイノ

ベーティブ・クラスターの創出を目指した知的クラスター創成事業、及び、小規模でも地場産
業等の地域の特色を活かした強みを持つクラスター形成を目指した都市エリア産学官連携
促進事業を実施してきたところである。 
都市エリア産学官連携促進事業の終了地域の中には、国際競争に打ち勝つことのできる

技術コアを確立させ、今後我が国の成長センターと成りえる地域が存在することから、我が国
全体の科学技術の更なる高度化を図るため、これらの地域に対し、国際的なネットワーク形
成活動や共同研究等に対する支援を行うことが我が国の国際競争力の強化や、科学技術の
一層の高度化のためには必要である。 
 

（有効性） 
各地域の事業実施期間である５年間の３年目には、外部有識者による中間評価を実施

し、進捗状況等と評価することとしている。その段階で事業内容について厳しく評価し今後の
展開にむけての助言を実施することとしている。このような仕組みとしていることから、目標は
達成される見込みである。 
また、これまで関連事業において成果を出してきており、今後グローバルな拠点となり得る

地域が多数存在することから、目標は達成される見込みである。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：3,200百万円 
（平成21年度予算額：1,400百万円） 

  

政策の名称 都市エリア産学官連携促進事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
国際競争の激化や、人口減少・少子高齢化の急速な進展等、我が国の経済状況を取り巻

く環境は厳しさを増しており、また、地域経済活動に目を向けても、生産拠点の海外流出や
公共工事の削減等により、地域経済の地盤沈下が一層進んでいる状況にある。 
国際競争力・生産性向上の原動力となる科学技術の高度化・多様化や、科学技術駆動型

の地域経済活性化の実現のためには、地域が有するポテンシャルを活用し、顔の見えるネッ
トワークにおいて産学官の共同研究を進めること必要である。 
我が国には、特色ある技術を有する地域があり、その技術を核として小規模でも強みのあ

るクラスター形成を行うことにより、我が国全体の科学技術の多様化を図り、イノベーションの
連鎖的創出に資することから、本事業を実施する必要がある。 
また、「経済財政改革の基本方針2008」、「科学技術による地域活性化戦略」等を踏まえ、

489



 

  

産学官連携による地域科学技術拠点形成支援に資するものとして、本事業を実施する必要
がある。 
 

（有効性） 
これまで事業を実施してきた各地域の事後評価においては、クラスター施策や産学官連

携に関する専門家等からなる有識者により、事業計画の妥当性、技術評価、クラスター形成
のための取組み、地域への波及効果、今後の発展可能性等の評価項目に分けて、評価を
行っており、その結果優れていると評価される地域の割合は6割以上であることから、今後も
同様の水準であれば、十分達成可能である。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：5,500百万円 
（平成21年度予算額：4,500百万円） 

  

政策の名称 サービス科学・工学研究の推進（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
サービスは、経済活動において大きな比重を占めるなど、国際競争力の観点から一層重

要となる分野であるが、その最適化・高度化等は経験や勘に頼るのが一般的で、抜本的な
対策を講じることが困難である。このため、これまでの経験的手法のみならず、サービスを体
系化し、高度化へ結びつける科学的・工学的手法が必要である。 
 

（有効性） 
本事業は、サービスについて、数学やIT等複数分野の知の融合と産学の協働により、成

果の実社会への実装を見据えた基礎的段階からの研究を行うことを目的として研究公募を
行うものであり、大学等研究機関（大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立
行政法人、以下同じ）が中心となって、その成果を実現する意欲のある企業等と研究開発の
当初から協力し、実社会に適用可能なサービスの最適化・高度化を実現する方法論を確立
することを目指している。 
このためには、対象とする分野において広く普及することが重要であることから、本事業に

より開発された方法論を協力企業等により利用、あるいは応用研究の基礎として活用された
数について、10件以上を目標としている。 
本事業の実施に当たっては、サービスを実社会に実装する企業等と一体となって研究を

推進するのみならず、その成果が特定の企業等の利益ではなく我が国の産業や官公庁のサ
ービスの向上に全体として資するよう、その知的財産の在り方や研究成果の公表の仕方に
留意しつつ実施することとする。さらに、成果の活用が期待される機関へのコンサルティング
等を通じた浸透を図ることにより、達成年度である平成25年度には、目標である10件以上に
おける成果の活用を達成することができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
経済において大きな比重を占めるサービスの分野（例えば、医療・福祉、運輸・物流、金融

等）を対象に、その高度化等を目的として、数学やIT等複数分野の知の連携とともに産学の
協働による基礎的段階の研究を公募により実施することとし、504百万円を概算要求に盛り込
んだ。 
平成21年度予算概算要求額：504百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 

【事業内容の見直し】 
当初はサービスの高度化等に係る基礎的段階の研究を公募により実施することとしていた

が、昨年末にかけて開催した「サービス科学・工学の推進に関する検討会」において、研究
公募を開始する前にあらかじめサービス科学・工学を社会に認知させ、必要な研究者を掘り
起こすことが先決であるとの有識者の意見を踏まえ事業内容を見直した。 
具体的には、平成21年度はワークショップ等の開催によってサービス科学・工学の効果的

な実践に当たって必要な事項を明らかにし、推進に必要な人的なネットワークの形成や関係
者の適切な協力体制を構築するための取組を進め、これを独立行政法人科学技術振興機
構の運営費交付金によって措置することとした。 
【機構・定員要求】 
サービス科学・工学研究についての企画・立案、関係機関等との連絡調整、公募・採択及

び評価等の取組の促進のため、新領域推進係長（１名）の新設を要求した。（措置なし） 

  

政策の名称 デジタル・ミュージアムの実現に向けた研究開発の推進（新規） 

政策評価の結果 （必要性） 
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の概要 本事業は、既に失われ、又は現在失われつつある文化をより現実に近い形で保存するとと
もに人々に体感してもらうことを可能とするシステムの実現のための研究開発であり、ここで得
られる研究成果は、技術的観点はもとより、文化的観点、教育的観点等からも波及効果が大
きい。 
また、ＥＵでは「フレームワーク計画」（Framework Programme）の第６次及び第７次におけ

る研究領域であるDigiCult（Digital Heritage and Cultural Content）において、文化的・科学
的資源の保存（デジタル化）とＶＲ（バーチャルリアリティ）・画像認識・位置検出等の先進技
術を活用した映像展示が推進されているほか、米国においても、スミソニアン博物館におい
て３次元計測と３次元CG表示を行う等、関連技術を展示に応用する取組が行われているとこ
ろであり、より先進的な文化発信システムの構築に向けた研究開発を他国に先駆けて我が国
において実施することにより、関連技術の競争力を維持・向上することが期待される。 
 

（有効性） 
大型ディスプレイ開発技術やロボット開発技術等のものづくり技術、コンピュータビジョンに

代表されるセンシング技術、インタラクティブ３Ｄ技術を含むユーザ・インタフェース技術等、
本研究事業に関連した要素技術は、日本が強い分野である。 
特に、ＶＲ（バーチャルリアリティ）技術に関しては、研究者を束ねる学会を持っているのは

日本だけであり、ＳＩＧＧＲＡＰＨ等国際学会における実空間表示系では、わが国の存在感が
際だっている。触覚インタフェース分野でも、東京大学のほか、東京工業大学、大阪大学、
国際電気通信基礎技術研究所等が国際会議で活発な発表を行っている。また、立体映像
表示、表示映像とのインタラクション、触覚ディスプレイ等については東京大学等が世界各国
に特許を出願している。 
このように、他国と比較しても高度な技術が我が国にあることから、これらを統合したシステ

ムを構築しようとする本事業の目的達成可能性は高い。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：606百万円 
（平成21年度予算額：101百万円） 

【機構・定員要求】 
新領域推進係長（１名）の新設を要求することとした。（措置なし） 

【事業内容の見直し】 
平成21年度は、デジタル・ミュージアムのシステムに関するフィージビリティスタディを行

い、システム構成、スペック（機能等）、コンテンツ、開発すべき要素技術、研究開発ロードマ
ップを明らかにすることとした。 

  

政策の名称 国際約束の履行に必要な国内保障措置制度の完成（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
（１） ＩＡＥＡ保障措置の受け入れは国際約束に基づく義務であり、原子力の平和利用を担
保する唯一の手段である。 

（２） また、昨今の、イラン、シリア、北朝鮮、インド等の核開発問題のために、ＩＡＥＡの査察
に対する要請がこれまでになく高まってきており、一方で、我が国がＩＡＥＡ査察資源の３
割をも活用していることに対して、米国等から批判的な意見が寄せられつつある。またＩ
ＡＥＡからも、昨今の核不拡散を取り巻く国際社会情勢をかんがみ、保障措置協定で規
定された国内保障措置制度の完成が強く求められている。 

（３） さらに、六ヶ所再処理施設の本格操業、軽水炉によるプルサーマル開始等、我が国の
原子力活動は一貫して拡大していく中で、現在のＩＡＥＡに過度に依存した国内保障措
置制度ではＩＡＥＡへの対応に膨大な資源が必要となり、持続的保障措置の実現は不
可能であることから、早急に国内保障措置制度を確立し、ＩＡＥＡ保障措置への対応を
効率化させることが必要である。 

 
（有効性） 
日・ＩＡＥＡ保障措置協定において要請されている国内保障措置制度の完成には、ＩＡＥＡ

が実施している評価制度に関する知識が必要であるが、これについては、これまでの日・ＩＡ
ＥＡ協議の過程でほぼ入手されている。 
一部ＩＡＥＡ側としても開示できない情報があるものの、ＩＡＥＡとしても日本が国内保障措

置制度の完成を要請しており、協力的であるところ本目標の達成見込みは極めて高い。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：3,609百万円 
（平成21年度予算額：3,229百万円） 

【機構・定員要求】 
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国際約束の履行に必要な国内保障措置制度の完成のためＩＡＥＡ等との高度な国際交渉
を担当する保障措置企画官（１名）を振替要求、我が国独自の保障活動の評価手法を検討
し、試行的に開始するための保障措置評価専門官（１名）を新規要求した。（保障措置評価
専門官１名措置） 

  

政策の名称 科学研究費補助金（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
我が国が持続的に発展していくためには、多様な学術研究の推進など、イノベーションを

絶え間なく創造する環境作りが必要である。科学研究費補助金は、人文・社会科学から自然
科学まで全ての分野にわたる基礎から応用までのあらゆる学術研究を支援するものであり、
イノベーションの種を生みだし、ひいては我が国全体の社会経済発展に資するものとして必
要な事業である。 
 
（有効性） 
「第３期科学技術基本計画」の方針に基づき、科学研究費補助金の拡充が引き続き図ら

れる見込み。また、予算の増に伴って、採択件数も増加し、研究成果として報告のあった論
文数も着実に増加する見込み。 
なお、科学技術政策研究所による調査（「優れた成果をあげた研究活動の特性：トップリサ

ーチャーから見た科学技術政策の効果と研究開発水準に関する調査報告書」平成18年3
月）によれば、被引用度上位10パーセント論文の46.5パーセントが科学研究費補助金を使
用した研究の成果である。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：217,176百万円 
（平成21年度予算額：196,998百万円） 

  

政策の名称 
政策や社会の要請に対応した人文・社会科学研究推進事業（拡充）－近未来の課題解決を
目指した実証的社会科学研究推進事業－ 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
・ 少子化などによる日本経済の経済活力の減退や、現在の労働市場を取りまく諸課題な
ど、これら社会的課題の解決には、社会や経済のあり方に関する従来の経験や既存の知
識のみならず、課題に関する新しい認識の枠組みの創出が必要であり、とりわけ、社会科
学を中心とした諸学の協働により、課題の解決に向けた実証的な研究を行う必要が高まっ
ている。 

・ また、現在、科学技術・学術審議会に「人文学及び社会科学の振興に関する委員会」を
設置して、人文学及び社会科学の研究成果の社会還元などについて審議が行われてい
る。同委員会の「「人文学及び社会科学の振興について」審議経過の概要」（平成19年８
月）においても、人文学や社会科学研究において、「政策や社会の要請に応える研究」を
積極的に推進していくことが必要であるとの提言がなされている。 

・ さらに、本事業の実施による研究成果を課題解決のための選択肢として社会へ発信する
ことにより、｢経済・社会の活性化｣と｢社会の安全・安心｣の両立を視野にいれた｢国民の生
活と福祉の向上｣に資することが期待される。 

・ このように政策や社会の要請に対応した人文・社会科学研究を行うことの必要性を踏まえ
本事業が開始された。 

 
（有効性） 
本事業は、平成20年度開始であるため具体的な達成度の判断については今後検討を要

するが、事業の実施に当たっては、大学等研究機関への公募により提案された諸課題につ
いて、外部有識者による審査を行い、そこから事業目的に相応しい課題を選定するため、目
標の達成は見込まれると考えている。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：209百万円 
（平成21年度予算額：149百万円） 

  

政策の名称 産学官連携戦略展開事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
厳しい国際競争を勝ち抜けるよう、独創的な研究成果からイノベーションを創出していくた

めには、大学等における知的財産の管理・活用及び産学官連携が不可欠である。 
共同研究や特許出願の増加など大学における産学官連携は着実に進展しているものの、
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特許の海外における権利化をはじめとする国際的な活動が少なく、大学発ベンチャー創出
を含む成果の事業化や特許実施料収入の実績が十分に上がっていないなど、多くの課題
がある。 
質の高い知的財産の管理・活用のための産学官連携活動を自立的・主体的に実施するた

め、大学の体制強化を推進することが必要である。 
（産学官連携拠点の形成支援） 
我が国における産学官連携活動が本格化して数年が経過し、産学官共同による研究
件数や大学等の特許のライセンス件数等は飛躍的に増加しているが、新産業の創出によ
る経済成長など本来期待されている成果は未だあがっていない。既存施策の連携等を含
めて、我が国における産学官連携機能や技術移転機能が最大限に発揮されるよう、産学
官連携体制の再構築を促進し、持続的・発展的なイノベーションを創出するイノベーショ
ン・エコ・システムの構築を図る必要がある。 
（バイオベンチャー創出環境の整備）  
近年、ビジネスモデルの拙さ、経営力の弱さや金融市場の冷え込みなどにより、提携等
もできず、さらに資金調達が困難になるという悪循環に陥っているバイオベンチャーも少な
くない。今後、大学の有望な知的財産が国民に十分還元されないまま消失したり、その価
値に見合う対価を得ることなく国外に放出されたりする恐れがある。このため、大学のバイ
オベンチャー創出環境を整備し、研究成果を目利きにより厳選するとともに技術力や経営
力の基盤が強固なバイオベンチャーを継続的に創出することが求められている。 
（特許ポートフォリオ形成モデルの構築） 
これまで大学等は研究成果を個々に単体でとらえライセンス活動を行ってきたが、技術
の複合化が進んでいる分野においては、一つの製品を数百にも及ぶ特許権で保護するこ
ともあり、その様な製品を扱う企業に対しては、製品や技術テーマ等との関係で「群」として
管理・活用することが効果的である。また、その際、周辺技術の研究開発も重要となる。 
しかしながら、１大学では「群」を形成することは難しく、また、そもそも大学は研究者の
自由な発想に基づく研究が基本であるため、「群」を形成するための研究開発を行うという
研究スタイルを取りにくい。このため、特許ポートフォリオを形成するためには、政策目的の
達成を使命とし戦略的研究を重点的に行う研究開発型独立行政法人と連携することが有
効であるが、研究開発型独立行政法人と大学等の知的財産に関する連携は進んでいな
い。したがって、研究開発型独立行政法人と大学との連携による特許ポートフォリオの構
築を政策的に誘導する必要がある。 
 

（有効性） 
国公私立大学等の企業等からの研究資金等の受入額の推移をみると、平成 15 年度から

の５年間で約 900 億円（約 1.9 倍）増加しており、企業等が大学等の研究開発力に注目して
きていると考えられる。 
一方、大学等発ベンチャーの年間設立件数は、大学発ベンチャー1,000 社計画達成に伴

い、ここ数年減少しているものの、年間 170 社以上の設立実績があることから、大学等におけ
る起業化支援体制が徐々に整ってきていると思われる。 
本事業において、さらなる産学官連携体制の強化等により、我が国の産学官連携活動全

体の質の向上を図ることで、目標の達成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：4,940百万円 
（平成21年度予算額：2,967百万円） 
イノベーション創出の原動力である大学等において、研究開発初期段階からの戦略的な

知的財産の創造・保護・活用をはじめとする知的財産戦略等の持続的な展開を推進し、我が
国の産学官連携活動全体の質の向上を図る「産学官連携戦略展開事業」を実施するため、
4,940百万円を概算要求に盛り込んだ。（平成21年度予算額：2,967百万円） 
また、当該事業にて、産学官連携拠点の形成支援等について、4,940百万円の内数として

概算要求に盛り込んだ。（平成21年度予算額：2,967百万円の内数） 

  

政策の名称 研究開発基盤整備補助金【先端研究施設共用促進】（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
多額の国費を用いて整備された研究開発施設等のうち、広範な分野又は多様な研究等

で利用が可能なものについて、独創的・先端的な基礎研究からイノベーション創出に至るま
での我が国の科学技術活動全般の高度化及び国の研究開発投資の効率化を図るため、こ
れらの共用の促進を図る必要がある。 
 

（有効性） 
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他施設に先駆けて共用体制の構築が推進されてきた大型放射光施設SＰring-８について
は、年々産業界による利用割合が増加しており、共用による施設の有効利用が図られている
ことや、産業界の利用の増加に伴い、有償利用件数も増加傾向であることが分かる。 
先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】を実施中の17機関について

も、共用体制が整備され、外部利用者の利用割合が増加しており、有償利用件数の増加も
十分に見込まれる。 
本事業の実施により、さらに多くの研究開発施設等において共用体制が構築されるととも

に、共用によりイノベーションにつながる成果の創出が促進され、目標は達成されると考えら
れる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：6,391百万円 
（平成21年度予算額：1,691百万円） 

【機構・定員要求】 
先端研究施設の共用を促進するための体制を強化するため、係長（１名）の新設を要求し

た。（係長１名措置） 
【事業名の変更】 
研究開発基盤整備補助【先端研究施設共用促進事業】 

【事業内容の見直し】 
平成19年度に委託事業として開始した「先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業

戦略利用】」（以下、委託事業という。）を廃止して、機関の主体的取組かつ弾力的運用を推
進する本補助事業を創設する。平成21年度は、委託事業において採択していた機関を本補
助事業の対象機関として採択するとともに、新規の対象機関の公募も実施する予定である。 

  

政策の名称 脳科学研究戦略推進プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
脳は、人間が人間らしく生きるための根幹をなす「心」の基盤であり、その研究は、人文・社
会科学と融合した新しい人間の科学を創出し、これまでの科学の枠組みを変える可能性を
秘めている科学的意義の高い取組である。 
また、現在の脳科学研究は、脳の発達障害・老化の制御や、精神神経疾患の病因解明、

予防・治療法の開発を可能にするとともに、脳機能や身体機能の回復・補完を可能とする技
術開発等をもたらすことから、医療・福祉の向上に最も貢献できる研究分野の一つであるとと
もに、記憶・学習のメカニズムや脳の感受性期（臨界期）の解明等により、教育等における活
用も期待されるなど社会的意義も大変高い取組である。 
このため、高齢化、多様化、複雑化が進み、様々な課題に直面している現代社会におい

て、脳科学に対する社会的な関心と期待が急速に高まっており、このような状況を踏まえ、
「社会に貢献する脳科学」の実現を目指し、社会への貢献を明確に見据えた脳科学研究を
戦略的に推進する必要がある。 
 

（有効性） 
本事業は、脳科学研究に対する社会からの大きな期待や関心に応えるため、効率良く成

果を社会に還元する「社会に貢献する脳科学」の実現を目標とし、社会への貢献を明確に見
据えた戦略的な脳科学研究の推進を行っていることから、研究開発拠点のポテンシャルや
事業の手法等を勘案すると、設定した目標を達成できる見込みである。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,700百万円 
（平成21年度予算額：2,300百万円） 

  

政策の名称 革新的タンパク質・細胞解析研究イニシアティブ（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
ライフサイエンスは、複雑な生命現象を解明するための科学であり、我が国の産業競争力

強化の鍵となる分野である。欧米及びアジア各国は生命科学研究の基礎となるゲノム配列、
ゲノム機能の研究に対して、国家プロジェクトとして積極的な支援を行っており、引き続き、我
が国のライフサイエンス研究を推進するため、遺伝子発現制御、シグナル伝達、代謝制御な
ど細胞機能のシステムを理解する研究の重点的な実施が必要である。 
また、これらゲノム情報解析に用いるシーケンサーの技術的進展は目覚ましく、従来型と

比べて桁違いの処理速度を持つ超高速の次世代シーケンサーの実用化が始まっている。米
国、英国、中国、シンガポール等では、すでにシーケンサーを集中的に配備した拠点整備が
行われており、我が国のライフサイエンス分野の国際競争力を維持するためには、次世代シ
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ーケンス解析拠点整備は急務である。また、シーケンサーからは大量かつ多種多様なデー
タが産出されることから、これら膨大なデータを既存のデータと比較するとともに、データの一
元的な集約、解析計算を行い、適切な形で提供・知識の発掘を行うためのデータ解析拠点
の整備が必要である。 
さらに、ある時点のスナップショットであるゲノム情報解析に加え、発生・分化、幹細胞、が

ん、免疫、神経細胞など計時変化が重要な意味を持つ、生命現象における細胞レベルの機
能解明を行うためには、細胞・組織イメージング技術等の細胞情報計測などの開発や細胞
機能の物理学的理解に向けた数理科学との融合を考慮した形での研究推進が必要である。
 

（有効性） 
細胞プログラムの解明により、将来の新たな治療法、治療薬創出への基礎的知見・技術の

提供が可能となる。また、本プロジェクトで構築した基盤設備をアカデミアや産業等にライフ
サイエンス研究の設備基盤として広く共用することにより、ｉＰＳ細胞研究、がん研究、ＳＮＰｓ
研究、免疫研究等の幅広い研究分野への波及効果が期待される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：6,900百万円 
（平成21年度予算額：5,800百万円） 

【事業の統合】 
科学技術・学術審議会ライフサイエンス委員会において、生命の理解に向けて次に焦点

をあてるべき階層は「細胞」であるとの提言を受け、分子レベルに注目した既存の「ターゲット
タンパク研究プログラム」を廃止し、「細胞」を対象としたオミックスやネットワークなどの統合的
解析と、タンパク質の機能・構造解析とを統合した新たな事業として本事業を立ち上げ、
6,900百万円を概算要求に盛り込んだ。（平成21年度予算額5,800百万円） 

  

政策の名称 再生医療の実現化プロジェクト（第Ⅱ期）（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
再生医療は、細胞移植や組織移植によって、これまでの医療を根本的に変革する可能性

を有するものであり、難病・生活習慣病等に対して、新たな治療法を実現し、患者のＱＯＬと
国民福祉の向上をもたらす先端医療である。 
平成19年11月、日本の研究チームが、世界で初めて、生命の萌芽である胚を滅失するこ

となく、成人の皮膚細胞から様々な細胞に分化する能力を持つヒトｉＰＳ細胞（人工多能性幹
細胞）を作り出すことに成功したという論文が発表された。 
ｉＰＳ細胞については、平成18年８月に日本の同じ研究チームがマウスの細胞からの樹立

に成功して以降、ヒトの細胞での樹立に向けて国際的な競争が行われていた。我が国の研
究チームの成功は、世界に誇れる日本発の成果であり、再生医療の実現に向けた大きな第
１歩であるため、今回の成果を受け、国際競争が進む中で、我が国の研究を加速させ、また
再生医療技術の開発などを日本全体で戦略的に進めていくことが求められている。 
係る状況の中で、文部科学省においては、科学技術・学術審議会ライフサイエンス委員会

幹細胞・再生医学戦略作業部会等における議論を踏まえ、ヒトｉＰＳ細胞を中心に、ヒトES細
胞、ヒト体性幹細胞を用いた再生医療研究を総合的に推進するヒトｉＰＳ細胞等研究拠点を整
備するとともに、幹細胞の操作技術に関する開発等を推進し、再生医療を実現化していく必
要がある。 
本事業では、こうした再生医療の実現化を目指し、世界に誇る画期的な成果であるｉＰＳ細

胞をさらに発展させるとともに、ヒト幹細胞を用いた前臨床研究を強力に推進し、研究成果の
社会還元を図ることとしており、逸早い国民生活の向上を目指して、日本全体としての研究
体制を構築して、戦略的に研究を推進する必要がある。 
なお、本研究分野は、世界的にも競争の激しい分野であり、製薬・医療機器開発等による

経済の活性化、難病患者等の医療費削減効果も見込まれることから、積極的に推進する必
要がある。 
 

（有効性） 
再生医療は、細胞移植や組織移植によって、これまでの医療を根本的に変革する可能性

を有するものであり、難病・生活習慣病等に対して、新たな治療法を実現し、患者のＱＯＬと
国民福祉の向上をもたらす先端医療である。 
このため、再生医療の実現化を目指す本事業により、先端的医療の実現に資する知見の

蓄積、技術の開発、またそれに必要な環境の整備を図ることが可能となり、細胞治療に加
え、様々な疾患の原因解明や創薬に応用できる可能性への道を開くことにより、目標の達成
が見込まれる。 

政策評価の結果 【概算要求】 
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の政策への反映
状況 

平成21年度予算概算要求額：3,650百万円 
（平成21年度予算額：2,650百万円） 
また、補正予算として、iPS細胞等研究拠点における疾患特異的ｉＰＳ細胞樹立に係る研究

体制整備のための措置を行った。 
  (平成20年度補正予算額：1,501百万円) 
【機構・定員要求】 
幹細胞・再生医学研究体制の強化に伴う幹細胞・再生医学研究推進室の新設の要求並

びに室長（振替１名）、室長補佐、幹細胞・再生医学研究企画係長及び幹細胞・再生医学研
究推進係長（新規３名）の要求を行った。（要求どおり措置） 

  

政策の名称 橋渡し研究支援推進プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
「施策目標：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進」においては、「研究成果の実

用化のための橋渡し」を特に重視し、国民への成果還元を抜本的に強化することが目標とし
て掲げられており、施策目標の実現には本事業の推進が必要である。 
本事業および関連施策「革新的ながん治療法等の開発に向けた研究の推進」は、わが国に
おける橋渡し研究を支援する初めての試みであり、定期的にプロジェクトの進捗等について
評価、検討を行いながら進めているところであるが、現段階において、橋渡し研究を推進す
る上で主に次のような課題が明らかになった。 
① 橋渡し研究拠点における研究を円滑に進めるためには、全体を管理・統括する医師、研
究開発全般に精通したプロジェクトマネージャ、生物統計家、データマネージャー、薬事
専門家等が必要であり、現在各拠点において、人材の確保・登用・育成に努めているもの
の、必ずしも十分には措置できていない。 

② 多くの研究拠点において、細胞調製施設（ＣＰＣ）等をＧＭＰ基準・ＧＬＰ基準レベルで維
持する経費が不足しており、それら基準に完全には対応できていない。 

③ がんだけでなく様々な領域からも、シーズとなる優れた基礎研究の成果が毎年生み出さ
れている。しかし、例えば非臨床試験及び臨床研究に使用するための試験物を製造する
場合など、毒性や効果について厳密に評価するため、また被験者を有害事象から守るた
めには、ＧＭＰ基準に準拠して試験物を製造することが必須であるが、十分な製剤費等の
研究資金が手当できていない。 
これらの課題に対し、今後、橋渡し研究を推進するためには次の取組が必要である。 

① 橋渡し拠点において円滑に研究開発を推進していくために必要な人材の確保について
充実する必要がある。 

② 再生医療やがん免疫療法をはじめ、様々な研究でＣＰＣ等は必須であり、ＧＭＰ基準・Ｇ
ＬＰ基準に準拠したレベルで整備・維持することが必要である。 

③ 橋渡し研究を強化するためには、「革新的ながん治療法等の開発に向けた研究の推進」
で得られたノウハウを生かしつつ、さらに充実強化した形で公的研究費助成の枠組みを継
続し、がんをはじめ難治性疾患、生活習慣病などの領域も含めて、大学等における基礎
研究の有望なシーズを、橋渡し拠点を活用するなどして、研究支援していく仕組みを構築
していくことが必要である。 

 
（有効性） 
先駆的事業である「革新的ながん治療法等の開発に向けた研究の推進」は本年度が事業

終了年度であるが、６課題中５課題が臨床研究（うち一課題については治験）のフェーズに
入っており、順調に目標を達成しつつある。この事業を通じて得られた橋渡し研究の知見・ノ
ウハウを活用し、整備しつつある各拠点の機能を利活用することで本事業の目標が着実に
達成されると考えられる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：6,100百万円 
（平成21年度予算額：2,400百万円） 

【機構・定員要求】 
橋渡し研究プログラムの強化に伴う専門職（新規１名）の要求を行った。（措置なし） 

  

政策の名称 Ｗｅｂ社会分析基盤ソフトウェアの研究開発（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
実世界の様々な事象が網羅的かつ即時的にWeb上の情報として反映され、貴重な文化

資産として形成されつつあることから、それらのWeb情報の収集・分析による高度利用は学
術、文化及び社会活動等において非常に有益である。これまで文部科学省ではテキスト情
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報を対象とした収集・分析技術の研究開発を実施したが、近年ＣＧＭや画像、動画等の情報
が急増していることから、それらも対象とする技術が早急に求められる。 
本事業によりそれを実現し、大学や研究機関等における社会学や言語学等の研究に活

用することで、社会科学分野の学術的発展に大きく寄与すると期待される。また、広く一般の
意見が反映されるＣＧＭ等のWeb情報の分析を企業におけるマーケティング分析等に活用
することで、産業面でも新たな機会の創出が期待できる。これらの効果をいち早く我が国が
享受できるようにするために、諸外国に先駆けて本事業を実施すべきである。 
 

（有効性） 
本事業の目標であるWeb情報の分析ソフトウェア及びクローリングソフトウェアの開発を実

施するにあたり、テキスト情報に限定しているとはいえ、平成19年度まで実施していた
「e-Society基盤ソフトウェア」において、Web上の話題の変遷を追跡可能なWeb構造時系列
解析技術や、更新頻度に応じた可変周期大規模Web情報収集技術を開発した実績を有し
ている機関もあることから、本事業の目的達成の可能性は高い。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
Ｗｅｂ情報の収集・分析による高度利用を目的として、Ｗｅｂ上の情報を効率よく収集、蓄積

し、高度な分析を行う技術の研究開発について「情報基盤戦略活用プログラムうちＷｅｂ社会
分析基盤ソフトウェアの研究開発」として概算要求に盛り込んだ。 
平成21年度予算概算要求額：1,040百万円の内数 
（平成21年度予算額：619百万円の内数） 

  

政策の名称 21 世紀気候変動予測革新プログラム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
地球温暖化・気候変動は、全人類が共通に直面する大きな課題となっており、第３期科学

技術基本計画においても「気候モデルを用いた21世紀の気候変動予測」「気候変動リスクの
予測・管理と脱温暖化社会設計」は、世界と協調して正確な気候変動の予測を行い、地球温
暖化に適応できる将来社会を設計し実現する科学技術として、５年間の集中投資が必要な
戦略重点科学技術として位置づけられている。 
本プログラムは 2013 年頃取りまとめ予定の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第５

次評価報告書への貢献をはじめ、気候変動枠組み条約の究極的な目的である「気候系に対
して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃度
を安定化させる」を達成するために必要な低炭素社会の構築のための国内外の政策検討、
さらには、台風、熱波、集中豪雨等の極端現象による災害リスク増大に対処するための対策
を確立する上で、不可欠な情報を与えるものであり、平成 19 年度から開始している。本年に
入り、ＩＰＣＣで予測すべきシナリオが示され、そのシナリオで予測するには当初予定していた
資源量、計算機量では足りないので、引き続きＩＰＣＣへ貢献し続けるためにも、本事業費を
拡充し、早急にこの変更に対応する必要がある。 
 

（有効性） 
すでに本事業の前身である「人・自然・地球共生プロジェクト」の研究成果はＩＰＣＣの第４

次評価報告書作成に貢献しており、本事業で実施している気候モデル評価・世界気候予
測・地域気候予測等の分野では、報告書に取り上げられた全論文数のうち日本の論文数が
全体の６パーセント～７パーセントにも及んでいる。本事業の研究成果も 2013 年頃発表予定
の第５次評価報告書への貢献が見込まれている。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,520百万円 
（平成21年度予算額：1,540百万円） 

【事業内容の見直し】 
「21世紀気候変動予測革新プログラム」については、文部科学省科学技術・学術審議会

研究計画・評価分科会地球環境科学技術委員会において、本プログラムによる研究成果の
評価を徹底した上で、成果報告会やシンポジウム等を活用し、国民に分かりやすく公表する
こととしている。なお、平成21年度予算案では、本プログラムにおける地球シミュレータ（スパ
コン）の運用経費の効率化などを踏まえ、事業経費の縮小を図った。 

  

政策の名称 データ統合・解析システム（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
施策目標「環境・海洋分野の研究開発の重点的推進」を達成するため、各研究機関の地

球観測データを体系的に活用することが求められている。このため、各研究機関の地球観測
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データを統合・解析する情報技術を開発することによって、地球環境変動への効果的な対応
策の実現に貢献する必要がある。また、我が国の有する最先端の科学技術に関する知見を
活用し、世界に対する情報提供が求められている。 
特にデータ統合・解析システムは、資源エネルギー供給の逼迫化や気候変動による自然

災害の頻発等、我が国を取り巻く状況が大きく変化する中で、我が国が持続的に発展し、世
界をリードしていくために長期的な国家としての見通しを持って取り組むべき重要技術として
内閣府総合科学技術会議が選定した国家基幹技術の一つである「海洋地球観測探査シス
テム」の中核をなすものであり、我が国が必要とする重要技術として開発する必要がある。 
また、中間評価として指摘を受けた、「気候変動・地球温暖化、水循環、生態系の各分野

で行われている個別取組のさらなる総合化」及び「様々な分野の利用者が共有的なデータ
にアクセスできる基盤情報システムとして拡張する」に対応するため、分野横断的取組を開
始し、それに伴って多様化する観測データの記述用語や保存形式、及び増大する地球観
測・気候変動予測データに対して、ペタバイト級のコアシステムの磁気ディスク装置や磁気テ
ープ装置等の整備を実施する必要があるので、本事業費を拡充する。 
 

（有効性） 
平成18年度に本事業を開始するに当たり、衛星観測データ、地上や海洋での観測デー

タ、社会経済データ、気候変動予測結果などを統合的に処理するため、少なくともペタバイト
級のデータを処理するシステムを構築することを目標としている。 
平成19年度末までに、データを蓄積するための空間として約600テラバイトの磁気ディスク

装置を導入した。今後、磁気ディスク装置を増設することにより実施期間中にペタバイト級の
データを処理するシステムとして整備できるものと見込まれる。 
平成20年度においては、観測・気候変動予測データ（約600テラバイト）の蓄積を引き続い

て実施するとともに、品質管理、統合、解析によって科学的・社会的に有用な情報へと変換
して、それを国際的に共有するシステムの開発を着実に推進している。また、気候変動・地球
温暖化、水循環、生態系の分野毎に創造的な価値を有する情報創出に向けた取組として９
つの応用機能開発を継続して実施している。このことからも達成年度である平成22年度まで
に、目標の達成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
「データ統合・解析システム」については、予算編成の過程で「地球観測システム構築推進

プラン」をその一部として整理した。 
平成21年度予算概算要求額：1,191百万円 
（平成21年度予算額：1,130百万円） 

  

政策の名称 「元素戦略」（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
 一部の希少元素や有害元素は近年の先端技術に不可欠の存在である一方で、埋蔵量や
地域偏在といった希少元素の需給バランスに大きく影響を受けやすく、環境負荷が大きいな
どの問題があり、本事業はこれら地球規模の問題を解決するものとして期待されている。更
に、科学技術創造立国である我が国にとって、先端技術に不可欠な希少元素・有害元素の
代替材料の開発は、我が国の持続的な経済成長を支える上で極めて重要である。 
 「元素戦略」は我が国の発展を支える上で極めて重要な研究課題であるとともに、総合科
学技術会議が取りまとめた「革新的技術戦略」として、国を挙げて取り組むべき革新的技術
の一つに指定されたため、これを確実に実行するため、「元素戦略」を拡充して対応する必
要がある。 
 
（有効性） 
審査時点においてシーズの確かさ、実用化への見通しを厳しく評価して採択していること

から、５年経過時点で応用研究のスタートラインに立てる程度の成果を得られる見通しは高
く、我が国の持続的な発展に貢献するとともに、ナノテクノロジー・材料分野の研究レベルを
向上させ、世界に先駆けた技術革新につながる成果がを創出できると考える。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,200百万円 
（平成21年度予算額：651百万円） 

  

政策の名称 光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
光科学技術及び量子ビーム技術は、ナノテクノロジー・材料、情報通信、ライフサイエンス
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等の重点科学技術分野を先導するキーテクノロジーであり、各分野における画期的なイノベ
ーション創出の源泉である。このような観点から、欧米はもとより中国などでも、他に先駆けて
新しい光源・ビーム源を実現し、これを革新的な方法によって活用することなどのために、凌
ぎを削った研究開発を戦略的に推進しているところである。 
我が国においては、これまで SPring-8（放射光）、JRR-3（中性子）、TIARA（イオンビーム）

等を利用した世界最先端の研究成果のほか、面発光型半導体素子、セラミクスレーザー素
子、超伝導高周波加速空洞など光・量子ビームの要素技術においても、我が国独自開発で
世界トップにたつ成果を輩出しており、光・量子科学技術分野のポテンシャルは極めて高い
と言える。 
一方、光・量子科学技術を戦略的・積極的に推進するための光源・ビーム源開発プロジェ

クト等は、国家基幹技術としてのＸ線自由電子レーザーの開発などの特定の領域以外はほと
んど存在していないことに加えて、我が国の光産業の現状をみると、近い将来、世界市場の
主流を占めると予想されている高出力半導体レーザーに関しては、現時点における需要が
低いことからその開発に消極的であり、将来的な国際競争力低下が懸念されている。 
今後、先端科学技術分野や産業分野において国際競争力を強化していく観点からも、全

国に散在する光・量子科学技術のポテンシャルを結集し、世界をリードする次世代光源・ビ
ーム源や計測機器、ビーム制御技術等を研究開発する必要がある。また、今後、急速に世
界市場規模が拡大すると予測されている光産業などにおいて、これらの要素技術開発等は
産業応用への発展も期待され、このような汎用性の高い先進的・革新的な計測技術等を応
用可能性や利用可能性の広い共通基盤技術として開発する意義は極めて高い。 
このため、光・量子科学技術分野において世界的にもポテンシャルの高い今、これらのポ

テンシャルの結集を図り、本分野を戦略的・積極的に推進することが必要である。 
 
（有効性） 
本事業では、光科学技術・量子ビーム技術分野のポテンシャルを有する複数の研究機関

を中核として、産業界や光・量子ビームの利用研究を行っている各分野の研究者等も参画し
たネットワーク研究拠点を、公募により選定し、次世代光源・ビーム源、計測手法、ビーム制
御技術等の研究開発や若手人材育成等を実施するものである。本事業を行うネットワーク研
究拠点は、光・量子科学技術分野での最先端の研究開発や人材育成のポテンシャルを有
する機関が選定され、このような優位性をいかして事業を推進することとしているため、本目
標の達成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成20年度より開始した「光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発」の継続的

な実施を行うとともに、平成21年度においては研究拠点を充実させてネットワークのさらなる
強化を図り、当該分野における研究開発をより一層推進するために、課題を追加公募するこ
ととし、2,400百万円に拡充要求した。 
平成21年度予算概算要求額：2,400百万円 
（平成21年度予算額：1,721百万円） 

【機構・定員要求】 
中性子利用推進体制の強化のため「中性子利用推進係長」１名を要求した。（係長１名措

置） 

  

政策の名称 ナノテクノロジーを活用した環境技術の研究開発（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
これまで環境問題を抜本的に解決する環境技術がなく、これには分子・原子レベルで物

質を制御できるナノテクノロジーの活用や、要素技術に収れんせず、社会システムの構築ま
でを見越した技術開発を、産学連携で推進することが極めて重要である。このため、従来の
目的志向型のプロジェクト研究に加え、社会システムの革新を念頭においた産学連携の体
制を構築することで、基礎から応用までが一体となった研究拠点により、強力に研究を推進
する必要がある。 
 

（有効性） 
我が国は、これまでのナノテクノロジー研究によって培われた高いポテンシャルを有してお

り、また、環境・エネルギー技術についても世界をリードする技術を有している。これらを融合
し、ナノテクノロジーを活用した環境技術を、我が国が主導して実施することで、世界に先駆
けた成果の創出が可能となるとともに、ナノテクノロジー・材料分野の研究が振興される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,000百万円 
（平成21年度予算額：205百万円） 
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政策の名称 数学・数理科学と他分野との融合の推進（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
数学・数理科学は、諸科学の礎となる学問分野であり、他分野との連携・融合により、多く

の領域においてブレークスルーをもたらすものである。また、各重点科学技術分野や産業・
社会経済におけるニーズに対応した諸問題を解決するためには、複雑な自然・生命現象、
社会現象等を解明することが必要であり、数理科学的手法（モデル化等）が不可欠である。こ
のため、欧米諸国においても、数学・数理科学と他分野との融合研究を振興するプログラム
や、異分野間の研究者が face-to-faceで議論する場としての融合研究拠点の構築や研究集
会・研究フォーラムの開催等を行っている。 
我が国においては、数学・数理科学と他分野との連携・融合を促進するための施策として

は、平成19年度の戦略目標「社会的ニーズの高い課題の解決へ向けた数学/数理科学によ
るブレークスルーの探索」の下で実施されている、「さきがけ（平成19年度開始）」と「ＣＲＥＳＴ
（平成 20 年度開始）」のみであり、必ずしも融合・連携が活発に行われているとは言えない。
特に、純粋数学の比率が高い我が国では、数学者と他分野の研究者とが交流する機会は

限定されており、数学（特に純粋数学）と他分野との間には共通理解の土壌（共通言語）が存
在しないと言われている。また、他分野や産業・社会経済における実施の諸問題から数学の
土俵に乗せられる人材や異分野間のインタープリター的役割を果たし得る人材（インターフェ
ース人材）も不足している。 
このため、本事業において、数学・数理科学と他分野や産業分野の研究者が相互に交流

し、知的触発を得られる出会いの場（シンポジウムやフォーラム等）を構築することにより、異
分野の研究者・技術者間でのネットワーク作りを促進することが必要である。また、平成 19 年
度から開始した戦略的創造研究推進事業において、具体的研究課題を推進するとともに、こ
れに合わせて数学との融合について様々な分野の人が集まり議論する場を提供する本事業
を推進することにより、双方の事業推進に相乗効果が得られることが期待される。 
 
（有効性） 
本事業では、連携・融合を推進する中核機関を公募により選定し、①国際シンポジウムや

研究フォーラム等の開催、②インターフェース人材の確保・育成等を行うこととする。本事業
を行う中核機関は、数学や数理科学研究の基盤及び他分野への応用におけるノウハウを有
する機関を選定し、このような優位性を生かして事業を推進することとしているため、本目標
の達成が見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
数学・数理科学と他分野との融合・連携を推進するために、国際シンポジウムや国内シン

ポジウム、研究フォーラム等の開催やインターフェース人材の確保・育成の活動を行う中核
機関を公募により採択することとし、30百万円を新規要求した。 
 予算編成過程で廃止した。 
平成21年度予算概算要求額：30百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 

  

政策の名称 東海・東南海・南海地震の連動性評価研究（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
地震調査研究推進本部が策定した、平成21年度からの地震調査研究の10年計画「新た

な地震調査研究の推進について」中間報告においては、これまでの地震調査研究を省みた
上で、「これまでに地震本部が実施してきた長期評価や現状評価は、例えば、東南海地震の
みが発生した後に南海地震がどのように発生するかというような、地震の詳細な切迫度につ
いての情報を提供できる水準に至っていない。特に、我が国の将来を見通したとき、国難と
なり得る東海・東南海・南海地震やそれらと前後して発生する可能性の高い地震を対象とし
た調査観測研究を強力に推進することは、最も重要な課題である。」とされており、基本理念
に「東海・東南海・南海地震に関する調査研究を推進する」ことが、また、当面10年間取り組
むべき基本目標として、「海溝型地震の連動発生の可能性評価を含めた地震発生予測の精
度向上」が掲げられている。   
また、同報告内において、「地震活動と火山活動は同じ海洋プレートの沈み込みに起因する
自然現象であることから、地震現象を総合的に理解するためには、海溝型地震及び内陸地
震の発生、マグマの生成・上昇等を統一的に理解する必要がある」ともされている。 
本事業は、平成21年度から開始する予定の「地震及び火山噴火発生の連動性評価研究」

も含めて、上記趣旨に合致したものであることから、その必要性は極めて高いと判断できる。 
また、本事業は、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法、及

び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に
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おいて、地震観測施設等の整備に努めなければならないとされていることを踏まえたもので
ある。 
 

（有効性） 
 地震本部の設立以降、全国稠密な基盤観測網の整備、基礎研究の推進による知見の獲
得、全国を概観した地震動予測地図の作成、緊急地震速報の開始等、多くの成果が上がっ
ている。また、地震本部の方針の下、文部科学省が平成15年度からの５ヵ年計画で実施した
「東南海・南海地震に関する調査研究」では、本事業開始の裏づけとなった東南海・南海地
震の想定震源域境界における不整形構造の存在の確認や、地震サイクル毎の時間間隔や
連動パターンを再現できる基礎技術の構築等の成果が上がっている。 
 また、平成18年度からの４ヵ年計画で実施している「地震・津波観測監視システム」稼動後
は、東南海地震の想定震源域においてリアルタイムに地震・津波データを得ることが可能と
なる。これに伴い、観測データが増大し、高精度な地震発生予測モデルの構築が可能となる
とともに、データ同化技術によるシミュレーションの高度化も可能となる。 
 このような我が国のこれまでの地震調査研究に関する研究開発の実績と経験、さらには他
の事業の進捗状況等を考慮すると、得ようとする効果は確実に達成されるものと見込まれる。

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,181百万円 
（平成21年度予算額：501百万円） 

【機構・定員要求】 
火山防災科学技術研究を確実に推進するため、専門職を新たに１名要求した。（措置な

し） 
【事業内容の見直し】 
予算編成過程において、平成21年度に展開する海底地震計の規模を見直すとともに、

「地震及び火山噴火発生の連動性評価研究」については、内局事業ではなく（独）防災科学
技術研究所の事業として、シミュレーション研究等を新たに開始することとした。 

  

政策の名称 活断層調査の総合的推進（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
地震調査研究推進本部が策定した、平成21年度からの地震調査研究の10年計画「新た

な地震調査研究の推進について」中間報告においては、これまでの地震調査研究を省みた
上で、「近年、調査観測・研究が殆ど行われていない沿岸海域を震源とする被害地震が多発
している」、「現行の評価で用いられている活断層図の精度は必ずしも十分ではない」等、多
くの課題が抽出されており、これを受けて、当面 10 年間に取り組むべき地震調査研究に関
する基本目標として、「活断層等に関連する情報の体系的収集及び評価の高度化」等が掲
げられている。 
本事業は、これらの基本目標を達成するため、活断層についての調査観測・研究を総合

的に実施するものであることから、必要性が極めて高いと判断できる。 
 

（有効性） 
地震本部の設立以降、全国稠密な基盤観測網の整備、基礎研究の推進による知見の獲

得、全国を概観した地震動予測地図の作成、緊急地震速報の開始等、多くの成果が上がっ
ている。また、これまで「地震調査研究推進」として実施してきた重点的調査観測や、追加・
補完調査の成果については、地震調査委員会の長期評価等に確実に活用されてきている。
このような我が国のこれまでの地震調査研究に関する研究開発の実績と経験、さらには他の
事業の進捗状況等を考慮すると、得ようとする効果は確実に達成されるものと見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：813百万円 
（平成21年度予算額：660百万円） 

【事業内容の見直し】 
予算編成過程において、重点的調査観測としての調査活断層数を見直した。 

  

政策の名称 安全・安心科学技術プロジェクト（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
科学技術の貢献については、今後は、国民の安全・安心の確保など公共的価値を生み出

す分野への貢献が期待されており、そのためには、技術シーズをユーザーニーズにつなげ
ることを支援することが必要である。それぞれのテーマを実施する必要性については、以下
のとおり。 
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（１） 重要研究開発課題の研究開発 
① テロ対策等に係る研究開発 
  国際的なテロの脅威が高まるなかで、他国の技術をそのまま受け入れるのではなく、我が
国におけるテロの脅威の程度や特徴を踏まえ、我が国としてテロ対策を着実に実施するこ
とが必要。そのためには、我が国の科学技術を活用し、自国の技術でテロ対策に関する
製品を開発することが必要である。 

② 地域の安全・安心の確保に係る研究開発 
  災害対策や医療問題等の地域社会の抱える課題を解決するためには、地域社会の制
度・組織の改善だけではなく、例えば災害時の情報共有システムのような科学技術を活用
したシステムを開発し利用することも有効である。こうした地域の公的機関をユーザーとす
る技術開発の分野は、地域単独の取組では難しく、また、非効率的であるため、科学技術
や研究機関を積極的に活用していくための仕組みを国が支援することが必要である。 

③ 国家の安全・安心の基盤となる科学技術 
  サイバーテロ等から、国家の安全・安心を確保するためには、科学技術を活用した効果
的・効率的対策が重要である。そのため、その基盤となる科学技術における国家的なニー
ズの解決に向けて産学官の技術力を活用し、結集していく仕組みを推進することが必要
である。 

（２） 安全・安心に関わる知・技術の共有化 
テロ対策等に係る情報は公表されていないことが多く、有識者も限られており、知・技術の

共有化がこれまで進んでこなかった。技術シーズをユーザーニーズにつなげるためには、研
究開発と同時に知・技術の共有化を進めることが必要である。 
 
（有効性） 
テロ対策等に資する技術について、テラヘルツ波を活用した封筒内違法薬物・危険物検

知装置の実証実験が税関で実施されるなど、成果の還元が進んでいる。また、平成19年度
から開始した課題については、現場のニーズを踏まえた研究開発が順調に進捗しており、研
究開発の成果の社会実装が期待される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,283百万円 
（平成21年度予算額：538百万円） 

  

政策の名称 トップアスリート派遣指導事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
教育振興基本計画において、「学校や地域におけるスポーツの振興を通じて、生涯にわ

たって積極的にスポーツに親しむ習慣や意欲、能力を育成する。これにより、子どもの体力
の低下に歯止めをかけ、上昇傾向に転じさせ、（略）昭和60年頃の体力水準への回復を目
指す」としており、そのためには、トップアスリート等が、自らの豊かな経験と卓越した技術をも
とに、講話や指導等を通じて、子どもたちが主体的にスポーツに親しむ態度や習慣を身に付
けるきっかけを提供する必要がある。 
 

（有効性） 
本事業は、子どもたちが主体的にスポーツに親しむ意欲を喚起するため、小・中学校や総

合型地域スポーツクラブ等に対して、トップアスリート等のチームを派遣し、スポーツの実演・
指導等を通じて体を動かすことの楽しさや正しい生活習慣を身につけることの大切さ、スポー
ツの素晴らしさなどを伝え、子どもの体力向上を図ることを目的としてきた。 
本事業では、体力・運動能力調査において小学校５年生の運動実施率を85パーセント以

上となることを目指している。平成18年度（注）においては、小学校５年生の運動実施率は80
パーセントとなっている。今後、より多くの小・中学校等にトップアスリート等のチームを派遣
し、スポーツの実演・指導等を行うことで、子どものスポーツに対する取組が積極的になり、教
員の指導法の改善も一層図られることにより、達成年度である平成22年度には、目標である
理解・習熟度85パーセント以上を達成することができると見込まれる。 
（注）平成19年度は現在集計中 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：205百万円 
（平成21年度予算額：101百万円） 

  

政策の名称 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」に基づく子どもの体力向上支援事業（新規） 

政策評価の結果 （必要性） 
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の概要 教育振興基本計画において、「学校や地域におけるスポーツの振興を通じて、生涯にわ
たって積極的にスポーツに親しむ習慣や意欲、能力を育成する。これにより、子どもの体力
の低下に歯止めをかけ、上昇傾向に転じさせ、（略）昭和60年頃の体力水準への回復を目
指す」としており、そのために各地域における子どもの体力の状況、運動習慣、生活習慣等と
の相関関係について、全体的にきめ細かに把握・分析し、また、都道府県、市町村、学校そ
れぞれの段階における子どもの体力向上に係る施策の成果と課題を整理する必要がある。 
 

（有効性） 
本事業は、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果等を分析、活用することによ

り、各教育委員会、学校が自らの子どもの体力の向上に係る施策の成果と課題を把握し、そ
の改善を図ることを目的としている。今後、各都道府県・政令指定都市において、「全国体
力・運動能力、運動習慣等調査」の結果を分析、活用して提案された、子どもの体力向上に
かかる施策の改善に資する具体的方策を収集し、全国に普及させ、各地域において子ども
の体力向上のためのより効果的な取組が実施されることにより、達成年度である平成23年度
には、目標である子どもの体力を上昇傾向へ転じさせ、昭和60年頃の水準への回復を達成
することができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：227百万円 
（平成21年度予算額：158百万円） 

  

政策の名称 中学校武道必修化に向けた地域連携指導実践校等（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
武道及びダンスについては、これまで選択であったが、新たに必修となったことから、武道

とダンスの指導者・施設・設備の確保が必要となってくる。そのためには、学校単独で確保す
ることのみならず、地域の資源を有効活用する必要がある。例えば、地域の指導者の活用な
どにより、生徒により高い技術的指導をすることができると同時に教員の指導力を向上させる
ことができる。地域の武道場などを活用することで、学校に武道場が無い場合にも効果的な
指導が行うことができる。さらに、各都道府県が全国連絡協議会等で実践校における取組に
ついて情報交換を行い、一層の成果の普及を図る必要もある。 
 以上のことから、武道及びダンスの円滑な実施を図るためには、本事業の実施が不可欠で
ある。 
 
（有効性） 
平成20年３月に学習指導要領を改訂し、武道とダンスを必修化したことを踏まえ、平成21

年度から940校で本事業を実施することにより、新たに必修とした２領域について、地域と連
携した指導手法を蓄積し、事業の成果を全国に普及することで、すべての中学校で様々な
形態で武道・ダンスが実施できるようにすることができる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 課題となっている武道の必修化の条件整備として、988百万円を概算要求に盛り込んだ。 
平成21年度予算概算要求額：988百万円 
（平成21年度予算額：494百万円） 

  

政策の名称 地域スポーツ人材の活用実践支援事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
多くの中学校では部活動の指導者不足が深刻な状況である。その要因として考えられる

のは、教員数の減少や高齢化の進展、練習・引率及び大会運営等の負担が大きいこと、生
徒の指導に対するニーズが高度で専門的になっていることなどである。また、平成18年度に
行われた教員の勤務実態調査では、中学校の教員にとって部活動指導のための残業時間
が長くなっていることが明らかになった。このような状況を改善するためには、学校外の地域
のスポーツ人材を積極的に活用し、生徒の指導ニーズに応えるとともに、教員の負担を軽減
することが必要である。 
また、学級担任が全ての教科を担当する小学校においては、特に、高学年で指導内容が

高度化するために、個に応じた指導の必要性も高くなり、児童の関心・意欲にあった体育指
導が困難と感じる教員が少なくない。児童生徒の体力が長期的な低下傾向にある中、児童
生徒の運動する意欲をより一層培うためには、発達段階に応じて、教員の指導を補助できる
地域のスポーツ人材とともに指導していくことも必要である。 
以上のことから、学校体育への地域スポーツ人材の活用を促進し、学校体育の活性化を

図るためには、本事業の拡充が不可欠である。 
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（有効性） 
都道府県教育委員会等が中心となり、域内の学校への地域スポーツ人材の活用の趣旨

や効果を啓発していくことにより、地域スポーツ人材の活用する気運が高まり、すべての小・
中学校において地域スポーツ人材の活用ができる体制を構築するという目標を達成すること
ができると見込まれる。 
また、本事業の実施により、地方自治体が抱える地域スポーツ人材活用上の課題の解決

が図られ、より一層の人材活用がなされることも期待される。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
課題となっている子どもの体力低下や教員の負担増への対応として、1,064百万円を概算

要求に盛り込んだ。 
平成21年度予算概算要求額：1,064百万円 
（平成21年度予算額：358百万円） 

  

政策の名称 公立中学校武道場整備費補助事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
平成24年度より中学校において武道必修化が完全実施となるため，中学校において安全

かつ効率的に武道を実施するための条件整備を行うことが必要である。 
現在，「安全・安心な学校づくり交付金」により，国庫補助制度があるものの，中学校武道

場整備率は47.0パーセント（平成19年５月１日現在）にとどまっており，整備促進は不可欠で
ある。 
このため，新学習指導要領完全実施後２カ年経過までの５カ年間（21年度～25年度）で重

点的に整備促進を図るため，所要の予算措置及び補助率のかさ上げ，交付先における使途
を武道場新設に特定した本事業の新規実施が必要である。 
 

（有効性） 
各地方公共団体においては，武道必修化完全実施（平成24年４月）までに，円滑な武道

の実施に向け武道場の整備が喫緊の課題である。本事業により所要の財源を時限的に確保
し，補助率を１／２とする支援策を講じることにより，各地方公共団体における武道場整備の
取組が促進され，達成年度である平成25年度末には、目標である整備率70パーセントを達
成することができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：4,799百万円、補助率１／２ 
（平成21年度予算額：安全・安心な学校づくり交付金（公立中学校武道場新規整備分）
4,026百万円、補助率１／２） 

  

政策の名称 私立学校体育等諸施設整備費補助（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
平成 24 年度より中学校において武道必修化が完全実施となるため，中学校において安

全かつ効率的に武道を実施するための条件整備を行うことが必要である。 
現在，「私立学校体育等諸施設整備費補助」により，国庫補助制度があるものの，中学校

武道場整備率は 24.8 パーセント（平成 19 年５月１日現在）にとどまっており，整備促進は不
可欠である。 
このため，新学習指導要領完全実施後２カ年経過までの５カ年間（21 年度～25 年度）で

重点的に整備促進を図るため，箇所数の増及び補助率のかさ上げを行うため，本事業の拡
充が不可欠である。 
 

（有効性） 
各学校法人においては，武道必修化完全実施（平成 24 年４月）までに，円滑な武道の実

施に向け武道場の整備が喫緊の課題である。本事業により所要の財源を時限的に確保し，
補助率を１／２とする支援策を講じることにより，各学校法人における武道場整備の取組が促
進され，達成年度である平成 25年度末には、目標である整備率10パーセント増を達成する
ことができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：215百万円、中学校武道場新規整備分 補助率１／２ 
（平成21年度予算額：105百万円、中学校武道場新規整備分 補助率１／２） 

  

政策の名称 総合型地域スポーツクラブの育成・支援（拡充） 
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政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
体力・スポーツに関する世論調査（平成18年8月内閣府）のスポーツ振興についての国や

地方公共団体への要望において、学校体育施設の開放・整備、地域のクラブやサークルの
育成に対する要望が多く、総合型地域スポーツクラブの育成について国民からのニーズが
強いものと考える。また、教育振興基本計画においては、「心身の健全な発達に重要な役割
を果たすスポーツに国民のだれもが生涯を通じていつでも身近に親しむことができる環境を
整備するため、総合型地域スポーツクラブ等、地域における総合的なスポーツの場の育成・
整備をはじめとした取組への支援を推進する。」、「子どもが身体を動かす場や機会を確保す
る観点からも、総合型地域スポーツクラブの整備等、地域における身近なスポーツ環境の整
備を推進する。」としており、生涯スポーツ社会の実現のために、総合型地域スポーツクラブ
の育成・支援を推進する必要がある。 
 

（有効性） 
本事業は、総合型地域スポーツクラブを育成・支援することで国民の誰もが生涯にわたり

スポーツに親しむことができる環境の整備を図ることを目的としてきた。 
平成20年７月１日現在において、育成率は57.8パーセントとなっている。今後、全国的な

組織基盤を有する民間スポーツ団体を活用して、総合型地域スポーツクラブの設立に向け
た基幹的活動に対する支援及び育成に必要な取組を実施する「総合型地域スポーツクラブ
育成推進事業」やスポーツを取り巻く新たな課題を解決するため、広域スポーツセンターの
機能を活用する「総合型地域スポーツクラブを核とした活力ある地域づくり推進事業」、クラブ
育成率の低い地方自治体を対象に、未育成エリアミーティング（仮称）等を開催し、課題等の
解決を図りながら総合型地域スポーツクラブの育成を促す「総合型地域スポーツクラブ特別
支援事業」が実施されることにより、達成年度である平成22年度には、総合型地域スポーツク
ラブの全市区町村に対する育成率を100パーセントまで伸ばすことができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：934百万円 
（平成21年度予算額：485百万円） 

 
 
 

政策の名称 競技力向上ナショナルプロジェクト（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
オリンピック競技大会をはじめとする国際競技大会における我が国のトップレベル競技者

の活躍は、多くの国民、とりわけ子どもたちに夢や感動を与え、ひいては、明るく活力ある社
会の形成に寄与するものであるとともに、国際社会における我が国のプレゼンスを高めていく
上でも大きな影響を与えるものである。 
このため、文部科学省としては、スポーツ振興法（昭和36年法律第141号）及びスポーツ振

興基本計画に基づき、これまでも種々の施策を実施してきたところであり、その結果、現時点
における夏季・冬季合わせたメダル獲得率は3.22パーセントとなっている。 
しかしながら、スポーツ振興基本計画に掲げる目標である3.5パーセントは未だ実現されて

いない状態にあることから、メダル獲得率向上のための更なる施策が必要である。 
 

（有効性） 
本事業を実施することにより、メダル獲得の可能性が高いと考えられる選手又は競技団体

において、選手又は競技団体単独では行うことが困難と考えられる戦略的かつ総合的な選
手強化方策を行うことが可能となる。このため、我が国のメダル獲得率上昇が見込まれること
から、上記目標を達成することが可能と判断。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：1,248百万円 
（平成21年度予算額： 608百万円） 

  

政策の名称 アートマネジメント重点支援事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
大学等でアートマネジメントに関する講座、コース等を置いている学部、大学院は増えてき

ており、その教育内容は、教育学的なもの、社会学的なもの、公共政策学的なものなど、大
学それぞれにおいて多様であるものの、必ずしも文化施設等の経営とリンクしたものとなって
おらず、文化芸術活動の現場において求められる実践的な資質・能力の育成につながって
いないとの指摘がある。 
また、アートマネジメントの理論と実践の両面の修得の観点から、文化施設等における実
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習・インターンシップが有益であるが、教育プログラムに取り入れている大学等は少数である
とともに、実習等の期間も短期間となっている。 
一方、文化施設等においては、採用時に現場の経験を重視する傾向にあり、学生の就職

の受け皿が少なく、学生が現場に入っていきにくい状況にあるとともに、定期的な採用が少
ないなど、大学等と現場をつなぐ仕組みが整えられておらず、学生が働きたいと思っても安
定的に働けないことも多い。 
アートマネジメント人材等の養成を図る上で、人材の養成を担う大学等と活用を図る文化

施設等の相互理解・交流が重要であるが、大学等は、文化施設等における学生の積極的な
採用や実習・インターンシップの受け入れなどを重視するが、文化施設等は、大学等に共同
企画の実施や現場を知る専任教員の増員等を求めるなど、養成側と活用側で意識の乖離が
見られる。 
以上のことから、我が国の文化芸術の水準の維持・向上を図っていくためには、芸術系大

学と文化施設が連携・協力し、質の高いアートマネジメント人材の育成と活用を一体的に行う
とともに、拠点となる文化施設へ重点的な支援を行うことで、我が国のアートマネジメント人材
等の育成及び活用の拠点を形成し、各地域での取組を促す本事業が必要不可欠である。 
 

（有効性） 
文化施設等から大学等に対しては、63パーセントが「共同企画の積極的な実施」を、59パ

ーセントが「現場を知る専任教員の増員」を、50パーセントが「専門家の派遣・交流」を求めて
いる。一方、大学等から文化施設に対しては、88パーセントが「実習・インターンシップの受
入れと学生の積極的な採用」を、61パーセントが「アートマネジメント専門職の設置」を求めて
おり、支援対象施設においては当事業の実施により、これらの要望に応じることができる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：762百万円 
（平成21年度予算額：101百万円） 

【機構・定員要求】 
アートマネジメント人材の育成及び活用に係る事務体制強化のため、アートマネジメント専

門官１名を要求した。（措置なし） 
【事業内容の見直し】 
予算編成過程で事業の見直しを行った結果、専門的なアートマネジメント人材の育成及

び活用に一体的に取り組む文化施設に対し重点支援を行い、我が国におけるアートマネジ
メントの推進を図ることとした。 
具体的には、アートマネジメント専門の職員を配置し、特色ある芸術性の高い創造活動等

を行うとともに、他の文化施設等から中堅の現職アートマネジメント担当職員等を受入れ、そ
の資質向上のための指導助言を行う文化施設に対して、専門職員の配置及び中堅職員の
指導助言にかかる必要な経費を支援するものである。 
また、全国の公立文化施設の管理運営に携わる職員を対象にしたアートマネジメント研修

を併せて実施することとした。 

  

政策の名称 本物の舞台芸術体験事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
次代の芸術文化の担い手である子どもたちの豊かな心や感性を育むために、学校におい

て子どもたちに芸術文化に触れる機会を提供することは、我が国の芸術文化の振興には必
要な事業であると考える。 
 

（有効性） 
本事業は平成14年度に開始した後、事業規模を拡充しながら、平成20年度においては

950公演を確保した。引き続き、達成年度（平成23年度）に向けて公演数の拡充を図る。 
平成19年度の実施状況に関する調査を行ったところ、「学校における鑑賞教室等に関す

る実態調査（社団法人日本芸能実演家団体協議会）」では、鑑賞教室が児童・生徒に与える
効果の回答としては、「舞台芸術への関心を高められた」が85.1パーセント、「豊かな心や感
性・創造性をはぐくめた」が82.0パーセントとなっている（本調査結果は本物の舞台芸術体験
事業を含む、学校における舞台芸術の鑑賞教室全般に関するデータである）。また、「文部
科学省政策評価に関する調査研究（株式会社三菱総合研究所）」では「当該事業をきっかけ
に文化・芸術活動を実施したくなった児童生徒の割合」が81.1パーセント、「豊かな心や感
性、創造性を育てるきっかけになったと思う保護者・教職員の割合」が保護者78.0パーセン
ト、教職員78.2パーセントとなっており（本調査結果は、本物の舞台芸術体験事業を対象とし
たデータである）、児童・生徒に与える効果は高い結果となった。引き続き事業を充実させ、
高いレベルでこの結果を維持する。 
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政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 平成21年度予算概算要求額：4,302百万円   
（平成21年度予算額：3,804百万円）  

  

政策の名称 国宝重要文化財等買上げ（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年の社会情勢、経済情勢による長引く不況等の理由から、所有者が国宝・重要文化財

等を転売したり、複数の員数で構成されている１件の国宝・重要文化財等を分割して個別に
手放すことによる国内外での散逸等が懸念されていることや、文化財が脆弱な材質でつくら
れているにも関わらず、所有者による適切な保存管理が行われていないため、劣化やき損を
招く危険性が高い状況のものがある。 
このことから、国において保存管理の措置を講ずる必要がある文化財を緊急に買上げ、適

切な保存管理の実施と併せて展覧会への公開活用にも資するものである。 
 

（有効性） 
適切な買取を行い、文化財の保存活用に努め、貴重な文化財の散逸防止に努める。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：2,649百万円 
（平成21年度予算額：1,637百万円） 

  

政策の名称 建造物保存修理等（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
我が国には木造として世界最古の法隆寺金堂をはじめ、数多くの木造建造物が保存され

ている。これは建物が良質な材料を使用し、かつ優れた施工技術で建てられただけでなく、
各時代のたゆまない保存管理のたまものである。 
文化財建造物の保存は、適切な周期、適切な材料、適切な技術で修理を繰り返すことが

必要であり、適切な周期で保存修理を実施しないと文化財としての価値を大きく損なうことと
なる。 
しかしながら、現状では適切な周期による保存修理ができない状況であり、我が国の貴重

な文化財を次世代に確実に継承するためには、建造物保存修理予算の拡充が必要である。
文化財建造物の修理は多額の経費を要するため、所有者負担は極めて重い。所有者に

は檀家や信者等が少ない社寺や年金生活の民家所有者等も多く、修理についてこれ以上
の所有者負担を求めることは難しい。 
また、都道府県・市町村による所有者への修理経費支援（随伴補助）も、地方財政の縮小

により困難となっている。さらに、本事業は、災害の復旧修理事業にも対応しているが、近
年、地震・台風・大雨等の災害が多発していることから、国費負担の迅速な充実が必要不可
欠である。 
なお、「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第２次基本方針）」（平成 19 年２月９日閣

議決定）において、文化財建造物等の有形の文化財について、「その種別や特性に応じて
計画的に保存・修復を進める」ことを基本施策として定めており本事業の拡充が不可欠であ
る。 
 

（有効性） 
本事業は、目標が達成された後も絶えることなく継続して行うことが必要である。 
しかし、当面の達成年度である平成24年度には対応の迅速化を図り、文化財建造物の保

存修理は目標である毎年、根本修理 13 件、維持修理 50 件を達成することが見込まれる。 
また、伝統的建造物群の保存修理は目標である毎年300件を達成することが見込まれる。

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：6,632百万円 
（平成21年度予算額：5,691百万円） 

  

政策の名称 建造物防災施設等（一般）（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
東南海・南海地震が発生する可能性が高いと予測されているなか、近畿圏を中心とした地

域において文化財建造物の防災対策の必要性が一段と高まっている。平成19年３月に能登
半島地震、平成20年６月に岩手宮城内陸地震があり、危険度が低いといわれていた地域に
おいても大地震が発生しており、全国的な耐震、防災対策の必要性が生じた。 
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（有効性） 
本事業は、目標が達成された後も絶えることなく継続して行うことが必要である。 
しかし、当面の達成年度である平成25年度には、対応の迅速化を図ることにより、目標で

ある防災設備の設置率（総合防災70パーセント、老朽施設の改修率50パーセント）を達成す
ることが見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：798百万円 
（平成21年度予算額：623百万円） 

  

政策の名称 地域日本語教育体制整備事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
これまで地域における日本語教育は主にボランティアによって支えられてきたが、学習者

の増加と多様化にともなって、学習者のニーズに十分にはこたえられなくなった。近年、外国
人人材の活用は、我が国において欠くことのできないものとなっており、彼らを地域社会の一
員としてとらえた施策の必要性が高まっている。そのため、彼ら及び彼らの家族が安心して暮
らせるように地域における日本語教育に対する支援が必要である。 
 

（有効性） 
地域の日本語教室は、学習者の通える時間と場所に開設できていなかったり、学習者の

期待する質と内容で指導が行えていなかったりする。実際、日本語教育のプログラムの企画
立案、及び会場の確保や講師の手配等といったコーディネート業務は、地域の日本語教育
の担い手であるボランティアにとっては過度の負担となっている。以上のような役割をボラン
ティアにかわって、行政機関または国際交流協会等の機関および人材が業務として担うこと
で、設定した目標（教室数、学習者数の増加）は達成することができると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 予算編成過程で廃止した。 
平成21年度予算概算要求額：69百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 

【機構・定員要求】 
地域の日本語教育の体制整備に係る事務体制を強化するため、日本語教育調査官（２

名）の新設を要求した。（日本語教育調査官１名措置） 

  

政策の名称 国際初中教育支援事業－日本の学び舎を海外へ－（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
国際的な資源獲得競争が激しくなる中、産油国との経済レベルにとどまらない文化や教育

等の多角的な関係強化の必要性が指摘されている。また、国際社会での日本の発信力強化
のため、日本への留学生の受入を大幅に拡大するなど、知日家・親日家の育成の必要性も
指摘されている。 
そこで、日本式教育を世界に発信することにより、中東地域等での教育改革に協力する

他、優れた留学生を確保し、知日（親日）家を育成するなど、対日理解を促進することを通じ
て豊かな国際社会の構築に貢献するため本事業を実施する。 
 

（有効性） 
ＵＡＥ及びカタールとの教育協力を推進するにあたり、日本側関係機関（外務省、経済産

業省、文部科学省）と相手国側の関係機関による教育協力検討作業部会が設置されてい
る。これら作業部会において、現地人子女の日本人学校への入学が検討されており、目標
人数の達成が見込まれている。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：69百万円 
（平成21年度予算額：０百万円） 
本事業については、平成20年度補正予算において措置することとなった（171百万円）た

め、平成21年度予算においては措置されていない。 

  

政策の名称 日米教育交流プログラム（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
近年、日米両国の首脳は、首脳会談等の場において、日米同盟は日米両国がグローバ

ルな諸課題に対処していく上で不可欠の役割を果たしており、今後もその同盟関係を一層
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盤石なものとしていく必要があるとの認識のもと、将来のさらなる日米関係の強化のために、
知的交流、草の根交流、日本語教育等からなる日米交流を強化するイニシアティブを累次
にわたり表明している。これらの政策的ニーズに応えるためには、教育分野での日米交流の
強化に関する事業を実施する必要がある。 
 

（有効性） 
平成９年度以降実施してきた「日本フルブライト・メモリアル基金事業」においては、平成19

年度までに累計6,000名を超える米国人教員等の我が国への招へい等により、米国人（被招
へい教員はもとより、その教員の生徒などへの波及効果もある）の対日理解と、日米教員間
の理解増進や交流促進に効果的であった。本件プログラムは、平成20年６月にまとめられた
カルコン（日米文化教育交流会議）による政策提言を踏まえ「日本フルブライト・メモリアル基
金事業」の事業改編を行うものであり、同基金事業と同様、日米間の教育・文化交流の促進
に資するという目標の達成が可能なものと考えられる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：200百万円 
（平成21年度予算額：200百万円） 

【事業名の変更】 
 平成21年度予算には「日米教育交流プログラム拠出金」として計上。 
【事業内容の見直し】 
「日本フルブライト・メモリアル基金事業」をカルコン（日米文化教育交流会議）による政策

提言を踏まえた新たな事業とすべく検討した結果、平成21年度より「日米教育交流プログラ
ム」として、新たな日米間の教育・文化交流に資する事業を実施することとした。 

  

政策の名称 留学生交流の推進（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
留学生の受入れ・派遣を通じた留学生交流は、我が国と諸外国との間の人的ネットワーク

の形成や相互理解と友好関係の深化、国際的な視野を持った日本人学生の育成と開かれ
た活力ある社会の実現、我が国の大学等の国際化・国際競争力の強化、国際社会に対する
知的国際貢献等の推進を図るために必要である。 
 

（有効性） 
平成 20 年１月の福田内閣総理大臣の施政方針演説の中で言及のあった「新たに日本へ

の『留学生 30 万人計画』を策定し、実施に移す。」や、これを踏まえた経済財政改革基本方
針 2008 の経済成長戦略の中で、「留学生 30 万人計画」の実現に向けて構想の具体化が上
げられたところである。また、同年７月 29 日、文部科学省ほか関係６省により策定され、閣僚
懇談会で報告、公表された「留学生 30 万人計画」骨子により、その趣旨や方策の具体化が
図られたところである。 
「留学生30万人計画」を達成するために、本事業は必要なものであり、大学等の教育研究

の国際競争力を高め、優れた留学生を戦略的に獲得し、また関係省庁・機関等が総合的・
有機的に連携して計画を推進することで、「留学生 30 万人計画」へも寄与することとなる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：64,723百万円 
（平成21年度予算額：43,361百万円） 

【機構・定員要求】 
留学生の受入れ・派遣の両面で一層の交流の推進を図るため、機構（留学生交流政策

室）及び定員（係長３名）を要求した。（係長１名措置） 
【事業内容の見直し】 
国費外国人留学生制度については、在学段階及び地域による生活費の違い等を総合的

に勘案し単価を見直すとともに、より多くの優秀な者の採用を図ることとした。 
地域留学生交流推進会議経費については、そのほとんどが地域で行うイベント経費であり地
域独自で実施できることから廃止し、新たに全国レベルの留学生交流総合推進会議を実施
することとした。 
「外国人留学生修学援助費補助金（授業料減免学校法人援助）」について、補助対象の

精査等を検討することとした。 

  

政策の名称 国連大学人材育成プログラム（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
我が国の大学等が国際社会において、他の機関に伍して国際開発協力活動に参画して
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いくためには、二国間協力（バイ協力）だけでなく、国連機関等による協力を含む多国間協
力（マルチ協力）にも熟知していく必要がある。 
国連大学は、我が国が積極的に誘致し、日本にある唯一の国連機関の本部機能を持つ

機関として活動を展開しているところである。 
文部科学省としては、国連大学が我が国に所在する地の利を活かし、我が国の学術界と

国連大学との連携協力を図ること、さらに、国連大学を通じて我が国の大学等の国際化の進
展を図り、国際協力活動展開のための基盤整備をより一層図っていく必要がある。 
 

（有効性） 
20年度に東京大学との協力協定に調印し、本事業に着手したところであり、今後も順調に

進捗すれば、目標を達成すると見込まれる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：20百万円 
（平成21年度予算額：20百万円） 

  

政策の名称 アジア太平洋地域教育協力信託基金拠出金事業（新規） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
ＥＦＡの目標達成を始め、様々な教育課題の克服は、ユネスコのみならず、多くの国際機

関が達成に努めているところ、我が国が目標達成に貢献することは、教育分野における国際
貢献につながり、上位目標である「国際協力の推進」に寄与するものである。 
 

（有効性） 
ＥＦＡの国際的な取組が、2015年（平成27年）までの目標達成を目指しており、ユネスコを

コーディネーターとして国際機関によるＥＦＡ達成の取組が実施されていることから、平成27
年度までに達成ができる見込みである。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：100百万円 
（平成21年度予算額：95百万円） 

  

政策の名称 日本／ユネスコパートナーシップ事業（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

（必要性） 
ＥＳＤを国際的な立場から推進することを提唱したのは日本政府である。2002年（平成14

年）３月に開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミット）での
小泉首相（当時）の提案に基づき、同年12月の第57回国連総会において、2005年（平成17
年）から2014年（平成26年）までの10年を「国連持続可能な開発のための教育の10年（ＤＥＳ
Ｄ）」とし、ユネスコをその主導機関とするとの決議が採択された。これを受け2005年（平成17
年）９月には、ユネスコが中心となって各国の具体的対応の指針となる国際実施計画が策定
された。 
我が国にとって、国際的取組に対する協力と並んで重要なことは、国内における取組の推

進である。特に学校現場におけるＥＳＤの概念が十分に理解されているとは言えない状況で
あり、早急な対策が必要である。 
ＥＳＤを学校教育の中で推進するに当たっては、環境教育、国際理解教育、人権教育など

等、多岐にわたる分野をつなげて総合的に取り組むことが求められているが、ユネスコの国
際的な学校間ネットワークである「ユネスコ・スクール」が取り組むテーマとＥＳＤが取り組むべ
き分野とが重なることから、全国の小・中・高等学校においてＥＳＤを普及促進していく上で、
ユネスコ・スクールのネットワークを活用することが有効である。そこで、本事業ではユネスコ・
スクールの活動の充実を図る。 
また、ＥＳＤは教育分野に限らず、科学・文化など横断的に取り組む必要があることから、

科学・文化についてもプログラム開発、無形文化遺産の保護計画の策定等を実施し、科学・
文化面からＥＳＤの普及・促進を図る。 
これらの取組が、我が国が提唱し、ユネスコが主導する地球規模の課題であるＥＳＤ及び

気候変動等への取組の国内外で普及・推進につながり、上位目標である「国際協力の推進」
に寄与することが可能となる。 
 

（有効性） 
現存する国内のユネスコ・スクールは25校であるが、昨年度事業を実施したところ新たに

20校余りがユネスコ・スクールへの関心を持つに至った。今後、本事業を拡充することにより、
年間100校は新たにユネスコ・スクールに参加すると予想され、平成26年度には500校以上が
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参加する見込み。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度予算概算要求額：150百万円 
（平成21年度予算額：120百万円） 
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表 11－４－② 新規施策等（税制）について事前評価した政策 

政策の名称 家庭の教育費負担の軽減（特定扶養控除の拡充等）（拡充） 

政策評価の結果
の概要 

① 必要性の観点 
我が国の教育費の私費負担割合は諸外国と比較して高く、また、内閣府の調査による
と、子育ての辛さの内容として「子どもの将来の教育にお金がかかること」を挙げた者の割
合が、全体の4割を超え、全10項目中第１位となっており、また、その割合が一貫して増加
傾向（16年：39.1パーセントから17年：39.2パーセントから18年：39.8パーセントから19年：
42.4パーセントから20年：45.8パーセント）にあるなど、教育費に対する国民の負担感が非
常に大きいことが明らかになっている。 
現行の扶養控除やその上乗せ措置である特定扶養控除は、これまで、教育費を含めた
経済的負担の軽減に一定の役割を果たしてきたが、上述の状況を踏まえれば、特に教育
費の負担が重い16歳以上23歳未満の特定扶養親族（高校生・大学生相当）を扶養する家
庭については、その経済的負担をより一層軽減することが必要不可欠である。 
② 有効性の観点（減税見込み） 
約490億円（所得税：330億円、住民税：160億円） 

（積算の考え方）  
○ 高校と大学の授業料は、平均で46万円。  
○ 一方、現行の特定扶養親族は、学校の授業料など教育費等の負担が重い年齢層である
ことが考慮され、一般の扶養親族よりも控除額が上乗せされているが、その上乗せの控除
額は１人当たり計37万円（所得税で25万円、住民税で12万円が上乗せで控除）にとどまっ
ている。  

○ このため、この上乗せの控除額（37万円）を、高校と大学の授業料を勘案して９万円増額
し、高校と大学の授業料の平均額と同額の46万円に引き上げる。  

○ 上記「９万円」について、所得税と住民税の特定扶養控除の上乗せ控除額（所得税25万
円：住民税12万円）に基づき比例配分すると、それぞれ「所得税：６万円」、「住民税：３万
円」となる。  

○ 「所得税：６万円」、「住民税：３万円」に、それぞれ特定扶養親族数（5,482,216人）と税率
（10パーセント）を乗じ、減税見込み額を算出。  
＜所得税＞６万円×5,482,216人×10パーセント＝32,893百万円  
＜住民税＞３万円×5,482,216人×10パーセント＝16,447百万円  

（特定扶養親族数は「平成18年民間給与実態統計調査及び申告所得税標本調査」より） 
③ 効率性の観点（代替手段との比較） 
授業料の減免措置や独立行政法人日本学生支援機構が実施する奨学金事業は、希
望する学生に対して教育の機会均等の観点から措置されるものであり、これらの施策が全
ての教育費を負担している家庭に対して教育費の負担感を軽減する直接的な効果をもた
らしているとは言えない。上述したとおり、子育ての辛さの内容として「子どもの将来の教育
にお金がかかること」を挙げた者の割合が、全体の４割を超えるなど、教育費に係る国民の
負担感が非常に大きいという現状を踏まえれば、効果がより多くの家庭に波及する施策の
実施が求められるところである。 
   以上より、実質的に家庭の教育費負担を軽減するとともに、大多数の国民が抱いている
教育費に対する負担感を軽減する観点から、特定扶養親族（高校生・大学生相当）を扶
養する家庭について、高校及び大学の授業料の額を勘案し、所得税について６万円、住
民税について３万円を所得控除する本要望は効率的であり妥当であると判断する。 

   なお、児童手当制度は、小学校修了前の児童を養育している保護者に対し、月額5,000
～10,000円を支給するものであり、特に教育費負担の重い16歳以上23歳未満の特定扶養
親族を扶養する家庭の教育費負担を軽減することにはならない。 
（参考）特定扶養親族数＝5,482,216人（出典：平成18年民間給与実態統計調査及び申告
所得税標本調査） 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

政策評価結果を踏まえ、平成21年度税制改正要望を行ったところ、本控除を含む個人所
得課税に係る各種控除制度については、税体系の抜本改革の際に見直すこととされた。 

 

政策の名称 大学等への寄附に係る税制（新設・拡充） 

政策評価の結果
の概要 

① 必要性の観点 
人材養成の場であるとともに知の拠点でもある学校法人等は、知的基盤社会の活力を
生み出す根源であり、学校法人等に投資することは、我が国の将来に対して投資すること
に他ならない。 
   また、学校法人等については、国立大学法人運営費交付金や私学助成の削減、また、
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近年の少子化等の影響により、経営環境の厳しい学校法人等が増しており、そのような中
で寄附金収入等の多様な財源の確保を図ることにより、財政基盤を強化することが、喫緊
の課題となっている。 

   さらに、国民に心豊かな生活をもたらし、社会を活性化させる文化芸術の振興を図ること
が大変重要であり、そのためには寄附を一層促進することで、文化芸術関係法人の財政
基盤を強化する必要がある。 

② 有効性の観点（減税見込み） 
学校法人、文化芸術関係法人等に対する調査結果を踏まえ算出予定 

③ 効率性の観点（代替手段との比較） 
寄附に係る税制上の優遇措置は、国、地方公共団体及び一定の要件を満たす公益性
の高い法人についてのみ認められるものであり、公益事業の振興を図ることを目的として
いるものである。 
   学校法人、文化芸術関係法人等に対する寄附を含め、そもそも寄附は寄附者たる個人
の自主的・自発的な善意に基づくものであり、反対給付もないことから、今以上に外部資
金を寄附として流入しやすくするためには、その税制上の優遇措置を更に充実・拡充する
ことは不可欠である。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

政策評価結果を踏まえ、平成21年度税制改正要望を行った結果、寄附税制の拡充につ
いては認められなかった。 

 

政策の名称 文化財の修理に係る税制（新設） 

政策評価の結果
の概要 

① 必要性の観点 
我が国の多くの重要文化財建造物は木や紙など脆弱な材料を用いて作られているもの
が常に風雨に曝されていることから、その価値を大きく減ずることのないように適切な周期
で大規模な修理（維持修理は平均30年周期、解体・半解体修理は平均150年周期）を行う
とともに、当該建造物の価値を維持していくために必要な小規模な修理を定期的に行って
いる。 
   大規模な修理については、必要に応じて国庫から補助を行っているが、その費用が多
額であるため、個人の所有者にとっては自己負担分が重荷となっている。また、国庫補助
の対象とならない小規模な修理については、その費用の全額が所有者の負担となる。 

  このような状況を踏まえ、国民共有の財産である重要文化財建造物を適切に保存・維持
していくためには、所有者の修理費用の自己負担を軽減するための税制上の優遇措置が
必要である。また、文化財保護法において、文化財の保護は国や地方公共団体の任務で
あるとともに、所有者の責務とされており、国や地方公共団体による補助に加えて、税制措
置によって所有者自らの取組を後押しすることが必要である。 

② 有効性の観点（減税見込み） 
国庫補助事業 ： 
19年度個人所有の重要文化財事業数16件×個人負担平均約120万円＝1,920万円  
所有者自主修理 ： 
修理が行われた数（推定）48件×修理費用の平均約50万円＝2,400万円 
計 4,320万円 
減税見込額（10パーセントの税額控除の場合） 4,320万円×0.1＝432万円 

③ 効率性の観点（代替手段との比較） 
現在、主に大規模な修理について、国庫補助により支援を行っており、国庫補助事業
は文化財の保護のため不可欠なものである。 
   他方、国庫補助事業では、予算上の制約から、文化財修理の全てには対応できるもの
ではなく、所有者の自主的な修理が促進される必要がある。また、国庫補助による支援を
待つことなく、所有者自ら継続的に行われるべき修理を実施することが必要である。 

   継続的な修理・保存措置が、所有者自らによって行われることによって、国庫補助事業
による大規模修理事業の周期を長期化させ、事業費を抑制し、結果として、公費負担を抑
制することにつながるものと考えられる。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

政策評価結果を踏まえ、平成 21 年度税制改正要望を行なった結果、長期検討事項とな
った。 
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表 11－４－③ 規制を対象として事前評価した政策 

政策の名称 新しい教育課程の実施に伴う義務教育諸学校の教科用図書の採択に係る特例措置 

規制の目的、内容

及び必要性等 

【現在の制度】 
義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律第 14 条の規定により、義務教

育諸学校（小学校、中学校、中等教育学校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及
び中学部）において使用する教科用図書については、政令で定める期間、毎年度、種目
ごとに同一の教科用図書を採択することとなっており、義務教育諸学校の教科用図書の無
償措置に関する法律施行令第14条第１項の規定により、「政令で定める期間」を４年として
いる。これは、教育計画の継続性を確保する等の観点から、同一の教科用図書を一定期
間継続して採択することとしたものであり、また、編集、検定、採択、発行という教科用図書
作成のサイクルを考慮して「４年」と定められているものである。 
現行学習指導要領に基づいて編集された教科用図書については、小学校用は平成 20

年度に、中学校用は平成21年度に採択替えを行うこととなっているため、同一の教科用図
書を採択する期間（以下「採択期間」という。）は、小学校用は平成 20 年度から平成 23 年
度まで、中学校用は平成 21 年度から平成 24 年度までの４年間となる。 
しかしながら、平成 20 年３月に小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領が改訂

され、小学校学習指導要領については平成 23 年度から、中学校学習指導要領について
は平成 24 年度から実施されることに伴い、新教育課程に対応した教科書を新たに採択す
る必要が生じることとなる。 
 
【改正の内容】 
教育課程の基準の変更に伴い、採択期間内において採択した教科用図書（以下「既採

択教科用図書」という。）の発行が行われないこととなった場合その他の文部科学省令で定
める場合には、４年間の採択期間内であっても既採択教科用図書以外の教科用図書を採
択することができることとする。 
 
【規制の必要性】 
同一の教科用図書を採択する期間内に採択した教科用図書の発行が行われないことと

なった場合等には、当該採択期間にかかわらず、採択替えを行うことができるよう採択の特
例を定める必要がある。 
仮に、本件政令改正により、採択期間内であっても採択替えができる旨を明確に規定し

なかった場合は、法令上採択期間は４年とされているため、新教育課程の実施後に学校
現場において新学習指導要領に基づいた教科書を使用することができなくなる。 

法令の名称・関連条項と

その内容 

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律
施行令の一部を改正する政令（案） 

想定される代替案 想定できる代替手段が存在しない。 

規制の費用 費用の要素 代替案 

  

（遵守費用） 採択権者（公立学校では所管の教育委員
会、国・私立学校では学校長）及び都道府県
教育委員会における採択関連業務の実施期
間の変更に伴う費用（但し、これは平成 20 年
３月に小学校学習指導要領及び中学校学習
指導要領が改訂されたことに伴うものであり、
本政令改正固有の費用ではない）。 

― 

  
（行政費用） 特段発生しないものと考える。 

― 

  
（その他の社

会的費用） 

特段発生しないものと考える。 

― 

規制の便益 

  

  

  

便益の要素 代替案 

小学校用教科書については平成22年度、
中学校用教科書については平成 23 年度に
採択替えが行われることにより、新教育課程
の実施開始とともに新学習指導要領に基づ
いて編集された教科用図書が支障なく無償

― 
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  給与される。 

新教育課程の実施開始とともに新学習指
導要領に基づいて編集された教科用図書が
支障なく給与されることにより、新学習指導要
領の円滑な実施が可能となる。 

― 
  

政策評価の結果 

（費用と便益の関

係の分析等） 

当該規制に関する政令改正は妥当。 

政策評価の結果の

政策への反映状況 

政策評価の結果を踏まえ、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施
行令の一部改正を行った。 
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政策の名称 
障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する法律施行
令案 

規制の目的、内容

及び必要性等 

【背景】 
○ 平成 20 年６月 18 日に「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及
の促進等に関する法律（平成20年法律第81号。以下「教科用特定図書等普及法」とい
う。）」が公布され、同法附則第１条により公布の日から３月を超えない範囲内において
政令で定める日から施行される。 

 
○ 同法は、教育の機会均等の趣旨にのっとり、障害のある児童及び生徒のための教科
用特定図書等(※１)の発行の促進を図るとともに、その使用の支援について必要な措置
を講ずること等により、教科用特定図書等の普及の促進等を図り、もって障害その他の
特性の有無にかかわらず児童及び生徒が十分な教育を受けることができる学校教育の
推進に資することを目的とするものであるが、同法第 13 条及び第 15 条において、教科
用特定図書等の無償給付及び給与の実施に関する都道府県教育委員会の必要な事
務並びその他必要な事項については政令で定めるものとされていることから、障害のあ
る児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する法律施行令（以
下「教科用特定図書等普及法施行令」という。）を制定する必要がある。 
なお、「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関

する法律」については、議員立法であることから、規制評価は実施していない。 
 

※１ 「教科用特定図書等」とは、視覚障害のある児童及び生徒の学習の用に供するた
め文字、図形等を拡大して検定教科用図書等を複製した図書、点字により検定教
科用図書等を複製した図書その他障害のある児童及び生徒の学習のように供する
ため作成した教材であって検定教科用図書等に代えて使用し得るものをいう。 

 
【教科用特定図書等普及法施行令の概要】 
＜実施機関＞ 
○ 教科用特定図書等の無償給付に関する事務は、実施機関（※２）が行うものとし、実施
機関は、教科用特定図書等を発行する者（以下「教科用特定図書等発行者」という。）か
ら教科用特定図書等を受領したときは、小中学校の設置者に対して直ちにこれを給付
する。（第１条） 

 
○ 実施機関は、教科用特定図書等を受領したときは、受領報告書を都道府県教育委員
会に提出するとともに、受領証明書を教科用特定図書等発行者に交付しなければなら
ない。（第２条） 

 
＜教科用特定図書等発行者＞ 
○ 教科用特定図書等発行者は、実施機関に対し、教科用特定図書等を納入しなければ
ならない。（第１条） 

 
○ 教科用特定図書等発行者は、実施機関から受領証明書の交付を受けたときは、文部
科学省令で定めるところにより納入冊数集計表（都道府県ごとに教科用特定図書等の
納入冊数を集計した書類）を作成し、受領証明書を添えて当該都道府県教育委員会に
提出しなければならない。（第３条） 

 
＜小中学校の設置者＞ 
○ 小中学校の設置者は給与名簿の作成し、給与児童生徒数を都道府県教育委員会へ
報告しなければならない。（第５条） 
 
※２ 公立の小中学校（小学校及び中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）をい
い、学校教育法第 81 条第２項及び第３項に規定する特別支援学級を除くものをい
う。以下同じ。）については当該小中学校を所管する教育委員会、私立の小中学
校については当該私立学校を所管する学校法人の理事長、国立大学に附属して
設置される小中学校については当該国立大学の学長をいう。 

 
【規制の必要性】 
○ 教科用特定図書等の無償措置の円滑かつ確実な実施を確保するためには、無償措
置に関係する諸機関等が相互に協力して事務を遂行する仕組みが必要となる。 
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○ 本施行令は、実施機関が国に代わって無償給付及び給与の事務を行うこととしている
が、国は各小中学校ごとの教科用特定図書等の必要部数などを個々に十分了知するこ
とは困難であり、教育委員会、学校法人の理事長、国立大学の学長に教科用特定図書
等の受領の事務や無償給付の手続を委任することが実際的かつ最も適切であること等
から、本施行令において必要な規定を設けることとした。 
なお、検定教科用図書については、「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に

関する法律施行令（昭和 39 年政令第 14 号）」において、教科用特定図書等普及法施
行令と同様の手続により無償給与を行っているところである。 

法令の名称・関連条項と

その内容 

障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普
及の促進等に関する法律施行令案 

想定される代替案 教科用特定図書等の無償給付及び給与に関する実施機関が行う事務について、国が
直接行うこととすることが考えられるが、当該事務を直接国が行うこととした場合、 
① 国は小中学校ごとの教科用特定図書等ごとの必要部数や必要とする時期などを個々
に了知することができないこと、 

② 教科用特定図書等発行者から国が直接各地において現品を受領するのは極めて困
難であること、 

から、教科用特定図書等の無償措置が不可能となることが想定されるため、妥当でない。 

規制の費用 費用の要素 代替案 

  

（遵守費用） 実施機関、教科用特定図書等発行者、小
中学校の設置者が行うこととされる教科用特
定図書等の無償給付及び給与に関する事務
の新設に伴う費用。 

― 

  
（行政費用） 従来予算措置により実施していた教科用

特定図書等の無償措置を法的措置にするこ
とに伴う費用。 

― 

  
（その他の社

会的費用） 

特段発生しないものと考える。 
― 

規制の便益 

  

  

  

  

便益の要素 代替案 

実施機関、小学校及び中学校の設置者、
教科用特定図書等発行者の教科用特定図
書等の無償給付及び給与に関する事務を規
定することにより、教科用特定図書等の無償
措置の円滑かつ確実な実施の責務を果たす
ことができる。 

― 

  従来予算措置により実施していた教科用
特定図書等の無償給付及び給与が法令によ
り担保されることにより、障害その他の特性の
有無にかかわらず児童及び生徒が十分な教
育を受けることができる学校教育の推進が図
られる。 

― 

政策評価の結果 

（費用と便益の関

係の分析等） 

上記の規制の便益分析及び規制の費用分析を考慮した結果、規制により発生する
費用より規制により得られると見込まれる便益が大きいと考えることができる。 
従って、当該規制を新たに設けることについては妥当であると判断する。 

政策評価の結果の

政策への反映状況 

政策評価の結果を踏まえ、障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普
及の促進等に関する法律施行令を制定した。 
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政策の名称 原子力事業者が講ずべき損害賠償措置に係る規制の改定 

規制の目的、内容

及び必要性等 

（総論） 
○ 損害賠償措置の義務付けは、被害者の保護という観点から、万が一原子力損害が発
生した場合に、原子力事業者による迅速かつ確実な賠償の履行のために基礎的資金を
あらかじめ確保しておくという意義を有しており、国民の理解を得ながら原子力利用を進
めるための基盤として不可欠のものとなっている。他方、損害賠償措置は原子力事業者
にとっても、偶発的に莫大な賠償債務を負う潜在的な危険性が経常的な費用に置き換
えられることにより、原子力関係事業の合理的な経営にも資する。 

① 賠償措置額の引上げ 
今回の見直しに当たっては、前回の改正（平成 11 年５月）後に発生したＪＣＯ臨界事

故における損害賠償や、原子力損害賠償制度に関する国際水準、民間保険市場にお
ける原子力損害賠償責任保険の引受能力等を勘案した。 
我が国初の原子力損害の賠償事例であるＪＣＯ臨界事故では、小規模な加工施設で

の事故ながら、賠償総額は約 150 億円、賠償対象は約 7,000 件にのぼり、原子力損害
賠償責任保険契約の保険金（当時の賠償措置額は 10 億円。その後 120 億円に改正
済。）をはるかに超え、会社の資産を含めても賠償資力が不足したため、原子力事業者
は親会社の支援を受けて賠償を履行することとなった。国際水準としては、欧州原子力
先進国間で締結されている原子力損害賠償に関する国際条約であるパリ条約におい
て、平成 16 年に改正議定書が採択され、賠償措置額が７億ユーロに引き上げられてい
る。我が国の民間保険市場における引受能力は、1,200 億円の保険を引き受けることが
できるまでに拡大した旨、報告されている。 
こうした点を勘案し、今回、賠償措置額を 1,200 億円に引き上げることとする。 

② 賠償措置額の合理化による新たな特例額の創設 
事業行為が終了した後に事業所内で行われる付随行為に係る現行の損害賠償措置

は、主たる事業行為と一体的な取扱いとなっており、事業行為の種類によっては、付随
行為のみの相対的リスクに比して賠償措置額が過大となっている。 
現段階では、既に廃止措置が行われている原子炉が複数あり、将来的にも運転の終

了が本格化することが見込まれているほか、一定量以上の核燃料物質の使用に該当す
る事業行為が終了しているサイトが複数あるため、これらの付随行為に係る賠償措置額
を合理化する必要がある。 

③ 原子力損害賠償補償契約に係る補償料率の引下げ 
原子力損害賠償補償契約における補償料率は、これまで改定されたことがないが、

原子力発電所の運転実績が積み重ねられ、制度創設時に算出の基礎とした知見及び
データに変化が生じていることから、①の賠償措置額の引上げに伴ってその乖離をさら
に拡大することのないよう、より適切な水準への引下げを行う必要がある。 

法令の名称・関連条項と

その内容 

① 賠償措置額の引上げ： 
原賠法第７条第１項、原賠法施行令第２条 

② 賠償措置額の合理化による新たな特例額の創設： 
原賠法施行令第２条 

③ 原子力損害賠償補償契約に係る補償料率の引下げ：
補償契約法施行令第３条第１項 

想定される代替案 （総論） 
○ 万が一の原子力事故が放射線、放射能等による被害が生命、身体傷害のみならず、
地域の社会経済全般に広範な被害をもたらし得ることからすれば、安全確保の徹底を図
ったとしても、原子力の特性に対応して被害救済の確保を図るための充実した特別の賠
償制度の必要性がなくなることは考えられない。 

○ 原子力損害賠償制度の柱である損害賠償措置については、代替する仕組みとして、
例えば米国の制度のように、原子力事業者による事業者共済というような形で、賠償額
を事業者間の相互扶助により補完することも考えられる。しかし、現時点では、原子力事
業者においてその様な制度構築を目指す動きは具体化していないことや、我が国と米
国の制度の相違、原子力事業の実態の相違等との関係が明らかでないことを踏まえれ
ば、現時点では現実的な代替手段とみなすことはできず、中長期的な検討課題にとどま
る。なお、仮にこうした措置が実現する場合でも、現行制度下においても、損害賠償措
置として認められる余地はある。 

（各論） 
① 賠償措置額の引上げの代替手段としては、（ⅰ）現行の賠償措置額を変更しないこと、
（ⅱ）今回の改定（２倍）以上に引き上げることが考えられるが、（ⅰ）については、国際水
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準との比較において原子力先進国に劣る額となり、損害賠償措置の充実の要請に反し
適切ではなく、（ⅱ）については、現在の民間保険会社の引受能力の限度を超えるた
め、原子力損害賠償責任保険契約が成立しないため採用し得ない。 

② 新たな特例額の創設の代替手段としては、（ⅰ）現行の賠償措置額の枠組みを変更せ
ず、新たな特例額を創設しないこと、（ⅱ）今回創設する特例額とは異なる特例額を創設
することが考えられる。（ⅰ）については、過大な賠償措置額に伴う保険料・補償料の支
出を原子力事業者に強いるため、適切ではない。また（ⅱ）については、付随行為のみ
の相対的リスクと同等のリスクの事業行為に係る特例額と異なる額を設けることとなり、事
業者間の不公平を生じ適切でない。 

③ 補償料率の引下げの代替手段としては、現行の補償料率を変更せず、現行料率をこ
のまま維持することが考えられる。補償損失の発生見込みや事務取扱費等の低下が見
込まれるにもかかわらず、これらを反映しなければ、これらを勘案して補償料率を定める
とする補償契約法の趣旨に反することとなり、適切ではない。 

規制の費用 費用の要素 代替案 

  

（遵守費用） ①-ａ 賠償措置額の引上げによる原子力事業者の保険料・補
償料の支出の増加 

○ 保険料：原子力損害賠償責任保険契約は民間における契
約であり、海外の再保険市場を含む保険市場において保険
料が定まるため、現時点において改定後の保険料を算出す
ることは困難である。なお一般に、保険金額の増額に伴い保
険料率は逓減するため、賠償措置額が２倍になっても保険
料は２倍になることはないと見込まれる。 

○ 補償料：原子力損害賠償補償契約の補償料は以下のとお
り増加するが、補償料率の引下げにより、賠償措置額の引
上げ比率よりも少ない増加率にとどまる。 
・600 億円×5/10000＝3000 万円  
→ 1200 億円×3/10000＝3600 万円 

・120 億円×5/10000＝600 万円  
→ 240 億円×3/10000＝720 万円 
・20 億円×5/10000＝100 万円  
→ 40 億円×3/10000＝120 万円 

①-ｂ 賠償措置額の引上げによる民間保険会社の負担 
原子力損害賠償責任保険契約の対象となる原子力損害が

発生した場合、民間保険会社が支出しうる保険金は最大で
1200億円まで増大する。これを確保するため、海外における再
保険確保のための事務コストが必要となるが、同時に、原子力
事業者の付保額の増額に伴う相当程度の増収もあり、これらを
相殺すれば、保険会社に特別な経済的負担が生じるとは考え
難い。 

― 

  

（行政費用） ① 賠償措置額の引上げによる予算上の対応等 
原子力損害賠償補償契約の対象となる原子力損害が発

生した場合、政府が支出しうる補償金は最大で 1200 億円ま
で増大する。これを確保するため、一般会計予算総則に定
められる原子力損害賠償補償契約の締結限度額に、新規
契約の契約金額や契約更新に伴う契約金額の増加分を積
算計上する必要が生じる。また、賠償措置額の増額に伴う契
約変更等の事務手続が一時的に発生することが見込まれ
る。 

② 特例額の創設による報告徴収・立入検査 
賠償措置額の合理化に伴って創設する新たな特例額に

ついては、炉心からの燃料取出し等に係る所要の事実を確
認する必要があるため、原子力事業者からの申請に応じ、
追加的に報告徴収・立入検査のための行政費用が発生す
ることが見込まれる。 

― 

  

（その他の社

会的費用） 

○ 今回の改定においては、損害賠償措置額を現行の２倍に
引き上げることになるため、上記遵守費用①-a のとおり、電
力会社をはじめとする原子力事業者の費用負担が増加する
ことが見込まれ、それらが最終的に電気料金に転嫁される可
能性がある。ただし、今回の改定による費用負担の増額分

― 
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は、原子力事業者の経常費用全体に比して非常に小さいた
め、影響はごく軽微であると見込まれる。また、過去における
同様の改定において、電力料金の改定がなされたことはな
い。 

規制の便益 

  

  

  

  

便益の要素 代替案 

① 賠償措置額の引上げによる原子力関連事業の円滑な推
進 
あらかじめ適切な金額の損害賠償措置を講じさせることに

より、万が一原子力損害が発生した場合に巨額の損害賠償
債務を負担することとなりうるという原子力事業者の資金リス
クを保険市場に転嫁することにより、原子力関連事業の円滑
な推進に資する。 

②･③ 特例額の創設・補償料率の引下げによる原子力事業
者の保険料・補償料の支出の低減 

○ 保険料：原子力損害賠償責任保険契約は民間における契
約であるため、現時点において改定後の保険料の算出は困
難であるが、付保額の低減に応じた保険料の低減が想定さ
れる。 

○ 補償料：原子力損害賠償補償契約の補償料は以下のとお
り低減する。 

【原子炉の運転（熱出力１万ｋW超）の場合】 
（現行） 
廃止措置完了まで ：600 億円×5/10000＝3000 万円 
（改定後） 
炉心からの燃料取り出し後：240 億円×3/10000＝720 万円 
燃料のサイト外搬出後 ：40 億円×3/10000＝120 万円 
【原子炉の運転（熱出力 100ｋW超）の場合】 
（現行） 
廃止措置完了まで ：120 億円×5/10000＝６00 万円 
（改定後） 
燃料のサイト外搬出後 ：40 億円×3/10000＝120 万円 

― 

① 賠償措置額の引上げによる被害者の保護の充実 
万が一原子力損害が発生した場合における原子力事業

者の基礎的な賠償原資を確保することにより、原子力損害を
被った被害者のより迅速な救済が可能となる。 

― 

  

政策評価の結果 

（費用と便益の関

係の分析等） 

上記の便益分析及び費用分析を踏まえ、今回の原子力損害賠償関連法令の改正によ
る原子力事業者が講じるべき損害賠償措置に係る規制の改定は適切である。 

政策評価の結果の

政策への反映状況 

「原子力損害の賠償に関する法律及び原子力損害賠償補償契約に関する法律の一部
を改正する法律案」を第 171 回国会に提出した。法案成立後、すみやかに関連する政省
令について改正を行う。 
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事後評価 

 

表 11－４－④ 実績評価方式を用いて事後評価した政策 

施策名 教育改革に関する基本的な政策の推進等 

施策の概要 
改正教育基本法の理念の下、豊かな人間性を備えた創造的な人材育成のための教育改革を推進する

ため、教育改革について周知・啓発を図る。また、教育統計調査及び国際研究協力活動等の着実な実施
を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
改正教育基本法の概要、趣旨等を掲載したパンフレットを作成し、全国の学校等に配付・周知した。ま

た、「教育改革セミナー」を全国７カ所で開催し、改正教育基本法や教育改革の推進状況に関する広報・
啓発を行った。 
４つの教育統計調査（「学校基本調査」、「学校保健統計調査」、「学校教員統計調査」、「地方教育費調

査」）及び諸外国の教育制度等に関する調査・研究を実施し、それぞれを報告書等により公表した。 
ユネスコ、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）及びＩＥＡ（国際教育到達度評価学会）等の国際機関等との国際

教育協力活動及び国際比較調査研究について、国内における実施等協力活動を推進した。これにより、
教育改革を進めるにあたって必要となる客観的で信頼性の高いデータ・情報を提供している。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の   

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

改正教育基本

法や、同法を受

けて行われた

制度改正の内

容の周知・普及

により、教育改

革の趣旨徹底

を図りつつ、必

要な文教施策

の企画立案を

進めるための基

礎的・具体的な

調査研究を実

施する 

パンフレッ

トの配布部

数 

万部 毎年度 － － 約 80 － 

教育改革の趣旨の広報

啓発の手段としては、パ

ンフレット等の広報物の

配布により周知を図る方

法と、説明会の開催等口

頭により周知を図る方法

の双方が考えられる。具

体的には、改正教育基

本法の趣旨及び概要を

記載したパンフレットの

作成・配布と教育改革セ

ミナーを実施した。その

ため、本目標の達成状

況を測る指標として、パ

ンフレットの配布数と、教

育改革セミナーの参加

者数及び参加者の範囲

を示す実施箇所数を設

定した。 

教育改革

セミナーの

実施箇所

数 カ所 毎年度 － － ７ － 

教育改革

セミナーの

参加者数 人 毎年度 － － 約 1250 － 

教育統計調査

等の着実な実

施を図り、教育

行政施策の企

画立案等に必

要な基礎情報

を収集し、それ

らを文部科学

省における施

策立案に幅広く

活用できるよう

にするとともに、

広く国民に提供

する 

教育統計

調査ホー

ムページ

アクセス件

数 

件 毎年度 － － 792,481 － 

指標①及び②は、達成

目標の「収集した資料

（データ）を文部科学省

における施策立案に幅

広く活用」のための指標

として設定し、同じく③

は、同目標「教育行政施

策の企画立案」のための

指標として設定し、同じく

④は、同目標「教育統計

調査の着実な実施」のた

めの指標として設定した

ものである。 

報告書等

刊行物の

電子化の

割合 

％ 毎年度 － － 100.0  － 

各国教育

基礎資料

デー タベ

ー ス の更

新・追加国

数 

ヶ国 毎年度 － － 37 － 

統計調査

の調査票

の回収率 

％ 毎年度 98.9 98.7 100.0 － 

ユネスコ、ＯＥＣ

Ｄ（経済協力開

発機構 ）及び

IEA（国際教育

到達度評価学

会）の国際機関

等との国際教

育協力及び国

際比較調査研

究の着実な実

施を図り、教育

改革を進めるに

あたり必要とな

る客観的で信

国際セミナ

ーの参加

国数 

        

人数 

ヶ国 

毎年度 

20 19 13 

－ 

指標①、②及び③は達

成目標の「収集した資料

（データ）を文部科学省

における施策立案に幅

広く活用」のための指標

として設定したものであ

る。 

人 38 23 約 30 

ＰＩＳＡの実

施年度・参

加国数 

ヶ国 
毎年度 － 

57 
－ － 

万人 40 

ＴＩＭＳＳの

実施年度・

参加国数 

システム

毎年度 － － 

69 

－ 
万人 40 
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頼性の高いデ

ータ・情報を提

供するとともに、

国際協力を推

進する 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
今後、教育をめぐる様々な状況変化等に対応した統計調査を、より適切に実施していくため、調査事項

など必要な見直し等の検討を行う外部有識者による検討会を設置するための経費の要求を行った。 
（平成20年度 850千円→平成21年度予算額 2,301千円） 
また、成人として必要不可欠な普遍的な能力を諸外国と比較分析するデータを収集し、教育行政等の

施策立案に資するため、新たにＯＥＣＤの国際成人力調査（PIAAC）に参加する経費の要求を行った。 
（平成21年度予算額：75,928千円（新規）） 
ユネスコ、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）及びＩＥＡ（国際教育到達度評価学会）等の国際機関等との国際

教育協力活動及び国際比較調査研究について、課題となっている我が国の教育の成果を国際的に幅広
く比較する実証的データを収集するため、ＯＥＣＤ高等教育における学習成果の評価（ＡＨＥＬＯ）及び国
際成人力調査（ＰＩＡＡＣ）等、346百万円（うちＡＨＥＬＯ分38百万円、ＰＩＡＡＣ分144百万）を概算要求に盛
り込んだ。 
（平成21年度予算額：209百万円（うちＡＨＥＬＯ分５百万、ＰＩＡＡＣ分93百万円）） 

【制度改正】 
改正教育基本法を受けた制度改正や教育振興基本計画の内容の周知・普及など教育改革の趣旨徹底

を図るため、セミナーの開催やパンフレットの配布などを行ったことにより国民の理解を一定程度得ることが
出来た。引き続き、国民各層の理解を得るため、周知・普及を図る。 
【機構・定員要求】 
諸外国における教育制度・教育事情に関する情報が求められる機会が増えており、今後もこうした要求

により適切に対応する必要があることから、国際教育指標開発及びＰＩＡＡＣ等に積極的に取り組むための
国際教育統計専門官(１名)を要求した。(平成21年度 国際教育統計専門官１名措置) 
OECDが国際教育インディケータ事業として決定したPIAACに参画し、事業の実施体制を強化するた

め、総括研究官（１名）の増を要求した。（平成21年度 総括研究官１名措置） 
【業務改善】 
  「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」に基づき、平成20年度「社会教育調査」において「政
府統計共同利用システム」のオンライン調査を導入した。 
各国教育基礎資料データベースの調査対象国の拡大をした。 
【業務の効率化】 
教育改革セミナーの経費について、平成20年度においては平成19年度の実績を踏まえ、その効率化の

ための見直しを行い、削減を図った。（平成19年度実績：5,300千円→平成20年度予算：4,812千円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会におけ
る福田内閣総理大臣
施政方針演説 

平成 20 年 1 月 18 日 

「志を高く持ち、自立してたくましく社会を生き抜く力
と、仲間や地域社会と共に生きる心を育むため、学校の
みならず、家庭、地域、行政が一体となって、教育の再
生に取り組んでまいります。」 

教育再生会議・教育
再生懇談会の設置 

平成 18 年 10 月 10 日
決定【会議】 
平成20年2月26日決
定【懇談会】 

－ 

教育改革国民会議 
平成 12 年 12 月 22 日
決定 

－ 
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施策名 生涯を通じた学習機会の拡大 

施策の概要 
高度で体系的かつ継続的な学習機会を提供する高等教育機関等において、学習者の多様なニーズに

対応し、生涯を通じた幅広い学習機会を提供する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
教育機関等において多様な学習機会を提供し、もって生涯学習社会の実現を目指すため、放送大学

学園の授業評価システムの構築、専修学校・文部科学省認定社会通信教育等の振興、生涯学習フェステ
ィバルの開催等の取組を行った。  
一度社会に出た者が大学や専修学校等における社会人入学、公開講座の受講等を通じ、就職や社会

参加をするなど再チャレンジに取り組むことができるよう、「再チャレンジのための学習支援システムの構
築」事業における講座の開発などを通じて支援を行った。  
高等学校卒業程度認定試験等について、矯正施設での受験機会を拡大したことなどから実施箇所・受

験者数ともに増加しているが、試験の実施に関して平成 19年 12月に、コンピュータの採点プログラムの一
部に誤りがあることが判明し、合否判定に影響が生じたこと等重大な問題が発生した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
これまでの取組の成果を踏まえ、多様化する生涯学習ニーズに対応するため、放送大学における放送

のデジタル化を活かした学習環境等の整備・充実に向けて10,580万円を平成21年度概算要求に盛り込ん
だ。 
（平成21年度予算額：9,311百万円） 
社会人の学び直し機会提供の推進のため、659百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：540百万円） 
広く国民一般に対し生涯学習に係る活動を実践する場を全国的な規模で提供するための「生涯学習フ

ェスティバル」を引き続き実施するため、113百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：108百万円） 
高等学校卒業程度認定試験について、矯正施設での受験機会を拡大したことに伴う試験実施体制の

整備、及び採点プログラムの一部誤りの問題を踏まえ、システム運用支援体制の強化に要する経費とし
て、270百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：258百万円） 

【機構・定員要求】 
高等学校卒業程度認定試験について、試験制度のさらなる改善や普及を図るため、認定試験専門官

（１名）の新設を要求した。また、採点プログラムの一部誤りの問題を踏まえ、プログラムミス等の再発の防
止、及びシステムの改善の企画・立案等に取り組む専門職（１名）の新設を要求した。（措置無し） 
【業務改善】 
高等学校卒業程度認定試験について、採点プログラムの一部誤りの問題を踏まえ、採点時に一部の解

答用紙を無作為抽出し、担当職員の手作業により採点、プログラムによる採点と比較・確認を行うことによ
り、再発防止を図った。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本方針2007
平成 19年６月 19日
閣議決定 

第４章 持続的で安心できる社会の実現 
２．教育再生 
（２）心と体の調和の取れた人間形成 
② 体験活動の推進 
専門高校や専修学校等が地域社会と連携
して行う特色のある職業教育の取組の積極
的支援。 
 
第２章 成長力の強化 
１．成長力加速プログラム 
Ⅰ 成長力底上げ戦略 
（１）人材能力戦略 
② 大学・専門学校等を活用した「実践型教
育システム」の構築 
 就職困難者や新卒者等に対し大学・専門学
校等の教育プログラムを開放し、「実践型教
育プログラム」を提供する。 
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新しい時代を切り拓く生涯学
習の振興方策について ～知
の循環型社会の構築を目指し
て～（答申） 

平成 20年２月 19日
中央教育審議会答
申 

第１部今後の生涯学習の振興方策について 
４．具体的方策 
（社会教育施設等を活用した多様な学習の
場の充実） 
○ また、全国の国民に放送を通じて幅広く
大学教育の機会を提供している放送大学
については、学生がより質の高い授業を受
けられるよう、ＢＳ放送の活用など、放送
のデジタル化等を踏まえた学習者の視点
に立った取組をさらに推進することが求
められる。 
（相談体制の充実） 
○ 就業・起業やボランティア活動・社会参
加等の新たなチャレンジをしようとする
人に対し、地域や社会・産業界のニーズを
具体的に把握、明確化し、キャリア形成支
援を含めた学習相談を行うとともに、必要
な知識等が習得できる学習機会を民間団
体等の協力を得つつ社会教育施設等にお
いて提供する等、学習相談から学習成果の
活用までを一貫して支援する学習支援シ
ステム（ワンストップサービス）を構築す
ることが有効である。 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の   

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

放送大学を活用し、

広く社会人等が大

学教育を受ける機

会を提供するととも

に、教育内容の質

的向上を図ることに

より、生涯学習の充

実に資する。 

放送大学学生の学部

における有職者の割

合、年齢別構成  

（％） - 

（17 年度）

72.1 72.4 72.1 - 

（19 年度） 

放送大学が広く社会人

等に大学教育の機会を

提供することを目的とし

た大学であることから、

「有職者の割合」及び「年

齢別割合」を指標とした。

また、授業の質的側面に

ついては、受講する学生

の理解度・満足度を測定

することで、学生のニー

ズにあった教育内容が提

供されているか判断しう

ると考えられることから、

アンケート結果を指標と

した。 

放送大学学生の大学

院における有職者の

割合、年齢別構成  

（％） - 

（17 年度）

85.5 84.9 84.9 - 

（19 年度） 

放送大学学生の学部

における 10 代の学生

の割合 

（％） - 

（17 年度）

4.3 3.6 5 - 

（19 年度） 

放送大学学生の学部

における 20 代の学生

の割合 

（％） - 

（17 年度）

18 16.6 15.9 - 

（19 年度） 

放送大学学生の学部

における 30 代の学生

の割合 

（％） - 

（17 年度）

27.1 26.8 26.2 - 

（19 年度） 

放送大学学生の学部

における 40 代の学生

の割合 

（％） - 

（17 年度）

21.5 22.6 22.4 - 

（19 年度） 

放送大学学生の学部

における 50 代の学生

の割合 

（％） - 

（17 年度）

16.5 17.3 17 - 

（19 年度） 

放送大学学生の学部

における 60 代以上の

学生の割合 

（％） - 

（17 年度）

12.5 13 13.4 - 

（19 年度） 

放送大学学生の大学

院における 10 代の学

生の割合 

（％） - 

（17 年度）

０ ０ ０ - 

（19 年度） 

放送大学学生の大学

院における 20 代の学

生の割合 

（％） - 

（17 年度）

6.9 6.7 5.8 - 

（19 年度） 

放送大学学生の大学

院における 30 代の学

生の割合 

（％） - 

（17 年度）

22.8 22.3 20.5 - 

（19 年度） 

放送大学学生の大学

院における 40 代の学

生の割合 

（％） - 

（17 年度）

33.9 31.5 31.9 - 

（19 年度） 

放送大学学生の大学

院における 50 代の学

生の割合 

（％） - 

（17 年度）

24 25.4 25.4 - 

（19 年度） 

放送大学学生の大学

院における 60 代の学

生の割合 

（％） - 

（17 年度）

12.4 14.2 16.4 - 

（19 年度） 

  学部における理解度

についての肯定的評

価 

（％） - 

（17 年度）

69 65 67 70 

(19 年度) 

  学部における満足度

についての肯定的評

価 

（％） - 

（17 年度）

74 70 73 70 

(19 年度) 

  大学院における理解

度についての肯定的

評価 

（％） - 

（17 年度）

- 77 78 70 

(19 年度) 

  大学院における満足

度についての肯定的

評価 

（％） - 

（17 年度）

- 80 82 70 

(19 年度) 
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民間教育事業者等

の協力を得つつ、

地域における生涯

学習概念の普及・

啓発を図ると と も

に、民間教育事業

者等の活動を支援

することで生涯学習

の機会を整備し、生

涯学習の一層の振

興を図る。 

生涯学習フェスティバ

ルにおける開催県の

人口に占める参加者

の割合 

（％） 34.7 

（19 年度）

46 27 41 36.4 

（19 年度） 

生涯学習フェスティバル

については、地域におけ

る生涯学習の一層の振

興に資することを目的と

した事業であり、当該開

催都道府県における参

加者割合を把握すること

で、本事業による量的な

側面での普及・啓発の成

果を測定することができ、

また、来場者アンケート

を把握することで、本事

業による質的な側面での

普及・啓発の成果を測定

しうると考える。 

また、文部科学省認定社

会通信教育については、

国民が本通信教育をど

れだけ受講しているかを

測定することで、参加の

量的状況を測定しうると

考える。 

生涯学習フェイスティ

バルの来場者アンケ

ートに占める「生涯学

習」に“非常に興味が

わいた”、“少し興味が

わいた”の合計割合 

（％） 89.1 

（19 年度）

87 88.9 89.2 93.6 

（19 年度） 

文部科学省認定社会

通信教育の受講者総

数 

（千人） 115 

（19 年度）

113 103 91 121 

（19 年度） 

専修学校において

職業教育機能を活

用した多様な学習

機会の充実を図る。 

専修学校における工

業分野における学科

数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

1,607 1,588 1,547 - 

（19 年度） 

専修学校における分野

別開設学科数の推移を

指標とすることで、専修

学校において提供する

学習内容の多様性を測

定することが可能となり、

また、専修学校における

総開設学科数の推移を

指標とすることで、専修

学校において提供する

学習の総量を測定するこ

とが可能となると考え、本

指標を設定した。 

専修学校における農

業分野における学科

数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

71 88 92 - 

（19 年度） 

専修学校における医

療分野における学科

数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

2,009 2,037 2,037 - 

（19 年度） 

専修学校における衛

生分野における学科

数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

964 996 991 - 

（19 年度） 

専修学校における教

育・社会福祉分野に

おける学科数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

711 732 758 - 

（19 年度） 

専修学校における商

業実務分野における

学科数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

1,301 1,264 1,269 - 

（19 年度） 

専修学校における服

飾・家政分野における

学科数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

1,100 1,023 948 - 

（19 年度） 

専修学校における文

化・教養分野における

学科数の推移 

（学科） - 

（17 年度）

1,943 1,987 2,061 - 

（19 年度） 

専修学校における総

開設学科数の推移 

（学科）  

（17 年度）

9,706 9,715 9,703 9,812 

（19 年度） 

高等学校卒業程度

認定試験等により学

習機会の充実を図

る。 

高等学校卒業程度認

定試験 出願者数 

（人） 27,070 

（19 年度）

26,631  29,619  31,796  29,777 

（19 年度） 

出願者数については、制

度がどの程度活用されて

いるのかという観点から、

指標に設定した。また、

試験の実施か所数につ

いては、高卒認定及び

中卒認定の受験機会

が、場所的な条件から阻

害されないような形で、

広く試験が実施されてい

るかという観点から、指標

に設定した。さらに、試験

の実施運営については、

受験者が試験を滞りなく

受験する前提として、適

高等学校卒業程度認

定試験 実施か所数 

（か所） ９４ 

（19 年度）

94 94 227 103.4 

（19 年度） 

中学校卒業程度認定

試験  出願者数 

（人） 76.7 

（19 年度）

73 77 96 84.4 

（19 年度） 
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中学校卒業程度認定

試験 実施か所数（か

所） 

（か所） 23 

（19 年度）

23 23 27 25.3 

（19 年度） 

切な形で試験が運営さ

れることが必要であること

から、指標に設定した。 

ただし、試験の実施運営

については、定量的に測

定しうる指標が存在しな

いことから、数値的な指

標を設定していない。 

試験の実施運営 - - 

（19 年度）

      - 

学習機会の提供や

学習相談を行う再

チャレンジのための

学習支援システムを

構築するなど、生涯

学習社会の充実を

図る。 

「再チャレンジのため

の学習支援システム

の構築」事業で開発

する講座の学習を経

て、再チャレンジに成

功した者を出した講座

の割合 

（％） - 

（19 年度）

    66％ 

（90 講座）

80％ 

（19 年度） 

事業が開発した講座に

参加した者が、実際に就

職や社会参加をするな

ど、再チャレンジのため

の第一歩を踏み出すこと

が可能となったと考えら

れるため、本指標を設定

した。 

大学等における公

開講座を充実させる

ことを通じて、生涯

学習の機会を拡充

させる。 

大学等における公開

講座の開設講座数 

（講座） 30,004 

（18 年度）

30,004 33,857 － 33004 

（19 年度） 

大学公開講座の開設講

座数を把握することで、

公開講座による学習機

会の提供がどの程度なさ

れているのかを測定する

ことが可能となり、また、

受講者数を把握すること

で、受益者数を測定する

ことが可能となると考え、

本指標を設定した。 

なお、平成 19 年度分に

ついては、政策評価時

点で調査結果が未集計

であったため、数字を記

載していない。 

大学等における公開

講座の受講者数 

（人） 1,373,403

（18 年度）

1,373,403 1,338,450 － 1,510,743 

（19 年度） 

大学・専修学校に

おいて社会人等が

学ぶ機会の充実を

図る。 

学生以外の者を対象

とした教育課程を提供

する大学数（校） 

（校） - - 221 未調査 - 私立専修学校における

社会人受入数及び社会

人受入学校数を把握す

ることで、専修学校にお

いて社会人に対して学

習機会がどの程度提供

されているかを測定する

ことができると考え、本指

標を設定した。なお、大

学については平成 20 年

度中に調査を実施する

予定である。 

私立専修学校におけ

る社会人受入数 

（人） - 

（19 年度）

56,812 51,364 77,250 - 

（20 年度） 

私立専修学校におけ

る社会人受入学校数

（校） - 

（19 年度）

1,450 816 1,296 - 

（20 年度） 
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施策名 地域の教育力の向上 

施策の概要 
多様な学習活動の機会や情報提供、様々な機関、団体が連携することにより、地域における学習活動

を活性化させ、地域における様々な現代的課題等に対応するとともに、総合的に地域の教育力の向上を
図る 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
（平成 19 年度の状況） 
地域住民のボランティア活動や課題解決活動等を支援する「『学びあい、支えあい』地域教育力活性化

事業」にのべ100万人以上が参加したことや、すべての子どもを対象として、放課後や週末等に学校の余
裕教室等を活用し、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、学習活
動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の機会を提供する取組を支援する「放課後子ども
教室推進事業」が全国6,300ヶ所で実施されたこと等、多様な事業が展開され、それぞれに多くの参加者が
得られた。 
また、「地域と共に歩む博物館育成事業」等様々な調査研究においては、その成果が審議会や協力者

会議等における審議の参考資料として活用されるとともに、各地方公共団体等に広く配布され、適切に普
及が行われた。 
本目標の各施策は、一定の成果を上げている。今後は事業を引き続き実施するとともに、一定の成果を

上げたモデル事業等については、新たな課題への取組や、事業の重点化等を行う。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
図書館未設置地域などでの図書館サービスを普及・定着させるための仕組みづくりや、博物館の館種を

越えたネットワークの構築などを行い、その普及を図るため、279百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：72百万円） 
地域が抱える課題を解決するために、社会教育施設など様々な機関・団体によるコンソーシアムが実践

する優れた社会教育の取組を重点的に推進し、全国的な普及を図るため、220百万円を概算要求に盛り
込んだ。 
（平成21年度予算額：76百万円） 
地域のボランティア活動支援センターにおける活動希望者と活動の受け入れ先との効果的なマッチング

方法や関係団体・機関との連携、支援センターの運営等に関する調査研究のため、29百万円を概算要求
に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：27百万円） 
地域全体で学校を支援する体制づくりを引き続き推進するため、6,378百万円を概算要求に盛り込ん

だ。 
（平成21年度予算額：委託分3,404百万円、補助分14,261百万円の内数） 
人権一般の普遍的観点からの取組及び各人権課題に対する取組を推進するため、158百万円を概算

要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：158百万円） 
社会教育専門職員を対象に社会教育に関する専門的・技術的な研修を実施することにより、社会教育

指導者の資質向上を図るため、83百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：82百万円） 
学校・家庭・地域社会を結ぶ要として重要な役割を担うＰＴＡの活動状況調査を実施し、ＰＴＡの活性化

を図るための施策を推進するため、36百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：36百万円） 
女性が自己の可能性やライフステージ別の自己イメージを若い時期から持てるよう、ライフプランニング

に関する意識形成等を促すため、52百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：25百万円） 
すべての子どもを対象として、放課後や週末等に学校の余裕教室等を活用し、安全・安心な子どもの活

動拠点(居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との
交流活動等の機会を提供する取組を支援するため、6,910百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：委託事業分127百万円、補助事業分14,261百万円の内数） 
ＮＰＯを核とした多様な主体の協働によって生まれる、柔軟かつ専門性の高い組織力を活かし、市民の

学習活動等を支援・促進するとともに、市民力の向上を図るなど、「民」主導による生涯学習の活性化を目
的とした「生涯学習活性化プロジェクト」を実施するため、18百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：９百万円） 
全国の社会教育活動等の実態調査や、社会教育事業の開発等に関する調査研究のほか、奉仕活動・

体験活動に関する調査研究及び情報収集等を行うことにより、地域における社会教育事業の活性化を図
るため、112百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：82百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 
 社会の大きな変化の中で、学校や家庭、地域の在
り方やその機能も変化してきた。近年、家庭や地域
の教育力の低下などが指摘される一方で、地域の
人々が積極的に学校の活動に協力しようとする動き
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が出てきている。団塊の世代が退職後地域に戻り、
ボランティア活動等に取り組もうとする動きもある。こう
した状況も十分に踏まえ、地域の自発的な意思を尊
重しながら、新たな連携協力の仕組みを構築し、関
係者が一体となって教育に取り組む必要がある。 
 例えば、地域の人々が様々な形で学校の運営を支
援することや、学校が学習の拠点として地域に貢献
することなどは、相互の信頼を強化し、今後の新しい
関係を構築する上で大きな意義を持つであろう。こう
した取組の積み重ねが、学校を変え、地域を変えて
いく。（略） 
 このほか、社会教育施設の学校教育への協力や当
該施設での地域住民のボランティア活動など、教育
をめぐる様々な局面で連携は広がりつつある。こうし
た動きを積極的に支援し、拡大していく必要がある。
また、産業界等に対しても、教育への理解と協力を
要請するとともに、教育が、社会との積極的な関わり
の中でその要請に応えていくことも求められる。 
◇ 地域ぐるみで学校を支援し子どもたちをはぐくむ
活動の推進 
学校と地域との連携・協力体制を構築し、地域全
体で学校を支え、子どもたちを健やかにはぐくむこと
を目指し、「学校支援地域本部」をはじめ、地域住民
のボランティア活動等による積極的な学校支援の取
組を促す。こうした取組の成果をすべての市町村に
周知し、共有すること等を通じ、広く全国の中学校区
で地域が学校を支援する仕組みづくりが実施される
よう促す。あわせて、民間団体を活用し、学校と地域
住民や民間団体をつなぐコーディネーター育成の取
組を促す。 
◇ 図書館・博物館の活用を通じた住民の学習活動
や個人と地域の自立支援の推進 
・ 図書館が住民にとって身近な「地域の知の拠点」
として、だれもが利用しやすい施設としての機能を
果たすよう促す。あわせて、司書の資質の向上を
図るため、その履修すべき科目の見直し等養成課
程の改善を図る。また、「子どもの読書活動の推進
に関する基本的な計画」を踏まえ、子どもが読書
に親しむ機会の提供と諸条件の整備を支援する。 
・ 地域住民の参画を得ながら、地域の自然、歴史、
文化等に関する質の高い博物館・美術館活動が
行われるよう、子どもや地域住民が地域の美術品
や文化財に触れる機会等の提供を支援するととも
に、広域的な地域連携や館種を超えたネットワー
クの構築等を促す。また、学芸員の資質向上を図
るため、その履修すべき科目の見直し等養成課程
の改善を図る。  
◇ 公民館等の活用を通じた地域の学習拠点づくり
公民館をはじめとする社会教育施設について、地
域が抱える様々な教育課題への対応や社会の要請
が高い分野の学習など地域における学習の拠点、さ
らには人づくり・まちづくりの拠点として機能するよう
促す。あわせて、公民館の運営状況に関する評価の
実施や、地域住民に対する積極的な情報提供を促
す。また、社会教育施設における学習の成果を活用
した、地域において必要とされているボランティア活
動等を促す。 

経済財政改革の基本方針
2008 

平成 20 年６月 27 日
閣議決定 

２．未来を切り拓く教育  
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定す
る「教育振興基本計画」に基づき、我が国の未来
を切り拓く教育を推進する。その際、新学習指導
要領の円滑な実施、特別支援教育・徳育の推進、
体験活動の機会の提供、教員が一人一人の子ど
もに向き合う環境作り、学校のＩＣＴ化や事務負担
の軽減、教育的観点からの学校の適正配置、定
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数の適正化、学校支援地域本部、高等教育の教
育研究の強化、競争的資金の拡充など、新たな時
代に対応した教育上の諸施策に積極的に取り組
む。 

社会総がかりで教育再生
を 
～公教育再生に向けた更
なる一歩と「新教育時代」
のための基盤の再構築～ 

平成 19 年６月１日 
教育再生会議第二
次報告 

親子の確かな絆を育む家庭教育や就学前の教育
の役割は重要であり、子供の成長とともに親も共に学
び、育児を通じて子供がいる喜びを感じるとともに、
地域の子供を地域ぐるみで育むことが重要です。 
○ 国、地方自治体は、地域ボランティアと学校の連
携を図るため、ＰＴＡ、卒業生、地域の人々などが
土曜日の補充学習、部活動、施設管理など学校
運営を支援する体制が全国で整えられるよう支援
する。 

社会総がかりで教育再生
を 
～学校、家庭地域企業団
体メディア行政が一体とな
って、全ての子供のために
公教育を再生する～ 

平成19年12月25日
教育再生会議第三
次報告 

○ 学校支援地域本部を設置する 
 国、教育委員会は、ＰＴＡ、卒業生、地域ボランティ
アの人々などが、補充学習、部活動、施設管理など
学校運営を支援する「学校支援地域本部」が全国の
学校で整えられるよう支援する。その際には、地域の
企業の協力も積極的に求める。 

新しい時代を切り拓く生涯
学習の振興方策について 
～「知の循環型社会」の構
築を目指して～ 

平成 20 年２月 19 日
中央教育審議会答
申 

○ さらに、各個人の学習機会の充実のため、また、
同時に学習成果の活用のために身近な地域で誰
もがボランティア活動に参加できるようにするた
め、地域社会におけるボランティア活動支援セン
ターの在り方を検討し、ボランティア活動の支援機
能の充実を図ることが求められる。このような取組
は地域社会全体の教育力を高める様々な活動に
おける人材の確保や、今後特に期待される団塊の
世代の力を生かす観点からも重要である。 
（学校・家庭・地域を結ぶＰＴＡ活動の充実） 
○ 近年、一部の地域では、共働きや勤務形態の多
様化等によりＰＴＡ活動に参加したくとも参加でき
ない保護者がある一方で様々な価値観からＰＴＡ
離れが進んでいるとの指摘もあり、活動が停滞して
いるＰＴＡもあると考えられる。保護者にとって、ＰＴ
Ａ活動は、地域の社会活動への参加の端緒となる
ものであることから、学校・家庭・地域の連携・協力
を進める上で重要であり、各地域におけるＰＴＡの
活動状況等に関する実態の把握及び活動の充実
が求められる。  
（地域の教育力向上のための社会教育施設の活用）
○ 公民館においては、高齢者を交えた三世代交流
等の実施や、各地域において受け継がれている
子どもの遊び文化の伝承等を通じて、世代を超え
た交流の場として活性化を図ることが必要である。
また、地域が抱える課題への対応として、大学・高
等専門学校・高等学校との連携講座等、学校と連
携した教育活動の実施、高齢者、障害者、外国人
等地域において支援を必要としている者への対
応、裁判員制度、地域防犯、消費者教育等の社
会の要請が高いと考えられる事柄についての学習
機会の提供が望まれる。 
○ 図書館においては、レファレンスサービスの充実
と利用の促進を図ることはもとより、地域の課題解
決に向けた取組に必要な資料や情報を提供し、
住民が日常生活を送る上での問題解決に必要な
資料や情報を提供するなど、地域や住民の課題
解決を支援する機能の充実を図ることが求められ
る。特に近年、ホームページを開設し、横断検索
システムの活用等コンテンツの充実を図っている
図書館が増加傾向にあり、今後、さらなる充実を図
ることによって、多様な情報源への入り口としての
「地域のポータルサイト」を目指すことも重要であ
る。また、子どもの読書活動や学習活動を推進す
る観点から、学校図書館への支援を積極的に行う
ことが重要である。  
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○ 博物館においては、各館の特色・目的を明確に
した上で、地域の歴史や自然、文化あるいは産業
等に関連した博物館活動を地域住民の参画を得
ながら積極的に展開したり、地元出身の偉人を顕
彰する記念館や地域のシンボルである文化財や
自然環境等を活用した博物館等を核として、地域
住民が地元に対する誇りや愛着を得られるような
まちづくりを実施すること等が望まれる。また、博物
館資料を活用した学校教育の支援を積極的に行
うことが重要である。 

社会教育法等の一部を改
正する法律案に対する附
帯決議 

平成 20 年５月 23 日
衆議院文部科学委
員会 

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事
項について特段の配慮をすべきである。 
 二 生涯学習・社会教育に係る個人の学習成果
が、学校、社会教育施設、その他地域において
行う教育活動として生かされるよう、各個人の学
習活動と地域社会の教育活動との循環につな
がるような具体的な取組について支援に努める
こと。 

 三 公民館、図書館及び博物館が自らの運営状況
に対する評価を行い、その結果に基づいて運
営の改善を図るに当たっては、評価の透明性、
客観性を確保する観点から、可能な限り外部の
視点を入れた評価となるよう、国がガイドラインを
示す等、適切な措置を講じるとともに、その評価
結果について公表するよう努めること。 

 五 地域における教育力の向上のため、学校、家
庭、地域等の関係者・関係機関の連携を推進
し、各施設の資料の相互利用や人材の相互利
用などを図るとともに、多様な地域の課題等に
応じた機能を持つネットワークの構築を推進す
ること。 

   なお、その際、学校、家庭、地域の連携を推進
する上で重要な役割を果たすＰＴＡについて、
その活動や運営などの実態把握に努め、「学校
支援地域本部事業」における連携が円滑に進
むよう十分に配慮すること。 
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社会教育法等の一部を改
正する法律案に対する附
帯決議 

平成 20 年６月３日 
参議院文教科学委
員会 

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事
項について特段の配慮をすべきである。 
 一、生涯学習の振興、社会教育の推進に当たって
は、国民のニーズに応じた学習機会の提供と学
習活動の支援に努めるとともに、各地域におけ
る学習ニーズの継続的な把握、多様な取組に
係る情報の収集と提供など、国民の自発的、主
体的な学習が担保されるよう、配意すること。 

 四、公民館、図書館及び博物館が自らの運営状況
に対する評価を行い、その結果に基づいて運
営の改善を図るに当たっては、評価の透明性、
客観性を確保する観点から、可能な限り外部の
視点を入れた評価となるよう、国が関係団体に
よる評価指標作成等に対して支援する等、適切
な措置を講じるとともに、その評価結果について
公表するよう努めること。 

   その際、公民館運営審議会、図書館協議会及
び博物館協議会等を通じて、地域住民等の意
見が反映されるよう十分配慮すること。 

 六、地域における教育力の向上のため、学校、家
庭、地域等の関係者・関係機関の連携を推進
し、各施設資料の相互利用や人材の相互利用
などを図るとともに、多様な地域の課題等に応じ
た機能を持つネットワークの構築を推進するこ
と。 

   その際、学校、家庭、地域の連携を推進する上
で重要な役割を果たすＰＴＡについて、その活
動や運営などの実態把握に努め、「学校支援地
域本部事業」における連携が円滑に進むよう十
分に配慮すること。 

 七、社会教育主事、司書及び学芸員については、
多様化、高度化する国民の学習ニーズ等に十
分に対応できるよう、今後とも、それぞれの分野
における専門能力・知識等の習得について十
分配慮すること。 

   また、各資格取得者の能力が生涯学習・社会教
育の分野において、最大限有効に活用されるよ
う、資格取得のための教育システムの改善、有
資格者の雇用確保、労働環境の整備、研修機
会の提供など、有資格者の活用方策について
検討を進めること。 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の      

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

 

地域住民のボランティ

ア活動や課題解決活

動等を支援し、地域の

きずなを深める取り組

みを推進するとともに、

人権等に関する学習

機会の充実に向けた

取り組みを推進する。 

公民館における

ニート支援モデ

ル事業参加者 

人 728 
- 728 1060 

1000 

(20 年度） 

・事業参加者数及びセミナー等

開催回数をもとに、本事業がニ

ートについての理解の増進に貢

献したか否かを把握するという考

え方に基づき右指標を設定す

る。 

  （18 年度）

公民館等におけ

るニート支援モ

デル事業セミナ

ー等開催数 

回 
19 回 

（18 年度）
- 19 39 

２１回 

（29 年度） 

地域の図書館サ

ービス充実支援

事業実施図書館

数 

館 - - ３ ６ - 

・地域における図書館サービス

の充実を一層推進するという本

事業の目的から、達成目標を図

る指標として、委託先図書館のう

ち、①事業実施前と比較して、

図書館サービスを享受する地域

の利用者が増加している図書館

の割合、②本事業終了後も、事

業の成果を活かして図書館サー

ビスの充実を図っている図書館

の割合を設定した。 

上記実施図書館

数のうちで、前年

度比で利用者登

録者数が増加し

た図書館数 

（％） 
66.6 

(18 年度)
- 100 83.3 

75.7 

(20) 

上記事業実施図

書館のうち翌年

度も独自に事業

を継続している

図書館数 

（％） 
０ 

(18 年度)
- 100 83.3 

75.7 

(20) 

博物館の評価基

準に関する調査

研究報告書 

部 
4,300  

(19 年度)
- - 4,300 

4,300  

 (19 年度) 

・国内外の博物館の実態等の調

査研究を行い、共通の評価指標

やマニュアル等を策定し、全国

に普及啓発を行うという本事業

の目的から、事業の成果の広報

が図られたかを判断する指標と

して、その周知を図る報告書の

配布部数を指標として設定し

た。 

博物館の評価基

準に関するモデ

ル調査研究 

部 
4,300    

(19 年度)
- - 4,300 

4,300 

(19 年度) 

博物館における

施設管理・リスク

マネージメントに

関する調査研究 

部 
1,550  

(19 年度)
- - 1,550 

1,550 

(19 年度) 

日本の博物館の

動向にかかる総

合調査研究（動

物園水族館） 

部 
550  

(19 年度)
- - 550 

550  

(19 年度) 

日本の博物館の

動向にかかる総

合調査研究（植

物園） 

部 
1,500 

(19 年度)
- - 1,500 

1,500 

(19 年度) 

博物館支援策に

かかる各国等比

較調査研究 

部 
2,000  

(19 年度)
- - 2,000 

2,000 

(19 年度) 

「学びあい、支え

あい」地域活性

化推進事業を実

施した地域数 

ヶ所 
577 

(19 年度）
- - 577 

600 

（20 年度） 

・直接の委託先の運営協議会を

64 地域程度、再委託先の各実

行委員会で 15 事業程度の実施

を想定した。そこで、達成を計る

指標として、全国展開される事

業数としては1,000事業を目標と

する。また、１事業あたり、1,000

人程度の参加者を想定した。そ

こで、事業への参加人数を達成

を図る指標とし、100 万人の参加

を達成目標とする。 

「学びあい、支え

あい」地域活性

化推進事業を実

施した事業数 

ヶ所 
915 

（19 年度）
- - 915 

1,000 

（20 年度) 

「学びあい、支え

あい」地域活性

化推進事業を実

施した参加者数 

人 
約 103 万

（19 年度)
- - 

約 103 万

人 

100 万 

（20 年度) 
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補助対象大会参

加者数（総数） 

人 
15,000 人

（19 年度）
20,695 19,523 17,792 

20,000 人 

（20 年度） 

・補助対象団体が実施する全国

大会の開催経費等を補助してお

り、本事業の達成目標を図る指

標として、全国大会の参加者数

を設定した。大会の補助を行っ

た団体３団体の、１回の大会に

おいて想定されていた参加者が

5,000 人であるため、判断基準を

15,000 人としている。 

「人権教育推進

のための調査研

究事業」セミナー

等参加者数 

人 
30,000 人

（19 年度）
26,069 30,662 34,389 35,000 人 

・人権教育の一層の推進を図る

指標として、平成 18 年度事業か

らの参加者数の増加数を設定し

た。 

「人権教育推進

のための調査研

究事業」実施事

業数 

ヶ所 
60 

（18 年度）
71 60 75 72 

「社会教育を推

進するための指

導者等の資質向

上等」について、

教育委員会数に

対する社会教育

主事講習修了者

数の比率 

％ 
0.39 

（15 年度）
38％ 50％ 45％ 

0.50 

（19 年度） 

予算の大半を占める、社会教育

主事講習について評価を行っ

た。 

社会教育法において社会教育

主事は教育委員会におくこととさ

れていることから、事業の成果を

把握する観点から右指標を設定

した。 

地方公共団体に

おける社会教育

計画等の策定及

び評価に関する

調査研究報告書 

部 
1,800 

（19 年度）
- - 1,800 

1,800 

（19 年度） 

国立教育政策研究所社会教育

実践研究センターにおいては、

体験活動・ボランティア活動の全

国的な定着を目指す支援事業と

して、全国で、コーディネーター

の養成及び資質向上のための

研修事業を行った。また、学校

支援ボランティア活動の実態等

に係る「ボランティア活動に関す

る調査研究」を実施するととも

に、社会教育主事や社会教育

施設等の職員等を対象に「ボラ

ンティ活動推進研究セミナー」を

実施し、ボランティア活動の促進

方策について研究協議等を行っ

た。この成果の周知の状況を把

握する指標として、右報告書の

配布部数を設定した。 

インターネットを

活用した研究セ

ミナー等に関す

る調査研究報告

書 

部 
1,200 

（19 年度）
- - 1,200 

1,200 

（19 年度） 

家庭教育支援に

係る地域の教育

力の活性化に関

する調査研究報

告書 

部 
2,000 

（19 年度）
- - 2,000 

2,000 

（19 年度） 

社会教育を推進

するコーディネー

ターの役割及び

資質向上に関す

る調査研究報告

書 

部 
2,000 

（19 年度）
- - 2,000 

2,000 

（19 年度） 

参加体験型学習

に関する調査研

究報告書 

部 
2,000 

（19 年度）
- - 2,000 

2,000 

（19 年度） 

ボランティア活動

に関する調査研

究報告書 

部 
1,800 

（19 年度）
- - 1,800 

1,800 

（19 年度） 

全国体験活動ボ

ランティア活動総

合推進センター

活動事例集 

部 
1,400 

（19 年度）
- - 1,400 

1,400 

（19 年度） 

様々な機関・団体等と

の組織的連携を通し

て、地域学習活動や学

習成果を生かしたまち

づくりに関する取組

や、男女共同参画の

促進に関する取組を推

進する。 

生涯学習分野に

おけるＮＰＯ支援

事業 

委託団体数のう

ち、次年度から

自立した団体数

の割合 

％ 
33％ 

（16 年度）
- 33％ 38％ 

50％ 

（19 年度） 

生涯学習分野におけるＮＰＯ支

援事業について、国からの委託

によってＮＰＯの特性を活かした

事業展開を図りつつ、委託期間

終了後も、ＮＰＯがその取組を独

力で持続させていくことが最終

的な目標であることから、本指標

を設定した。 
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「男女共同参画

社会に向けた教

育・学習支援に

関する特別調査

研究」の委託件

数  件 
毎年度２件

(19 年度）
- - ２ 

毎年度２件 

 (20 年度) 

男女共同参画社会に向けた教

育・学習支援に関する特別調査

研究については、男女共同参画

社会の実現に向け、男女共同参

画のための学習支援の体制や

科学技術分野への女性の進路

選択の促進といった喫緊の課題

等において、より幅広い課題の

解決に資することとなっているか

どうかを把握するため、右指標を

設定した。 

放課後･週末などにお

ける子どもの体験活動

の受け入れの場を全

国的に拡充することに

より、地域コミュニティ

ーの充実を図る。 

放課後子ども教

室推進事業実施

箇所数 

ヶ所 
6,328 

（19 年度）
- - 6,328 

20,000 

（21 年度） 

「放課後子ども教室」の運営に当

たっては、地域住民のボランティ

アによる参加など、地域の多くの

大人が自発的に事業に係わるこ

とが、地域コミュニティーの充実

及び地域の教育力の活性化に

大きく資するものであり、実施箇

所数の全国的な拡充とともに、

地域住民の協力の充実が非常

に重要であることから指標として

実施箇所数、地域の大人の参

加者数を挙げた。 

運営に協力した

地域の大人の年

間参加者数  

人 
約 303 万

（19 年度）
- - 約 303 万

対前年度比増 

（各年度） 

 学習アドバイザ

ー数 
人 

約 96 万 

（19 年度）
- - 約 96 万

対前年度比増 

（各年度） 

安全管理員数 
人 

約 206 万

（19 年度）
- - 約 206 万

対前年度比増 

（各年度） 

運営に協力した

地域の大人の１

箇所当たりの年

間平均参加者数 

人 
478 

（19 年度）
- - 478 

対前年度比増 

（21 年度） 

運営に協力した

地域の大人の１

箇所当たりの年

間平均参加者数

が昨年度に比べ

て増加した都道

府県数 

ヶ所 
８ 

（19 年度）
- - ８ 

対前年度比増 

（21 年度） 

標準的な「教育サポー

ター」制度を構築し全

国的に普及することに

より、高齢者・団塊世代

等の社会参加促進を

図る。 

団塊世代等社会

参加促進のため

の調査研究報告

書 配布部数 

部 200 - - 200 200 

標準的な教育サポーター制度を

構築し、また、団塊世代等が生

きがいをもって社会参加できるよ

う、広報啓発を行うという事業の

目的から、教育サポーター制度

の広報が図られたかを判断する

指標として、教育サポーター制

度の周知を図るパンフレットや報

告書の配布部数を指標として設

定した。 

『教育サポーター

制度』について

～報告書～ 配

布部数 

部 10,000 - - 10,000 10,000 

教育サポーター

制度ＰＲパンフレ

ット 配布部数 

部 40,000 - - 40,000 40,000 

学校を支援する活動

等を通じての地域の連

帯感を形成する。 

地域の交流に関

し、「学校支援を

通じた地域の連

帯感形特別調査

研究」事業実施

前後の比較調査

を行っている地

域において、「交

流が盛んである」

と回答した地域

住民の増加ポイ

ント数の平均 

％ 
5.5 

(19) 
- - 5.5 

11 

(21) 

地域の大人が学校を支援する活

動等を通じて、地域の連帯感を

形成するとともに、子どもたちが

多様な人と交流することで、いわ

ゆる「生きる力」を身に付けること

ができる社会づくりを行うという本

事業の目的から、達成目標を図

る指標としては、事業実施後に

住民に対して実施した地域の交

流に関する意識調査において、

「地域の交流が盛んである」「交

流をもっている」と回答した数が
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上記事業実施後

の地域の交流に

関する意識調査

において、「交流

が盛んである」と

回答している地

域住民の割合が

「盛んでない」と

回答した地域住

民の割合と同等

若しくは上回って

いる地域数 

地域 
７ 

(19) 
- - ７ 

10 

(21) 

「盛んでない」「交流をもっていな

い」といった回答数より多くなるこ

と、及び事業の実施以前と以後

を比較できる場合は、「地域の交

流が盛んである」と答える住民の

割合が以前より増加することを目

標とした。 
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施策名 家庭の教育力の向上 

施策の概要 

近年の都市化、核家族化、少子化、地域における地縁的なつながりの希薄化等を背景として、子育てに
関して悩む親が増えてきていることが指摘されている。このため、以下の達成目標に掲げた家庭教育に関
する支援の充実を図り、子育て中の親の悩みや不安感を解消し、家庭教育に取り組むことができるように
する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
近年の都市化、核家族化、少子化、地域における地縁的なつながりの希薄化等を背景として、子育てに

関して悩む親が増加していることが指摘されている。このため、「家庭教育手帳」の作成・配付、「家庭教育
支援総合推進事業」の実施などの取組を通じ、家庭教育に関する支援の充実を図ったところ、内閣府「社
会意識に関する世論調査」の調査結果によれば、前回の調査より、子育てを肯定的に捉える親の割合が
増加している。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 17年度 18年度 19年度 （年度） 

子育て中の親の

悩みの解消や子

どもに基本的生

活習慣を身につ

けさせるための

取組などの家庭

教育に関する支

援の充実を図

る。 

家庭教育手帳の

配布数 

万部 15 571 554 524 - 左記の達成目標

は、家庭の教育力

の向上について、

定量的な評価を図

るために設定。 

家庭教育支援総

合推進事業にお

ける実施講座数 

回 16 19,902 20,000 17,888 - 

ＩＴを活用した次世

代型家庭教育支

援手法開発事業

実地都道府県数 

都道府県 17 11 12 13 - 

「早寝早起き朝ご

はん」国民運動ｗ

ｅｂサイトへのアク

セス数（１日平均）

件 18 - 800 658  

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
すべての親へのきめ細かな家庭教育支援の充実を図る家庭教育支援関係事業については、これまで

の評価結果から達成目標をより明確にし、1,995百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：598百万円） 

【業務改善】 
構築したモデルについての評価を実施するため、事業の検証を着実に行うよう全ての委託先に対して要

請した。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

教育再生会議「社
会総がかりで教育
再生を・第二次報
告」 

平成 19 年６月１日 

提言３ 親の学びと子育てを応援する社会へ 
○ 国、地方自治体は、父親の子育て参加への支援、訪問
型の家庭教育支援や育児相談など、保護者を支援する
施策を充実する。また、ＰＴＡの会合、家庭教育学級や妊
婦健診、子供の健診等保護者の多く集まる機会を活用し
た親の学び、子育て講座、親子が学び遊べる場を拡充す
る。 

中央教育審議会
「新しい時代を切り
拓く生涯学習の振
興方策について～
知の循環型社会の
構築を目指して～
（答申）」 

平成 20 年２月 19 日

＜第１部 今後の生涯学習の振興方策について＞ 
４．具体的方策 
（２）社会全体の教育力の向上－学校・家庭・地域が連携す
るための仕組みづくり－ 
（身近な地域における家庭教育支援基盤の形成等） 
○ これまでの家庭教育支援の取組として、家庭教育に関
する理解を深める場や機会を保護者等に対して提供する
ことを中心とした支援策が行われてきた。今後は、子育て
に無関心な保護者や子育てに不安や悩みを持つ孤立し
がちな保護者、子育てに関心は高いが学ぶ余裕のない
保護者等に対しても十分な支援を行うことが必要である。
このため、このような保護者も含めた様々な保護者に対す
るきめ細かな家庭教育支援を積極的に進めていくことが
課題であり、地域コミュニティや企業を含む社会全体で家
庭教育を支えていくためのよりよい環境を醸成していくこ
とが重要である。 
（家庭教育を支援する人材の養成） 
○ 地縁的なつながりの減少等により、地域や社会全体で
親子の学びや育ちを支える環境が崩れてきているとの指
摘もある。家庭教育支援を行うに当たっては、上述のとお
り地域社会や企業を含む社会全体で家庭教育を支える
ことが必要であり、地域において関係機関との連携や保
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護者同士をつなぐこと等を担う人材が求められている。こ
のため、家庭教育の支援のための取組に携わる子育て
サポーターや子育て経験者等を対象として講習を行い、
地域における支援活動全般の企画・運営や子育てサポ
ーター等の資質向上を担う人材（子育てサポーターリー
ダー等）を養成する必要がある。 

教育振興基本計画
（閣議決定） 

平成 20 年７月１日 

基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 
② 家庭の教育力の向上を図る 
◇ 子育てに関する学習機会の提供など家庭の教育力の
向上に向けた総合的な取組の推進 
それぞれの家庭が置かれている状況やニーズを踏ま
え、かつ、家庭教育の自主性を尊重しつつ、子育てに関
する学習機会や情報の提供、相談や専門的人材の養成
などの家庭教育に関する総合的な取組を関係機関が連
携して行えるよう促す。こうした取組の成果をすべての市
町村に周知し、共有すること等を通じ、広く全国の市町村
で、地域の子育て経験者や保健師、民生委員などの専
門家が連携し、チームを編成して支援するなど、身近な
地域におけるきめ細かな家庭教育支援が実施されるよう
促す。 
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施策名 ＩＴを活用した教育・学習の振興 

施策の概要 
高度情報社会を担う人材を育成するための教育・学習を推進するとともに、ＩＴを効果的に活用した教育学習

の機会を充実する。 

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等 

【評価結果の概要】 
学校における地上デジタルテレビ放送の効果的な活用方策の開発・普及などを通じて、高度情報化社会を
担う人材を育成するための教育・学習を推進するとともに、ITを効果的に活用した教育学習の機会の充実に努
めた。 
エルネットについては、一部、衛星通信を活用したシステムからインターネットを活用したシステムへの移行に
伴う準備期間が必だったため一部の指標が前年度より下回っている特殊要素があるものの、「インターネットを
活用して配信された、地域において開発された学習コンテンツの配信数」自体は増えている。それ以外につい
ては順調に進捗していることから、ＩＴを活用した学習機会の提供は全体として順調に進捗していると評価でき
る。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

多様な教

育・学習機

会の充実

に資するた

め、教育に

お け る 地

上 デ ジ タ

ルテレビ放

送の活用

方策等に

ついて普

及・促進を

図る 

「 地 上 デ

ジ タルテ

レビ放送

の教育活

用促進事

業 」 モ デ

ル校全体

の学習指

導案の蓄

積数 

件数 

 

114～151

 

38 

 

124 

 

154 

 

152 以上 

左記達成目標は、ＩＴを効

果的に活用した教育学習

機会の充実を図るための

適切な目標と判断して設

定した。左記指標の設定

根拠は、教育効果の高い

活用方法を開発して指導

案としてまとめ、それを広

く周知することにより、教

育における地上デジタル

テレビ放送の普及・促進

を図ることが目的であるた

め本指標を設定する。 

(17) (19) 

インターネ

ットや放送

等を通じた

学習の基

盤の充実

を図る 

番組全国

平均視聴

率 

％ 

2.0～4.0   2.5 4.0 以上 左記達成目標は、ＩＴを効

果的に活用した教育学習

機会の充実を図るための

適切な目標と判断して設

定した。左記指標の設定

根拠は、放送等を通じて

生涯学習機会の充実を

図ることを目的としてお

り、より多くの国民が視聴

することで本事業の成果

が高まることから、本指標

を設定した。 

(毎年度) (毎年度) 

エル・ネッ

トを活用し

た地域の

特色あるコ

ンテンツの

全国発信

等を通じ、

学習機会

の提供 を

図る 

エル・ネッ

トを活用し

送信され

た総時間

数の対前

年度比 

％ 

100～130  96.3 70.6 130 以上 左記達成目標は、ＩＴを効

果的に活用した教育学習

機会の充実を図るための

適切な目標と判断して設

定した。左記指標の設定

根拠は、エル・ネットが地

域で作成された教育コン

テンツや大学の公開講

座、教育行政に関する情

報等を全国各地に配信

することにより学習機会の

充実を図ることが目的で

あり、本指標を設定した。

(17) (19) 

エル・ネッ

ト及びイン

ターネット

を活用し

て配信さ

れ た 、 地

域におい

て開発さ

れた学習

コンテンツ

数の対前

年度比 

％ 

100～130  85.6 81.8 130 以上 

(17)   (19) 

我 が国に

お け る 教

育・学習に

関す る 情

報を扱う中

核 的 な

ＮＩＣＥＲの

年間アク

セス数 
件数 

3,500,000

～

4,500,000

3,352,079 4,077,487 4,149,977 4,500,000

以上 

左記達成目標は、ＩＴを効

果的に活用した教育学習

機会の充実を図るための

適切な目標と判断して設

定した。左記の指標は本

事業がインターネット上に
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Web サイト

である教育

情報ナショ

ナルセンタ

ー（ＮＩＣＥ

Ｒ）を運用

することに

より、学習

者や教育

関係者を

支援すると

ともに、教

育の情報

化の推進

を図る 

(19) (21) 

散在する教育・学習コン

テンツの所在情報を提供

するポータルサイトであ

り、より良く利用されること

が目的であるため、本指

標を設定した。 

 
 

政策評価の結
果の政策への
反映状況 

【概算要求】 
これまでの取組の成果を踏まえ、学校における地上デジタルテレビ放送の普及・活用の促進を図るため84百

万円を平成21年度概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：62百万円） 

 平成23年７月のデジタル放送への完全移行に向け、新たに小中高等学校等における地上デジタルテレビを
整備するため7,500百万円を平成21年度概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：アンテナ等工事費について公立学校施設整備費の中で措置） 

 生涯学習コンテンツの普及、質の向上を図るため184百万円を平成21年度概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：183百万円） 
学校教育又は社会教育に利用されることが適当と認められる教育用コンテンツを奨励し、その普及・促進を

図るため、13百万円を平成21年度概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：13百万円） 
新たに地域における情報リテラシー教育を普及・促進するために259百万円を平成21年度概算要求に盛り

込んだ。 
（平成21年度予算額：３百万円） 

【機構・定員要求】 
情報リテラシーに関する施策の推進を図るため、情報リテラシー係長（１名）及び係員（１名）の新設を要求す

ることとした。 
（情報リテラシー係長１名措置） 

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

ＩＴ新改革戦略 
平成 18 年１月 19 日
ＩＴ戦略本部決定 

・ 教員のＩＴ指導力の評価等により教員のＩＴ活用能力を
向上させる 
・ 自ら学ぶ意欲に応えるような、ＩＴを活用した学習機会を
提供する 

重点計画-2008 
平成 20 年８月 20 日
ＩＴ戦略本部決定 

・ ＩＴ環境の整備 
・ 教員のＩＴ活用指導力の向上 
・ 地上デジタルテレビ放送への円滑な移行完了の実現
（学校など公共施設のデジタル化 
・ デジタルテレビ等を活用した先端的教育・学習に関する
調査研究 
・ 教育情報ナショナルセンター機能の充実 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

・ 教育用コンピュータ、校内ＬＡＮなどのＩＣＴ環境の整備
と教員のＩＣＴ指導力の向上を支援する 
・ 平成 23 年の地上デジタル放送への移行を踏まえ、その
効果を教育において最大限活用するための取組を支援
する 
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施策名 確かな学力の育成 

施策の概要 基礎・基本を徹底し、自ら学び自ら考える力などまで含めた「確かな学力」を身に付けさせる。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
児童生徒の学習状況の改善を図り、「確かな学力」を育成するため、小・中学校学習指導要領の改訂を

行った。また、全国的な児童生徒の学力・学習状況を把握・検証するため、「全国学力・学習状況調査」等
を実施した。  
「英語が使える日本人」を育成する体制の確立等については、ほぼ想定通り進展が見られるが、学校図

書館の機能の充実・強化等、一部についてはやや遅れが見られる。 

（評価結果） 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
新学習指導要領の円滑な実施に向けた支援策として、54,562百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：20,948百万円） 
全国的な児童生徒の学力・学習状況を把握・検証するため、「全国学力・学習状況調査」の実施及び分

析・活用のための経費6,251百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：5,734百万円） 
児童生徒の主体的な学習活動や読書活動が充実するよう、学校図書館機能の活用高度化に向けた実
践的な調査研究を行う「学校図書館の活性化推進総合事業」を実施するための経費を概算要求に盛り込
んだ。 
（平成21年度予算額：134百万円） 
【機構・定員要求】 
「全国学力・学習状況調査」をはじめ、学校運営の改善支援を総合的に推進するため、平成21年度より

初等中等教育局参事官の職務分掌の見直しや分析体制の強化を行うこととしている。 
（参事官の担当事務の変更及び専門職１名を措置） 

【制度改正】 
平成21年３月に高等学校・特別支援学校学習指導要領等を改訂した。 

【業務改善】 
平成20年度を新学習指導要領の集中周知・広報の年と位置づけ、新教育課程説明会の開催、学習指

導要領解説の作成等を行った。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成20年６月27日
閣議決定 

２．未来を切り拓く教育 
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する「教
育振興基本計画」に基づき、我が国の未来を切り拓く教
育を推進する。その際、新学習指導要領の円滑な実
施、特別支援教育・徳育の推進、体験活動の機会の提
供、教員が一人一人の子どもに向き合う環境作り、学校
のＩＣＴ化や事務負担の軽減、教育的観点からの学校
配置、定数の適正化、学校支援地域本部、高等教育の
教育研究の強化、競争的資金の拡充など、新たな時代
に対応した教育上の諸施策に積極的に取り組む。 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日
閣議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき
施策 
（３）基本的方向ごとの施策 
  基本的方向２  
① 知識・技能や思考力・判断力・表現力、学習意欲等
の「確かな学力」を確立する 
◇ 学習指導要領の改訂と着実な実施 
◇ 総合的な学力向上策の実施 
◇ 全国学力・学習状況調査の継続的実施とその結果
を活用した学校改善への支援等 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名     単位 基準値 実 績 値 目標値 達 成 目 標 ・ 指 標 の

設定根拠・考え方     （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

２－１－１ 

学習指導要領の

目標・内容に照ら

した児童生徒の

学習状況の改善

を図り、知識・技

能はもとより、学

ぶ 意 欲 、 思 考

力、判断力、表

現力等まで含め

た「確かな学力」

を育成する。 

①教育課程

実施状況調

査の結果 

設定通過率を上回

る又は同程度と考え

られる問題数の合

計が過半数を占め

る教科の割合（学

年、教科・科目数） 

小 
  

          ①、②については国内

の大規模な、③につい

てはＯＥＣＤ加盟国を

中心とした国際的な学

力調査であり、我が国

の児童生徒の状況を

示す代表的な調査とし

て引用した。国内の調

査については、過去の

状況との比較により児

童生徒の学力の状況

を概括的に表すととも

に、各種調査で継続

的に聞いている理解

度を示すことで学習の

背景について示してい

る。また、④について

は、学校における指導

の充実を示す代表的

な調査として引用し

た。 

中 
  

          

高 
  

  
8/12 

      

授業の理解度（よく

わかる、だいたいわ

かると回答した率） 

小 ％           

中 ％           

高 
％ 

  41.3 

（高３）

      

前回調査との同一

問題に関する平均

正答率 

小 ％           

中 ％           

高 ％           

②全国学力・

学習状況調

査の結果 

授業の理解度（よく

わかる、だいたいわ

かると回答した率） 

小６ 
％ 

  
  

  国 78.1 

算 77.2 

  

中３ 
％ 

  
  

  国 65.8 

数 64.0 

  

過去の調査との同

一問題について、

今回の調査結果が

上回った割合 

小６ 
  

  
  

  国 6/6 

算 6/7 

  

中３ 
  

  
  

  国 7/8 

数 3/4 

  

③生徒の学

習到達度調

査（ PISA ）の

結果 

数学的活用能力 

  

    OECD平均

より高得点

G 

  

  

読解力       OECD平均     

科学的活用能力       上位 G     

問題解決能力        －    

④習熟度別

指導を実施し

ている学校の

割合 

小 
％ 

  
80.7 82.7  － 

  

中 
％ 

  
73.1 74.4  － 

  

２－１－２ 

国際社会で主体

的に行動すること

ができる能力の

基礎を育成する

ために国際理解

教育を推進する

体制を整備する

とともに、「英語が

使える日本人」の

育成のための行

動計画に基づ

き、「英語が使え

る日本人」を育成

する体制を確立

する。 

小学６年における英語活動実施状況 
％ 

88.3 

（H15 年度）
93.6 95.8 97.1 

  「英語が使える日本

人」の育成のための行

動計画の中に記載さ

れている指標のうち、

学校教育において児

童・生徒が英語を学習

するための体制の整

備に関するものを指標

とした。また、体制を整

備した結果を図る指標

として、生徒の学力の

向上を取り上げた。 

ポイント ０ 5.3 7.5 8.8 
  

中学３年の授業における ALT の参加率 
％ 

20.2 

（H15 年度）
23.3 25.5 26.3 

  

ポイント ０ 3.1 5.3 6.1   

高校３年の授業におけ

るＡＬＴの参加率 

国際コース 
％ 

21.6 

（H15 年度）
23.4 24.4 25.1 

  

ポイント ０ 1.8 2.8 3.5   

その他の学科 
％ 

7 

（H15 年度）
10.4 10.1 10.6 

  

ポイント ０ 3.4 3.1 3.6   

英語教員の英語力（中学校教員：英検準 1

級程度の英語力を持つ教員の割合） 
％ 

24.8 

（H18 年度）
 － 24.8 26.6 

  

ポイント ０   ０ 1.8   

英語教員の英語力（高等学校教員：英検準

1級程度の英語力を持つ教員の割合） 
％ 

48.4 

（H18 年度）
 － 48.4 50.6 

  

ポイント ０   ０ 2.2   

生徒の英語力（中学生：英検３級程度の英

語力を持つ生徒の割合） 
％ 

33.7 

（H18 年度）
 － 33.7 32.4 

  

ポイント ０   ０ -1.3   

生徒の英語力（高校生：英検準 2 級～2 級

程度） 
％ 

27.8 

（H18 年度）
 － 27.8 30.3 

  

ポイント ０   ０ 2.5   
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２－１－３ 

児童生徒の主体

的な学習活動や

読書活動が充実

するよう学校図書

館の機能の充

実・強化を図る。 

①公立小・中学校全体で全校一斉読書活

動を実施している学校の割合 ％ 

－ 

 

（18 年度) 

89.8 91.2 － 

－ 

 

（22 年度) 

①読書活動の取組の

状況を評価する指標と

して、学校で実施でき

る代表的な活動として

の全校一斉読書活動

の実施割合を用いた。

②学校図書館の機能

の発揮を図る上で、蔵

書の充実は必須であ

り、その増加冊数を指

標として用いた。 

②公立小・中学校図書館の蔵書数 

百万冊

－ 

 

（18 年度) 

254 257 － 

－ 

 

（22 年度) 

２－１－４ 

学校における教

育の情報化が充

実するよう、概ね

全ての学校のＩＣ

Ｔ環境の整備・充

実を図る。 

学校のＩＣＴ環境の整備

状況 

教育用コンピュー

タ１台あたり児童

生徒数 

人/台

  

8.1 7.3 7.0 

  ・「ＩＴ新改革戦略」（平

成 18 年１月ＩＴ戦略本

部） 

・「重点計画 2008」（平

成 20 年８月ＩＴ戦略本

部） 

校内ＬＡＮ整備率 ％   50.6 56.2 65.2   

超高速インターネ

ット接続率  
％ 

  
－ 35.0 51.8 

  

教員の校務用コン

ピュータ整備率 
％ 

  
33.4 43.0 57.8 

  

２－１－５ 

学校における教

育の情報化が充

実するよう、概ね

全ての教員がコ

ンピュータを使っ

て指導できるよう

にする。  

コンピュータを使って指

導ができる教員の割合

（％） 

１．教育効果をあ

げるには、どの場

面にどのようにし

てコンピュータや

インターネットなど

を利用すればよい

かを計画する。 

％ 

  

  57.6 60.5 

  ・「ＩＴ新改革戦略」（平

成 18 年１月ＩＴ戦略本

部） 

・「重点計画 2008」（平

成 20 年８月ＩＴ戦略本

部） 

２．授業で使う教

材や資料などを集

めるために、インタ

ーネットやＣＤ－Ｒ

ＯＭなどを活用す

る。          

％ 

  

  77.3 78.6 

  

３．授業に必要な

プリントや提示資

料を作成するため

に、ワープロソフト

やプレゼンテーシ

ョンソフトなどを活

用する。 

％ 

  

  74.0 75.5 

  

４．評価を充実さ

せるために、コン

ピュータやデジタ

ルカメラなどを活

用して児童の作

品・学習状況・成

績などを管理し集

計する。 

％ 

  

  68.5 70.8 

  

５．学習に対する

児童の興味・関心

を高めるために、

コンピュータや提

示装置などを活用

して資料などを効

果的に提示する。 

％ 

  

  56.4 58.7 

  

６．児童一人一人

に課題を明確に

つかませるため

に、コンピュータや

提示装置などを活

用して資料などを

効果的に提示す

る。 

％ 

  

  51.0 53.8 
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７．わかりやすく説

明したり、児童の

思考や理解を深

めた り す るため

に、コンピュータや

提示装置などを活

用して資料などを

効果的に提示す

る。 

％ 

  

  52.4 55.1 

  

８．学習内容をまと

める際に児童の知

識の定着を図るた

めに、コンピュータ

や提示装置などを

活用して資料など

をわかりやすく提

示する。 

％ 

  

  50.4 53.2 

  

９．児童がコンピュ

ータやインターネ

ットなどを活用し

て、情報を収集し

たり選択したりでき

るように指導する。 

％ 

  

  66.3 66.7 

  

10．児童が自分の

考えをワープロソ

フトで文章にまと

めたり、調べたこと

を表計算ソフトで

表や図などにまと

めたりすることを指

導する。 

％ 

  

  56.2 57.6 

  

11．児童がコンピ

ュータやプレゼン

テーションソフトな

どを活用して、わ

かりやすく発表し

たり表現したりでき

るように指導する。 

％ 

  

  48.8 51.2 

  

12．児童が学習用

ソフトやインターネ

ットなどを活用し

て、繰り返し学習

したり練習したりし

て、知識の定着や

技能の習熟を図

れるように指導す

る。 

％ 

  

  54.1 55.7 

  

13．児童が発信す

る情報や情報社

会での行動に責

任を持ち、相手の

ことを考えた情報

のやりとりができる

ように指導する。 

％ 

  

  63.8 66.0 

  

14．児童が情報社

会の一員としてル

ールやマナーを守

って、情報を集め

たり発信したりでき

るように指導する。 

％ 

  

  65.2 67.4 

  

15．児童がインタ

ーネットなどを利

用する際に、情報

の正しさや安全性

などを理解し、健

％ 

  

  65.7 67.7 
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康面に気をつけて

活用できるように

指導する。 

16．児童がパスワ

ードや自他の情報

の大切さなど、情

報セキュリティの基

本的な知識を身に

つけることができる

ように指導する。 

％ 

  

  56.3 59.4 

  

17．校務分掌や学

級経営に必要な

情報をインターネ

ットなどで集めて、

ワープロソフトや表

計算ソフトなどを

活用して文書や資

料などを作成す

る。          

％ 

  

  71.0 74.1 

  

18．教員間、保護

者・地域の連携協

力を密にするた

め、インターネット

や校内ネットワー

クなどを活用して、

必要な情報の交

換 ・共有化を図

る。 

％ 

  

  52.6 57.2 
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施策名 豊かな心の育成 

施策の概要 
他人を思いやる心、生命や人権を尊重する心、自然や美しいものに感動する心、正義感や公正さを重ん

じる心、勤労観・職業観など、子どもたちに豊かな人間性と社会性を育むための教育を実現する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
引き続き「心のノート」の配付等により道徳教育の推進を図るともに、モデル事業や調査研究事業の実施

等を通じ、体験活動や人権教育、キャリア教育の充実に向けた取組を行った。  
いずれの達成目標も達成度合いの評価について、「想定した以上に達成」ないし「想定どおり達成」とな

っており、全体的に順調に進展していると判断できる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達 成 目 標 ・ 指 標 の

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

達成目標２－２

－１ 

他人を思いやる

心や生命を尊重

する心、自然や

美しいものに感

動する心、正義

感や公正さを重

んじる心など児

童生徒の豊かな

心をはぐくむた

め、学習指導要

領の趣旨を踏ま

えた道徳教育を

推進する。 

「児童生徒

の心に響く

道徳教育

推進事業」

の成果を教

育委員会

が主催する

協議会や

研 修 等 で

活用した割

合 

％ - - - 79  「児童生徒の心に響く道

徳教育推進事業」は、道

徳教育の効果的な指導

方法等を実際の小中学

校で行う研究指定校事

業であり、その成果を全

国的に還元・波及させる

ことが極めて重要であ

り、本事業の成果を活用

した割合を指標とするこ

とが妥当と考える。 

道徳教育の充実のため

には、年間３５時間実施

する「道徳の時間」の授

業時数をしっかりと確保

することが必要不可欠で

あるため。 

  （18 年度）       （22 年度） 

達成目標２－２

－２ 

児童生徒の豊

かな人間性や社

会性、人権尊重

の意識を育むた

め、小学校にお

ける一週間程度

の宿泊自然体

験活動等をはじ

めとした学校に

おける体験活動

や、人権感覚を

身に付ける教育

を推進する。 

学 校 に お

い て 体 験

活 動 を 実

施している

平均日数

（小学校） 

日 - - 8.2 -   ・１週間程度の宿泊体験

活動等をはじめとした学

校における体験活動の

推進を目標としているた

め、全学校種における体

験活動実施日数を指標

として設定した。 

・学校における人権活動

を身に付ける教育の推

進を達成目標としている

ため、人権教育総合推

進地域、人権教育研究

指定校の指定地域及び

指定校の取組の成果

を、教育委員会の研修

や研究協議において普

及を図った割合を指標と

して設定した。 

 （18 年度）       （22 年度） 

学 校 に お

い て 体 験

活 動 を 実

施している

平均日数

（中学校） 

日 - - 7.2 -   

 （18 年度）       （22 年度） 

学 校 に お

い て 体 験

活 動 を 実

施している

平均日数

（ 高 等 学

校） 

日 - - 7.8 -  

 （18 年度）       （22 年度） 

豊 か な 体

験活動推

進事業指

定校数 

校 - 929 923 1171   

 （18 年度）       （22 年度） 

人 権教育

総合推進

地域、人権

教育研究

指定 校 の

成 果 の う

ち、教育委

員会 が研

修や協議

会 等 で 普

及を図った

割合 

％ - 70 68 72   

 （18 年度）       （22 年度） 

達成目標２－２

－３ 

児童生徒が望ま

しい勤労観、職

業観を身に付

け 、個々の能

力・適性に応じ

て主体的に進路

を選択すること

ができるようにす

るため、職場体

職場体験

の実 施状

況（公立中

学校） 

％ - 91.9 94.1 95.8   学校におけるキャリア教

育の充実度を測る上で、

キャリア教育の中核をな

す職場体験。インターン

シップの実施状況の推

移が参考指標になると考

えたため。 

 （17 年度）       （19 年度） 

インターン

シップの実

施状況 

（公立全日

制高等学

校） 

％ - 63.7 66.5 68.1   

 （17 年度）       （19 年度） 
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験やインターン

シップ（就業体

験）の取組等を

通じ、高等学校

等におけるキャ

リア教育の充実

を図る。 

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
児童生徒の豊かな人間性や社会性を育み、自然の中での長期宿泊体験活動や社会奉仕活動など様々

な体験活動を推進するため、引き続き「豊かな体験活動推進事業」を実施するための経費を概算要求に盛
り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,079百万円） 
学校における人権教育を推進するため、引き続き、「人権教育開発事業」を実施するための経費を概算

要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：201百万円） 
児童生徒が勤労観・職業観を身につけ、主体的に進路を選択・決定できるようにするため、小・中学校の

発達段階に応じた組織的・系統的なキャリア教育プログラムの開発等の調査研究を実施する「発達段階に
応じたキャリア教育支援事業」を実施するための経費を概算要求に盛り込んだ。 
(平成21年度予算額：55百万円) 
高等学校(特に普通科)におけるキャリア教育の充実、外部の専門的な人材の配置及びその活用方法、

卒業者及び中退者へ支援の在り方についての調査研究を図るため、「高等学校におけるキャリア教育の在
り方に関する調査研究」を実施するための経費を概算要求に盛り込んだ。 
(平成21年度予算額：101百万円) 
小学校からの組織的・系統的なキャリア教育を推進するため、小学校におけるキャリア教育の具体的な

指導内容・指導方法に関して、各教科の横断的な関連、各学年が相互に関連した指導の体系化と中学校
における指導との一貫性の確保等を含む指導資料を作成し、全ての小学校に配布する「小学校における
キャリア教育の指導内容の充実」を実施するための経費を概算要求に盛り込んだ。 
  (平成21年度予算額：15百万円) 
【業務改善】 
平成20年３月の小・中学校学習指導要領の改訂を踏まえ、「心のノート」の内容の改善を図るとともに、改

訂の趣旨について全国の道徳教育担当者を対象に説明を行うことなどにより「心のノート」の活用の推進を
図った。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本方針
2008 

平成20年６月27日
閣議決定 

２．未来を切り拓く教育 
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定す
る「教育振興基本計画」に基づき、我が国の未来を
切り拓く教育を推進する。その際、新学習指導要
領の円滑な実施、特別支援教育・徳育の推進、体
験活動の機会の提供、教員が一人一人の子どもに
向き合う環境作り、学校のＩＣＴ化や事務負担の軽
減、教育的観点からの学校配置、定数の適正化、
学校支援地域本部、高等教育の教育研究の強
化、競争的資金の拡充など、新たな時代に対応し
た教育上の諸施策に積極的に取り組む。 

教育振興基本計画 
平成 20年７月１日閣
議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組む
べき施策 
◇ 道徳教育の推進 
◇ 勤労観・職業観や知識・技能をはぐくむ教育
（キャリア教育・職業教育）の推進 
◇ 体験活動・読書活動等の推進 
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施策名 児童生徒の問題行動等への適切な対応 

施策の概要 
学校・家庭・地域社会が一体となって、学校における暴力行為・いじめ等の問題行動及び不登校を解決

する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
児童生徒の問題行動等に適切に対応するため、「問題を抱える子ども等の支援事業」、「スクールカウン

セラー活用事業補助」、「子どもと親の相談員の配置」、「児童生徒の自殺予防に向けた取組に関する調査
研究」の事業等を実施した。  
６つの判断基準のうち５つの基準が「想定どおり達成」、１つの基準が「一定の成果があがっているが、一

部については想定どおり達成できなかった」となっており、全体として順調に進展していると判断できる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

達成目標２－

３－１ 

いじめや暴力

行為、不登校

など児童生

徒の問題行

動等に適切

に対応するた

め、学校内外

における相談

体制の整備

を進めるとと

もに、関係機

関等と連携し

た取組を進め

る。 

「少年非行等の概

要」（警察庁調べ）

の「いじめに起因す

る事件」において、

被害少年が相談し

なかった割合 

％ - 35.5 21.9 15.0   各事業等は、学校内外の

相談体制の整備を進める

とともに、関係機関と連携

した取組を進めることによ

り、各学校が、暴力行為、

いじめ等の問題行動や不

登校に適切に対応できるよ

うにすることを目的としてい

る。このため、児童生徒の

問題行動等生徒指導上の

諸問題に関する調査及び

「少年非行等の概要」（警

察庁調べ）から、各事業等

の成果と考えられる指標を

設定する。 

 （19 年度）       （22 年度） 

いじめの認知件数

に占める、いじめの

解消しているものの

割合 

％ - - 80.9    

 （19 年度）       （22 年度） 

いじめの認知件数

に占める、いじめら

れた児童生徒が誰

にも相談していな

い件数の割合 

％ - - 10.2    

 （19 年度）       （22 年度） 

学校におけるいじ

めの問題に対する

日常の取組のうち、

地域の関係機関と

連携協力した対応

を図った学校数の

割合 

％ - - 14.5    

 （19 年度）       （22 年度） 

不登校児童生徒数

に占める、指導の

結果登校する又は

できるようになった

児童生徒の割合 

％ - 30.1 30.4 30.5  

 （19 年度）       （22 年度） 

不登校児童生徒数

に占める、学校内

外の相談機関等で

相談、指導、治療

を受けた児童生徒

の割合 

％ - 66.9 65.6 67.1  

 （19 年度）       （22 年度） 

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
教育委員会やＮＰＯ等の民間団体等に対して、児童生徒の問題行動等への対応に当たって、①未然

防止、早期発見・早期対応につながる取組、②関係機関等と連携した取組、③教育支援センター（適応
指導教室）を活用した取組、④教育プログラム等の開発のため、「問題を抱える子ども等の支援事業」を実
施するための経費を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：956百万円の内数） 
学校における教育相談体制を整備するため、中学校へのスクールカウンセラーの配置を引き続き行うと

ともに、小学校へのスクールカウンセラーの配置を拡充するための予算、都道府県等が行っている電話相
談体制の充実を図るための予算、子どもと親の相談員等を配置するための予算、教育分野の知識に加え
て社会福祉等の専門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを活用するための予算を概算
要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：14,261百万円の内数） 
いじめの未然防止や問題解決に資するよう、①いじめ等の問題行動が生じた際に、外部の専門家等の

協力を得た効果的な対応方法の在り方、②適切な人間関係の構築方法等に係る優れた教育実践・外部
人材の活用・異年齢交流の取組、③中・高校生のいじめをなくすための自主的・主体的な活動支援、等に
ついて調査研究をする「いじめ対策緊急支援総合事業」を実施するための経費を概算要求に盛り込ん
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だ。 
（平成21年度予算額：105百万円） 
児童生徒の自殺問題について、①教師に対する自殺予防に関する正しい知識の普及、②児童生徒を

直接対象とした自殺予防プログラムの検討、③地域や家庭とも連携した児童生徒の自殺予防への対応
策、等について調査研究をする「児童生徒の自殺予防に向けた取組に関する調査研究」を実施するため
の経費を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：62百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本
方針 2007 

平成 19 年６月 19 日 
（閣議決定） 

「いじめ、不登校、児童虐待や「キレる」言動、非行
などの問題行動への対応等を進める」 

教育再生会議 

第二次報告 
（平成 19 年６月１日） 
第三次報告 
（平成19年12月25日）
最終報告 
（平成 20 年１月 31 日） 

「不登校の子供や、家庭に困難な問題を抱える子
供にきめ細かな対応をする」 

自殺総合対策大綱 
平成 19 年６月８日 
（閣議決定） 

「スクールカウンセラーや「子どもと親の相談員」の配
置など学校における相談体制の充実」、「子どもがい
つでも不安や悩みを打ち明けられるような全国統一ダ
イヤルによるいじめなどの問題に関する電話相談体制
について地方公共団体を支援」 
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施策名 青少年の健全育成 

施策の概要 
青少年の心と体の健全な発展を促し、自主性・社会性や正義感・倫理観を持った豊かな人間性を育む

ため、青少年の自立への支援、青少年を取り巻く有害環境対策の推進、自然体験活動の充実、子どもの
読書活動の推進、青少年の国際交流の推進等により、青少年の健全な育成を推進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
青少年の自主性や社会性、豊かな人間性を育むため、「青少年の意欲向上・自立支援事業」、「子ども

読書応援プロジェクト」の実施の他、有害情報対策の推進体制整備、自然体験活動や青少年の国際交流
推進に向けた取組等を行った。  
青少年を取り巻く有害情報対策の推進等、想定した以上に進展が見られるものがあり、全体的に見て想

定通り目標を達成していると判断できるが、自然体験活動の推進等、一部についてはやや遅れも見られ
る。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
次代を担う自立した青少年の育成を図るため、小学校における長期自然体験活動の指導者養成等必

要な支援に取り組むとともに、青少年の様々な課題に対応した体験活動を推進する「青少年体験活動総
合プラン」に、540百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：203百万円） 

 青少年を取り巻くメディアの有害情報をめぐる深刻な問題に対応して、全国的な有害環境対策の推進体
制を整備するとともに、有害情報に係る犯罪・被害・トラブルの事例に関する映像資料の作成や所要の調
査を行う「青少年を取り巻く有害環境対策の推進」に、501百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：214百万円） 
国民の間に広く子どもの読書活動について関心と理解を深めるため、子ども読書ボランティアを養成す

る等、子どもの読書活動の推進体制の整備及び普及・啓発に向けた取組を実施する「子ども読書応援プロ
ジェクト」に、488百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：155百万円） 

【機構・定員要求】 
青少年を取り巻く有害情報環境対策を強化するため、有害情報対策調整係長（１名）の新設、有害情報

対策推進係長（１名）、同係員（１名）の新設を要求することとした。（措置なし） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における
福田内閣総理大臣施
政方針演説 

平成20年１月18日

（安全・安心の確保） 
安全で安心な暮らしには治安に対する信頼が欠かせま
せん。 
インターネットの有害情報の排除や組織犯罪の資金の
監視・取締りを強化・・ 
（明日を担う人材の育成〉 
国民の皆様から信頼される公教育を確立するため、・・・
（中略）・・・体験活動やスポーツ、徳育にも力を入れます。

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成20年６月27日
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の
構築 
２．未来を切り拓く教育 
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する「教
育振興基本計画」に基づき、・・（中略）・・・体験活動の
機会の提供・・・（中略）・・・など、新たな時代に対応した
教育上の諸施策に積極的に取り組む。 
・ 新たに策定する「青少年育成施策大綱」に基づき、青
少年の健全育成を図る。 
３．良好な治安と災害に強い社会の実現等 
・ 「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」等に基づ
き、地域の絆を再生しつつ非行や犯罪から子どもを守
る取組、インターネット上の違法・有害情報や・・・（中
略）・・・また、犯罪対策の新計画を平成 20 年度末まで
に策定する。 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

（３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 
① 学校・家庭・地域の連携・協力を強化し、社会全体の
教育力を向上させる 
◇ 青少年を有害環境から守るための取組の推進 
  インターネットや携帯電話、出版物等の各種メディア上
の有害情報が深刻な問題となっていることを踏まえ、関
係府省が連携して社会の有害環境から子どもたちを守
るための取組の体制を整備し、・・・(中略)・・・インターネ
ット上の違法有害情報対策について検討を行う。・・・
(中略)・・・保護者をはじめとする関係者の意識向上に
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向けた啓発活動を実施し、保護者のフィルタリングの認
知率を大幅に向上させ、子どもが使用する携帯電話等
において、原則としてフィルタリングが利用されることを
目指す。 
（４）特に重点的に取り組むべき事項 
◎ 豊かな心と健やかな体の育成 
○ 道徳教育や伝統・文化に関する教育、体験活動等の
推進 
  全国の小学校、中学校及び高等学校において、自然
体験活動や集団宿泊体験、職場体験活動、奉仕体験
活動、文化芸術体験活動といった様々な体験活動を行
う機会の提供について関係府省が連携して推進すると
ともに、子どもの読書活動を推進する。 
◎ 地域全体で子どもたちをはぐくむ仕組みづくり 
○ 放課後等の子どもたちの学習活動や体験活動等の場
づくり 
放課後や週末等に子どもたちの安全・安心な活動拠
点を設け、学習活動や体験活動等の場や適切な遊び
及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る「放課
後子どもプラン」などの取組を通じ、広く全国の小学校
区で放課後等の子どもたちの学習活動や体験活動等
の場づくりが実施されるよう促す。 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の     

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

青少年の自主性

や社会性等を育

む、青少年の自立

のための支援体

制の整備を推進

する。 

ひきこもり青年、不登

校児童・生徒、ニート

等の自立に支援を要

する青少年を対象と

した体験活動の取組

を実施した都道府県

数・事業数（事業数カ

ッコ書きで表示） 

ヶ所 31（96） 31（96） 36（112） 40（138） 47 ・ 左記達成目標は、青少年

育成施策大綱（平成15年 12

月青少年育成推進本部）の

考え方に基づく。 

・ 左記指標は、自立した人

間として成長することを支援

するため、青少年の行動の

原動力である意欲や、職業

的自立の礎となる社会性を

育む自然体験や社会体験な

ど体験活動の充実を図ること

を目的としていることから設

定。 

  （17 年度）   （24 年度） 

（内訳） 

ひきこもり青年対象 

ヶ所 10 10 13 15 47 

  （17 年度）       （24 年度） 

ヶ所 13 13 17 22   

  （17 年度）         

（内訳） 

ニート対象 

ヶ所 ４ ４ 12 15 47 

  （17 年度）       （24 年度） 

ヶ所 ４ ４ 12 27   

  （17 年度）         

（内訳） 

不登校児童・生徒対

象 

ヶ所 29 29 28 35 47 

  （17 年度）       （24 年度） 

ヶ所 64 64 63 83  

  （17 年度）       

青少年を取り巻く

有害情報の関する

問題性や注意事

項等についての

啓発、地域での有

害情報から青少年

を守る取組を推進

し、青少年を取り

巻く有害環境対策

を推進する。 

当該年度に青少年を

取り巻く有害環境対

策に係わる推進体制

を整備した都道府県

数 

ヶ所 11 21 28 32 47 ・ 左記達成目標は、青少年

育成施策大綱（平成15年 12

月青少年育成推進本部）の

考え方に基づく。 

・ 左記指標は、青少年を取

り巻くメディア上の有害情報

をめぐる問題の深刻化を踏ま

え、青少年がメディア対応能

力等の育成を行うことにより、

青少年を取り巻く有害環境

対策の推進を図っていること

から、都道府県数を設定。ま

た、有害情報に関する啓発

の効果を図るため、フィルタリ

ングサービスの利用者実績

を設定。 

  （16 年度）       （24 年度） 

携帯電話・ＰＨＳ事業

者各社のフィルタリン

グサービス利用者数

実績 

人 631,000   631,000 2,101,000 子どもが使

用する携帯

電話等にお

いて、原則と

してフィルタ

リングが利用

されることを

目指す。 

  （18 年度）       （24 年度） 

青少年の豊かな

人間性を育むた

め、自然体験活動

の機会を増加させ

る。 

自然体験活動の指

導者の養成・登録制

度 

人 2,417 3,194 10,531 2,720   ・ 左記達成目標は、青少年

育成施策大綱（平成15年 12

月青少年育成推進本部）の

考え方に基づく。 

・ 左記指標は、青少年の豊

かな人間性を育むために、

青少年に多様な体験活動の

機会と場を提供する必要が

あることから設定。 

  （14 年度）       （19 年度） 

青少年の国際交

流を通じ、我が国

及び各国における

青少年及び青少

年育成指導者相

互間の理解の向

上を図るための取

組を推進する。 

海外に青少年を派

遣、招へいした国・人

数 

人 ３国（米、英、

独）168 

４国（米、英、

独、韓）89 

４国（米、英、

独、韓）152

４国（米、英、

独、韓）185 

  ・ 左記達成目標は、青少年

育成施策大綱（平成15年 12

月青少年育成推進本部）の

考え方に基づく。 

・ 左記指標は、青少年交流

事業の成果は中長期的に現

れるものであり、ある年度の

終了時点においてその年度

の事業の効果を把握でき

ず、周辺的なデータにより判

断せざるを得ないことから設

定。 

  (11 年度)       (21 年度) 

当該年度における交

流事業プログラムの

満足度（交流後実施

したアンケートにおい

て、「満足した」「まあ

満足した」と回答した

者の割合） 

％ 米 － 

英 － 

独 － 

韓 100.0 

  米 － 

英 － 

独 － 

韓 100.0 

米 93.6 

英 － 

独 － 

韓 97.8 

  

  (18 年度)       (21 年度) 
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地域のボランティ

ア団体、青少年団

体等と連携・協力

を促し、多様な体

験活動を行うこと

ができる継続的活

動の場（居場所）

を構築することに

より、非行等の問

題を抱える青少年

の立ち直りを支援

する。 

構築された場の数 ヶ所 60 70 71 82   ・ 左記達成目標は、青少年

育成施策大綱（平成15年 12

月青少年育成推進本部）の

考え方に基づく。 

・ 左記指標は、非行等の問

題を抱える青少年の立ち直り

支援策として、地域ボランテ

ィア団体、青少年団体、スポ

ーツクラブ等と連携・協力し、

社会奉仕活動や体験活動、

スポーツ活動などを行うこと

ができる継続的活動の場を

構築することから設定。 

  （16 年度）       （19 年度） 

子どもの読書活動

に関する社会的機

運の醸成を図ると

ともに、地域にお

ける子どもの読書

活動推進体制の

整備を推進する。 

子ども読書地域フロ

ンティア事業の参加

者数 

（平成 18 年度までは

全国子ども読書フェ

スティバルの参加者

数） 

人 岡山 

約 8,000 

東京 

約 1,500 

京都  

2,849 

熊本  

3,000 

沖縄 

21,134 

愛知  

5,523 

三重 

約 4,500 

鳥取 

約 6,000 

高知 

約 2,300 

  ・ 左記達成目標は、青少年

育成施策大綱（平成15年 12

月青少年育成推進本部）及

び子どもの読書活動の推進

に関する基本的な計画（平

成 20 年３月 11 日閣議決定）

の考え方に基づく。 

・ 左記指標は、「子どもの読

書活動の推進に関する法

律」に基づく「子どもの読書

活動の推進に関する基本的

な計画」を踏まえ、子どもが

自主的に読書活動を行うこと

ができるよう、子どもの読書活

動に関する社会的気運の醸

成を図るとともに、地域にお

ける子どもの読書活動推進

体制の整備を目的としている

ことから設定。 

    (15 年度)       (20 年度) 

  子どもの読書活動推

進計画の策定状況 

ヶ所 5 都道府県

17 市町村 

46 都道府県

294 市町村

47都道府県

431 市町村

47 都道府県

569 市町村

47 都道府県 

1827 市町村 

      (14 年度)       (23 年度) 

 

553



施策名 健やかな体の育成 

施策の概要 
児童生徒が心身ともに健やかで安全に成長していくことができるよう、学校・家庭・地域が連携して心身

の健康と安全を守ることのできる体制の整備を推進するとともに、児童生徒が自らの心身の健康をはぐく
み、安全を確保することのできる基礎的な素養の育成を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「学校保健の分野」については、薬物乱用等の問題について総合的に解説した啓発教材の作成・配付

等、児童生徒の様々な健康問題に対応するための施策を実施し、公立中・高等学校における薬物乱用防
止教室の開催状況については、進捗にやや遅れが見られるものの、公立学校における学校保健委員会の
設置率が年々上昇しているなど当初の達成目標を概ね想定どおり達成していると考えられる。 
「食育・学校給食」に関しては、「食育推進プラン」として、栄養教諭を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業や学校給食における地場産物活用に関する事業等を実施すること等により、栄養教
諭の配置が年々増加し、学校における食に関する指導体制が着実に整備されてきていることなどから、当
初の達成目標を概ね想定どおり達成していると考えられる。 
「学校の安全確保」については、「子ども安心プロジェクト」として、地域ぐるみで学校安全確保に取り組む

体制の整備等、学校安全の充実を図るための事業等を実施すること等により、防犯マニュアルの活用、子
どもの安全対応能力の向上を図るための取組、地域のボランティアによる学校内外の巡回・警備が行われ
ている小学校の割合が年々増加しており、当初の達成目標を概ね想定どおり達成していると考えられる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方 （年度） 17 年度 18年度 19 年度 （年度） 

児童生徒の心身の

健康課題に対応

するため、学校保

健を充実するため

の取組を推進す

る。 

学校保健委員会の

設置率 

（公立学校全体） 

％ - 80.6 81.9 83.9 - 

すべての学校に

おいて取組が推

進されることを目

標 と し て お り 、

100％を目指して

いる。 

薬物乱用防止教室

の開催率 

（公立の中学校） 

％ - 59.5 60.9 集計中 - 

薬物乱用防止教室

の開催率 

（公立の高等学校） 

％ - 71.5 72.6 集計中 - 

児童生徒が食に関

する正しい知識や

望ましい食習慣を

身につけることが

できるよう、学校給

食と関連づけた効

果的な食に関する

指導及び指導体

制の整備を推進す

る。 

栄養教諭配置数 

（栄養教諭配置数の

増加率） 

名 
- 

34 359 986 
- 

学校給食における

地場産物の使用

割合について、食

育推進基本計画

において、30％以

上とすることを目

指すとされている。

％ 955.9 174.7 

学校給食における

地場産物の使用割

合 
％ - 23.7 － 調査中 - 

学校における児童

生徒の安全を確保

するため、地域ぐ

るみで子どもの安

全を守る体制の整

備や子どもたち自

身に危険を予測・

回避する能力を習

得させる取組を推

進する。 

防犯マニュアルを活

用している学校の割

合 

％ - 97.5  97.7 調査中 - 

すべての学校に

おいて取組が推

進されることを目

標 と し て お り 、

100％を目指して

いる。 

子どもの安全対応能

力の向上を図るため

の取組 

％ -  80.4  80.6 調査中 - 

地域のボランティア

による学校内外の巡

回・警備が行われて

いる小学校の割合 

 

％ 
-  86.7 91.0 調査中 - 

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
学校保健 
各学校において、薬物乱用防止教育を含めた学校保健の取組を充実し、子どもの心身の健康の保持増

進を図るため、「学校すこやかプラン」として、728百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：467百万円） 

学校安全 
各学校において、学校安全の取組を適切に実施し、子どもたちが安心して安全に過ごすことができる環

境の整備を図るため、「子ども安心プロジェクト」として、2,023百万円を概算要求に盛り込んだところ、「地域
ぐるみ学校安全体制整備推進事業」については、他の教育関係のモデル事業と合わせ、「学校・家庭・地
域の連携協力推進事業（補助事業）」のメニューの１つに統合している。 
（平成21年度予算額：137百万円 補助事業分14,261百万円の内数） 

食育・学校給食 
各学校において、学校・家庭・地域が連携し、栄養教諭を中核とした食に関する指導を実施し、子どもた

ちが健全な食習慣を身につけることができるよう、栄養教諭を中核とした食育推進事業等をはじめとする
「食育推進プラン」として、630百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：491百万円） 

【機構・定員要求】 
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学校保健に関する取組をさらに強化するため、専門官１名、係長１名、係員１名の新設を要求した。 
（専門官１名、係長１名、係員１名措置） 

【制度改正】 
学校保健、学校安全、食育・学校給食の推進を図るため、第169回通常国会において、「学校保健法等

の一部を改正する法律」が成立し、平成21年４月に施行予定。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

新健康フロンティア戦略 
平成 19 年４月 18 日 
新健康フロンティア戦略
賢人会議決定 

Ⅲ．戦略の具体的内容 
第１部．国民自らがそれぞれの立場に応じて行う
健康対策 
２．女性を応援する健康プログラム 
（１） 女性の健康的な「自分」づくりの支援 
① 思春期の女性に対する支援 
・ 健康を守るために関する知識の普及啓発・食
育の推進 
・ 過度なダイエットによる健康リスクに関する知
識の普及 
・ 骨粗しょう症及びその予防に関する知識の普
及 
・ 性感染症や人工妊娠中絶の健康リスクに関す
る意識啓発 
・ 学校における歯・口の健康づくりの強化 
・ 健康増進のための運動に関する知識の普及
啓発 
・ 地域保健と連携した、学校での健康教育の推
進 
・ 科学的根拠（エビデンス）に基づいた健康情
報の収集・分析・提供 
・ 喫煙、飲酒、薬物乱用に関する教育及び意識
啓発 

食育推進基本計画 
平成 18 年３月 31 日 
食育推進会議決定 

 

犯罪から子どもを守るため
の対策 

平成17年12月20日（最
終改訂：平成19年 12月
21 日） 
犯罪から子どもを守るた
めの対策に関する関係
省庁連絡会議策定・犯
罪対策閣僚会議了承） 

 

子どもの安全・安心加速化
プラン 

平成 18 年６月 20 日 
犯罪対策閣僚会議・青
少年推進連絡本部合同
会議了承 

 

経済財政運営と構造改革
に関する基本方針 

平成 20 年６月 27 日 
経済財政諮問会議決定

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民
生活の構築  
２．未来を切り拓く教育  
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策
定する「教育振興基本計画」に基づき、我が国
の未来を切り拓く教育を推進する。その際、新
学習指導要領の円滑な実施、特別支援教育・
徳育の推進、体験活動の機会の提供、教員が
一人一人の子どもに向き合う環境作り、学校の
ＩＣＴ化や事務負担の軽減、教育的観点からの
学校の適正配置、定数の適正化、学校支援地
域本部、高等教育の教育研究の強化、競争的
資金の拡充など、新たな時代に対応した教育
上の諸施策に積極的に取り組む。  
・ 新たに策定する「青少年育成施策大綱」に基
づき、青少年の健全育成を図る。  
・ 「食育推進基本計画」に基づき、国民運動とし
て食育を推進する。  
３．良好な治安と災害に強い社会の実現等  
・ 「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」
等に基づき、地域の絆を再生しつつ非行や犯
罪から子どもを守る取組、インターネット上の違
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法・有害情報やサイバー犯罪への対策、組織
犯罪の資金監視・取締りの強化・違法収益の
はく奪、銃器規制の厳格化を図るほか、振り込
め詐欺・悪質商法等の身近な犯罪の撲滅、テ
ロ等への対策、海上保安の確保・密輸阻止等
の水際対策、迅速かつ厳格な出入国審査と不
適正な在留活動の防止等を図るとともに、刃物
規制の在り方を検討する。また、犯罪対策の新
計画を平成 20 年末までに策定する。 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保す
るとともに、質の高い教育環境を整備する 
① 安全・安心な教育環境を実現する 
子どもたちが安全・安心な質の高い空間で
学び、生活できるよう、教育環境の整備に取り
組む。 
【施策】 
◇ 地域のボランティア等との連携による学校内
外の安全確保 
学校や通学路等において子どもたちが安全に
過ごせるよう、学校と地域のボランティアや関係機
関との連携による地域ぐるみで子どもの安全を守
る環境の整備や、子ども自らが安全な行動をとれ
るようにするための安全教育の取組を推進する。
その一環として、小学校におけるスクールガードリ
ーダーを、５校に１人程度の割合で配置すること
を目指す。あわせて、事件・事故や自然災害から
子どもの安全を確保するため、すべての小中学
校において、教育面と管理面から成る学校安全
に関する計画の策定を目指す。 
（４） 特に重点的に取り組むべき事項 
◎ 安全・安心な教育環境の実現と教育への機
会の保障 
○ 学校における安全・安心の確保 
  子どもの安全と安心を確保するため、小・中学
校において教育面と管理面から成る学校安全
と学校保健に関する計画が策定されることを目
指す。あわせて、学校と警察等の関係行政機
関、地域のボランティアや医療機関等との連携
により、子どもの安全・安心や食育など健やか
な心身をはぐくむ取組を推進する。 

社会総がかりで教育再生 

平成 19年６月１日、同年
12 月 25 日 
教育再生会議決定 第
二次・第三次報告 

（第二次報告） 
Ⅰ．学力向上にあらゆる手立てで取り組む 
提言２ 全ての子供にとって分かりやすく、魅力あ
る授業にする 
○ 学校は、学力向上のため、読み書き計算の
反復学習、読書、漢字学習などに積極的に取
り組む。食育をしっかりと位置付け、給食の時
間の指導と合わせて、推進する。 
提言４ 学校が抱える課題に機動的に対処する 
○ 学校は、日常的に危機管理体制を整備し、
事件、事故が発生した場合は、一体となって迅
速に取り組む。 
（第三次報告） 
２．知育と徳育で、健全な子どもを育てる 
（２） 運動・食育・生活習慣が一体となった体力
向上とスポーツの振興を図る 
○ 体育専科教員や学校給食を通じた食育によ
り体力向上を図り、スポーツ長などによりスポー
ツを振興する 
・ （中略）その際、運動、食育、生活習慣が一体
となった取組を行う。特に、食への感謝の念や
学校給食を通した地域文化の理解、郷土への
愛着、日本の食文化の継承などを含め、食育
を充実する。 

学校保健法等の一部を改 平成20年６月18日公布  
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正する法律 
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施策名 地域住民に開かれた信頼される学校づくり 

施策の概要 
地域や子どもたちの実情に応じた教育を可能とする特色ある学校づくりや自主的・自律的な学校運営を

実現するとともに、保護者や地域住民が学校運営の状況について把握し、積極的に参画できるようにす
る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
調査研究事業や協議会・フォーラムの開催等により、学校評価や学校運営協議会制度の充実、および

高等学校教育改革のための取組を実施した。  
全ての達成目標において、概ね想定通り目標を達成する事ができており、全体的にも順調な進捗状況
にあると判断できる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の   

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

学校関係者評価等

の取組の充実を通

じ、保護者や地域

住民等と教職員との

共通理解及び学校

改善に向けた連携・

協力を促す。 

学校評価実

施状況調査

における学

校関係者評

価 実 施 率

（公立学校） 

％ 49.1 － 49.1 － － 学校関係者評価は、

保護者や地域住民な

どの学校関係者が、自

己評価の結果を評価

することを通じ、学校・

家庭・地域が学校の現

状と課題について共

通理解を深めて相互

の連携を促し、学校運

営の改善への協力を

促進することを目的と

して行うものであるた

め。 

また、外部アンケート

は、学校運営に対する

保護者、地域住民等

の意見や要望を把握

するためのものである

ため。 

  (18 年度)     

学校評価実

施状況調査

における外

部アンケート

等 実 施 率

（公立学校） 

％ 88.9 － 88.9 － － 

  (18 年度)     

保護者や地域住民

のニーズを迅速か

つ的確に学校運営

に反映させ、学校・

家庭・地域社会が

一体となったより良

い教育を実現する

ため、保護者や地

域住民が一定の権

限と責任を持って公

立学校運営に参画

できる仕組みである

「学校運営協議会

制度」を活用した取

組が多くの地域で

行われるよう、その

着実な推進を図る。 

調査研究事

業の委嘱校

で学校運営

協議会未設

置校のうち新

規に学校運

営協議会を

設置した学

校数の割合 

％ 0 35 47 52 80 ・ 左記指標の設定根

拠は、事業趣旨が、

「各地域において、学

校運営協議会制度が

円滑かつ効果的に実

施され、新しいタイプ

の学校運営が着実に

推進される」ことである

ことから設定。 

  （16 年度）   （22 年度） 

将来の制度改正を

見据え、新しい教育

システムの提言につ

なげるための調査・

研究を行う。 

新教育シス

テム開発プ

ログラム 採

択案件数 

件 － － 68 75 － 当該事業は、あらかじ

め目標数を定めて実

施しているわけではな

いことから､採択件数を

実績値として表してい

る。 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
学校関係者評価の充実をはじめとする学校評価の充実・改善の推進のため、461百万円を概算要求に

盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：405百万円） 

 学校運営協議会の設置（コミュニティ・スクールの指定）を促進するとともに、制度が円滑かつ効果的に活
用されるようにするためのコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）推進プランについては、研究成果
の発信面を改善するなどした上で、181百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：138百万円） 
生徒や保護者、地域、社会のニーズに対応した特色ある高等学校づくりのため、高等学校教育改革を

推進することとともに、高等学校教育の質の保証・向上が課題となっていることを踏まえ、その取組を進める
ため、このたび事業の枠組みの一部見直しを図り、新たに「高等学校教育改革推進事業」として概算要求
に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：20百万円） 

【機構・定員要求】 
 学校評価の推進及び学校運営協議会の設置の促進を含めた学校運営の改善を支援するため、初等中
等教育局参事官の職務分掌を見直すことを要求した。（平成21年度より参事官の担当事務の変更を措置）
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関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

教育振興基本計画 
平成20年７月１日閣
議決定 

（３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人と
して、社会の一員として生きる基盤を育てる。 
④ 教育委員会の機能を強化するとともに、学校の組織運
営体制を確立する 
◇ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善
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施策名 魅力ある優れた教員の育成・確保 

施策の概要 
児童生徒や保護者からの尊敬と信頼を得られるような優れた資質能力を有する教員を養成・確保すると

ともに、能力と実績に応じた評価と処遇を行うことを通じて教員のやる気と能力を引き出す。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
教員免許更新制が平成 21 年度より円滑に導入できるようにするための体制整備を行ったほか、教員研

修や教員評価システムの改善・充実等を目的とした調査研究事業等を実施した。 
全ての達成目標について、想定通り、もしくは想定した以上に達成することができており、全体的に順調

な進捗状況にあると判断できる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方   （年度） 17年度 18年度 19年度 （年度） 

【達成目標２－７

－１】 

各地域における

教員の養成・採

用・研修の各段

階を通じた取組

を充実し、教員

の資質能力の向

上を図るため、

各都道府県・指

定都市教育委

員会と大学との

連携を推進する 

教員養成改

革モデル事

業及び教職

課程の事後

評価機能の

導入に係る調

査研究の進

捗状況 

％ (19 年度) 85 87.1 ※ (23 年度) 平成 19 年度におい

ては、「教員の資質

向上連絡協議会」と

しては、大学と教育

委員会との連携のた

めの施策としては行

っておらず、「教員の

資質向上連絡協議

会」事前アンケートは

とっていないが、中央

教育審議会教員養

成部会報告に基づく

周知・促進や、大学

及び教育委員会の

担当者の連絡先共

有を図った。 

        

【達成目標２－７

－２】 

教員が最新の知

識技能を修得す

ることを目的とし

て実施される教

員免許更新制

が、平成21年度

より円滑に導入

できるよう、全て

の都道府県にお

いて体制を整備

する 

平成 20 年度

免許状更新

講習プログラ

ム開発委託

事業に応募し

た大学が所在

する都道府県

数 

都道府県

数 

(19 年度) － － 46 (22 年度) 平成19年度の指標と

しては、教員免許更

新制への取組みを広

く促進する観点から、

平成 20 年度に実施

する免許状更新講習

プログラム開発委託

事業への取組みがな

されている大学が所

在する都道府県数及

び平成 19 年度教員

免許管理システム開

発に取り組んだ都道

府県教育委員会数と

した。 

免許管理シス

テム開発補助

金を申請した

都道府県教

育委員会数 

都道府県

教育委員

会数 

(19 年度) － － 47 (22 年度) 

【達成目標２－７

－３】 

国において、研

修を効果的に実

施するための教

員研修評価・改

善システムを開

発・提供すること

により、各都道

府 県 ・ 指 定 都

市・中核市教育

委員会におい

て、教員研修評

価・改善システ

ムを活用した研

修が実施される

ことを促進する。 

教員研修評

価・改善シス

テム開発事業 

  (18 年度) － ※1 ※2 (22 年度) ※1 平成 18 年度は

教員研修の実態及

び研修の評価・効果

測定等に関する調査

研究が完了した。 

※2 平成 19 年度は

教員研修の実際的な

評価・効果測定手法

等及び評価・改善シ

ステムのモデルの研

究開発が完了した。         

【達成目標２－７

－４】 

評価システムの

改善・運用を積

極的に進めるこ

とにより教員の

能力と実績に応

じた評価と処遇

が行われるよう

にする 

新しい教員評

価システムが

既に試行又

は実施されて

い る都道府

県・指定都市

教育委員会

の割合 

％ (18 年度) 90.0 96.8 100.0  公務員制

度改革の

動向を見

ながら検

討 

平成 15 年度より、全

ての都道府県・指定

都市教育委員会に

おいて、新しい教員

評価システムが試行

又は実施されることを

目標として、本事業

の進捗状況を評価し

ている。 
      

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
教員免許更新制の円滑な導入のために、約4,658百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：約1,002百万円） 

【制度改正】 
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教員免許更新制の円滑な導入のために、関係法令等の制度の周知の徹底を図った。 
【業務改善】  
免許状更新講習プログラム開発委託事業の実施により、更新講習の実施に伴う諸課題を検証しその成

果を大学等へ普及した。その結果、平成21年度免許状更新講習について、２月17日現在において、208大
学等の10万人規模の講習を確保することができた。 
教員研修評価・改善システム開発事業で開発したシステムを、各都道府県等へ提供した。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会におけ
る渡海文部科学大臣
所信 

平成 20 年３月 

教員免許更新制の円滑な実施や、指導が不適切な教
員に対する人事管理システムの厳格な運用に取り組むと
ともに、教員評価や現職研修の推進、ＩＣＴ指導力の向上
のための取組などを通じて、教えるプロとしての教師の資
質向上に取り組みます。 

幼稚園、小学校、中学
校、高等学校及び特
別支援学校の学習指
導要領等の改善につ
いて 

平成 20 年１月 17 日
中教審答申 

（教師の資質向上） 
○ 教育基本法第９条は教員の使命や職責、待遇の適
正等に加え、教員の養成と研修の充実等について新
たに規定している。意欲をもった優秀な人材が、教師と
いう職業に魅力を感じ、教職に就くようになるために
は、教員の勤務の実態を踏まえた適切な処遇とメリハリ
のある給与体系の実現や教員評価の処遇への反映な
どの教育条件の整備とともに、教員の養成や研修の改
善が求められる。 
○ この点、平成19年６月に成立した教育職員免許法及
び教育公務員特例法の一部を改正する法律におい
て、教員免許更新制が導入された。教員免許更新制
により、教師に必要な最新の知識・技能を習得し、教
師として自信をもって教壇に立つことが期待される。 
○ また、教材研究や授業研究、教師同士の相互評価と
いった取組は、教師の資質の不断の向上にとって極
めて重要である。前述のとおり、各地の教育センター
がこのような取組を支援することが求められる。 
○ なお、社会の激しい変動や学校教育が抱える課題の
複雑化・多様化等の中で、教師に対する揺るぎない信
頼を確立していくためには、大学における養成段階が
重要であることは言うまでもない。まず、教員養成大
学・学部をはじめとする大学が、子どもたちの思考力・
判断力・表現力等をはぐくむための観察・実験やレポ
ートの作成、論述といった体験的な学習や知識・技能
を活用する学習活動を重視するといった学校教育の
改善の方向性や動向を十分に踏まえる必要がある。そ
の上で、学部段階で、教師として必要な資質・能力を
身に付けさせ、今回創設された「教職大学院」では、よ
り高度な専門性を備えた力量のある教師を養成するこ
とが求められる。大学は、このような使命を十分自覚
し、国民や社会の要請に応える必要がある。なお、教
員養成大学・学部は、附属学校も含めて、効果的な指
導方法についての研究成果などに基づいて、相互の
交流等を通じた継続的な学校への支援が求められると
ともに、特に市町村教育委員会の指導力の向上にも
大きな役割を果たすことが期待される。 

第 166 回国会におけ
る安倍内閣総理大臣
施政方針演説 

平成 19 年１月 26 日
（教育再生） 
…教員の質が教育再生の鍵を握っています。教員免

許の更新制を導入し、適正な評価を行います。… 

第 168 回国会におけ
る安倍内閣総理大臣
所信表明演説 

平成 19 年９月 10 日

（教育再生を具体化する） 
…良き教師を確保するため、メリハリのある教員給与体
系を実現するとともに、教員免許更新制の円滑な実施に
取り組みます。… 

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成20年６月27日 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の
構築 
２．未来を切り拓く教育 
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する
「教育振興基本計画」に基づき、我が国の未来を切り
拓く教育を推進する。その際、新学習指導要領の円滑
な実施、特別支援教育・徳育の推進、体験活動の機
会の提供、教員が一人一人の子どもに向き合う環境作
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り、学校のＩＣＴ化や事務負担の軽減、教育的観点から
の学校の適正配置、定数の適正化、学校支援地域本
部、高等教育の教育研究の強化、競争的資金の拡充
など、新たな時代に対応した教育上の諸施策に積極
的に取り組む。 

教育振興基本計画に
ついて 

平成 20 年７月１日 
閣議決定 

◇ 教員養成・研修等の推進 
・ 学校の責任者である校長をはじめ管理職等の資質向
上のための研修や，重要課題について指導的役割を
担う教員等に対する研修を推進する。また，初任者研
修の効果的な運用をはじめとする教育委員会の行う教
職員研修の充実に向けた取組を促す。              
◇ 教員免許更新制の円滑な実施 
・  教員免許更新制の実施に向けた準備に着実に取り
組むとともに，平成 21 年４月の制度開始後は，円滑に
実施されるよう，周知等必要な取組等を行う。 
◇ 教員評価の推進 
・  学校教育に対する信頼を確保し、教員の資質を向上
させるために、教員評価に関する取組を促す。 

教員免許更新制の運
用について 

平成19年12月25日
中教審教員養成部
会報告 

（５）講習の円滑な実施のための取組み 
・ 免許更新制の円滑な実施に向けて、各地域におい
て、講習の開設主体である大学、免許管理者であると
ともに多くの教員の任命権者である都道府県教育委
員会、知事部局の私学担当、私学関係者、市町村教
育委員会その他関係機関がそれぞれの役割を果たし
つつ、これらの者の間で、講習の開設予定や受講対
象者数等についての相互の情報提供をはじめとした
適切な連携が図られることが期待される。加えて、更新
制の円滑な導入のため、各大学等において講習の試
行が行われることが期待されるが、国により、各大学等
の取組みに対する適切な支援や、この試行のための
講習の受講に対する必要な配慮がなされることが望ま
れる。 
（１）講習の費用負担の在り方 
・ 講習受講者の受講料及び受講に係る交通費等経費
については、教員免許が個人の資格であることをかん
がみれば、本人負担を原則とするべきである。しかしな
がら、免許更新制の導入にかかる国会審議において、
受講費用の負担を軽減するための措置を講ずることと
の指摘があったことを踏まえ、国は、平成 21 年度以降
において必要な予算の確保に努めるべきである。      

衆議院教育再生に関
する特別委員会附帯
決議 

平成 19 年５月 21 日

政府及び関係者は、本法の施行に当たって、次の事
項について特段の配慮をすべきである。 
七 教員免許更新制の円滑な実施に向け、教員及びそ
の他の免許状保持者等に対して制度の十分な周知を
図ること。 
八 免許状更新講習の受講負担を軽減するため、講習
受講の費用負担も含めて国による支援策を検討すると
ともに、へき地等に勤務する教員のための講習受講の
機会の確保に努めること。 
九 大学における教員養成課程の見直しなど、養成・採
用・研修を通じた教員の質の向上に努めるとともに、現
職研修と免許状更新講習との整合性の確保、特に十
年経験者研修の在り方について検討すること。 

参議院文教科学委員
会附帯決議 

平成 19 年６月 19 日

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項
について特段の配慮をすべきである。 
十一、教員免許更新制の円滑な実施に向け、教員及び
その他の免許状保持者等に対して制度の十分な周
知を図ること。また、更新制の導入に伴う免許状授
与原簿の管理システムの構築と運用に当たっては、
遺漏なきよう万全を期すること。 

十二、国公私立のすべての教員の免許状更新講習の受
講に伴う費用負担を軽減するため、受講者の講習
受講の費用負担も含めて、国による支援策を検討
すること。 

十三、教員の資質能力の向上という免許状更新制度の
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趣旨を踏まえ、任命権者は、学校現場の実態に即
し、各教員の受講期間を的確に把握し、教員の安
全と健康に配慮しながら受講機会の確保とともに受
講時の服務の取扱いについても必要な配慮を行うこ
と。 

十四、免許状更新講習の内容については、受講者に対
する事前アンケート調査の実施、講習修了後の受
講者による事後評価及びこれらの公表を行うなど、
受講者のニーズの反映に努めること。また、多様な
講習内容、講習方法の中から受講者が選択できる
ような工夫を講ずること。 

十五、へき地等に勤務する教員や障がいを有する教員
が、多様な免許状更新講習を受講できるよう努める
こと。 

十六、現職研修と免許状更新講習との整合性の確保、
特に十年経験者研修の在り方について検討するこ
と。 

十七、法施行後の実施状況を見極めた上で、現職教員
以外の者であって教員免許状を授与されたことのあ
る者の免許状更新講習の受講要件を拡大する方向
で検討すること。 

十八、大学における教職課程の見直し、社会人の教員
採用など、養成・採用・研修を通じた教員の質の向
上に努めること。 
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施策名 安全・安心で豊かな学校施設・設備の整備推進 

施策の概要 
児童生徒が安心して学習でき、教育内容・方法の多様化や社会のニーズに対応した学校施設・設備の

整備を推進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
平成20年４月１日時点の耐震化率は、公立小中学校施設62.3％、公立幼稚園施設57.8％であり、平成

19 年４月１日時点からの進捗率はそれぞれ 3.7％、3.3％となる。これらを全体棟数により加重平均した結
果、公立小中学校等の耐震化率の平成 19年４月１日時点からの進捗率は約 3.68％となり、児童生徒の安
全を守るとともに災害時に地域住民の避難場所となる公立学校施設の耐震化の必要性等も勘案し、進捗
にやや遅れが見られると判断する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の   

設定根拠・考え方  （年度） 18 年度 19年度 20年度 （年度） 

公立小中学校

施設等の耐震

補強や改築事

業について国

庫補助を行う

こと等により、

地方公共団体

の計画的な取

組 み を 支 援

し、公立小中

学校施設等の

耐震化を重点

的 に推進す

る。 

公立小・中学校

における耐震化

率 

％ 46.6 

（15 年度）

54.7 58.6 62.3 - 学校施設の耐震化の

進捗状況を定量的に

示すことができるもの

として、耐震化率を指

標とすることが適切で

あるため。 

公立幼稚園に

おける耐震化率 

％ 45.2 

（15 年度）

50.5 54.5 57.8 - 

公立小・中学校

における耐震診

断実施率 

％ 35.0 

（15 年度）

67.9 89.4 93.8 - 

公立幼稚園に

おける耐震診断

率 

％ 17.1 

（15 年度）

31.7 63.8 74.9 - 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
公立学校施設整備費として、平成20年度概算要求においては、2,258億円を計上した。 
（平成20年度予算額：1,150億円） 
また、平成20年度補正予算（第一号）及び同補正予算（第二号）において、公立学校施設の耐震化等の

推進のため、所要の予算を計上した。 
（平成20年度補正予算（第一号）1,139億円、同補正予算（第二号）501億円） 
さらに、平成21年度概算要求において、1,935億円を計上した。 
（平成21年度予算額：1,150億円）  
※ 予算額については、内閣府において計上する沖縄分を含む 

【機構・定員要求】 
公立学校の耐震化推進体制を強化するため、耐震化推進企画官（１名）、専門職（１名）の新設を要求し

た。（専門職１名措置） 
【制度改正】 
第169回通常国会において、「地震防災対策特別措置法の一部を改正する法律」が成立し、地震による

倒壊の危険性が高い（Is値0.3未満）公立学校施設の耐震化にかかる国庫補助率が引き上げられるととも
に、あわせて地方財政措置についてもさらなる拡充措置がとられた。 
【業務改善】 
平成20年度補正予算（第一号）の成立を受けて、地震による倒壊の危険性が高い（Is値0.3未満）公立学

校施設（約１万棟）について、平成23年までの耐震化完了を目指すこととし、文部科学大臣より市町村等に
対して耐震化加速の要請を行った。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会総理施
政方針演説 

平成 20 年１月 18 日 
「自然災害時の犠牲者ゼロを目指し、お年寄りや障
害をお持ちの方への対策、小中学校や住宅の耐震化
を進めます。」 

第 169 回国会（常会）
文部科学大臣所信 

平成 20 年２月 22 日 
衆：文部科学委員会、
平成 20 年３月 18 日 
参：文部科学委員会 

「子どもたちが一日の大半を過ごす活動の場であり
地域住民の応急避難場所ともなる学校施設の耐震化
は喫緊の課題であり、最優先事項として取り組んでま
いります。」 

生活安心プロジェクト 
緊急に講ずる具体的
な施策 

平成 19 年 12 月 17 日
「生活安心プロジェク
ト」に関する関係閣僚
会合 

「大規模地震によって倒壊等の危険性の高い公立
小中学校施設（約１万棟）について、今後５年を目途
に、地方公共団体の実施する耐震化の推進を図る。 

自然災害の「犠牲者ゼ
ロ」を目指すために早
急に取り組むべき施策 

平成 19 年 12 月 18 日
閣僚懇談会 

「耐震診断を早急に進めるとともに、大規模な地震が
発生した際に倒壊又は崩壊等の危険性の高い公立小
中学校施設（約１万棟）について、今後５年を目途に、
地方公共団体の実施する耐震化の推進を図る。」 

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成 20 年６月 27 日 
閣議決定 

第５章 ３．良好な治安と災害に強い社会の実現等 
「大規模地震、大規模水害・土砂災害、津波・高潮、豪
雪、火山噴火等への対策を推進する。その際、学校
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の耐震化等防災基盤の充実、災害時要援護者の避
難支援等ハード・ソフトの連携を図る。」 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章（４）特に重点的に取り組むべき事項 
・ 学校等の教育施設の耐震化の推進 
「小・中学校等の教育施設の耐震化等の安全・安
心な施設環境の整備を支援する。特に，大規模な地
震が発生した際に倒壊又は崩壊の危険性の高い
小・中学校等施設(約１万棟)について，優先的に耐
震化を支援する。地方公共団体等に対し，今回の計
画期間中のできる限り早期にこれらの耐震化が図ら
れるよう要請する。」 
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施策名 教育機会の確保のための特別な支援づくり 

施策の概要 
児童生徒が、家庭環境、居住地域等によって不利益を受けることなく、能力に応じて適切な教育機会を

確保できるようにする。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 

特別な支援を要する児童生徒の教育機会を確保するための調査研究や補助事業等を推進した。また、

日本語指導が必要な外国人児童生徒や海外在留邦人子女への教育の充実のため、必要な支援事業等

を実施した。  
外国人児童生徒への公立学校での日本語指導の充実においては、進捗状況にやや遅れが見られる

が、全体として概ね順調な進捗状況にある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 17年度 18年度 19年度 （年度） 

特別な支援を

要する児童生

徒の教育機会

を確保するた

めに、必要な

調査研究や補

助事業等を推

進する。 

へき地、市町村合

併及び人口の過

疎現象に起因す

る学校統合、過疎

地域等において、

小中学校の児童

生徒の通学条件

の緩和を図るため

に、地方公共団体

がスクールバス等

を購入する際に国

庫補助申請が行

われた事業にか

かる補助採択率 

％ - 100 100 100 - 現場のニーズであ

る市町村からの申

請に対して、補助

金適正化法及び当

該補助金の補助要

綱に則って適切に

対応することが当

該補助金の目的で

あるため 

外国人の児童

生徒に対する

教育支援体制

を整備するこ

とにより、日本

語指導が必要

な外国人児童

生徒への指導

の 充 実 を 図

る。 

公立学校に在籍

する外国人児童

生徒数（Ａ） 

人 70,936 69,824 70,936 72,751  73,700  公立学校における

日本語指導が必要

な外国人児童生徒

数のうち学校で日

本語指導等特別な

指導を受けている

児童生徒数の割

合。 

  (18 年度)   (21 年度) 

（Ａ）のうち、日本

語指導が必要な

外国人児童生徒

数（Ｂ） 

人 22,413 20,692 22,413 25,411  29,837  

  (18 年度)   (21 年度) 

（Ｂ）のうち、日本

語指導等特別な

指導を受けている

外国人児童生徒

数（Ｃ） 

人 19,189 17,591 19,189 21,206  25,361  

  (18 年度)   (21 年度) 

（Ｂ）のうち（Ｃ）の

割合（Ｃ／Ｂ％） 

（Ｄ） 

％ 85.6％ 85.0％ 85.6％ 83.5％ 85％以上   

  (18 年度)   (21 年度) 

在外教育施設

への教員派遣

を行うこと等に

より、海外在

留邦人子女の

教育環境の改

善を図る。 

日本人学校の在

籍児童生徒数 

人 18,526 17,658 18,526 18,920  19,940  左記達成目標につ

いては、我が国の

主権の及ばない海

外において、国内

と同等の教育環境

の整備を支援する

ことが目標であるこ

とから、国内標準

法に基づく教員定

数に対する措置率

は、国内の義務教

育の条件整備の状

況に比しての指標

として一定の妥当

性を有するものと

考え、指標とした。

  (18 年度)       (21 年度) 

日本人学校派遣

教員数 

人 1,275 1,244 1,275 1,287  1,311  

  (18 年度)       (21 年度) 

標準法に基づく教

員定数措置率 

％ 80  80  80  80  80  

  (18 年度)       (21 年度) 

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、離島等に所在するへき地学校等

の教育の振興を図るため、「へき地児童生徒援助費等補助金」として、896百万円を概算要求に盛り込ん
だ。 
（平成21年度予算額：1,021百万円） 
経済的理由によって就学困難な児童生徒の保護者（要保護者に限る）に学用品費等を給与するなど就

学奨励を行う市町村に対し，国が必要な援助を行うための経費として、728百万円を概算要求に盛り込ん
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だ。 
（平成21年度予算額：728百万円） 
北海道のアイヌ子弟の高校生等のうち、経済的理由から就学が困難な生徒に対し、北海道が奨学金・

通学用品等助成金を給与（貸与）する場合その経費の一部を補助するために必要な経費として、184百万
円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：180百万円） 
中学校夜間学級における学習指導、生徒指導の在り方などについて改善充実を図るため、「中学校夜

間学級に関する実践研究」として、５百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：４百万円） 
公立学校における外国人児童生徒への日本語指導の充実に対応するため、413万円を概算要求に盛り

込んだ。 
（平成21年度予算額：301百万円） 
海外在留邦人子女の教育環境の改善を図るため、在外教育施設への教員派遣等に係る経費として、

22,757百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：21,665百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

特になし   
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施策名 幼児教育の振興 

施策の概要 
新教育基本法第 11 条（幼児期の教育）の規定を踏まえ、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育

の重要性にかんがみ、幼稚園と保育所との連携の強化を図りつつ、その質の向上など幼児教育の推進に
向けて取り組む。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 

幼児教育の振興を図るため、①認定こども園の普及促進、②幼稚園における学校評価や幼稚園教育要

領の理解促進、③幼稚園が行う子育て支援の充実の促進、④幼稚園就園奨励費補助金の充実等に取り

組んだ。 
「幼稚園における学校評価ガイドライン」作成や幼稚園教育要領の改訂による幼児教育の質の向上や

子育て支援の充実については着実に進捗していると考える。一方、認定こども園については、着実に件数
は増えているものの、予想された件数には遠く、一層の普及促進が必要である。また、あわせて、保護者負
担の一層の軽減に取り組んでいくことが必要である。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
・ 課題となっている認定こども園の設置促進のため、「認定こども園幼保連携型以降・設置促進事業」とし
て、103億円（文部科学省・厚生労働省合計）を概算要求に盛り込んだ。 
（20年度１次補正：21億円、２次補正：「安心こども基金（仮称）」1,000億円の内数（１次、２次ともに文部科
学省・厚生労働省合計額）により前倒し） 

・ また、幼稚園への就園を更に推進するため、幼稚園就園奨励費の拡充のため、約248億円を概算要求
に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：204億円） 
【機構・定員要求】 
認定こども園の設置促進及び運営に関する支援の強化のため、認定こども園運営係長（１名）の新設を

要求した。（認定こども園運営係長１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本方
針 2008 

平成 20 年６月 27 日
閣議決定 

１．経済成長戦略 
Ⅰ全員参加経済戦略 
  ① 新雇用戦略 
 ・ 「こども交付金」（仮称）の導入など、認定こども園に
関する補助金の一本化による「二重行政」の解消策
を検討し、平成 20 年夏を目途に取りまとめ、平成
20 年度中に制度改革についての結論を得る。 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき
施策  
（３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人
として、社会の一員として生きる基盤を育てる 
 ⑤ 幼児期における教育を推進する 
  ◇ 認定こども園の活用など幼児教育を受けられる

機会の提供の推進 
    国民の多様なニーズに応えるため、認定こども園

については、利用者のニーズや施設の認定申請
の希望状況を踏まえつつ、今回の計画期間中の
できる限り早期に認定件数が 2,000 件以上にな
ることを目指し、制度の普及啓発や幼保連携型
認定こども園への円滑な移行に向けた運用改善
を行うとともに、認定こども園の制度改革に取り組
む。（略） 

（４）特に重点的に取り組むべき事項 
 ◎ 豊かな心と健やかな体の育成 
  ○ 幼児教育の推進 
    ※（３）と同様の表現が記載 
 ◎ 安全・安心な教育環境の実現と教育への機会の
保障 
   ○ 教育への機会の保障  
     就園奨励費、幼児教育無償化の歳入改革にあ

わせた総合的検討、就学援助、奨学金、私学
助成、税制上の措置の活用を通じた教育への
機会の保障を図る。 

社会保障の機能強化の
ための緊急対策～５つ
の安心プラン～ 

平成 20 年７月 29 日

３ 未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会 
① 保育サービス等の子育てを支える社会的基盤の
整備等 
≪１ 新待機児童ゼロ作戦の推進（Ⅰ） ～認定こども園
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の抜本的改革≫ 
 【21 年度における当面の対応（概算要求予定）】 
〔「こども交付金」の創設等〕≪厚生労働省、文部科学省
≫ 

 ○ 集中重点期間の緊急整備のための資金等からな
る「こども交付金」を創設し、地方による幼稚園・保
育所の枠組みを超えた総合的な財政支援を検討 

 ○ 国・都道府県・市町村を通じた交付金の申請・執
行の一本化の推進 

《４ 兄弟姉妹のいる家庭等への支援》 
 【21 年度における新規事業又は既存事業の充実を検
討（概算要求予定）】 
 〔保育料等の軽減〕《文部科学省》 
 ○ 幼稚園における、兄弟姉妹のいる家庭の保育料
軽減措置の一層の拡大の検討 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の        

設定根拠・考え方   （年度） 18 年度 19 年度 20 年度 （年度） 

「 認定 こど も

園」制度の普

及 促 進 を 図

り、保護者や

地域の多様な

教育・保育ニ

ーズに応える 

認定こども園の認定

件数 

件 94 

（19 年度） 

- 94 229 636 ・左記達成目標は、保護者や地域の多

様なニーズに柔軟かつ適切に対応す

るため、認定こども園制度の普及促進

を図る必要があるため設定した。 

・左記指標の設定根拠は、認定こども

園の認定件数については、19 年４月１

日現在の認定件数（94 件）に 19 年度

の申請見込件数（542 件）を加えた件

数以上認定された場合を「Ｓ」として目

標設定する。 

  （24 年度） 

認定こども園が設置

されている都道府県

数 

件 30 - 30 40 47 

  （19 年度）   （24 年度） 

幼稚園におけ

る学校評価や

幼稚園教育要

領の理解促進

等を通じ、幼

児教育の質の

向上を図る 

学校評価実施状況

調査における学校関

係者評価実施率 

％ - 15.6 -   30 

（23 年度） 

・左記達成目標は、学校教育法の改

正、「幼稚園における学校評価ガイドラ

イン」の作成や幼稚園教育要領の改訂

による、幼稚園における学校評価の普

及、幼稚園教育要領の内容に趣旨徹

底を図る必要があるため設定した。 

・左記指標の設定根拠は、 保護者や

地域住民などの学校関係者が、自己

評価の結果を評価することを通じ、学

校・家庭・地域が学校の現状と課題に

ついて共通理解を深めて総合の連携

を促し、学校運営の改善への協力を促

進するため、学校関係者評価を指標と

した。また、学校運営に対する保護者、

地域住民等の意見や要望を把握する

ため外部アンケートを指標とした。教育

課程実施に伴う指導計画の作成及び

指導上の諸問題について研究協議す

ることにより、幼稚園教育の一層の振

興・充実を図るため、幼稚園教育課程

理解推進事業を指標とした。 

  （19 年度）     

  幼稚園教育課程理

解推進事業参加者

数 

人 26,529 27,643 26,529   ３万５千人 

    （19 年度）   （23 年度） 

幼稚園が行う

子育て支援に

ついての内容

の 充 実 を 促

し、地域や保

護者のニーズ

に対応した子

育て支援の充

実を図る 

子育て支援事業の幼

稚園教職員による子

育て相談の実施率 

％ 32.9 

（19 年度） 

- 32.9    35 

（２３年度） 

・達成目標は、学校教育法の改正及び

幼稚園教育要領の改訂を踏まえ、子

育て支援取組の充実を図る必要がある

ため。 

・指標の設定根拠は、幼稚園が行う子

育て支援について内容の充実を促し、

地域や保護者のニーズに対応した子

育て支援の充実をはかるなど、その取

組を推進することを目標としていること

から、具体の子育て支援事業の実施率

を指標とした。なお、幼稚園が行う子育

て支援事業の子育て相談、情報提供、

親子登園（未就園児保育）、保護者同

士の交流の機会の提供（井戸端会

議）、預かり保育は、子育て支援事業

の例等として幼稚園教育要領で取り上

げていることから、子育て支援事業の

取組のうちこれらの実施率を指標とし

た。 

  子育て支援事業の情

報提供（情報誌・紙）

の実施率 

％ 26.2 

（19 年度） 

- 26.2    30 

（23 年度） 

  子育て支援事業の未

就園児の保育の実施

率 

％ 57.8 

（19 年度） 

- 57.8    60 

（23 年度） 

  子育て支援事業の子

育て井戸端会議 

％ 21.6 

（19 年度） 

- 21.6    30 

（23 年度） 

  預かり保育の実施率 ％ 71.7 

（19 年度） 

- 71.7    80 

（23 年度） 
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幼稚園への就

園機会の充実

を図る 

公私立間における保

育料格差の是正 

（公立保育料を１とし

た場合の私立の割

合） 

倍 3.12 

（18 年度） 

3.12  3.17    0.3 以上の 

是正 

(22 年度） 

・左記達成目標は、公私間格差の是正

や保護者負担の軽減を行うことにより、

幼児の幼稚園への就園機会の確保を

図る必要があるため設定した。 

・左記指標の設定根拠は、「幼稚園就

園奨励費補助金」は、幼稚園に入園し

ている幼児の入園料、保育料の一部

又は全部を世帯の所得に応じて減免

し、その経済的な負担の軽減を図るこ

と及び公私立間の保護者負担の格差

の是正を図ることにより、幼児教育を一

層充実させるため実施している。 

 このため、当該事業の達成目標を図

る指標として、公立を１とした場合の私

立の割合（倍率）と幼稚園への就園状

況を設定する。 

  幼稚園への就園状

況 

％ 84.6 

（18 年度） 

84.6  86.6    ５％以上の 

上昇率 

（22 年度） 
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施策名 一人一人のニーズに応じた特別支援教育の推進 

施策の概要 
障害のある全ての幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立

ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善
又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う特別支援教育を推進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
発達障害を含む生涯のある子ども一人一人のニーズに応じた適切な支援を行うための実践研究事業

や、教員の専門性向上のための事業等を実施した。  
達成目標はいずれも順調に達成できており、全体的に見て、想定した以上に進展していると判断でき

る。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の   

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19年度 （年度） 

幼稚園から高

等学校までを

通じて、発達

障害を含む障

害のある子ど

も一人一人の

教育的ニーズ

を把握し適切

な支援を行う

ため、体制整

備等を推進す

る。 

公立小・中学校

における校内委

員会設置率 

％ 57.4 87.8 95.8 99.5  （指標に用いたデー

タ・資料等） 

・「特別支援教育体

制整備状況調査」

（文部科学省調べ） 

 

（指標の設定根拠） 

「校内委員会の設

置」や「特別支援教

育コーディネーター

の指名」は、学校に

おける特別支援教育

の体制整備を推進す

るにあたっての基礎

となる重要なものであ

る。そのため、上記２

つの指標を当該達成

目標の指標として採

用した。 

  （15 年度）     

公立小・中学校

における特別支

援教育コーディ

ネーターの指名

率 

％ 19.2 77.9 92.5 99.5   

  （15 年度）     

特別支援学校

に在籍する児

童生徒の障害

の重度・重複

化、多様化等

に対応した適

切な指導や必

要な支援を行

うため、教員の

専門性の向上

や 、 指 導 内

容・方法等の

改善を図る。 

特別支援学校

教諭免許状非

保有者の認定

講習会受講者

数 

人 28,276 - - 29,560   （指標に用いたデー

タ・資料等） 

「特別支援学校教員

の特別支援学校教

諭等免許状保有状

況等調査」（文部科

学省調べ） 

 

（指標の設定根拠） 

国や大学による講習

会の受講者が、講習

内容を十分理解し、

その内容を講習会を

通じて適切に普及し

ていくことは、各都道

府県における特別支

援学校教員の専門

性を向上するための

有効な手段である。

また、特別支援学校

教諭免許状の取得

は、特別支援学校教

員の専門性を図る指

標の一つとなりうる。

以上のことから、上記

2 つの指標を当該達

成目標の指標として

採用した。 

  （18 年度）     

特別支援学校

教諭等免許状

保有者の割合 

 

※平成 18 年度

の数値は、在籍

校種の免許状

保有者の割合。

平成 19 年度

は、担当学級の

障害種と自立教

科等の免許状

保有率を併せ

たもの。 

％ 61.1 - - 68.3   

  （18 年度）     

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
幼稚園から高等学校までを通じて，発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向

けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、子ども一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導及
び必要な支援を行うため、10,015百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：9,274百万円） 
特別支援教育支援員の配置に係る経費の地方財政措置を公立小・中学校に加え、新たに公立幼稚園

まで拡充。 
（平成21年度措置予定額：約38,700百万円） 
【業務改善】 
特別支援教育課関係事業について、事業が着実に実施されるよう、地方公共団体に対して行政説明及

びグループ討議を実施した。 

関係する施政方 施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 
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針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人と
して、社会の一員として生きる基盤を育てる 
⑥ 特別なニーズに対応した教育を推進する 
改正教育基本法第４条第２項において、障害のある
者への教育上の支援について新たに規定された。障
害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主
体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生
徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を
高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するた
め、適切な指導及び必要な支援を行う特別支援教育
を推進する。 
 
【施策】 
◇ 特別支援教育の推進 
幼稚園から高等学校までを通じて、発達障害を含
む障害のある子ども一人一人の教育的ニーズを把握
し、適切な支援を行うため、特に、特別支援教育支援
員の配置を促すとともに、小・中学校に在籍する障害
のある児童生徒に対して「個別の指導計画」等が作成
されるよう促すなど、体制整備を推進する。 
また、特別支援学校については、外部専門家の活
用を含めた教員の専門性の向上や就職率の改善のた
めの取組への支援を推進する。あわせて、障害のある
子どもと障害のない子どもとの相互理解を深めるため
の活動を推進する。 
特別支援学校の在籍児童生徒等の増加に伴う大規
模化等に対する地方公共団体等の取組を支援する。 

第 169 回国会におけ
る福田内閣総理大臣
施政方針演説 

平成 20 年１月 18 日

（特別支援教育、幼児教育の振興等） 
発達障害を含む障害のある子どもたち一人ひとりの教
育的ニーズに応じた特別支援教育や、海外子女、外国
人児童生徒の教育を推進します。 

重点施策実施５か年
計画 

平成19年12月25日
障害者施策推進本部
決定 

４ 教育・育成 
○ 基本方針 
  発達障害を含む障害のある子ども一人一人のニーズ
に応じた一貫した支援を行うために、各関係機関等の
連携によりすべての学校における特別支援教育の体
制整備を進めるとともに、特別支援教育に携わる教員
の専門性の向上等により、特別支援教育の更なる充
実を推進する。 
 また、障害のある社会人等に対しても、ニーズに応じた
学習の機会を提供していくことにより、着実な支援の推
進を図る。（以下略） 

経済財政改革の基本
方針 2007 

平成19年６月19日 
閣議決定 

第 4 章 持続的で安心できる社会の実現 
２．教育再生 
【具体的な手段】 
（1）学力向上の取組 
② 分かりやすく、魅力のある授業 
教科書の質量両面での充実、国語、英語などの
充実、社会の要請に対応した教育内容・教科再編、
全教室でＩＴを授業に活用、発達障害児など特別な
支援の必要な子どものための教員・支援員の適正
配置や外部専門家の活用などすべての子ども一人
ひとりに応じた教育。 

社会総がかりで教育
再生を-第２次報告- 

平成 19 年６月１日 
教育再生会議 

Ⅰ．学力向上にあらゆる手立てで取り組む‐ゆとり教育見
直しの具体策‐ 
提言２ 全ての子供にとって分かりやすく、魅力ある授業
にする 
■全ての子供一人ひとりに応じた教育 
○ 国、地方自治体は、発達障害など特別支援の必要
な子供のニーズに対応したきめ細かな支援を行うた
め、教員や支援員の配置、外部専門家の活用、全教
員に対する研修の実施などにより、小・中学校、特別
支援学校、更に幼稚園、高等学校における特別支援
教育体制の強化に努める。 
○ 国は、発達障害など特別支援教育に関する総合的
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なプロジェクトのモデル地区での実施や、教育指導方
法や支援機器、ソフトの活用に関する研究、成果の普
及を行う。 

新健康フロンティア戦
略 

平成 19 年４月 18 日
新健康フロンティア戦
略賢人会議 

Ⅲ．戦略の具体的内容 
第 1 部．国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康国
家 
１．子どもを守り育てる健康対策（子どもの健康力） 
（２）発達障害児等を支援する体制の構築 
② 発達障害児等に対する包括的な支援体制の構築 
・ 早期療育から教育、就労への切れ目のない継続的
支援、連携体制の構築 

③ 発達障害児等に関する国民全体の理解の促進 
・ 発達障害児等に関する国民の理解を高めるための
普及啓発や情報発信 

④ 発達障害児等を含む障害のある子どもへの特別支
援教育の充実 
・ 発達障害のある児童生徒を指導する教員の専門性
の向上 
・ 特別支援教育への応用を目指した発達障害の子ど
もの脳とこころの発達に関する研究の推進 
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施策名 義務教育に必要な教職員の確保 

施策の概要 
公立義務教育諸学校における学級規模と教職員の配置の適正化を図り、優秀な教職員を確保するとと

もに、教育課題に対応するための緊急的な教職員配置を行う。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
公立義務教育諸学校における学級規模と教職員の配置の適正化については、一定の成果を上げてい

る。また、優秀な教職員の確保及び教育課題に対応するための緊急的な教職員配置については、計画ど
おり達成している。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方   （年度） 17年度 18年度 19年度 （年度） 

公立義務教育諸

学校における学

級規模と教職員

の配置の適正化

を図る。 

公立小・中学校の教

員定数の充足状況 

県 － 41 45 43  左記指標は、全国す

べての地域で教員

が必要数確保されて

いるか判断するため

設定している。 

        

教育課題に対応

するための緊急

的な教職員配置

を行う。 

今日的な教育課題

に対応するための緊

急的な教職員の配

置状況（定数措置に

対する実際の教職

員配置の割合） 

％ － － － 100   左記指標は、今日的

な教育課題の解決

に必要な教職員が

配置されているか判

断するため設定。           

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度概算要求において教育課題に対応するため教職員定数の改善を盛り込んだ。 
(平成21年度予算に1,000人の定数改善を計上) 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日
閣議決定 

第２章 今後 10 年間を通じて目指すべき教育の姿 
（２）目指すべき教育投資の方向 
小学校以降の初等中等教育段階については、多様な教育
課題に対応するとともに一人一人の子どもに教員が向き合う環
境づくりの観点から、きめ細かな対応ができる環境を実現する
など、質の高い教育を実現するための条件整備を図る必要が
ある。 
第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策 
（３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人とし
て、社会の一員として生きる基盤を育てる 
① 知識・技能や思考力・判断力・表現力、学習意欲等の
「確かな学力」を確立する 

  ◇ 学習指導要領の改訂と着実な実施 
授業時数や指導内容を増加する新学習指導要領の
円滑な実施を図るために、教職員定数の在り方、算数・
数学、理科に係る先行実施のための補助教材の作成・
配布などの教育を支える条件整備について検討する。 
◇ 学校現場の創意工夫による取組への支援 
学校現場の創意工夫による取組を支援するため、学
級編制基準の弾力化、習熟度別指導・少人数指導の
教員や小学校高学年での専科教員の適正配置、定数
の適正化、地域の実情に応じた学校選択制の普及、教
材開発などの教員のチームによる取組の支援、図書の
充実を図る。 

③ 教員の資質の向上を図るとともに、一人一人の子どもに
教員が向き合う環境をつくる 
教員は、子どもたちの心身の発達に関わり、その人格形
成に大きな影響を与える存在であり、その資質・能力を絶
えず向上させるため、適切な処遇や教員の養成・研修の
充実、厳格な人事管理を促す必要がある。 
教員が、授業等により一人一人の子どもに向き合う環境
をつくるため、教職員配置の適正化や外部人材の活用、
教育現場のＩＣＴ化、事務の外部化等に総合的に取り組
む。 

   ◇ メリハリある教員給与体系の推進 
人材確保法に基づく優遇措置を縮減するとともに、メ
リハリのある教員給与体系の中でがんばる教員の適切
な処遇を推進する。 

  ◇ 教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり 
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教員が子ども一人一人に向き合う環境づくりの観点
から、教職員配置の適正化を行うとともに、スクールカウ
ンセラー、特別支援教育支援員、部活動の外部指導者
等の学校の専門的・支援的スタッフや退職教員・経験
豊かな社会人等の外部人材の積極的な活用を図る。 

（４）特に重点的に取り組むべき事項 
◎ 確かな学力の保証 
○ 新学習指導要領の実施 
新学習指導要領の円滑な実施を図るために、教職員
定数の在り方、教科書・教材、学校の施設・設備など教
育を支える条件整備について検討する。 

  ◎ 教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり 
○ 教員の資質向上 

     メリハリある教員給与体系の推進（中略）等を行う。 
   ○ 教員の子どもと向き合う環境づくり 

教職員配置の適正化を行うとともに、退職教員や経
験豊かな社会人などの外部人材の積極的な活用、「学
校支援地域本部」等の地域住民による学校支援の取
組、調査の見直し、教育現場のＩＣＴ化、事務の簡素化・
外部化などの取組を支援する。 

経済財政改革の基
本方針 2008 

平成20年６月27日
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築 
２．未来を切り拓く教育 
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する「教育振
興基本計画」に基づき、我が国の未来を切り拓く教育を推進
する。その際、新学習指導要領の円滑な実施、特別支援教
育・徳育の推進、体験活動の機会の提供、教員が一人一人
の子どもに向き合う環境作り、学校のＩＣＴ化や事務負担の軽
減、教育的観点からの学校の適正配置、定数の適正化、学
校支援地域本部、高等教育の教育研究の強化、競争的資
金の拡充など、新たな時代に対応した教育上の諸施策に積
極的に取り組む。 
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施策名 大学などにおける教育研究の質の向上 

施策の概要 
各高等教育機関の個性・特色の明確化に向けた改革の取組みなどを積極的に支援することや、事前・

事後の評価の適切な役割分担と協調を確保すること等により、大学などにおける教育研究の質の向上を図
る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
大学等の特色や個性に即した各種プログラムを継続的に実施することで、各大学等が自主的に特色・

個性ある多様な取組を実施している。各大学等は申請の検討過程等で教育改革に意欲的に取り組むと共
に、フォーラム等へ積極的に参加する等、各大学等において積極的・意欲的な教育改革の取組が実施さ
れている。 
また、産学連携による高度専門人材育成及び教育研究機能の充実を図り、各大学等における産学連携

による質の高い実践的な教育手法の普及・定着を促しているところである。 
更にＦＤ（ファカルティ・ディベロプメント）を行う大学、厳格な成績評価（ＧＰＡ）を行う大学は順調に増加

して来ており、大学において授業の質を高めるための取組も普及しつつある。 
平成 19 年度までに専門職大学院の 60 パーセント以上（149 専攻中 89 専攻（共同取組も含む））で、高

度専門職業人の養成を目的としたプログラムによる支援を受け、教育内容・方法の開発・充実等を図る取
組を実施しており、「高度専門職業人の養成を推進するため、法科大学院をはじめ、各種の専門職大学院
における教育内容・方法の開発・充実等を図る」という達成目標は想定した以上に達成された。「21 世紀Ｃ
ＯＥプログラム」については、平成 19 年度には、平成 15 年度及び平成 16 年度採択拠点に対し継続的支
援を行うとともに、平成 14年度に採択された拠点について事後評価を行い、約 87パーセントの拠点が「設
定された目的は十分達成され、期待以上の成果があった」、「設定された目的は概ね達成され、期待どおり
の成果があった」との評価を受けている。平成 15 年度、16 年度採択拠点については、進捗状況の確認を
行う中間評価において、97 パーセントの拠点が「当初目的の達成が可能」との評価を受けており、着実に
拠点形成が図られているところである。 
また、平成 19 年度より、国際的に卓越した教育研究拠点の形成をより重点的に支援する「グローバルＣ

ＯＥプログラム」を実施している。平成19年度には、28大学63拠点（申請：111大学281拠点）を採択した。
大学設置認可の弾力化が進められたことで、大学設置認可の弾力化による新たな大学等の参入や組織

改編は届出制導入以前よりも増加しており、時代に即応した人材育成や新たな学問分野を研究する個性
豊かな大学の発展に役立っている。 
また、認証評価制度については、実施校数が順調に増加しており、制度開始から４年で全体の約４割の

大学・短大・高専が認証評価を受けた。また認証評価機関の整備も一層の充実が図られている。 
このように、事前関与としての設置認可制度と事後関与としての大学評価システムは一体となって機能

し、各大学等の個性・特色の明確化に向けた改革の取組が積極的に行われ、教育研究の質の向上が概
ね進展している。 
国立大学については、所要の国立大学法人運営費交付金を確保するとともに、国立大学法人への寄附

の活発化を図るための税制改正を行ったほか、余裕金の運用対象について、国立大学法人等が運用でき
る金融商品の範囲を拡大している。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
国公私立大学を通じた競争的環境の下で、各大学等の優れた大学教育改革の取組を支援する経費を

概算要求に盛り込んだ。 
教育の質保証のための取組を複合的に実施する優れた取組を支援する「学士力確保と教育力向上プロ

グラム」を実施すべく、9,551 百万円を盛り込んだ（「質の高い大学教育推進プログラム」を再編して創設）。
また、学生が身に付けるべき社会人としての基盤となる資質・能力を養うための各大学の優れた取組を支
援する「社会人力育成のための学生支援プログラム」を実施すべく、3,541 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：11,002 百万円（予算においては、上記２事業を「大学教育・学生支援推進事業」
として統合した。）） 
国際的に卓越した教育研究拠点形成を重点的に支援する「グローバルＣＯＥプログラム」を実施すべく、

34,488 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：34,228 百万円） 
各大学院が設定した目標の達成に向けたコースワークの充実等の優れた組織的・体系的な教育の取組

を支援する「組織的な大学院教育改革推進プログラム」を実施すべく、9,024 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：5,746 百万円） 
大学の国際競争力の強化のため、留学生に魅力的な水準の教育を提供するなど、留学生受入れの環

境整備を図る取組を支援する「国際化拠点整備事業」を実施すべく、15,000 百万円を盛り込んだ。また、
海外における外国人学生に対する教育の提供等を図る取組を支援する「海外進出・ネットワーク形成支援
事業」を実施すべく、1,158 百万円を盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：4,081百万円（予算においては、上記２事業を「国際化拠点整備事業（グローバル
30）」として統合した。）） 
がん医療の担い手となるがん専門医師等、がん医療に携わる医療人の養成を行う大学の取組を支援す

る「がんプロフェッショナル養成プラン」を実施すべく、2,500 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：2,000 百万円） 
世界最高水準のＩＴ人材及び高度実践型理工系スペシャリストを育成するための教育拠点の形成を支援

する「先導的ＩＴスペシャリスト等育成推進プログラム」を実施すべく、2,543 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：895 百万円（先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム）） 
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実践型人材の育成を目指し、大学等において、産学連携による新たな教育プログラムの開発を支援す
る「産学連携による実践型人材育成事業」を実施すべく、718 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：513 百万円） 
専門職大学院等における教育方法等の充実に資する先導的な取組を支援する「専門職大学院等にお

ける高度専門職業人養成教育推進プログラム」を実施すべく、562 百万円を盛り込んだ。 
（平成 21 年度予算額：562 百万円） 

【機構・定員要求】 
大学等の国際化や教育研究の質の向上・保証の推進のために、室長補佐１名、専門官５名、係員２名

の定員を要求。 
（専門官２名の定員を措置） 

【税制改正要望】 
平成 21 年度税制改正において、寄附税制の拡充を要望した。 
（措置なし） 

【制度改正】 
国立大学法人が寄附やライセンス対価により新株予約権を取得した場合、その現金化の過程におい

て、当該新株予約権の権利行使を行って株式を取得することは可能であることを示した。（平成 20 年７月８
日付高等教育局長・研究振興局長通知 20 文科高第 260 号） 
【調査研究】 
大学の資金調達・運用に関するルール作りや学内体制の整備を行うに当たっての参考に供するため、

調査研究を実施し、その報告書を国立大学法人等へ周知した。（平成 21 年１月８日付事務連絡） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

我が国の高等教育の
将来像 

平成 17 年１月 28 日 
中央教育審議会答申 

第１章 新時代の高等教育と社会 
第２章 新時代における高等教育の全体像 
第３章 新時代における高等教育機関の在り方 

経済財政運営と構造改
革に関する基本方針
2006 

平成 18 年７月 
閣議決定 

第２章 成長力・競争力を強化する取組 
１．経済成長戦略大綱の推進による成長力の強化 
（５）生産性向上型の５つの制度インフラ 
・ 競争的資金の拡充、研究・技術人材の育成 
・ 高等教育の教育研究資金の確保、第三者評価に
基づく重点投資を図る。 

社会総がかりで教育再
生を 
―第二次報告― 

平成 19 年６月１日 
教育再生会議 

Ⅲ．地域、世界に貢献する大学・大学院の再生 

社会総がかりで教育再
生を 
―第三次報告― 

平成 19 年 12 月 25 日
教育再生会議 

３．大学・大学院の抜本的改革 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべ
き施策 
（２）施策の基本的方向 
 基本的方向３ 教養と専門性を備えた知性豊かな人
間を養成し、社会の発展を支える 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の      

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

大学における

教育内容・方

法等の改善・充

実を図り、各大

学の個性・特色

を踏まえた人

材の育成機能

を強化する。 

ファカルティディベロップ

メントの取組を行ってい

る大学数 

大学数   575 628 未調査   左記の各種事業等は、各大学

が教育面での改革の推進や個

性・特色の一層の明確化を図る

ために、各大学において自主

的に取り組むべきものや、国と

して各大学の教育改革への取

組を支援するものである。この

ため、本達成目標を計るにあた

り、当該各種事業の申請数・選

定数や、大学教育改革の取組

の一つであるＦＤやＧＰＡに取り

組んでいる大学数を指標として

設定する。 

割合（％）   81 86 未調査   

厳格な成績評価（ＧＰＡ）

の取組を行っている大

学数 

大学数   248 294 未調査   

割合（％）   35 40 未調査   

「特色ある大学教育支援

プログラム」選定件数（申

請件数） 

選定件数   47 48 52   

申請件数   410 331 331   

「現代的教育ニーズ取

組支援プログラム」選定

件数（申請件数） 

選定件数   84 112 119   

申請件数   509 565 600   

「大学教育の国際化推

進プログラム（長期海外

留学支援）」選定件数

（申請件数） 

選定件数   75 107 143   

申請件数   85 141 178   

「大学教育の国際化推

進プログラム（戦略的国

際連携支援）」選定件数

（申請件数） 

選定件数   15 ５    

申請件数   104 78    

「大学教育の国際化推

進プログラム（先端的国

際連携支援）」選定件数

（申請件数） 

選定件数     ６   

申請件数     51   

「大学教育の国際化推

進プログラム（海外先進

教育研究実践支援）」選

定件数（申請件数） 

選定件数   26 281 245   

申請件数   108 430 385   

「大学院教育改革支援

プログラム」選定件数（申

請件数） 

選定件数     126   

申請件数    355  

「『魅力ある大学院教育』

イニシアティブ」選定件

数（申請件数） 

選定件数   97 46    

申請件数   338 268    

専門職大学院等教育推

進プログラム（平成 16～

18 年度は「法科大学院

等専門職大学院教育推

進プログラム」と「資質の

高い教員養成推進プロ

グラム」をあわせた選定

件数（申請件数） 

選定件数   42 38 38   

申請件数   126 132 108   

「地域医療等社会的ニ

ーズに対応した質の高

い医療人養成推進プロ

グラム」選定件数（申請

件数） 

選定件数   20 22 16   

申請件数  55 110 72   

「がんプロフェッショナル

養成プラン」採択件数

（申請件数） 

選定件数     18   

申請件数     22   

「派遣型高度人材育成

協同プラン」採択件数

（申請件数） 

選定件数   20 10    

申請件数   55 30    

「サービス・イノベーショ

ン人材育成推進プログラ

ム」採択件数（申請件

数） 

選定件数     ６   

申請件数    35  

「ものづくり技術者育成

支援事業」選定件数（申

請件数） 

選定件数     12   

申請件数     79   

「先導的ＩＴスペシャリスト 選定件数    ６ ２   
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育成推進プログラム」採

択件数（申請件数） 

申請件数   26 ８  

「新たな社会的ニーズに

対応した学生支援プロ

グラム」採択件数（申請

件数） 

選定件数     70   

申請件数     272   

高度専門職業

人の養成を推

進するため、法

科大学院をは

じめ、各種の専

門職大学院に

おける教育内

容・方法の開

発・充実等を図

る。 

専門職大学院等教育推

進プログラム 

（平成 16・17 年度は「法

科大学院等専門職大学

院形成支援プログラ

ム」、18 年度は「法科大

学院等専門職大学院教

育推進プログラム」の件

数） 

支援専攻数

（実数）※１

（延べ） 

  78 86 89   左記の補助事業は、各大学が

教育内容・方法の開発・充実を

図る取組を支援するものである

ため、設置されている専門職大

学院の専攻のうち、当該事業に

より支援した専攻数（実数）の割

合を指標として設定する。 

 

 

※１ 財政支援した実専攻数

（共同取組への参加を含む）。

複数の取組が選定された専攻

でも「１」とカウント。 

※２ 各年度に新規選定された

専攻数（共同取組への参加を

含む） 

選定専攻数

※２ 

  18 21 36   

設置専攻数   122 140 149   

支援専攻数/

設置専攻数

（％） 

  64 61 60   

《参考》選定

件数 

  ８ 14 20   

《参考》申請

件数 

  25 40 48   

国公私立大学

を通じた競争

的 環 境 の 下

で、各大学の

個性や特色を

活かした世界

的な研究教育

拠点を形成し、

国際競争力の

ある世界最高

水準の大学づ

く り を推進す

る。 

「グローバルＣＯＥプログ

ラム」 

採択件数     63   左記プログラムは、第三者評価

に基づく競争原理により、国公

私立大学を通じて、国際競争

力のある卓越した教育研究拠

点の形成を重点的に支援し、も

って国際競争力のある世界最

高水準の大学づくりを推進する

ことを目的としている。 

プログラムへの申請を通じて、

採択拠点はもとより、それ以外

の大学においても、全学的視

野に立った戦略的な教育研究

体制の構築が促進されるなど、

国公私立大学を通じた大学間

の競争的環境の醸成等が期待

されることから、当該事業の達

成目標を計る指標として、申請

件数・採択件数を設定してい

る。 

申請件数    281  

「21 世紀ＣＯＥプログラ

ム」 

中間評価において当初

目的の達成が可能との

評価を受けた拠点数及

び割合 

拠点数   127 

(平成 15

年度採択

拠点) 

27 

(平成 16

年度採択

拠点) 

    

割合  97％ 96％    

「21 世紀ＣＯＥプログラ

ム」 

事後評価において「設

定された目的は十分達

成され、期待以上の成

果があった」、「設定され

た目的は概ね達成され、

期待どおりの成果があっ

た」との評価を受けた拠

点数及び割合 

拠点数       99 

(平成 14

年度採択

拠点) 

  

割合       87％   

各大学の継続

的な教育研究

の質の向上に

資するよう、事

前・事後の評価

の適切な役割

分担と協調の

確保を図る。 

大学等の設置届出の件

数  

件数   356 243 258   ここでいう「適切な役割分担と

協調」とは、両制度が「連動」す

ることを意味するものではなく、

事前評価としての設置認可制

度と、事後評価としての認証評

価制度それぞれが、制度の趣

旨を踏まえて適切に実施されて

いる状態であれば、総合的に

見て、「適切な役割分担と協

調」が確保されている状態であ

るということを意味している。 

平成 14 年度の学校教育法改

正において、認証評価制度が

導入されると同時に、設置認可

制度の弾力化（認可事項の縮

大学等の設置認可の件

数 

件数   126 110 85   
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大学機関別認証評価実

施数（専門職大学院） 

実施数   83 136(2) 205(22)   減、届出制度の導入）及び大

学設置基準の準則化等を行っ

たことによって、事前評価と事

後評価の適切な役割分担を図

っており、この役割分担が適切

に行われているかを定量的に

判断するためには、設置認可

制度としては、当該改正によっ

て導入された届出制度の活用

状況を、一方の認証評価制度

についても、当該制度の活用

状況を見ることによって判断す

ることが現時点においては最も

適切である。 

国立大学が質

の高い教育研

究を行うことが

できるよう、基

盤的な環境の

整備を図る。 

寄附金受入額 億円   722 698 計算中   寄附金受入額の増減を参考指

標として、国立大学法人の基盤

強化の一因となる寄附の活発

化が図られているかを確認す

る。寄附の活発化の一因とし

て、税制改正による寄附の受入

体制の整備が考えられ、環境

整備の進捗状況を計る上での

参考指標となる。 
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施策名 大学などにおける教育研究基盤の整備 

施策の概要 国立大学等施設を重点的・計画的に整備し、大学などにおける教育研究基盤の整備を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」（以下、「第２次５か年計画」という。）（計画期間：平成 18

年度から 22 年度）では、「教育研究基盤施設の再生」及び「大学附属病院の再生」を重点的・計画的に整
備するとしており、５か年で約540万平方メートルを整備目標としている。平成19年度までに合計188万平
方メートル（うち、「教育研究基盤施設の再生」としての「老朽再生整備」140 万平方メートル、「狭隘解消整
備」26 万平方メートル、「大学附属病院の再生」として 22 万平方メートル）を整備している。 
また、「第２次５か年計画」では、国立大学等は全学的な視点に立ったスペースの弾力的・流動的な活用

等の施設マネジメントの推進や寄附・自己収入による整備など国立大学等の自助努力に基づいた新たな
整備手法による施設整備を一層推進することとしている。平成 19 年度に共同利用スペースは、全体で 158
万平方メートル保有され、新たな整備手法による施設整備も 691 件実施されている。 
以上より、個性が輝く高等教育の推進のための取組は、想定どおり順調に進捗していると判断した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 18 年度 19 年度 20 年度 （年度） 

第２次国立

大学等施設

緊急整備５

か年計画に

基づき、国

立大学等の

施設整備を

重点的・計

画的に整備

する。 

施設対象別整

備実績 

○教育研究基

盤の再生 

・老朽再生整備 

万㎡  31 140 - 400 左記達成目標及び

指標は「第２次５か

年計画」に基づき

設定。 

  （18 年度）   （22 年度） 

○教育研究基

盤の再生 

万㎡   12 26 - 80 

・狭隘解消整備   （18 年度）   （22 年度） 

○大学附属病

院の再生 

万㎡   11 22 - 60 

  （18 年度）   （22 年度） 

全学的視点

に立ったス

ペースの弾

力的・流動

的な活用等

の施設マネ

ジメントを推

進する。 

共同利用スペ

ースの保有状

況 

万㎡ 156 156 158 - - 左記達成目標及び

指標は「第２次５か

年計画」において

スペースの弾力

的・流動的な活用

等の施設マネジメ

ントを一層推進す

ることとしているた

め、共同利用スペ

ースの保有状況を

指標として設定。 

  （18 年度）   - 

寄附・自己

収入による

整備など、

国立大学等

の自助努力

に基づいた

新たな整備

手法による

施設整備を

推進する。 

新たな整備手

法による施設整

備状況 

件 509 509 691 - - 左記達成目標及び

指標は「第２次５か

年計画」において

寄附・自己収入に

よる整備など、国立

大学等の自助努力

に基づいた新たな

整備手法による施

設整備を推進する

こと と しているた

め、新たな整備手

法による施設整備

の件数を指標とし

て設定。 

  （18 年度）   - 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
国立大学等施設整備費として、平成20年度概算要求においては、140,170百万円を計上した。 
（平成20年度予算額：92,133百万円） 
平成20年度補正予算（第一号）及び同補正予算（第二号）において、国立大学等施設の耐震化等の推

進のため、所要の予算を計上した。 
（平成20年度補正予算（第一号）67,691百万円、同補正予算（第二号）22,006百万円） 
さらに、国立大学等の施設整備を着実に実施するため、平成21年度概算要求において、135,523百万

円を計上した。 
（平成21年度予算額：83,375百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第３期科学技術基本計
画 

平成 18 年３月 28 日 
閣議決定 

第３章 科学技術システム改革 
３.科学技術振興のための基盤の強化 
（１）施設・設備の計画的・重点的整備 
世界一流の優れた人材の育成や創造的・先端的な
研究開発を推進し、科学技術創造立国を実現するた
めには、大学・公的研究機関等の施設・設備の整備
促進が不可欠であり、公共的施設の中でも高い優先
順位により実施される必要がある。 
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長期戦略指針 
「イノベーション 25」 

平成 19 年６月１日 
閣議決定 

第５章「イノベーション立国」に向けた政策ロードマッ
プ 
１．社会システムの改革戦略 
３）大学改革 
① 大学の研究力・教育力の強化 
・ 大学の研究と教育両面にわたる国際競争力の
強化 
・ 大学の施設環境を国際的な水準の魅力あるもの
としていくための整備 

社会総がかりで教育再
生を 
－第２次報告－ 

平成 19 年６月１日 
教育再生会議 

Ⅳ.「教育新時代」にふさわしい財政基盤の在り方 
○ 大学・大学院改革実現のための３つの具体策 
具体策１ 競争的資金の拡充と効率的な配分 
■ 私学も含めイノベーションの基盤となる研究施設
整備に対する支援を拡充する。 

社会総がかりで教育再
生を 
－第３次報告－ 

平成19年 12月 25日
教育再生会議 

３．大学・大学院の抜本的な改革～世界トップレベル
の大学・大学院をつくる～ 
（１）大学・大学院教育の充実と成績評価の厳格化に
より、卒業者の質を担保する 
・ イノベーションを創出し国際競争を勝ち抜くために
も、教育研究施設・設備を整備する。 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組む
べき施策 

（３） 基本的方向ごとの施策 
基本的方向３ 教養と専門性を備えた知性豊かな人
間を養成し，社会の発展を支える 
⑥ 大学等の教育研究を支える基盤を強化する 
◇ 大学等の教育研究施設・設備の整備・高度化 
優れた人材の育成や創造的・先端的な研究開
発を推進するため，大学等の施設・設備につい
て，安全性の確保だけでなく，現代の教育研究
ニーズを満たす機能を備えるよう，重点的・計画
的な整備を支援する。このため，「第２次国立大
学等施設緊急整備５か年計画」(平成 18～22 年
度)を着実に実施する。 
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施策名 意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進 

施策の概要 
教育の機会均等の観点から、意欲・能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べる

よう、日本学生支援機構の奨学金事業を充実し、教育費負担の軽減を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
奨学金事業について、対前年度比 5.2 万人の貸与人員の増員を行った結果、施策目標５－１の下の達

成目標については、「日本学生支援機構による奨学金事業を充実させ、意欲と能力のある学生が経済的
な面で心配することなく、安心して学べるよう、修学機会の確保を図る。」という観点から想定どおりに達成
できている。 
なお、高等学校等奨学金事業は、平成 17 年度入学者から順次都道府県へ移管されており、都道府県

が実施する高等学校等奨学金事業の財源として、高等学校等奨学金事業交付金を交付している。 
達成目標を達成することで、意欲ある学生への支援体制の整備という点で学ぶ意欲と能力のある学生が

経済的な面で心配することなく、安心して学べる環境の整備に資したと考える。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方   （年度） 19 年度     （年度） 

日本学生支援

機構による奨

学金事業を充

実させ、学生

が経済的な面

で心配するこ

となく、安心し

て学べるよう、

修学機会の確

保を図る。 

奨学金の

貸与を受

け る こ と

によ り修

学可能と

なった学

生の割合 

毎年度 － 80.13％    毎年度 経済的な理由により修学

が困難な学生を支援する

という奨学金の趣旨に鑑

み、奨学金が受けられな

かった場合、修学が著し

く困難（不可能）、もしくは

修学が困難な学生の割

合を資料として設定。 

        

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
意欲と能力のある学生等が経済的にも自立し安心して勉学に励めるようにするとともに、教育の機会均

等及び人材育成の観点から、経済的理由により修学に困難がある学生等を支援するよう、独立行政法人
日本学生支援機構の奨学金事業を実施するため、一般会計負担額141,244百万円（事業費総額957,567
百万円）を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：130,899百万円（事業費総額947,492百万円）） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本
方針 2008（抄） 
～開かれた国、全員
参加の成長、環境との
共生～ 

平成 20 年６月 27 日 
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の
構築 
 ２．未来を切り拓く教育 
・ 教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する
「教育振興基本計画」に基づき、我が国の未来を切り
拓く教育を推進する。その際、新学習指導要領の円
滑な実施、特別支援教育・徳育の推進、体験活動の
機会の提供、教員が一人一人の子どもに向き合う環
境作り、学校のＩＣＴ化や事務負担の軽減、教育的観
点からの学校の適正配置、定数の適正化、学校支援
地域本部、高等教育の教育研究の強化、競争的資金
の拡充など、新たな時代に対応した教育上の諸施策
に積極的に取り組む。 

教育振興基本計画
（抄） 

平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき
施策 
（２）施策の基本的方向 
基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとと
もに、質の高い教育環境を整備する 
能力があるにもかかわらず経済的理由により修学が困
難な者に対する奨学のための取組を進める必要があ
る。 
（３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとと
もに、質の高い教育環境を整備する 
④ 教育機会の均等を確保する 
【施策】奨学金事業等の推進 
教育の機会均等の観点から、能力があるにもかかわら
ず、経済的理由によって修学が困難な学生等に対し
て、奨学金事業等を推進する。 
 
（４）特に重点的に取り組むべき事項 
◎ 安全・安心な教育環境の実現と教育への機会の保
障 
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○ 教育への機会の保障 
就園奨励費、幼児教育無償化の歳入改革にあ
わせた総合的検討、就学援助、奨学金、私学助
成、税制上の措置の活用を通じた教育への機会の
保障を図る。 
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施策名 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興 

施策の概要 私立学校の振興に向け、教育研究条件の維持向上を図るとともに経営の健全性を高める。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
教員一人当たりの学生数、大学および短期大学における定員超過率が 150 パーセントを超えるものの

全体に占める割合、教育研究費依存比率、図書の蔵書数については、いずれも改善傾向にあり、教育研
究条件の向上が図られている。 

帰属収入で消費支出を賄えない大臣所轄の学校法人の割合が前年度より増加したものの、総負債比
率は着実に減少している。また、寄付金比率は前年度数値の横ばいに留まっている。財務情報等の一般
公開を行っている大臣所轄の学校法人の割合は、平成 19 年度も着実に増加するとともに、インターネット
のホームページや広報誌を活用するなど、財務情報の公開方法を工夫する学校法人の割合が増加する
など、一定の成果が上がっている。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方 （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

質 の 高 い

教 育 研 究

のため、私

立 学 校 の

教 育 研 究

条 件 の 維

持向上を図

る 

教員一人あたりの学

生数 

人 ｰ 9.8 9.4 9.0  ｰ 教育研究条件の維

持向上について判

断するため、教育研

究条件に関する指

標及び学校法人全

体の教育研究条件

に対する投入量に

関する指標を設定 

       

大学及び短期大学

の 定 員 超 過 率 が

150％を超えるものの

全体に占める割合 

％ － 0.86 0.65 0.54 － 

       

教育研究経費依存

比率（学生納付金収

入に対する教育研究

経費支出の割合） 

％ － 60.2 61.4 集計中 － 

       

私立大学の図書館

の蔵書数 

冊 － 168,794,042 173,750,201 集計中 － 

           
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度概算要求においては、 
私立大学等経常費補助については、対前年度70億円増の3,318億6,800万円  
（平成21年度予算額：3,217億8,200万円） 

 私立高等学校等経常費助成費等補助については、対前年度30億円増の1,068億5千万円を計上した。 
（平成21年度予算額：1,038億5,000万円） 
本私学助成事業については既存の補助項目の見直しを行った。 

【機構・定員要求】 
学校法人の経営の健全性の確保を図ることにより、私立学校の経営基盤を強化するために、専門官２名

の定員を要求した。 
（専門官１名措置） 

【税制改正要望】 
寄附税制については、平成20年度税制改正において、特定公益増進法人である学校法人に対して企

業等が寄附を行った場合における損金算入限度額が、「資本金×0．25％＋当該年度所得×2．5％」から
「資本金×0.25％＋当該年度所得×3.75％」に拡大され、当該税制改正の趣旨について、各種会議等を
通じて周知し、その活用を促した。 

また、平成21年度税制改正において、個人が大学等に寄附した場合における寄附金控除の控除限度
額のさらなる引き上げ（総所得の40パーセントから50パーセント）を要望した。（措置なし） 
【各種会議等】 

昨年度に引き続き、学校法人の運営等に関する協議会、学校法人監事研修会等の各種会議や学校法
人運営調査等を通じ、学校法人自らによる経営改善のための取組や各学校法人の実情に応じた積極的
な財務情報の公開の取組を促した。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本
方針 2007 

平成 19 年６月 
閣議決定 

第２章 成長力の強化 
１．成長力加速プログラム 
Ⅲ 成長可能性拡大戦略―イノベーション等 
【改革のポイント】  
２．大学・大学院改革  

基盤的経費の確実な措置 
【具体的手段】 

（２）大学・大学院改革 
  ⑦ 大学による自助努力を可能とするシステム改革 

・ 企業や個人等からの寄附金、共同研究費等民間か
らの資金の活用について、各大学の自助努力を後押
しするための税制を含む環境整備等を検討する。 
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施策名 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する国民意識の醸成 

施策の概要 

科学技術創造立国の実現に向けて、若手・女性研究者などの多様多才な個々人が意欲と能力を発揮
できる環境の整備をはじめとした初等中等教育段階から研究者等の育成まで一貫した総合的な人材育成
施策を講じ、科学技術関係人材の質と量を確保する。また、科学技術の社会的信頼を獲得するために、成
人の科学技術に関する基礎的素養（科学技術リテラシー）を高める活動を推進するとともに、幼少期から高
齢者まで広く国民を対象として、科学技術に触れ、体験・学習できる機会の拡充を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
理数に興味・関心の高い生徒・学生の能力を伸ばすための取組、理科好きな子どもの裾野を拡大する

取組及び若手・女性研究者などの活躍を促進するための取組が着実に実施されるとともに、科学技術に関
する高度な専門的応用能力を持って計画、設計等の業務を行う技術士の登録者数が着実に増加してお
り、科学技術関係人材の質と量が順調に確保されている。専門高校においては、地域社会等と連携した取
組が着実に実施されており、産業社会のニーズに対応した人材育成が図られている。また、日本科学未来
館及び国立科学博物館の入館者数の増加に見られるように、科学技術を国民に分かりやすく伝え、国民
の科学技術に対する興味・関心と基礎的な知識・能力を高める取組は着実に実施されており、科学技術関
係人材の育成及び科学技術に関する国民意識の醸成については、想定通り達成できていると判断され
る。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
理数教育の充実を図るため、以下のとおり概算要求への反映を行った。 

○ 総合科学技術会議においてとりまとめられた革新的技術戦略を踏まえ、「理数系教員養成拠点構築事
業」を新規に実施するため、930百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：340百万円） 

○ 「理科支援員等配置事業」を引き続き実施するため、2,450百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：2,450百万円） 
等 
 
専門高校において産業界のニーズに対応した人材養成を図るため、以下のとおり概算要求への反映を

行った。 
○ 「目指せスペシャリスト」の改善・充実を図るため、134百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：106百万円） 

○ 「地域産業の担い手育成プロジェクト」による取組を一層強化するため、504百万円を概算要求に盛り
込んだ。 
（平成21年度予算額：335百万円） 
等 

 
若手・女性研究者などの活躍促進を図るため、以下のとおり概算要求への反映を行った。 

○ 特別研究員事業を拡充するため、16,968百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：16,314百万円） 

○ 若手・女性研究者支援に係る科学技術振興調整費の事業を拡充するため、以下のとおり概算要求に
盛り込んだ。 
・ 「若手研究者養成システム改革プログラム」12,200百万円 
（平成21年度予算額：9,824百万円） 

・ 「女性研究者支援システム改革プログラム」2,750百万円 
（平成21年度予算額：2,250百万円） 

等 
 
国民の科学技術への理解増進を図るため、以下のとおり概算要求への反映を行った。 

○ 日本科学未来館を整備・運営するため、2,838百万円を概算要求に盛り込んだ。組織体制の見直しに
よる人件費削減や業務の効率化等の見直しを行い、平成21年度政府予算案においては472百万円の
削減等を行った。 
（平成21年度予算額：2,358百万円） 

○ 国立科学博物館を整備・運営するため、4,973百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：3,120百万円） 
等 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本方
針 2007 

平成 19 年６月 19 日
閣議決定 

成長可能性拡大戦略―イノベーション等 
○ 大学・大学院改革 
・ 世界トップレベルを目指す大学院教育の改革 
  平成 20 年度から、世界最高水準の大学院形成、
優れた大学院生への経済的支援を充実する。 

○ イノベーションの加速  
・ 社会システムの改革戦略（「イノベーション 25」）の
推進  
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イノベーションが次々と生み出される社会環境を
構築するため、概ね今後３年間で、若手研究者向
け資金や理数教育など次世代投資の充実と強化、
環境・エネルギー技術など優れた技術を活かした
成長と国際貢献、国際競争力強化を目指した大学
改革、新しいサービスの構築・実証を通じた規制の
見直しなどイノベーション創出・促進に向けた社会
環境整備に取り組む。 

長期戦略指針「イノベー
ション 25」 

平成 19 年６月１日 
閣議決定 

次世代投資の充実と強化 
○ 若手研究者、意欲的・挑戦的研究への思い切った
投資等の研究資金改革                    
・ 若手研究者向け資金の充実と強化           
若手研究者の自立を支援し広い裾野を築き、その
中から世界トップ研究者を育てる一貫した競争的資金
体系を確立する。博士号を取得したいわゆるポスドク
が概ね５年の間に自立して新しい領域の開拓等に挑
戦できる機会を与え、そこで成果を出した人を引き続
き育てる仕組みを導入する。また、優れた博士課程学
生に対する経済的支援の充実、若手研究者の自立
的な研究環境の構築や女性研究者が出産・育児等で
研究活動に支障を来さず能力を発揮できるよう、研究
や生活環境の整備を図る。 
○ 多様性を受け入れ、出る杭となる「人」づくり 
・ 学ぶ意欲と能力ある者への支援の充実 
博士課程学生に対するフェローシップを充実すると
ともに、競争的資金を活用する等により、2010 年まで
に 20％程度の博士課程学生が生活費相当額程度の
支援を得られることを目指す。 
○ 科学技術イノベーションを支える理数系人材の育成  
・ 高度で先進的な理数学習の機会の提供        
高校生及び中学生を対象とした科学オリンピック等
の科学技術コンテスト（物理、化学、生物、数学、情
報、課題研究等の各分野）の支援（2010 年までに参
加者の倍増を目指す）。 
理数教育に重点を置く高校（スーパーサイエンスハ
イスクール）の取組を推進するとともに、海外の理数教
育重点高校等との間の国際交流支援を充実。 
卓越した意欲・能力を有する児童・生徒を対象に高
度で発展的な学習機会を提供する大学等の支援。 
・ 理数教育の充実 
小学校の理科支援員等の配置の充実。 
実験・観察・実習等体験活動を充実させるための教
員研修の充実。 

日本経済の進路と戦略 
平成 19 年１月 25 日
閣議決定 

「新成長経済」の実現に向けた戦略 ―新たな「創造と成
長」への道筋― 
○ 成長の鍵を握る人材 
   一人一人が能力を最大限発揮できる社会の構築、
産学連携による人材育成の強化、人材の国際競争力
の強化を図る。 
   具体的には、国語力の強化、理数教育の充実など
により、教育の質の向上を図り、2010 年（平成 22 年）
までに国際学力調査における世界トップレベルを目
指す。産学双方向の人材流動化の促進、研究・技術
人材の育成、健全性を確保した奨学金事業の充実等
を図るとともに、高等教育の教育研究資金の確保と第
三者評価に基づく重点投資を図る。 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の     

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

次世代を担う科

学技術関係人

材の育成に向

け、子どもが科

学技術に親しみ

学ぶことができ

る環境を充実す

るとともに、理数

に興味関心の

高い子どもの能

力を伸長するこ

とができる効果

的な環境を提供

するため、理数

教育の充実を図

る。 

  

  

  

  

①科学技術分野のコン

テストにおける応募件

数のＳＳＨ指定前と比

べた増加率 

％  

 

506 558 703 

 スーパーサイエンスハイスクー

ル支援事業（ＳＳＨ）は、高等

学校等において先進的な理

数教育を実践することにより、

将来の国際的な科学技術関

係人材の育成を図るものであ

る。このため、当該事業の達成

目標を図る指標として、ＳＳＨ

の課題研究型学習の成果とし

ての科学技術コンテストの応

募・表彰件数、能力・姿勢の獲

得、及び卒業生に与えた影響

を測る指標を設定した。 

サイエンス・パートナーシップ・

プロジェクト事業は、大学、科

学館等と学校現場との連携し

た体験的・問題解決的な取組

を支援することで、児童生徒の

科学技術や理科・数学に関す

る興味関心の向上を図るもの

である。このため、当該事業の

達成目標を図る指標として、

科学技術や理科・数学に対す

る興味関心が増加した又はど

ちらかといえば増加したと答え

た生徒の割合を設定した。 

    

②科学技術分野のコン

テストにおける表彰件

数のＳＳＨ指定前と比

べた増加率 

％ 

  

426 517 423 

  

    

③「ＳＳＨ によってどの

能力や姿勢が身につ

いたと思いますか」との

問いに対する各選択項

目の選択率の平均値 

％ 

  

  60.7 54.5 

  

    

④理系学部専攻の卒

業生が「ＳＳＨ参加が現

在の専攻分野選択に

影響した」と回答した割

合 

％ 

  

  

  

59.9 

  

  
  

  

⑤サイエンス・パートナ

ーシップ・プロジェクト

に関するアンケート調

査で、科学技術や理

科・数学に対する興味

関心が増加した又はど

ちらかといえば増加し

たと答えた生徒の割合 

％ 

 

71.6 72.0  72.3 

 

  

専門高校にお

いて、地域社会

との連携強化等

により、産業社

会のニーズに対

応した人材養成

を行う。 

  

  

  

  

  

  

①目指せスペシャリスト

「スーパー専門高校」 
指定校数   33 36 33     

新規指定数   14 12 10   

②専門高校等における

「日本版デュアルシス

テム」推進事業 

学校数   25 25 ５   

指定地域数   20 20 ５   

新規指定 

地域数 

  
５     

  

③ものづくり人材育成

のための専門高校・地

域産業連携事業 

学校数       79   

指定地域数       23   

新規指定 

地域数 

  

    
23 

  

④モデル事業において

生徒の実践力の習得

や勤労観・職業観の醸

成が図られたと回答し

た学校数 

目指せスペシャリ

スト 

  
    28 

  

「日本版デュア

ルシステム」推進

事業 

  

    ５ 

  

ものづくり人材育

成のための専門

高校・地域産業

連携事業 

  

    46 

  

合  計     45 79   

⑤モデル事業における

１学校あたりの連携協

力機関数 

「日本版デュア

ルシステム」推進

事業 

  

28 32.5 33.6 

  

ものづくり人材育

成のための専門

高校・地域産業

連携事業 

  

    24.4 

  

イノベーション創

出のため、若

手・女性研究者

など多様な人材

①博士号取得者等の

キャリアパス多様化の

ための事業の実施機関

数 

機関数 

  

  ８ 12 

  「科学技術関係人材のキャリア

パス多様化促進事業」は、ポス

トドクター等の若手研究者のキ

ャリア選択に対する組織的な
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が能力を最大限

発揮できる環境

を整備する。 

②大学（学部）へ入学

した女性のうち、自然

科学系の学科に入学し

た女性の割合 

％ 

  

19.8 20.4 20.8 

  支援を行う取組を支援するも

のである。平成１９年度には、

平成１８年度採択機関におけ

る取組の中間評価を実施した

ところであるが、本事業は緒に

就いたばかりである。今後、各

機関への波及効果も期待でき

ることから、博士号取得者等の

キャリアパス多様化のための

事業の実施機関数を指標とし

て設定した。 

「女子中高生の理系進路選択

支援事業」は、女子中高生に

科学技術分野に関する興味・

関心を喚起するための取組で

あるため、現在把握できるデ

ータのなかでは、大学（学部）

へ入学した女性のうち、自然

科学系の学科に入学した女性

の割合によって、その効果を

計ることができると判断した。 

「技術士制度」については、高

度な専門的応用能力を有する

技術者として、公共的事業や

製造の現場等での活躍が見

込まれる技術士の増加状況に

よって、その効果を計ることが

妥当であるため、技術士の登

録者数とした。 

    

③技術士登録者数の

推移 

人 

  

58,314 60,534  61,794 

  

    

  ④博士課程修了者の

産業への就職率 

％ 

  

57.2 57.4 58.8 

  

     

  ⑤企業等における研究

者数のうち、博士号を

取得した研究者数の割

合 

％ 

  

3.89 3.78 4.30  

  

      

  ⑥我が国における女性

研究者割合 

％ 

  

11.9 11.9 12.4 

  

      

  ⑦女性研究者の採用

割合 

（自然科学系全体） ％ 

 

未調査 未調査 調査中 

 

    

わかりやすく親

しみやすい形で

国民に科学技

術を伝え、国民

との対話を通じ

て説明責任と情

報発信を強化す

る活動及び科学

技術に関する基

礎的な知識・能

力の向上に資

する取組を推進

する。 

①サイエンスチャンネ

ル（サイエンスチャンネ

ル（科学技術番組）の

モニター調査におい

て、「知識・教養」を高

める上での有用性に関

する評価と「実用性」、

「平明性」に関する評価

の平均値） 

    

3.7 3.7 3.7 

  サイエンスチャンネルは様々

な分野の科学技術を、研究者

や研究機関等と連携して分か

りやすく紹介する科学技術番

組を制作し、インターネット等

を活用して発信することで、国

民の科学技術に対する関心の

喚起、理解の増進を図るもの

である。また、日本科学未来

館は最先端の科学技術情報

の内外への発信・交流を通じ

て、国立科学博物館は自然科

学に関する資料の供覧を通じ

て、国民の科学技術に対する

興味・関心、理解の向上を推

進している。このため、当該事

業の達成目標を図る指標とし

てサイエンスチャンネルのモニ

ター調査結果、日本科学未来

館・国立科学博物館の入館者

数を設定した。 

      

②日本科学未来館の

入館者数 
人 

  

712,426 778,629 795,497 

  

    

③国立科学博物館の

入館者数 
人 

  

1,618,886 1,761,257 1,907,826

  

    

  ④国民の科学技術へ

の関心（科学技術と社

会に関する世論調査

（内閣府）） 

％ 

  

  

  

61.1 
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施策名 科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への責任ある取組の推進 

施策の概要 
科学技術の社会的信頼を獲得するために、生命倫理問題やナノテクノロジーの社会的影響等科学技術

が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への対応を強化する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
ヒトＥＳ細胞の樹立及び使用に関する指針（ＥＳ指針）及び特定胚の取扱いに関する指針（特定胚指針）

の違反事例がなかったことに加え、ライフサイエンス研究の進展や社会的動向等を踏まえたＥＳ指針の改
正に向けた手続きや、総合科学技術会議意見を踏まえた特定胚指針の見直しに向けた検討等も着実に
進められたことから、生命倫理に係る諸課題への対応については、ほぼ適切に実施されたものと判断され
る。 
また、ナノテクノロジーの社会的影響についても、科学技術振興調整費により進められてきたナノテクノロ

ジー影響の多領域専門家パネル会議で抽出された課題を踏まえ、物質・材料研究機構が新たに「ナノマ
テリアルの社会受容のための基盤技術の開発」を開始するなど、諸課題への対応は順調に進んでいるもの
と判断される。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
・ 本年度中に、人クローン胚の研究目的の作成・利用に係る検討結果を踏まえ、特定胚指針及びES指針
を改正する。 

・ 特定胚指針及びＥＳ指針の違反が引き続きゼロとなるよう指針の周知徹底を図る。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 生命倫理等に関する諸課題への対応を着実に実施するため、33百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：23百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第３期科学技術基本計画 
分野別推進戦略 

平成 18 年３月 28 日
総合科学技術会議 

ライフサイエンス分野 
ライフサイエンスの発展は、社会的な側面に大き
な影響を与えるようになってきており、社会・国民に
支持されるためには、ライフサイエンスが及ぼす新し
い倫理的・法的・社会的課題に取り組んでいく必要
がある。 
ナノテクノロジー・材料分野 
ナノテクノロジーが広範な技術領域の基盤を革新
する夢の技術体系となる可能性を持つ反面、不可視
な人工物が予想できないリスクを社会にもたらす可能
性も指摘され始めている。この分野は欧米における
取組が選考しているが、現在のところ必ずしも信頼性
のあるデータが得られているとは言い難い。期待され
る便益をリスクを社会にもたらす可能性も指摘され始
めている。期待される便益とリスクを科学的に解析・
比較し、責任あるナノテクノロジーの研究開発を進
め、その健全な発展を促す必要がある。 
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施策名 地域における科学技術の振興 

施策の概要 
世界レベルのクラスターとして発展可能な地域に重点的な支援を行うとともに、小規模でも地域の特色を

生かした強みを持つクラスターを各地に形成する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
世界レベルのクラスター形成に対する支援や小規模でも地域の特色を活かした強みを持つクラスター形

成に対する支援については、平成 19 年度に事後評価等を実施した合計 20 拠点のうち 15 拠点が優れて
いるとの評価を受けた。これにより、世界レベルのクラスター及び地域の特色を活かした強みを持つクラスタ
ーが各地に形成されつつあり、地域における科学技術の振興に向けた取組は、想定以上に達成できてい
ると判断される。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

世界レベル

の地域クラ

スター形成 

知的クラスター創成事

業の実施地域のうち、

中間評価または終了評

価で優れていると評価

された地域数（平成 19

年度評価実施分） 

地域     ６／11 半数以上 中間評価・終了評価

において、優れてい

ると評価された地域

を指標とし、半数以

上を目標値として設

定。 
    

  知的クラスター創成事

業の実施地域のうち、

中間評価または終了評

価で優れていると評価

された地域数（累積） 

地域     10／18 半数以上 

小規模でも

地 域 の 特

色を活かし

た強みを持

つクラスタ

ー形成 

都市エリア産学官連携

促進事業実施地域のう

ち、事後評価におい

て、優れていると評価さ

れた地域数（平成 19 年

度評価実施分） 

地域     ９／９ 半数以上 中間評価・終了評価

において、優れてい

ると評価された地域

を指標とし、半数以

上を目標値として設

定。 

都市エリア産学官連携

促進事業実施地域のう

ち、事後評価におい

て、優れていると評価さ

れた地域数（累積） 

地域     31／37 半数以上 

    

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
引き続き、世界レベルのクラスター形成を推進するため、知的クラスター創成事業(第Ⅱ期)について20

年度予算額75億円を81億円に拡充して概算要求を行う(平成21年度予算案：75億円)とともに、小規模でも
地域の特色を活かした強みを持つクラスター形成を推進するため、都市エリア産学官連携促進事業につ
いて20年度予算額46億円を55億円に拡充して概算要求を行った。 
(平成21年度予算額：45億円) 
さらに、国際競争に打ち勝つことのできる技術的なコアをもつ地域がグローバルな展開を図るため、中規

模のクラスター形成を支援する知的クラスター創成事業(グローバル拠点育成型)等を新たに32億円概算要
求した。 
(平成21年度予算額：14億円) 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本
方針 2008 

閣議決定 
平成 20 年６月 27 日 

第２章 ２ 
(５)科学技術による地域活性化  
「科学技術による地域活性化戦略」14 等を踏まえ、産
学官連携による多様な地域科学技術拠点群及びグロー
バル科学技術拠点の形成支援等を行う。 

平成 21 年度の科学技
術に関する予算等の
全体の姿と資源配分
の方針 

総合科学技術会議 
平成 20 年６月 19 日 

２． 科学技術が大きな役割を果たす喫緊の最重要政策
課題への重点化  
・ 地域活性化を図るため、多様性や国際競争力のある
地域科学技術拠点群の形成、地域イノベーション人
材力を強化 

科学技術による地域
活性化戦略 

総合科学技術会議決
定 
平成 20 年５月 19 日 

～地域拠点のエコシステムを目指して～  
１．多様性強化戦略 
（２）地域の多様性強化 
① 地域の多様性を踏まえ、地域が主体的に策定する
構想に柔軟に対応 
④ 事業実施期間の柔軟化や府省間の連携により、地
域科学技術施策間の継続性を高める 
２．グローバル拠点強化戦略 

長期戦略指針「イノベ 閣議決定 第５章１.(１) １) ⑧ 
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ーション 25」 平成 19 年６月１日 地域における公的研究機関をはじめ､自治体､大学､
企業等によるクラスター形成の支援､当該地域を越えた
広域連携やネットワークの強化を推進する｡ 

地域再生総合プログラ
ム 

地域再生本部決定 
平成 19 年２月 28 日 

３. ３－５. (2) ⑧ 
地域イノベーションの推進 
地域の知的創造の拠点たる大学､公的研究機関等と
関連研究機関､研究開発型企業等との産学官連携に基
づくイノベーションの推進｡ 
･ 地域クラスターの形成【文部科学省､経済産業省】 

経済成長戦略大綱 
財政・経済一体改革
会議 
平成 18 年７月６日 

第３ １. (６) 
知的クラスターと産業クラスターの更なる連携を図りつ
つ､政府一体となって｢地域科学技術クラスター｣の形成
を目指す｡ 

第３期科学技術基本
計画 

閣議決定 
平成 18 年３月 28 日 

第３章 ２. (４) ① 
｢国は､地域のイニシアティブの下で行われているクラ
スター形成活動への競争的な支援を引き続き行う｡その
際､クラスター形成の進捗状況に応じ､各地域の国際優
位性を評価し､世界レベルのクラスターとして発展可能
な地域に重点的な支援を行うとともに､小規模でも地域
の特色を活かした強みを持つクラスターを各地に育成
する｡｣ 
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施策名 科学技術システム改革の先導 

施策の概要 
科学技術システムの改革や研究開発の効果的・効率的推進に向けた取組を率先して進め、優れた研究

成果の創出や活用を促進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
科学技術振興調整費によって、先例となることが期待される優れた取組等を支援（合計 103 件）してい

る。また、研究費の重複・集中の排除等を目的とした「府省共通研究開発管理システム（e-Rad）」の運用を
当初スケジュールより前倒し（平成20年 1月）で開始するとともに、「研究機関における公的研究費の管理・
監査のガイドライン（実施基準）」に基づいた研究機関の管理・監査体制の整備が着実に進捗している。さら
に、科学技術行政における現状課題や将来ニーズ等の把握及び研究開発評価システムの改革の推進に
努めている。加えて、「世界トップレベル研究拠点（WPI）プログラム」を 19 年度より開始（5 拠点を採択）し、
世界トップレベル研究拠点の形成が進みつつあり、科学技術システム改革の先導に向けた取組は、想定通
り達成できていると判断される。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18年度 19年度 （年度） 

総合科学技術

会議の方針に

沿って、先例

となることが期

待される優れ

た取組等を支

援することによ

り、科学技術

システムの改

革等に取り組

む。 

科学技術振

興 調 整 費 

合計支援件

数 

件 49 

（18 年度）

- 49 103   システム改革の推進に当

たっては、モデル的な取

組への支援を増加し、広

く普及することが重要と考

えられるため、調整費によ

る支援件数を、定量的な

参考指標としている。 

現状の課題や

将来の行政ニ

ーズ等を的確

に捉えるため

の調査研究を

行うとともに、

研究開発の重

点的・効率的

推進等を図る

ための評価シ

ステムの改革

を進める。 

報告書の発

行数 

冊 31 32 31 33 － ・左記達成目標は第 3 期

科学技術基本計画の科

学技術システム改革を推

進するためには現状の課

題や将来の行政ニーズ等

を的確に捉えることが重

要であることに鑑み設定。

 

・左記指標は、科学技術

行政における現状課題や

将来ニーズ等の把握への

貢献度合いを定量的に把

握するために設定。 

 （18 年度）   （22 年度） 

講演会等の

開催数 

回 37 48 37 36 － 

 （18 年度）   （22 年度） 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
引き続き科学技術システム改革を進めていくため、科学技術振興調整費において、20年度予算額338億

円を487億円に拡充して概算要求を行った。 
（平成21年度予算額：363億円） 
また、科学技術に関する現状課題や将来ニーズ等の適切な把握及び研究開発評価システムの改革を

推進するため、122百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：98百万円） 
不合理な重複や過度の集中を排除し、研究費を効果的に配分するため、府省共通研究開発管理システ

ム（e-Rad）の運用経費として、564百万円を概算要求に盛り込んだ。  
（平成21年度予算額：502百万円） 
世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラムの実施経費として7,109百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：7,109百万円） 
【施策の充実】 
研究費の不正使用等への対処として、平成20年度においては、「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」（平成19年２月15日文部科学大臣決定）に基づく公的研究費の管理・監査
に関する体制整備等の実施状況報告書の提出を求めた。 
「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成20年10月31日内閣総理大臣決定）」が新たに決定され

たことを受け、「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針（平成21年２月17日文部科学大臣決
定）」の改定を行い、研究開発評価体制の改善を図った。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第３期科学技術基本
計画 

閣議決定 
平成18年３月28日

第３期基本計画の期間（平成 18 年度から 22 年度）におけ
る効果的な研究開発投資の拡充と抜本的な科学技術システ
ム改革の実行は、我が国経済が長期的な発展を続ける上で
不可欠な役割を果たすことは言うまでもない。 
＜第３章 科学技術システム改革＞ 
２．科学の発展と絶えざるイノベーションの創出  
（１）競争的環境の醸成  
（２）大学の競争力の強化 
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① 世界の科学技術をリードする大学の形成 
   我が国の大学において、研究活動に関する各種評価
指標により、世界トップクラスとして位置付けられる研
究拠点、例えば、分野別の論文被引用数 20 位以内
の拠点が、結果として30拠点程度形成されることを目
指す。 

（３）イノベーションを生み出すシステムの強化 
（５）研究開発の効果的・効率的推進 
① 研究費の有効活用 
（研究費配分における無駄の徹底排除） 
   研究費配分の不合理な重複や、研究者個人の適切
なエフォート（研究に携わる個人が研究、教育、管理
業務等の各業務に従事する時間配分）を超えた研究
費の過度の集中は、排除を徹底する必要がある。 
③ 評価システムの改革 
   研究開発評価は、国民に対する説明責任を果たし、
柔軟かつ競争的で開かれた研究開発環境の創出、
研究開発の重点的・効率的な推進及び質の向上、研
究者の意欲の向上、より良い政策・施策の形成等を
図る上で極めて重要であり、大綱的指針及び大綱的
指針に沿って各府省等が評価方法等を定めた具体
的な指針等に則って実施する。 
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施策名 科学技術の国際活動の戦略的推進 

施策の概要 
研究環境の国際化や人的ネットワーク等の国際活動の基盤を拡大することにより、研究者等の往来など

の国際交流を推進するとともに、戦略的な国際共同研究や政府間会合を通じ、各国との持続的な関係の
構築を促進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「大学国際戦略本部強化事業」等の実施（20 大学を採択）により、研究環境の国際化や外国人研究者

等の受入れのための制度や環境整備の推進が図られるとともに、大学間交流協定に関しても大きく増加し
ており、機関間のレベルでの関係構築についても順調に進捗している。また、政府間会合や研究交流の実
施、各種の国際交流事業を通じて、国際共同研究や国際会議等の多層的な科学技術交流が推進されて
おり、科学技術の国際活動の戦略的推進に向けた取組は、想定通り達成できていると判断される。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 16 年度 17 年度 18 年度 （年度） 

研究環境の

国際化 

研究者受入数 人   31,408 34,939 33,720 増加傾向の

維持 

中国、インドの台頭

等により、我が国の

国際科学技術コミュ

ニティにおける相対

的なプレゼンスは停

滞している。そのた

め、あらゆる国際活

動の活動量を増加さ

せ、「知」をめぐる世

界的な競争を勝ち

抜くための基盤を強

固なものとする必要

がある。 

      （速報値） 

アジア諸国と

の関係構築 

アジアの研究者受

入人数 

人   15,360 17,091 16,442 増加傾向の

維持       （速報値） 

アジアの研究者派

遣数 

人   40,872 46,128 44,447 増加傾向の

維持 

      （速報値） 

多層的な科

学技術交流 

JST と海外助成機

関との覚書数 

本   9 10 11 増加傾向の

維持 

    
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
優秀な外国人研究者に国内の大学等で研究に従事する機会を提供する「外国人特別研究員事業」に

ついて、4,992百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額:4,790百万円） 
日本の優れた科学技術とＯＤＡの連携により、アジア・アフリカ等の開発途上国と環境・エネルギー分野

等における科学技術協力を推進する「地球規模課題対応国際科学技術協力事業」について、1,348百万
円を概算要求に盛り込んだ。  
（平成21年度予算額:1,154百万円） 
政府間合意等に基づき国が指定した国・地域、分野での国際研究交流等を支援する「戦略的国際科学

技術協力推進事業」について、3,082百万円を概算要求に盛り込んだ。  
（平成21年度予算額:1,568百万円） 
【審議会での議論】 
ＥＵとの科学技術協力強化に向けて、科学技術・学術審議会国際委員会において「科学技術・学術分

野における欧州地域との国際活動の戦略的推進について」をとりまとめた。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

長期戦略指針「イノ
ベーション 25」 

平成 19 年６月１日 
閣議決定 

４）環境・エネルギー等日本の科学技術力による成長と国
際貢献 
①科学技術外交の強化 
・ 開発途上国との科学技術協力の強化 
・ 先端科学技術分野での協力の強化 
・ 科学技術協力ネットワークの強化 
・ 国際共同研究推進のための枠組み 

科学技術外交の強化
に向けて 

平成 20 年５月 19 日 
総合科学技術会議 

第３章 科学技術外交の具体的かつ戦略的な推進 
１. 地球規模の課題解決に向けた開発途上国との科学
技術協力の強化 
（１） 科学技術協力の実施及び成果の提供・実証 
（２） 開発途上国における人材開発 1 
２. 我が国の先端的な科学技術を活用した科学技術協
力の強化 
（１） 国際共同研究等の主導的な実施 
（２） 先端的研究インフラの整備及び共同利用 
３. 科学技術外交を推進する基盤の強化 
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施策名 原子力安全対策、核物質の防護及び転用の防止、並びに環境放射能の把握 

施策の概要 

原子力の研究開発利用活動による災害を防止し、公共の安全を確保するため安全規制を行い、核物質
の適正な計量と管理を行うことにより、その平和利用を確保するとともに、原子力艦寄港に伴う環境中の放
射性物質の動向等の調査を行い、放射線レベルを把握する。また、国民の信頼を得るために安全規制活
動の透明性を確保する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
平成19年度において、原子力災害、核燃料物質等の防護を破る盗取・妨害破壊行為が発生しなかった

こと、国内にある核物質が核兵器等に転用されていないことが国際原子力機関（IAEA）により確認されたこ
と、原子力艦寄港に伴う環境中の放射性物質の動向等の調査を行い、放射線レベルを把握したこと及び
必要な情報発信やプレス発表が行われていたことから、「想定どおり達成」したと評価する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の     

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

原子炉等規制

法に基づく安

全規制により

試験研究用原

子炉、核燃料

物質等に係る

災害の発生を

防止する。 

原 子 力 災

害の発生件

数 

件 毎年度 ０ ０ ０ ０ 

事業者が原子力施設の安全

性・信頼性の確保に一義的責

任を有しているところではある

が、事業者の取組と国の規制

機関の取組の結果として、試

験研究用原子炉、核燃料物

質等に係る災害の発生を防

止できていることを判断するた

め、「原子力災害の発生件

数」を指標として設定する。 

原子炉等規制

法に基づく安

全規制により

核燃料物質を

盗取・妨害破

壊行為から防

護する。 

① 核 燃 料

物質に係る

防護を破る

盗取件数 件 毎年度 ０ ０ ０ ０ 

事業者が核燃料物質の防護

の一義的責任を有していると

ころではあるが、事業者の取

組と国の規制機関の取組の

結果として、核燃料物質を盗

取・妨害破壊行為から防護で

きていることを判断するため、

「核燃料物質に係る防護を破

る盗取件数」及び「核燃料物

質に係る防護を破る防護破壊

行為件数」を指標として設定

する。 

② 核 燃 料

物質に係る

防護を破る

妨 害 破 壊

行為件数 

件 毎年度 ０ ０ ０ ０ 

国内の核物質

が、核兵器や

その他の核爆

発装置に転用

されていない

ことが IAEA に

より確認され

る。 

核物質が核

兵器等に転

用されてい

ないことが

確 認 で き

ず、疑義が

発生した件

数 
件 毎年度 ０ ０ ０ ０ 

ＩＡＥＡが前年１年間の保障措

置実施状況をまとめた保障措

置 声 明 （ Safeguards 

Statement）において我が国に

対し、「すべての核物質が平

和的活動の中にとどまってい

る」と評価されることをもって、

我が国における核兵器等へ

の転用の有無を判断するた

め、「核物質が核兵器等に転

用されていないことがＩＡＥＡ

により確認されず、疑義が発

生した件数」を指標として設定

する。 

国民の安全・

安心に資する

ため原子力艦

寄港に伴う環

境中の放射性

物質の動向等

の 調 査 を 行

い、放射線レ

ベルを把握す

る。 

原 子 力 艦

調 査 不 能

回数 

件 毎年度 ０ ０ ０ ０ 

原子力艦寄港に伴う放射性

物質の動向調査について確

実に実施される体制を維持

し、また、十分な調査が行わ

れた結果として寄港地周辺の

放射線レベルを確実に把握し

たことを判断するため、確実に

原子力艦調査が行われてい

ることが判断可能な「原子力

艦調査不能回数」を指標とし

て設定する。 

原子力や放射

線利用に対す

る安全規制等

に関する情報

公開を通じ、

透明性を確保

するとともに、

説明責任を果

たし、安全規

制行政への国

民の理解を得

る。 

ホームペー

ジへのアク

セス件数 

件 毎年度 196,260 192,043 211,218 － 

原子力や放射線利用に対す

る安全規制等に対する国民の

理解を得るためには、情報公

開の徹底が重要な取組である

ことから、その取組が積極的

に行われているか、それを多

くの国民が利用しているかを

測る観点から、ホームページ

へのアクセス件数を指標とし

て設定した。 

 

政策評価の結果 原子力の安全及び平和利用の確保という目標の性質上、今後とも目標を達成し続ける必要があり、その
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の政策への反映
状況 

ために必要となる下記の措置を行った。 
【概算要求】 
平成21年度概算要求においては、事業を精査した上で、所要の55億円を盛り込んだ（平成21年度予算

額：48億円）。本要求においては、これまで行ってきた安全規制業務及び保障措置業務を着実に実施する
とともに、最新の技術的知見、国際的な基準、指針類等の取入れ等を行なうこととした。 
また、平成20年度補正予算において、長崎県・佐世保港における放射能モニタリング調査体制の強化

に必要な経費（0.9億円）を措置した。 
【機構・定員要求】 
また、これらの業務を行うため、機構・定員要求により、 
・ 国際基準取り入れ等による核セキュリティ体制の強化のため、核セキュリティ対策室の機構要求、及び
核セキュリティ対策室長（振替）、室長補佐（新設）、係長（新設）の定員要求 

・ 国際約束の履行に必要な国内保障措置制度（ＳＳＡＣ）の強化のため、保障措置評価専門官（新設）の
定員要求 

を行った。 
（核セキュリティ対策室長補佐及び係長、保障措置専門官各１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

原子力政策大綱 
平成 17 年 10 月 
閣議決定 

原子力の研究、開発及び利用に関する取組における共
通理念 
我が国における原子力の研究、開発及び利用は、厳
に平和の目的に限り、安全の確保を前提に、将来にお
けるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興
とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上
とに寄与することを目的として推進することとされている。
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施策名 学術研究の振興 

施策の概要 
研究者の自由な発想に基づく学術研究について、新しい知を生み続ける重厚な知的蓄積を形成するこ

とを目指し、萌芽段階からの多様な研究や時流に流されない普遍的な知の探求を長期的視点の下で振興
する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
大学・大学共同利用機関等における独創的・先端的基礎研究関連予算の着実な確保及び全国の大学

研究者等による共同利用・共同研究体制の整備・充実により、当該研究を着実に推進した。 
さらに、学術研究に関する競争的資金（科学研究費補助金）については、研究種目の新設や 2 種目に

ついて新たに間接経費を措置するなど競争的環境の整備を進めるとともに、不正使用等への対応や審
査・評価システムの改善等着実な制度改革を実施した。 
また、社会のニーズに基づく現代的な課題に対応した総合的・融合的な研究を振興し、優れた成果を創

出するため、世界の諸地域を対象に、今後人的交流や国際貢献を進めるために必要な社会的・政策的ニ
ーズに対応したプロジェクト研究を順調に実施した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

大学・大学共

同利用機関

等における独

創的・先端的

基礎研究に

ついて一定

の資源を確

保し、全国の

大学研究者

等による共同

利用・共同研

究体制等によ

り推進する 

予算額（大学・大学共同利

用機関等における独創的・

先端的基礎研究の推進）

（※国立大学法人及び大学

共同利用機関法人に配分さ

れた学術研究に係る国立大

学法人運営費交付金及び

国立大学法人施設整備費

補助金を計上） 

百万円 - 120,711 121,522 119,812 - 基 礎 研究の特性

上、一定の資源を確

保する結果もたらさ

れる政策効果を具

体的に把握する統

一的・横断的な指標

を設定することは難

しい。そのため、左

記のとおり達成目標

を定め、左記のとお

り一定の資源を確保

すること（指標①）及

び一定の資源を確

保することによる基

礎研究の推進状況

等（指標②、指標

③）を指標としてい

る。 

学術研究の進捗状況（特別

教育研究経費（学術研究）

の進捗状況（事業毎に 4 段

階評価）） 

- - 3.3 3.3 3.3 - 

共同利用・共同研究体制

（拠点数合計） 

拠点数 - 60 62 63 - 

学術研究に

関する競争

的資金(科学

研究費補助

金 ) に つ い

て、人文・社

会科学から自

然科学までの

あらゆる研究

分野への幅

広い助成を

行うとともに、

制度改革を

着実に進める

ことにより、優

れた研究成

果の創出に

寄与する 

学術研究に関する競争的

資金予算額（科学研究費補

助金）（参考指標） 

百万円 - 188,000 189,500 191,300 - 科学研究費補助金

の予算額は、優れた

学術研究を選別して

支援する競争的資

金として幅広い助成

ができているかを判

断する指標である。

また、研究成果とし

て報告のあった研究

論文数・図書数・産

業財産権数は、科

学研究費補助金に

よる研究成果の創出

の状況について定

量的に示すことので

きる指標である。 

      

研究成果として報告のあっ

た研究論文数（参考指標）

件 - 154,853 160,011 - - 

       

研究成果として報告のあっ

た図書数（参考指標） 

件 - 11,030 11,846 - - 

       

研究成果として報告のあっ

た産業財産権数（参考指

標） 

件 - 2,244 2,264 - - 

      

社会のニー

ズに基づく現

代的な課題

に対応した総

合的・融合的

な研究を振

興し、優れた

成果を創出

する。 

｢世界を対象としたニーズ対

応型地域研究推進事業」に

おいて、外部有識者より中

間評価を受けた１課題にお

ける評価結果（総合評価） 

- - - - Ａ - ｢世界を対象とした

ニーズ対応型地域

研究推進事業」にお

いて、外部有識者に

よる中間評価、事後

評価が行われるが、

その中で、優れた成

果の創出が期待で

きるのかという観点

からの評価も行われ

る。そのため、中間

評価、事後評価によ

る評価が達成目標

の達成度を判断す

るための指標と成り

得ると考えられるた

め。 

        

｢世界を対象としたニーズ対

応型地域研究推進事業」に

おいて、外部有識者より中

間評価を受けた１課題にお

ける評価結果（個別評価（４

項目）におけるＡの数） 

- - - - ２ - 

        

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
大学・大学共同利用機関等における独創的・先端的基礎研究について、一定の資源を確保し、全国の

大学研究者等による共同利用・競争研究体制等により推進するため、1,320億円を概算要求に盛り込ん
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だ。 
(平成21年度予算額：1,146億円) 
科学研究費補助金においては、多様な学術研究を支える「基盤研究」や、革新的な学術研究を推進す

る「新学術領域研究」、若手研究者を育成・支援する｢若手研究｣の充実を図るなど、2,172億円を概算要求
に盛り込んだ。 
(平成21年度予算額：1,970億円) 

 人文・社会科学分野において、政策的・社会的ニーズに対応した研究を推進するとともに、豊富な学術
資料やデータ等を有する組織のポテンシャルを活用し、国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点
の整備等により、当該分野の振興を図るため、13億円を概算要求に盛り込んだ。 
(平成21年度予算額：８億円) 

【制度改正】 
国公私立大学を問わず大学の研究ポテンシャルを活用して、研究者が共同で研究を行う体制を整備す

るため、平成20年７月に、学校教育法施行規則の改正等により、国公私立大学を通じたシステムとして、新
たに文部科学大臣による共同利用・共同研究拠点の認定制度を創設した。 
科学研究費補助金では、挑戦的な学術研究を支援するため「萌芽研究」の審査体制等を見直し、挑戦

的で斬新なアイデアに着目する「挑戦的萌芽研究」として公募することにした。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第３期科学技術基本
計画 

平成18年３月28日
閣議決定 

第２章 科学技術の戦略的重点化 
１．基礎研究の推進 
｢多様な知と革新をもたらす基礎研究については、一定
の資源を確保して着実に進める。｣ 
第３章 科学技術システムの改革 
２．科学技術システムの改革 
(１)競争的環境の醸成 
｢研究者の研究費の選択の幅と自由度を拡大し、競争
的な研究開発環境の形成に貢献する科学研究費補助金
等の競争的資金は、引き続き拡充を目指す。競争的資金
を獲得した研究者の属する機関に対して研究費の一定比
率が配分される間接経費については、全ての制度におい
て、30％の措置をできるだけ早期に実現する。｣ 
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施策名 研究成果の創出と産学官連携などによる社会還元のための仕組みの強化 

施策の概要 
世界最高水準の研究成果や、新たなブレークスルーをもたらす優れた研究成果を生み出すとともに、イ

ノベーションを通じて研究成果を社会的価値・経済的価値として発現させ、社会・国民に還元する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発事業（公募分）を含む）においては、新たな研究領域の

設定、間接経費の拡充のための予算の確保及びそれに伴う課題数の増加等競争的環境の整備を進める
とともに、「ヒト人工多能性細胞（ｉＰＳ細胞）」の樹立という大きな成果を迅速に支援したこと等を踏まえ、順調
に進捗した。 
また、大学知的財産本部の整備、産学官連携コーディネーターによる大学等への支援、大学等の研究

成果を基にした共同研究や技術移転に係る研究開発の推進により、大学等における産学官連携、知的財
産活動は着実に進展している。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の

設定根拠・考え方 （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

「政策に基づき

将来の応用を

目指す基礎研

究」を推進する

ための競争的

資金である戦

略的創造研究

推進事業を引

き続き拡充する

ことを目指すと

ともに、その研

究成果が生み

出され活用さ

れるよう制度改

革を進めること

等によって、世

界最高水準の

研究成果や新

たなブレークス

ルーをもたらす

優れた研究成

果 を 生 み 出

す。 

戦略的創造研究

推進事業(社会

技術研究開発事

業（公募分）を含

む)の事業額 

百万円

48,626 47,595 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47,976 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48,626 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「政策に基づき将来

の応用を目指す基

礎研究」を推進する

ための競争的資金

である戦略的創造

研究推進事業の世

界最高水準の研究

成果や新たなブレ

ークスルーをもたら

す優れた研究成果

を生み出すために

は当該事業を引き

続き拡充することが

必要である。従っ

て、定量的な一指

標として、戦略的創

造研究推進事業の

事業額を使用する。

（19 年度） （24 年度） 

大学等の研究

成果を円滑に

社会へ還元し、

社会的価値、

経済的価値へ

つなげるため、

大学等におけ

る組織的、戦略

的な産学官連

携活動を促進

する。 

［指標１－①］大

学等と企業等と

の連携活動件数

（参考指標 1,2,3

から算出） 

39,126 31,263 

 

 

 

35,674 

 

 

 

39,126 

 

 

 

 
大学等における知

的財産、産学官連

携活動を評価する

ためには、大学等

の研究成果を社会

に還元した実績及

び、企業等が大学

等の研究開発力を

活用するため、大学

等と協力して研究

開発に取り組んだ

実績を用いる必要

がある。そのため、

それらを表す指標と

して、大学等におけ

る共同研究実績、

受託研究実績、特

許実施実績を合算

して大学等と企業

等との連携活動実

績として評価した。

また、大学等発ベン

チャーの創出は、革

新的な技術の社会

還元のための重要

な手段であることか

ら、大学等発ベンチ

ャー設立実績を併

せて評価することと

した。 

 
（19 年度） （24 年度） 

［ 指標 １－② ］

（①）に係る企業

等からの受入金

額（千円）（参考

指標１，２，３から

算出） 

千円

201,645,259 159,461,685

 

 

 

 

179,679,848

 

 

 

 

201,645,259 

 

 

 

 

400,000,000

（19 年度） （24 年度） 

［ 指標 １－③ ］

（①）に係る企業

等からの受入金

額（千円）（１件

当 た り （ ② ／

①）） 

千円

5,154 5,101 

 

 

 

 

5,037 

 

 

 

 

5,154 

 

 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

［指標２－①］大

学等発ベンチャ

ー年間設立件数 

- 201 

 

 

170 

 

 

- 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

［指標２－②］大

学等発ベンチャ

ー年間設立件数

の対前年度比 

- 0.85 

 

 

0.85 

 

 

- 

 

 

 

 
（19 年度） （24 年度） 

［指標２－③］大

学等発ベンチャ

ー累積設立件数 

- 1,395 

 

 

1,565 

 

 

- 

 

 

約 2500 

（19 年度） （24 年度） 

【参考指標１－

①】大学等と企

業等との共同研

究件数 

16,211 13,020 

 

 

14,757 

 

 

16,211 

 

 

 

 
（19 年度） （24 年度） 

【参考指標１－

②】大学等にお

ける共同研究受

入金額 

千円

40,125,683 32,343,275

 

 

36,843,149

 

 

40,125,683 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 
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【参考指標１－

③】大学等にお

ける共同研究受

入金額（１件当

たり（②／①）） 

千円

2,475 2,484 

 

 

 

2,497 

 

 

 

2,475 

 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

【参考指標２－

①】大学等にお

ける企業等から

の受託研究件数 

18,525 16,960 

 

 

18,045 

 

 

18,525 

 

 

 

 
（19 年度） （24 年度） 

【参考指標２－

②】大学等にお

ける企業等から

の受託研究受入

金額 

千円

160,745,129 126,479,747

 

 

 

142,035,360

 

 

 

160,745,129 

 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

【参考指標２－

③】大学等にお

ける企業等から

の受託研究受入

金額（１件当たり

（②／①）） 

千円

8,677 7,458 

 

 

 

 

7,871 

 

 

 

 

8,677 

 

 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

【参考指標３－

①】大学等にお

ける特許実施件

数 

4,390 1,283 

 

 

2,872 

 

 

4,390 

 

 

 

 
（19 年度） （24 年度） 

【参考指標３－

②】大学等にお

ける特許実施料

収入 

千円

774,447 638,663 

 

 

801,339 

 

 

774,447 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

【参考指標３－

③】大学等にお

ける特許実施料

収入（１件当たり

（②／①） 

千円

176 498 

 

 

 

279 

 

 

 

176 

 

 

 

 

（19 年度） （24 年度） 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
今後のイノベーション創出につながる社会・経済ニーズに対応した新技術を創出するため、国が定めた

戦略目標の達成に向けた目的志向型の基礎研究を推進する「戦略的創造研究推進事業」として、54,963
百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：49,790百万円） 
（独）科学技術振興機構の基礎研究等の成果から産業創出の基盤となりうる技術を選定した上で、産学

官の研究者から構成される複数の研究チームによるコンソーシアムを形成し、チーム間で知財等の主要な
情報の共用を図りながらシームレスな研究開発を効果的に推進する「戦略的イノベーション創出推進事
業」を実施するため、2,800百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：550百万円） 

＜大学知的財産本部の整備、産学官連携コーディネーターによる大学等への支援について＞ 
イノベーション創出の原動力である大学等において、研究開発初期段階からの戦略的な知的財産の創

造・保護・活用をはじめとする知的財産戦略等の持続的な展開を推進し、我が国の産学官連携活動全体
の質の向上を図る「産学官連携戦略展開事業」を実施するため、4,940百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：2,967百万円） 
また、当該事業にて、産学官連携拠点の形成支援等について、4,940百万円の内数として概算要求に

盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：2,967百万円の内数） 

＜共同研究や技術移転に係る研究開発の推進について＞ 
平成21年度より、従来から実施している（独）科学技術振興機構の企業化開発事業をより柔軟な形で適

用した「研究成果最適支援展開事業」を実施し、研究開発課題の内容に応じた最適なファンディングを行
い、大学等の研究成果のより効果的・効率的な社会還元を図るため、5,000百万円を概算要求に盛り込ん
だ。 
（平成21年度予算額：3,200百万円） 
技術移転支援センター事業」において、大学等の研究成果について、海外特許出願を支援するととも

に、目利き人材の育成、大学見本市の開催等により大学等の技術移転活動を総合的に支援するため、
3,170百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：2,557百万円） 

【その他】 
平成19年度に終了した「大学知的財産本部整備事業」についての事後評価結果報告書を科学技術・学

術審議会技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会大学知的財産本部審査・評価小委員会において取
りまとめた。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会における
福田内閣総理大臣施
政方針演説 

平成 20 年１月 18 日 

技術革新の加速 
世界最高水準の研究拠点の整備を進めるとともに、
研究成果を適切に保護し、成長につなげていくため、
知的財産戦略を着実に実行します。 
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経済財政改革の基本
方針 2008 

平成 20 年６月 27 日 

第２章 成長力の強化    
１．経済成長戦略 
Ⅲ 革新的技術創造戦略 
革新的技術戦略 

・ 研究開発初期段階からの戦略的な知的財産
の創造・保護・活用を始め、出口を見据えた研
究開発マネジメントを実現する 

２．地域活性化  
（１）地方再生 【具体的手段】 
（５）科学技術による地域活性化 
    「科学技術による地域活性化戦略」等を踏まえ、
産学官連携による多様な地域科学技術拠点群及
びグローバル科学技術拠点の形成支援等を行
う。 
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施策名 科学技術振興のための基盤の強化 

施策の概要 
先端的な研究施設・設備・機器、知的基盤等は、独創的・先端的な基礎研究からイノベーション創出に

至るまでの科学技術活動全般を支える基盤として不可欠なものであることから、その整備や効果的な利用
を促進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
公的研究試験機関等における知的基盤の整備については、知的基盤整備計画の戦略目標に対して順

調に進捗している。 
また、大学・独立行政法人等が有する先端研究施設の共用については、産業利用が増加するなど概ね

順調に進捗した。特に、特定放射光施設（Spring－８）については、共用の促進により、利用者数、利用研
究課題数とも順調に増加するとともに、次世代スーパーコンピュータの共用については、基本的な方針に
対する意見募集をするなど概ね順調に進捗した。 
さらに、次世代スーパーコンピュータプロジェクトのハードウェアの設計、施設整備、ソフトウェアの研究開

発については、概ね計画通りに進捗している。 
Ｘ線自由電子レーザー装置の開発・整備については、加速器製作と装置収納建屋等の整備を昨年度

に引き続き実施するなど概ね計画通りに進捗している。 
特定放射光施設（大型放射光施設（Spring-8））については、平成 19 年度には施設利用者等の発表論

文数（査読あり原著論文等）は 432 報であり、利用体制の整備を充実することによって、研究成果の一層の
質的・量的向上を達成できる見込みである。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

大学・独立行政法人等が有する先端研究開発施設の共用を促進するために平成19年度に委託事業と
して開始した「先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】」を廃止して、機関の主体的取
組かつ弾力的運用を推進する「研究開発基盤整備補助【先端研究施設共用促進事業】」を創設する。この
ため、6,391百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,691百万円） 
次世代スーパーコンピュータの開発・整備及びこれを最大限利活用するためのソフトウェアの開発・普及

等を総合的に推進するため271.55億円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：190億円） 
また、次世代スーパーコンピュータの利用促進に向けた戦略的な利用の実行可能性調査の実施及びフ

ォーラムを開催するため1.6億円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：0.3億円） 

○ Ｘ線自由電子レーザー 
国家基幹技術としてＸ線自由電子レーザーの開発利用を引き続き推進するとともに、Ｘ線自由電子レー

ザーの建屋完成に伴う維持・管理等のために、13,512百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：10,353百万円） 

○ 特定放射光施設（大型放射光施設（Spring－８）） 
基礎研究から応用研究、さらに産業利用まで様々な分野で利用されているSPring-8の共用に係る施設

整備費や運転経費、共用支援要員の雇用経費などを支援し、利用研究成果の一層の質的・量的向上を
促進するために、10,230百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：8,664百万円） 

【機構・定員要求】 
先端研究施設の共用を促進するための体制を強化するため、係長（１名）の新設を要求した。 
（係長１名措置） 
計算科学技術推進体制の強化に伴い、計算科学技術推進室室長補佐（１名）、共用係長（１名）の新設

を要求した。 
（計算科学技術推進室室長補佐１名、共用係長１名措置） 

【その他】 
平成20年度に「Ｘ線自由電子レーザー計画 中間評価報告書」を科学技術・学術審議会において取りま

とめた。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会福田内閣
総理大臣施政方針演説 

平成 20年１月 18日

技術革新の加速 
世界最高水準の研究拠点の整備を進めるとともに、
研究成果を適切に保護し、成長につなげていくため、知
的財産戦略を着実に実行します。 

経済財政改革の基本方
針 2007 

平成 19年６月 19日

第２章 成長力の強化    
Ⅲ 成長可能性拡大戦略－イノベーション等 
 （４）イノベーションの加速 
   ① 社会システムの改革戦略（「イノベーション 25」）

の推進 
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別紙 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の      

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

知的基盤整備計画

（科学技術・学術審議

会平成 13 年８月）及

び知的基盤整備計画

について（科学技術・  

学術審議会 技術・研

究基盤部会平成19年

９月）に基づき、知的

基盤の着実な整備を

促進する。 

(1) 国立大学、独立行政

法人等の研究機関にお

いて保存されている微生

物数 

万 

- 137 165 152 60 
知的基盤整備計画について（科

学技術・学術審議会 技術・研究

基盤部会平成 19 年９月）に基づ

き、平成22年度までに整備すべ

き知的基盤４種類、９指標（①研

究用材料（微生物等の生物遺伝

資源等）４指標、②計量標準２指

標、③計測方法・機器等１指標、

④データベース２指標）を設定

し、各種知的基盤の整備の進捗

状況把握を行った。 

(13 年度)
   

（22 年度） 

(2) 国立大学、独立行政

法人等の研究機関にお

いて保存されている動物

細胞数 

万 

- 7.1 5.7 6.7 ５ 

(13 年度)
   

（22 年度） 

(3) 国立大学、独立行政

法人等の研究機関にお

いて保存されている動物

（マウス系統）数 

  

- 4,142 2,912 5,219 4000 

(13 年度)
   

（22 年度） 

(4) 国立大学、独立行政

法人等の研究機関にお

いて保存されている植物

遺伝資源・作物遺伝資

源数 

万 

- 161 151 135 60 

(13 年度)
   

（22 年度） 

(5) 物理標準 
種 

- 232 252 271 250 

(13 年度) （22 年度） 

(6) 標準物質 
  

- 225 242 260 250 

(13 年度) （22 年度） 

(7) ライフサイエンス分

野の計測方法・機器の国

内企業の国内市場シェ

ア 

％ 

- 47.9 48.9 - 50 

(13 年度)
   

（22 年度） 

(8) ＤＤＢＪに１年間に登

録された塩基配列データ

数 

Mbps 

- 2,090 952 931 6000 

(13 年度)
   

（22 年度） 

(9) 材料物性データベー

スのデータ数 
万 

- 158 151 167 180 

(13 年度) （22 年度） 

大学、独立行政法人

等の保有する先端的

な研究開発施設等の

産学官による共用を

推進し、研究開発投

資の効率化及びイノ

ベーションにつながる

成果の創出を図るた

め、共用に係る体制

及び有償利用体制の

構築を促進する。 

①先端研究施設共用イ

ノベーション創出事業(産

業戦略利用）（以下、本

事業とする。）において、

各機関が当初予定して

いた共用に供するための

マシンタイムに対して産

業界が実際に利用した

マシンタイムの平均 

％ 

- - - 131 10１％以上 

 先端研究施設共用イノベーシ

ョン創出事業（産業戦略利用）

（以下、本事業とする。）により、

産業界が利用するための体制

（利用者支援、課金・契約、広報

等）を整備し、研究開発投資の

効率化及びイノベーションにつ

ながる成果の創出を目的とする

ことから、５分野（①産業界による

利用の拡大状況、②波及効果、

③成果の創出状況、④有償利

用体制の整備状況、⑤有償利

用の実績）について、それぞれ１

指標を設定し、評価を実施した。

 ①産業界による利用の拡大状

況を評価するため、本事業で採

択している研究開発施設等を保

有する各機関が当初予定してい

た共用に供するためのマシンタ

イムに対する産業界が実際に利

用したマシンタイムの割合を評

価指標とした。 

 ②波及効果を評価するため、

本事業による課題終了後に共同

研究や有償利用等で再度当該

施設を利用した企業数を評価指

標とした。 

 ③成果の創出状況を評価する

ため、本事業を通じて企業が各

施設を利用することによる特許

(18 年度)
   

（23 年度） 

②本事業で採択している

研究開発施設等を利用

した企業の内、課題終了

後、共同研究や有償利

用等で再度当該施設を

利用した企業数 

  

- - - ０ 全利用企業 

(18 年度)
   

（23 年度） 

③本事業を通じた特許

出願件数 

  

- - - ０ 
１企業１件以

上 

(18 年度)
   

（23 年度） 

④本事業で採択している

研究開発施設等を保有

する研究機関のうち、当

該施設の有償利用体制

  - - - ９ 17 
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が整備されている機関数 

(18 年度)
   

（23 年度） 

の出願件数を評価指標とした。

 ④有償利用体制の整備状況を

評価するため、本事業で採択し

た研究開発施設等を保有する１

７機関のうち、有償利用体制が

整備された機関数を評価指標と

した。 

 ⑤有償利用の実績を評価する

ため、本事業で採択している研

究開発施設等のうち、評価実施

年度の前年度に当該施設の有

償利用の実績があった機関にお

いて、評価実施年度における有

償利用による課題件数（各機関

の対基準年度の平均）を評価指

標とした。 

 なお、②③については、事業

初年度いうことあり、成果が出て

いないことから、事業の進捗に従

って、評価を実施予定である。 

⑤本事業で採択している

研究開発施設等を保有

する研究機関のうち、前

年度に当該施設の有償

利用の実績があった機

関における有償利用によ

る課題件数（各機関の対

基準年度の平均） ％ 

- - - 109 10１％以上 

(18 年度)
   

（23 年度） 

先端的な機能を有す

る研究機関の施設・設

備を共用化することで

研究環境の整備を図

り、イノベーションの創

出を図る。 

①プロジェクト関連支援

件数 

（うち、産業界利用数） 

  

766 820 766 1,293 - 本事業が共有化を促進すること

で異分野の融合を目指すことを

目的としていることから、事業に

おける支援件数やそれを促進す

るためのナノテクノロジー総合シ

ンポジウムの参加者数を評価指

標として用いるとともに、先端的

な設備・装置が研究成果を論文

にする際に利用されることが多

いことから、本支援事業が関連し

た研究発表で成果を評価する。

(18 年度)
   

（23 年度） 

②プロジェクト関連論文・

研究発表数 

  

1,560 1,928 1,560 841 - 

(18 年度)
  

※26 機関

中 14 機関

集計時点

（23 年度） 

③ナノテクノロジー総合

シンポジウム参加者数 

  

1,036 962 1,036 648 ｰ 

(18 年度)
  

※18 年度ま

では２日間

の延べ人

数、19 年度

は１日のみ

の開催 

（23 年度） 

世界最先端・高性能

の次世代スーパーコ

ンピュータ及びそれを

最大限利活用するた

めのソフトウェアを開

発し、その施設の共用

を図る。 

システムの開発 

  
- - 概念設計

開始 

概念設計完

了、詳細設

計開始 

- 
次世代スーパーコンピュータは、

広範な分野の科学技術・学術研

究の進展、産業競争力の強化、

安心安全な社会の実現に資す

るものであり、第３期科学技術基

本計画において、我が国として

開発すべき「国家基幹技術」に

位置づけられており、国として着

実な推進が必要であるため。 

(18 年度) （24 年度） 

ソフトウェアの開発 
  

 
- 

開発開始 開発実施
- 

    (18 年度) （24 年度） 

施設の整備 
  - - 

設計開始

設計実施

（計算機棟

設計完了）

- 

    (18 年度) （24 年度） 

原子レベルの超微細

構造、化学反応の超

高速動態・変化を瞬

時に計測・分析するこ

とを可能とする世界最

高性能の研究基盤で

あるＸ線自由電子レー

ザー装置を開発し、施

設の共用を図る。 

Ｘ線自由電子レーザー

装置の開発・共用 

  

- 

- - - 

- - 

(18 年度) （23 年度） 

我が国の代表的な先

端研究施設である特

定放射光施設（大型

放 射 光 施 設

（ SPring-8 ） ）におい

て、研究成果の一層

の質的・量的向上を図

ることにより、研究成果

の社会還元を促進し、

もって我が国の科学

技術の振興に寄与す

る。 

Spring－８における施設

利用者等の発表論文数

（査読あり原著論文等）   

432 425 385 432 - 
  

(19 年度)
   

（24 年度） 

ユーザータイム100シフト

(800 時間）あたりの発表

論文数 

  

1.84 1.92 1.69 1.84 - 

(19 年度) （24 年度） 

SPring-8 の産業利用率 

・共用ビームライン産業

利用率 
％ 

19.7 18.6 20.1 19.7 

(19 年度) （24 年度） 
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ライフサイエンス研究

を支える世界最高水

準の基盤を整備する。 

バイオリソースの系統保

存数 

(理化学研究所バイオリソ

ースセンター保有リソー

ス数) 

      

 

ＮＢＲＰでは、ライフサイエンス研

究の基礎・基盤となる世界最高

水準のバイオリソースの整備を

目指している。この整備状況を

計る指標として、各リソースの系

統保存数を設定している。 

    

 

実験動物（マウス）（系統

数） 

  - 1,065 2,859 3,261 - 

    

実験植物（シロイヌナズ

ナ）（株数） 

  - 366,153 390,185 544,235 - 

    

遺伝子材料（動物、微生

物）（株数） 

  - 785,062 914,148 1,605,396 - 

    

細胞材料（動物、がん

等、及びヒト細胞）（株数） 

  - 5,806 6,872 8,167 - 
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施策名 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進 

施策の概要 
「生命現象の統合的全体像の理解」を目指した研究を推進するとともに「研究成果の実用化のための橋

渡し」を特に重視し、国民への成果還元を抜本的に強化する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「細胞・生体機能シミュレーションプロジェクト」、「個人の遺伝情報に応じた医療の実現プロジェクト」が最

終年度を迎えた。「細胞・生体機能シミュレーションプロジェクト」については、これまでに蓄積した基盤技術
の集大成とアドバイザリーボードで指摘されていた各拠点間の連携により、シミュレーションモデルの開発
および利用可能性の検証を行い、一部においては薬・医療機材の有効性・安全性評価に使えることを示
し、当初目標を概ね達成した。また、「個人の遺伝情報に応じた医療の実現プロジェクト」については、47
疾患の 30 万症例規模のＤＮＡ等の試料及び臨床情報を収集し、当該試料について遺伝子多型（ＳＮＰ）
解析を行うとともに、プロジェクト終了時に累積症例数の目標値（30万症例）とほぼ同等の29.5 万症例を収
集した世界最大規模のバイオバンクを構築しており、当初目標を概ね達成した。 
また「橋渡し研究支援推進プログラム」、「粒子線がん治療に係る人材育成プログラム」、「ターゲットタン

パク研究プログラム」を開始し、これまでの研究の蓄積を生かし、国民への成果還元を抜本的に強化してい
くこととしている。 
「再生医療の実現化プロジェクト」については、引き続き研究用幹細胞バンク事業を着実に推進して広く

研究者のニーズにあわせた幹細胞を提供し、研究の機会を提供するとともに、iPS 細胞関連技術等の世界
をリードする細胞操作技術、脊髄損傷をはじめとした治療法を臨床につなげるための研究開発等を着実に
進める。 
「統合データベースプロジェクト」については、中核機関を中心として整備された推進体制により、国内の

ライフサイエンス関係データベースの統合化を進める。 
「ゲノムネットワークプロジェクト」については、今後は、従来の細胞生物学を超え、オミックスやネットワー

クなどの統合的理解の対象として「細胞」を取り上げ、様々な研究を集約することの必要性が提言された。 
「革新的ながん治療法等の開発に向けた研究の推進」については、がんだけではなく医療としての実用

化が見込まれる有望な基礎研究の成果を積極的に予防・診断・治療へ応用する橋渡し研究を推進し、医
療への普及・定着や企業へのライセンスアウトを目指すため、「橋渡し研究支援推進プログラム」における
研究拠点を利用した研究を支援する研究費として拡充を検討する必要がある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

蓄積された知見、

技術を活用し、医

学・薬学への貢

献、産業応用に

向けて生命現象

のさらなる解明を

図る。 

① 転写開

始点情報

（累積） 

万 － 約 1,800 約 4,300 約 4,300 1,000 「ゲノムネットワークプロジェク

ト」では、生命現象を解明す

る基盤を構築することを目指

している。このため、基盤を

構成するための情報となる遺

伝子の解析成果を計る指標

として、遺伝子がタンパク質

に転写される際の開始点情

報および発現情報を設定し

ている。 

(16 年度)   (20 年度) 

② 遺伝子

発現情報

（累積） 

 － 約 1,911 約 2,315 約 2,315 2,000 

 (16 年度)   (20 年度) 

革新的がん医療

技術や臨床研究・

臨床への橋渡し

研究などを通じ、

先端的医療の実

現に資する知見

の蓄積、技術の

開発、またそれに

必要な環境の整

備を図る。 

①疾患症

例数（単年

度） 

万 － 約 6.6 約 5.4 約 4.4 30 「個人の遺伝情報に応じた医

療の実現プロジェクト」は、個

人個人に最適な予防・治療

を提供することを可能とする

医療の実現に資するため、

30 万症例の血液サンプルや

臨床情報を収集し、その遺

伝子解析を実施することとし

ており、本プロジェクトの目標

である疾患症例の取得数を

指標として取り上げている。

 (15 年度)   (19 年度) 

②分子プ

ロ ー ブ の

製造法の

開発・実用

化 数 （ 累

積) 

 － ８ 24 42 毎年 10 個 「分子イメージング研究プロ

グラム」は、創薬プロセスの短

縮・コストの削減、革新的な

診断の実現を目指し、分子

プローブの作成や高比放射

能化の研究、高速 11Ｃメチ

ル化法等の合成法の開発、

薬物動態評価等を実施する

こととしており、このうち定量

的に事業の進捗状況を把握

することが可能な分子プロー

ブでの製造法の開発・実用

化数について、参考指標とし

て取り上げた。 

 (17 年度)   (21 年度) 

新興・再興感染症 研究体制              
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克服技術など、社

会の安全・安心の

確保に必要な知

見の蓄積、人材

の養成等を図る。 

の整備の

進捗度合

いと、それ

らを利用し

た研究の

達成度 

 (17 年度)   (21 年度) 

国家的・社会的要

請の高い脳、ゲノ

ム、タンパク、遺

伝子多型、植物、

免疫 ・アレルギ

ー、がん治療や

バイオインフォマ

ティクス等の研究

分野において、基

礎的・先導的な研

究を推進する。 

独立行政

法人による

評価結果 

             

 (15 年度)   (19 年度) 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
「再生医療の実現化プロジェクト」や「脳科学研究戦略推進プログラム」等の事業を着実に実施するた

め、ライフサイエンス関係予算として、86,107百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：71,187百万円） 
また、20年度補正予算として、以下を措置した。 
ｉＰＳ細胞等研究拠点における疾患特異的ｉＰＳ細胞樹立に係る研究体制整備のための措置を行った。 
(平成20年度補正予算額：1,501百万円) 
次世代シーケンサー及び超大容量データベースを整備するための措置を行った。 
(平成20年度補正予算額：2,505百万円) 
理研バイオリソースセンターにおける特別高圧変電設備建設のための措置を行った。 
(平成20年度補正予算額：500百万円) 
理研脳科学総合研究センターにおける脳科学先端研究拠点整備のための措置を行った。 
(平成20年度補正予算額：2,999百万円)（三年債） 

【機構・定員要求】 
幹細胞・再生医学研究体制の強化に伴う幹細胞・再生医学研究推進室の新設の要求並びに室長（振

替１名）、室長補佐、幹細胞・再生医学研究企画係長及び幹細胞・再生医学研究推進係長（新規３名）の
要求を行った。（要求どおり措置。） 
橋渡し研究プログラムの強化に伴う専門職（新規１名）の要求を行った。（措置なし。） 

【事業内容の見直し】 
「ターゲットタンパク研究プログラム」については、オミックスやネットワークなどの統合的解析と、タンパク

質の機能・構造解析とを統合した新たなプロジェクト（革新的タンパク質・細胞解析研究イニシアティブ）を
立ち上げ、6,900百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：5,800百万円） 
「統合データベースプロジェクト」については、平成22年度末に終了することとなっているが、データベー

スは継続的に整備され、利用されることにより大きな価値が認められることから、その後も引き続き、整備さ
れた統合データベースを維持し発展させることが肝要であることを踏まえ、同プロジェクト終了後の体制の
あり方を見据え、国内にある代表的な生命情報データベースの高度化・標準化等を行っている（独）科学
技術振興機構のバイオインフォマティクス推進センターの事業と一体的運用を図ることでより政策効果を高
めるべく平成23年度からの統合に向けて平成21年度よりその段階的移行を進めることとした。 
【事業の廃止】 
「ゲノム機能解析等の推進」については、ゲノムワイドにデータを収集・解析する基盤技術の開発やＲＮ

Ａ大陸の発見といった成果を得るなど、事業開始の際に定めた遺伝子の発現調節機能等の系統的な解析
に基づき、転写制御を中心にネットワークを明らかにすることにより発生・分化等の生命科学に関する基本
的問題の解明の基盤を構築するという目標を達成しつつあることから、新たな課題の追加公募や期間の延
長を行うことなく廃止することとした。 
「革新的ながん治療法等の開発に向けた研究の推進」については、がんに関する優れた基礎研究の

成果を革新的な治療法、診断法につなげる橋渡し研究を推進するものであるが、初年度に選定したがん
免疫療法や分子標的治療法などのがん治療法等に関する個別課題の研究を推進し、ほとんどの研究課
題が、目標とする臨床試験に入るなどの実績を残しつつあることから、新たな課題の追加公募や期間の延
長を行うことなく廃止し、橋渡し研究支援推進プログラムと統合して、がん治療法に関する橋渡し研究拠点
整備等を推進することとした。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

分野別推進戦略 
平成 18 年３月 28 日 
総合科学技術会議決
定 

Ⅰ ライフサイエンス分野 
３．戦略重点科学技術 
（２） 戦略重点科学技術の選定 
① 「生命プログラム再現科学技術」 
② 「臨床研究・臨床への橋渡し研究」 
③ 「標的治療等の革新的がん医療技術」 
④ 「新興・再興感染症克服科学技術」 
⑦ 「世界最高水準のライフサイエンス基盤整備」 

経済財政運営と構造 平成 19 年６月 19 日 第２章 成長力の強化 

609



改革に関する基本方
針 2007 

閣議決定 １．成長力加速プログラム 
Ⅲ 成長可能性拡大戦略―イノベーション等 
（１） 政策イノベーション 
② 革新的医薬品・医療機器創出のための５か年戦
略 

経済成長戦略大綱 

平成 18 年７月６日 
平成19年６月19日改
定 
財政・経済一体改革
会議 

１．我が国の国際競争力の強化 
（７） 医薬品・医療機器産業の国際競争力の強化 

長期戦略指針「イノベ
ーション 25」 

平成 19 年６月１日 
閣議決定 

第５章 「イノベーション立国」に向けた政策ロードマップ
２．技術革新戦略ロードマップ 
（２） 分野別の戦略的な研究開発の推進 

革新的医薬品・医療
機器創出のための５
か年戦略 

平成 19 年４月 26 日 
文部科学省・厚生労
働省・経済産業省決
定 

１．研究資金の集中投入 
(１) 医薬品・医療機器開発につながる予算への重点
化・拡充等 

・ ライフサイエンス関連予算の中で医薬品・医療機器
開発分野へ重点化・拡充するとともに、その中身につ
いても、以下の領域を重視する。 
ア 臨床研究・実用化研究（臨床への橋渡し研究を含
む） 
イ がん・精神神経疾患・難病等の重大疾病領域、希少
疾病領域 
ウ 新たな技術（バイオマーカー、テーラーメイド医療、
再生医療、マイクロドーズ等） 
３．臨床研究・治験環境の整備 
(３) 「橋渡し研究拠点」の充実 
・ 医薬理工学の有望な基礎研究成果を臨床につなげ
る橋渡し研究を推進する「橋渡し研究拠点」につい
て、開発分野による特色化を促進するとともに、拠点
における組織・機能の充実を図る。 
・ 「橋渡し研究拠点」において、革新的医薬品・医療機
器につながる臨床への橋渡し研究の取組を強化す
る。 

新健康フロンティア戦
略 

平成 19 年４月 18 日 
新健康フロンティア戦
略賢人会議決定 

第１部．国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康対
策 
３．メタボリックシンドローム対策の一層の推進（メタボリッ
クシンドローム克服力） 
（１）メタボリックシンドローム対策・糖尿病予防の重点的
推進 
③ 個人の特徴に応じた予防（テーラーメイド予防）の
研究開発と普及 
・ 発症リスク等に関する指標（遺伝子、生体指標
（バイオマーカー）、ライフスタイル等）の研究開
発と普及 

（２）糖尿病から脳卒中、心筋梗塞、腎不全等の合併症
への移行の阻止 
② 個人の特徴に応じた治療（テーラーメイド治療）の
研究開発・普及 
・ 患者の特性（遺伝素因、重症度等）に応じた治
療、重症化の防止方法の研究開発・普及 

４．がん対策の一層の推進（がん克服力） 
（１）がんの早期発見の推進 
① 「安心・身近な」がん検診の普及推進 
・ ＰＥＴ・ＭＲＩ（画像診断の一種）、超音波エコー、
生体指標（バイオマーカー）、遺伝子技術等を用い
た有用な早期診断技術の研究開発 

（２）がん医療の提供体制の充実 
① オペ(手術)中心の治療から集学的治療への転換
の推進 
・ 放射線治療、化学療法に関する人材育成、普
及推進 
・ 個人の特性に応じた、治療効果と生活の質（Ｑ
ＯＬ）を両立する観点からのピンポイント治療の研
究開発と普及 
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５．こころの健康づくり（こころの健康力） 
【認知症対策の一層の推進】 
（１）認知症発症の早期発見、症状の進行の防止 
① 症状出現前での早期診断技術を研究開発･実用
化 
・ 発症前の早期に、より高い精度で発症予測でき
る診断技術の研究開発と実用化 

【うつ対策の一層の推進】 
（１）うつの早期発見･早期治療の推進 
③ 早期診断技術の研究開発、実用化 
・ 病態の解明にかかる研究 
・ 簡便で客観的な指標を用いた診断技術の研究
開発 

④ 個人の特徴に応じた治療（テーラーメイド治療）の
研究開発･普及 
・ 診断された方の個人の特性に応じた効果的な
治療法の研究開発及び提供 

第２部．新健康フロンティア戦略を支援する家庭・地域・
技術・産業 
２．人間の活動領域の拡張に向けた取り組み（人間活動
領域拡張力） 
② 先進的予防・診断・治療技術の開発 
・ 画期的治療法をもたらす技術（個人の遺伝子情
報に基づいた予防・診断・治療法の開発、がん、
認知症、精神疾患、運動器疾患等、治療法がな
い領域における画期的医薬品・医療機器の開発
等） 
・ 感染症予防技術 等 

第３次対がん 10 か年
総合戦略 

平成 15 年７月 25 日 
文部科学大臣、厚生
労働大臣決定 

１．がん研究の推進  
（２） 基礎研究の成果を積極的に予防・診断・治療へ応
用するトランスレーショナル・リサーチの推進  

（４ 革新的な診断・治療法の開発  
２．がん予防の推進  
（４） がんの早期発見・早期治療 
３．がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備  
（１） がん研究・治療の中核的拠点機能の強化等 

がん対策基本法 
平成 19 年４月１日施
行 

第二節 がん医療の均てん化の促進等  
（専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従
事者の育成） 
第十四条  国及び地方公共団体は、手術、放射線療
法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識
及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成を
図るために必要な施策を講ずるものとする。 
第三節 研究の推進等  
第十八条  国及び地方公共団体は、がんの本態解
明、革新的ながんの予防、診断及び治療に関する方法
の開発その他のがんの罹患率及びがんによる死亡率の
低下に資する事項についての研究が促進され、並びに
その成果が活用されるよう必要な施策を講ずるものとす
る。  
２ 国及び地方公共団体は、がん医療を行う上で特に必
要性が高い医薬品及び医療機器の早期の薬事法（昭
和三十五年法律第百四十五号）の規定による製造販売
の承認に資するようその治験が迅速かつ確実に行わ
れ、並びにがん医療に係る標準的な治療方法の開発に
係る臨床研究が円滑に行われる環境の整備のために必
要な施策を講ずるものとする。 

がん対策推進基本計
画 

平成 19 年６月 15 日 
閣議決定 

第２ 重点的に取り組むべき課題 
１ 放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを
専門的に行う医師等の育成 

第３ 全体目標並びに分野別施策及びその成果や達成
度を計るための個別目標 
３ 分野別施策及びその成果や達成度を計るための
個別目標 

（１） がん医療 
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① 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従
事者の育成 

（６） がんの早期発見 
（７） がん研究 
 等 

平成21年度健康研究
概算要求方針 

平成 20 年８月 26 日 
健康研究推進会議決
定 

２．橋渡し研究・臨床研究拠点や研究支援の強化 
【考え方】 
○ 健康研究を強力に推進して行くためには、橋渡し研
究や臨床研究を実施・支援する拠点機関に、臨床研
究者やスタッフを充実させ、健康研究が円滑かつ速
やかに進められる体制を整備することが不可欠であ
る。 
○ また、健康研究（医師主導治験を含む）が円滑に実
施されるよう十分な研究資金の支援を行い、質の高い
臨床的なエビデンスの創出に努めることが求められ
る。 
○ そのためには、橋渡し研究・臨床研究の拠点を重点
的に強化することが必要である。 
【重点的に強化すべき取組】 
○ 大学等の基礎研究の成果を実用化に向けて橋渡し
するための支援拠点の整備に向けて、医療機関等に
おいて必要な人材の確保等、体制整備を行うととも
に、十分な研究資金の確保により、拠点を活用して行
われる研究の支援を行うこと 
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施策名 情報通信分野の研究開発の重点的推進 

施策の概要 先端的な情報科学技術の研究開発及び研究開発に関する情報化を推進する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
将来のスーパーコンピューティングのための要素技術の研究開発、革新的シミュレーションソフトウェア

の研究開発、e-Society 基盤ソフトウェアの総合開発、安全なユビキタス社会を支える基盤技術の研究開発
については目標を達成するとともに、研究成果の公開等を通じた成果の社会への普及を行ったことから、
平成 19 年度で事業を終了した。また、高機能・超低消費電力コンピューティングのためのデバイス・システ
ム基盤技術の研究開発をはじめとするその他の事業についても目標を達成しており、平成 19 年度は順調
に進捗した。各事業の実施により先端的な情報科学技術の推進につながると判断した。 
また、従来の学術情報ネットワークＳＩＮＥＴと、先端的学術情報基盤スーパーＳＩＮＥＴを統合し、平成 19

年６月からＳＩＮＥＴ３の本格運用を開始しており、先端研究分野の多様なニーズへの対応が可能な革新的
なネットワークを実現し、新たなサービスを提供する等、学術情報ネットワークの高度化を通じて、研究開発
に関する情報化を推進するなど、順調に進捗した。 
文献情報・研究者・研究成果等のデータベース整備や活用促進、科学技術情報発信・流通総合システ

ム事業等を実施し、科学技術情報の流通や科学技術の振興のための基盤の整備は、順調に進捗した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
○ 達成すべき目標 
１．継続的なイノベーションを具体化するための科学技術の研究開発基盤を実現する。（目標年度：23 年
度） 

（測定指標） 
・ 各事業において、当初目標に照らして研究開発が順調にしているかどうか。 
・ 学術情報ネットワークの機能の高度化を推進し、学術情報基盤の整備充実が図られているか。 
・ 独立行政法人評価委員会による「科学技術情報の流通促進」の評価結果が全ての項目においてＡ
以上。 

２．産業の持続的な発展の実現に資する革新的ＩＴの実現に向けた研究開発の推進を図る。（目標年度：
23 年度） 
・ 各事業において、当初目標に照らして研究開発が順調にしているかどうか。 

３．すべての国民がＩＴの恩恵を実感できる社会の実現に向けた研究開発の推進を図る。（目標年度：23 年
度） 
・ 各事業において、当初目標に照らして研究開発が順調にしているかどうか。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成21年度においては、これまでの取組を引き続き推進するため、次の経費を概算要求に盛り込んだ。

・ 次世代ＩＴ基盤構築のための研究開発について、連携施策群や革新的技術に位置付けられるなど重要
性が認められており、これまでの研究開発において得た知見を更に発展させ、先端的な情報科学技術
による研究開発の情報化をより推進し、また、産業界等からの強い期待に応える研究開発を推進するた
めの経費2,840百万円 
（平成21年度予算額：1,644百万円） 

・ 学術情報ネットワークＳＩＮＥＴ３について、ネットワークの利用回線の効率化、高機能化を図るために必
要な経費（大学共同利用機関法人情報・システム研究機構の運営費交付金の内数） 

・ 科学技術情報流通事業について、引き続き、科学技術情報の流通促進を図るため、研究開発に係わる
情報を総合に活用するための基盤整備を実施するための経費（独立行政法人科学技術振興機構運営
費交付金の内数） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第３期科学技術基本計
画 

平成 18 年３月 28 日
閣議決定 

第２章科学技術の戦略的重点化 
２．政策課題対応型研究開発における重点化 
第３章科学技術システム改革 
３．科学技術振興のための基盤の強化 
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施策名 環境・海洋分野の研究開発の重点的推進 

施策の概要 
気候変動や地球ダイナミクス等、環境・海洋分野の諸問題は、人類の生存や社会生活と密接に関係し

ていることから、これらの諸問題を科学的に解明し、国民生活の質の向上と安全を図るための研究開発成
果を生み出す。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
気候変動や地球ダイナミクス等、環境・海洋分野の諸問題は、人類の生存や社会生活と密接に関係し

ている。これらの諸問題を科学的に解明し、国民生活の質の向上と安全を図るための研究開発を引き続き
行った。 
人工衛星、ブイ、船舶、アルゴフロート等を活用し大気、海洋、陸域における観測や南極域における研

究・観測を行うことで、地球温暖化等の地球規模の環境変動等の解明を図り、気候変動に関する政府間パ
ネル（ＩＰＣＣ）第５次評価報告書をはじめとする地球温暖化対応のための政策決定に貢献するモデル技術
を高度化し、確度の高い予測情報を提供するための研究を行った。 
バイオマス分野については、自治体等がバイオマス利活用の中長期計画を策定する際に利用が可能な

プロセス技術、安全性評価、物流を含めた統合的なバイオマス集積・処理システムのモデル開発を行うな
ど、産学官連携により、バイオマスの利活用に関する研究開発を５年間行い、プロジェクトを終了した。 
地球内部ダイナミクス分野では、海底地殻変動による災害の軽減に資するために、巨大地震の発生域

であるプレート沈み込み帯の地殻構造の解析を進展させるなど、海域の地震・火山活動に関する調査観
測等による現象と過程に関する研究を行い、地球内部プレートの動的挙動モデルの開発が進んでおり、概
ね順調に進捗した。 
海洋・極限環境生物分野では、中深層生物の細胞培養法やそれを用いた実験法を確立するなど、特殊

な環境に生息する生物の機構を解明した。 
基盤的技術開発分野では、自律型無人探査機に複数の探査機器を同時に搭載し、海底精密調査試験

を３回実施するなど、実運用に向けた詳細なデータの取得が確認できた。 
深海地球ドリリング計画では、地球深部探査船「ちきゅう」の掘削試験を引き続き行い、掘削に必要な技

術をさらに蓄積するとともに、研究や解析着手に必要なＬＷＤデータや地殻コア試料を取得するなど、順調
に進捗した。 
以上のように、各分野とも順調に進捗していると評価した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

人工衛星、ブイ等を

活用し大気、海洋、

陸域における観測

や南極域における

研究・観測を行い、

「全球地球観測シス

テム（ＧＥＯＳＳ）10

年実施計画」の推

進に寄与するととも

に、気候変動に関

する政府間パネル

（ＩＰＣＣ）第５次評価

報告書へ科学的根

拠を提供できる確度

の高い予測モデル

の開発を行うこと

で、地球環境・気候

変動観測・予測分

野における国際的

な枠組みに貢献し、

各種政策決定に寄

与する。 

ＪＡＸＡが開

発し打ち上

げた地球観

測衛星 

衛星数 13 １ ０ ０ 26 地球環境・気候変動の観

測・予測の研究開発を行う

ためには、地球観測衛星

の打ち上げ数や、観測に

おける空白域を解消する

観測ネットワークの構築及

び正確な観測のための精

度向上のために観測を開

始した地点や観測手法の

数を指標とする。また、そ

れらの研究成果の蓄積が

なされ、統合・解析されて

社会に有用な情報となり、

それらが国際的な枠組み

に対して貢献していくもの

となるためには、まずは研

究成果のデータの収集が

必要であることから、データ

統合・解析システムの蓄積

空間へのデータ投入量を

指標とした。 

        

地球観測シ

ステム構築

推進プラン

で観測を開

始した地点

数及び開発

された観測

測器または

手法の数 

観測測器

または手

法の数

13 ４ 70 77 26 

      

データ統合

のために蓄

積された観

測等のデー

タ量（バイト） 

（バイト） 13 － － 約 300 

テラバイト 

26 

        

アジア・太平洋域を

中心とした地域での

海面・陸面・大気の

観測を行うことにより

地球環境観測研究

分野の基盤を構築

するとともに、地球

環境変動について

予測モデルの開発

などを行うことによ

り、気候変動予測研

究の充実を図る。 

アルゴフロー

トの投入フロ

ート数 

13 － 468 557 635 20 地球規模で観測を行って

いる海洋観測ブイシステ

ム、アルゴフロート等により

得られた観測データは品

質管理を行った上で公開

を行い、多くの研究者、現

業機関の利用に供してい

る。判断基準のひとつであ

る海面・陸面・大気の観測

及びデータ解析・公開の進

捗状況を把握するものとし

て、これら観測システムの

展開状況及び観測データ

の公開状況、利用状況を

指標とする。 

        

海洋観測ブ

イの取得デ

ータへの研

究者からの

アクセス数 

13 － 143984 143593 142743 20 

        

アルゴ計画

による塩分

水温データ

取得数 

13 － 10578 13878 13216 20 

        

アルゴフロー

ト取得データ

への研究者

からのアクセ

ス数 

13 － 18237593 28134635 16987684 20 
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海洋の多様な生物・

生態系を把握すると

ともに、その機能等

を解明する。また、

得られた成果を基

に産業応用につな

がる研究開発等を

行い、社会への還

元を目指す。 

深海微生物

の保存菌株

数 

13 － 5050 6000 6800 20 経済社会活動の発展や国

民生活の質の向上をめざ

し、菌株・ＤＮＡ等の貴重な

バイオリソースの保存・管

理を行い、適切な取り決め

の下提供するため、その保

存管理の状況を把握する

ために、深海底をはじめと

する極限環境の保存菌株

を参考指標とする。 

        

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
人工衛星からの地球観測については、陸域観測技術衛星「だいち」や温室効果ガス観測技術衛星「い

ぶき」による観測及びデータ提供を着実に実施するともに、更なる多様なデータの収集・提供を行う地球観
測衛星の研究開発を推進するため、地球観測衛星開発費補助金15,866百万円及び宇宙航空研究開発
機構運営費交付金（内数）を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：地球観測衛星開発費補助金10,805百万円及び宇宙航空研究開発機構運営費交
付金（139,703百万円）の内数） 
「データ統合・解析システム」について、地球温暖化の影響評価等に資するため、気候変動・地球温暖

化、水循環、生態系の分野を横断的に扱う応用機能開発を開始し、それに伴ってコアシステムの整備を加
速するため、1,191百万円を概算要求に盛り込んだ。 
 「地球観測システム構築推進プラン」について、さらに総合的に観測システムを構築する観点から、全球
規模で輸送される大気中に含まれる人為起源および自然起源の微量成分や微粒子の対流圏中の大気成
分変化を観測するシステムの構築の実現に資する観測研究および技術開発を目指して、554百万円を概
算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,130百万円） 
「21世紀気候変動予測革新プログラム」について、より精度の高い気候変動予測を行うため、全球大気

モデルの改良を図るとともに、気候変動の影響を受けやすいアジア諸国における自然災害の出現頻度や
強度の変化予測を強化する。さらに本事業の成果を集約し、気候変動予測情報を蓄積・共有することによ
り、ＩＰＣＣ第５次評価報告書へのインプットに向けたアプローチを継続するため、2,520百万円を概算要求
に盛り込んだ。 
本事業については、文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会地球環境科学技術委員

会において、本プログラムによる研究成果の評価を徹底した上で、成果報告会やシンポジウム等を活用
し、国民に分かりやすく公表することとしている。なお、平成21年度予算案では、本プログラムにおける地球
シミュレータ（スパコン）の運用経費の効率化などを踏まえ、事業経費の縮小を図った。 
（平成21年度予算額：1,540百万円） 
南極地域観測第Ⅶ期計画（平成18～21年度）に基づき、南極域での環境変化の把握を目的とした多項

目の観測を引き続き行うため、1,621百万円を概算要求に盛り込んだ。平成21年度の就役を目指し、新南
極観測船「しらせ」の建造及び次期南極輸送支援ヘリコプターの製造を平成21年度の完成・就役を目指し
着実に行うため、14,069百万円を概算要求に盛り込んだ。  
 （平成21年度予算額：15,690百万円） 
「深海地球ドリリング計画の推進」について、東南海地震の発生メカニズム解明のため、統合国際深海掘

削計画(ＩＯＤＰ)の枠組みの下、地球深部探査船「ちきゅう」による熊野灘における掘削・研究航海を推進す
るため、19,196百万円を概算要求に盛り込んだ。 
本事業については、事業目標等について、ホームページやパンフレット等を活用するなど広く国民に対

する広報に努めていく予定。また、「ちきゅう」の運航委託先を国内企業に変更し、運航体制について、人
件費等を精査するなどの見直しを行い、運用の効率化を図った。 
（平成21年度予算額：14,155百万円） 
国家基幹技術「海洋地球観測探査システム」の構成要素である次世代海洋探査技術の開発のうち、「次

世代型深海探査技術の開発」について、要素技術開発を本格化するため、1,902百万円を概算要求に盛
り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,063百万円） 
「海洋資源の利用促進に向けた基盤ツール開発プログラム」について、海底熱水鉱床の賦存状況を広

域かつ効率的に探査するための新たな技術開発を実施するため、800百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：700百万円） 
（概算要求額及び予算額については、運営費交付金中の推計値を含む） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第３期科学技術基本
計画 

平成 18 年３月 28 日 
閣議決定 

２．政策課題対応型研究開発における重点化 
（１） 「重点推進４分野」及び「推進４分野」 
第２期基本計画において、国家的・社会的課題に対
応した研究開発の中で特に重点を置き、優先的に資源
を配分することとされたライフサイエンス、情報通信、環
境、ナノテクノロジー・材料の４分野については、次のよ
うな観点から、引き続き基本計画においても、特に重点
的に研究開発を推進すべき分野（「重点推進４分野」と
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いう。）とし、次項以下の分野内の重点化の考え方に基
づきつつ優先的に資源配分を行う。 
（中略） 
また、上記の重点推進４分野以外のエネルギー、もの
づくり技術、社会基盤、フロンティアの４つの分野につい
て、引き続き、国の存立にとって基盤的であり国として取
り組むことが不可欠な研究開発課題を重視して研究開
発を推進する分野（「推進４分野」という。）と位置付け、
次項以下の分野内の重点化の考え方に基づきつつ適
切な資源配分を行う。 

環境分野推進戦略 
平成 18 年３月 28 日 
総合科学技術会議 

２．重要な研究開発課題 
 （２） 気候変動研究領域 

気候変動研究領域では、以下のように７つのプロ
グラムを設定し、観測、予測、影響把握、適応策、
から政策科学と対策技術へつながる一貫したシス
テム的研究体制のもとで、重要な研究開発課題に
取り組む。 

地球観測の推進戦略 
平成16年 12月 27日
総合科学技術会議 

Ⅳ．分野別の推進戦略 
１．地球温暖化 
気候変動を監視しつつ、海水面、雪氷圏等への地球
温暖化の直接的な影響を的確に把握する包括的な観
測体制を整備し、人の健康、生態系に与える影響等の
間接的な影響を含めた評価を行うことが必要である。ま
た、地球温暖化に係る温室効果ガス及び関連物質の状
態を包括的、継続的に観測し、地球温暖化のプロセス
の理解を深め、気候変動の将来予測の不確実性を削減
することが求められている。これらは、地球温暖化にかか
わる現象解明・影響予測・抑制適応の知見の集積にとっ
て不可欠であり、また広く地球環境の包括的な理解を深
めるものである。 

南極観測第Ⅶ期計画 
平成17年 11月 11日
南極地域観測統合推
進本部 

３．観測計画の概要 
南極地域は、その地理的特性と地球環境モニタリング
の面から科学観測を欠かすことのできない重要な地域
である。今後の南極観測においても、南極が有する、極
めて汚染の少ない空間、地球史情報の半永久的な凍結
保存、宇宙に開かれた窓等の優位性を活用し、全地球
的視点からの地球環境に関する観測や地球システムの
観測を更に強化する必要がある。同時に、国際社会に
おける我が国の責務としての基本的な観測の継続を確
保する必要がある。 

長期戦略指針「イノベ
ーション 25」 

平成 19 年６月１日 
閣議決定 

第５章 「イノベーション立国」に向けた政策ロードマップ
  ２．技術革新戦略ロードマップ 
（２） 分野別の戦略的な研究開発の推進 
  環境分野 
   ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用
いて 21 世紀の気候変動を正確に予測する 
科学技術 
フロンティア分野 
   次世代海洋探査技術 

21 世紀環境立国戦略 
平成 19 年６月１日 
閣議決定 

３. 今後１、２ 年で重点的に着手すべき八つの戦略 
③ 地球温暖化に関するモニタリング・予測及び適応策
の検討等 
地球温暖化の科学的な知見の不確実性を低減するた
め、また、温暖化の影響評価及び適応策を検討するた
めにも、途上国の能力向上の支援をしつつ、全球地球
観測システム（ＧＥＯＳＳ）をはじめとする国際的なネット
ワークにより、地球観測衛星等による環境モニタリングや
最先端のシミュレーション技術を利用した将来予測、情
報の共有を長期にわたり着実に実施する。 

環境エネルギー技術
革新計画 

平成 20 年６月 19 日 
総合科学技術会議 

２．国際的な温室効果ガス削減への貢献策 
（２）国際的枠組み作りへの貢献 
②地球観測、気候変動予測及び影響評価への国際貢
献 
国際的な気候安定化政策は、気候等に関する科学的
知見に基盤を置いており、ＩＰＣＣに代表される科学の成
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果が大きな流れを作る。我が国の優れた気候関連科学
をさらにすすめ、独自の政策基盤を確保することが重要
である。地球上の地域ごとの気候変動予測など、観測・
予測精度の向上を図り、ＩＰＣＣの第５次報告に向けてよ
り一層の貢献を果たし、国際的枠組み作りへの有効な
情報、知見を提供する。 
また、開発途上国を中心とした海外への地球観測デー
タや地域の環境影響評価・予測結果等の提供を通じ、
国際貢献を図る。 
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施策名 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的推進 

施策の概要 
ナノテクノロジーに関して、我が国における産学官の英知を結集した戦略的な取組みを行うと共に、物

質・材料に関して、重点的に投資を行うことにより、総合的かつ戦略的な研究開発を進め、世界に先駆け
技術革新につながる成果を創出する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
ナノテクノロジー・材料分野の研究開発に関しては、総合的かつ戦略的な研究開発を進め、技術革新に

つながる成果を創出し、概ね順調に進捗した。具体的には、ナノテクノロジー・ネットワークについては、平
成 19 年度には 1,200 件を超える支援を実施し、また 1,500 件以上の関連論文・研究発表を生み出してお
り、概ね順調に進捗した。また、キーテクノロジー研究開発の推進やリーディング・プロジェクト等の各プロジ
ェクトについては、種々の論文を発表するなど、研究開発に着手したものは概ね計画通りに進捗した。さら
に、独立行政法人物質・材料研究機構による研究開発については、平成 19 年度は第２期中期目標・計画
期間の２年目に相当するが、この計画を着実に実施しており、概ね計画通りに進捗した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の

設定根拠・考え方 （年度） １７年度 18 年度 19 年度 （年度） 

ナノエレクトロニ

クス領域、ナノバ

イオテクノロジー

領域、材料領域

におけ る実用

化・産業化を展

望した研究開発

及び融合研究

領域における研

究開発を推進

し、イノベーショ

ンの創出を図

る。 

①ナノテクノロジーを

活用した新しい原理の

デバイス開発 

プロジェクト関連論文・

研究発表数 

 

101 112 133 － 

各プロジェクトの

成果を客観的に

判断する指標とし

て、関連する論文

数を用いた。 

 (14 年度)

②ナノテクノロジーを

活用した人工臓器の

開発 

プロジェクト関連論文・

研究発表数 

   

49 71 203 － 
 (14 年度)

③超高感度ＮＭＲの

開発 

プロジェクト関連論文・

研究発表数 

   

41 48 72 － 
 (14 年度)

④次世代型燃料電池

プロジェクト 

プロジェクト関連論文

数・研究発表数 

   

74 116 73 － 
 (14 年度)

⑤極端紫外（ＥＵＶ）光

源開発等の先進半導

体製造技術  

プロジェクト関連論文・

研究発表数 

   

201 181 177 － 
 (14 年度)

物質・材料研究

機構において、

物質・材料科学

技術に関する基

礎研究及び基

礎的研究開発

等の業務を総合

的に行い 、 物

質・材料科学技

術水準の向上を

図る。 

①プロジェクト関連論

文数 
   

1283 1351 1123 － 

独立行政法人物

質・材料研究機構

の研究成果を継

続的・客観的に示

すものとして、論

文数及びその質

を示す引用回数

を指標とした。 

 (18 年度)

②論文被引用数（平

成 15～19 年） 
   7655 

（平成 15 年度～19 年度官の

数値） 

－ 
 (18 年度)

③論文被引用数ラン

キング世界順位(材料

研究分野、平成 15～

19 年度) 

   ５ 

（平成 15 年度～19 年度官の

数値） 

－ 
 (18 年度)

④特許出願数    
574 516 416 － 

 (18 年度)

 
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
キーテクノロジー研究開発の推進（ナノテクノロジー・材料を中心とした融合新興分野研究開発）につい

ては、引き続き研究開発を推進するとともに、「元素戦略」において「革新的技術戦略」の「レアメタル代替
材料・回収技術」に関する研究開発を新たに推進するため、2,758百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,813百万円） 
リーディング・プロジェクト（次世代の電子顕微鏡要素技術の研究開発」については、引き続き研究開発

を推進するため、150百万円を概算要求に盛り込んだ。なお、計画に基づき、平成21年度限りで事業を廃
止することとしている。 
（平成21年度予算額：105百万円） 
物質・材料研究機構における基礎研究及び基盤的研究開発等を着実に推進するため、運営費交付金

として16,246百万円を、施設整備費補助金として337百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：運営費交付金15,049百万円、施設整備費補助金278百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

分野別推進戦略 
平成 18 年３月 28 日
総合科学技術会議 

戦略重点科学技術「資源問題解決の決定打となる希少
資源・不足資源代替材料革新技術」  
元来資源が少ない日本においては、資源問題は我が
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の） 国が直面する大きな課題である。希少資源や不足資源に
対する抜本的解決策として、それらの資源の代替材料技
術の革新は必須であり、省資源問題の中でも、最も材料
技術に期待されているところである。日本あるいは世界で
資源枯渇の影響のない持続可能な社会の確立を図るた
めにも、集中配分による技術開発は必須となる。 

革新的技術戦略 
平成 20 年５月 19 日
総合科学技術会議 

革新的技術一覧 希少資源対策技術、レアメタル代替
材料・回収技術 
我が国経済を支える自動車、ロボット、エレクトロニクス
等の先端産業においてレアメタルは不可欠。薄型ディスプ
レイに必須のインジウム等の代替技術や回収・再利用技
術を開発することにより、これら先端産業の持続可能性を
確保する。 
革新的技術一覧 新材料技術 新超伝導材料技術（磁
性元素超伝導体等) 
新たな超伝導材料を研究開発することにより、従来には
ない「高い超伝導転移温度」、「大電流・強磁場に耐える
超伝導材料」が実現すると期待される。これにより、超伝導
応用機器の小型化・低コスト化が可能となり実用化が加速
する。また、例えば現在技術開発中の超高速大量輸送シ
ステムであるリニアモーターカーへの応用も期待される。 

環境エネルギー技術
革新計画 

平成 20 年５月 19 日
総合科学技術会議 

（２） 中長期的対策（2030 年以降）に必要な技術 
② 技術のブレークするーを実現するための基盤技術 
   新しい技術の芽を実用化するには、多くの技術的障
害を乗り越える必要がある。これらの障害のブレーク
スルーを実現するため、新しい触媒や材料（耐熱・高
温材料、超電導材料、白金代替触媒等）などを開発
する基礎・基盤的な技術の研究を推進する。 
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施策名 原子力分野の研究・開発・利用の推進 

施策の概要 
長期的なエネルギーの安定供給、原子力を利用する先端科学技術の発展、国民生活の質の向上に向

けて、原子力の多様な可能性を最大限引き出す研究開発成果を得る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術については、研究開発体制が整備されるなど順調に進捗している。核

融合技術については、幅広いアプローチ協定、ＩＴＥＲ（イーター）協定が発効し、実施体制の整備や機器
の調達活動等が進められている。 
大強度陽子加速器についても着実な進捗が見られ、平成 20 年 12 月には供用を開始できる見込みとな

っている。ＲＩビームファクトリー、重粒子線がん治療研究についても順調に進捗している。 
原子力分野の人材育成については、「原子力人材育成プログラム」を創設し、人材育成取組に対する支

援を行った。原子力分野の国際協力については、第Ⅳ世代原子力システムに関する国際フォーラム（ＧＩ
Ｆ）等により国際協力を進めた。電源立地対策については、補助金・交付金の交付等や原子力・エネルギ
ーについて初等中等教育段階からの理解促進を図った。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方 （年度） 17 年度 18 年度 19年度 （年度） 

原子力にかかる

人材の育成・確

保、国際協力の

推進、電源立地

対策としての財

政上の措置など

を通じ、原子力

研究開発の基盤

整備を図る。 

独立行政法人日本原子

力研究開発機構(旧日

本原子力研究所及び核

燃料サイクル開発機構）

との連携大学院制度を

取り入れている大学の

専攻数 

－ 22 21 22 24 - 原子力研究開発

の基盤整備の根幹

となる人材育成・確

保の状況を表す指

標として、研究開

発機関と大学の協

力による人材育成

状況の進捗度合

いを用いており、

具体的に連携大

学院制度取り入れ

大学の専攻数を用

いている。 

独立行政法人放射線医

学総合研究所との連携

大学院制度を取り入れ

ている大学の専攻数 

－ 12 ９ 12 16 - 

国民生活の質の

向上および産業

の発展のため、

量子ビームテク

ノロジー等につ

い て 、 科 学 技

術・学術分野か

ら各種産業にい

たる幅広い分野

での利活用の促

進を図る。 

（参考１） 

中性子実験装置の利用

申請日数 

日 - 7021 6843 7328 - 中性子の利用状

況を表す一つの参

考指標として、現

在稼働中の定常

中性子源である

JRR-3 における中

性子実験装置の

利用申請日数を示

す。 

ＲＩＢＦの利用に対

するニーズの度合

いを測る参考指標

として、研究課題

の応募数を示す。

（参考２） 

ＲＩＢＦを利用した研究課

題の応募数 

ｰ - - - 35 - 

重粒子線がん治療の治

療患者数 

人 549 437 549 641 500 

（中期

計画期

間中） 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 ＦＢＲサイクル技術に関する研究開発を着実に実施するため、37,157百万円を概算要求した。  
（平成21年度予算額：34,687百万円） 
 ＩＴＥＲ計画及び幅広いアプローチを着実に推進するため、12,252百万円を概算要求した。  
（平成21年度予算額：11,088百万円） 
 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）における研究推進のため、20,644百万円を概算要求した。  
（平成21年度予算額：14,760百万円） 
先進医療としての重粒子線がん治療や次世代照射システムの開発等を推進するため、5,357百万円を

概算要求した。  
（平成21年度予算額：5,330百万円） 
ＲＩビームファクトリー計画を着実に推進するために4,087百万円を概算要求した。 
（平成21年度予算額：3,216百万円） 
 原子力人材育成プログラムを着実に実施するため、255百万円を概算要求した。  
（平成21年度予算額：240百万円） 
 電源立地対策として財政上の措置を講じるため、7,923百万円を概算要求した。  
（平成21年度予算額：7,583百万円） 
【機構・定員要求】 
高速増殖炉の実用化に係る研究開発及び産業界との連携の体制を強化するため、新たに課長補佐（高

連増殖炉実用化研究・産業連携担当）及び連携係長（各１名）の新設を要求した。 
（課長補佐１名、連携係長１名措置） 
大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）の利用開始等を受け、中性子利用推進体制を強化するため、新た

に中性子利用推進係長（１名）の新設を要求した。 
（中性子利用推進係長１名措置） 
国際動向の変化を踏まえ、原子力に関する科学技術分野における人材育成・研究開発に関する国際

的な連携協力等を総合的・戦略的に推進するため、新たに国際原子力専門官（１名）の新設を要求した。

620



（措置なし） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

エネルギー基本計
画 

平成 19 年 
閣議決定 

我が国は平成17年10月、原子力委員会が策定した「原
子力政策大綱」を尊重する旨の閣議決定を行い、供給安
定性の高い原子力を積極的に推進することとしている。・・・
これらを踏まえ、第一に、自立した環境適合的なエネルギ
ー需給構造を実現するため、原子力発電を積極的に推進
し、新エネルギーの着実な導入拡大を図る・・・ 等 

経済成長戦略大綱 
平成 18 年 
経済財政諮問会議
決定 

エネルギー安全保障の確立と地球温暖化問題の解決を
一体的に図るため、「原子力政策大綱」（平成 17 年 10 月
11 日）を踏まえつつ、原子力の研究開発や利用を計画的
かつ総合的に推進する。 等 

原子力政策大綱 
平成 17 年 
原子力委員会決定 

原子力の研究、開発及び利用は、多大な投資を必要と
する先端的な巨大技術に係わるものを含み、原子力以外
の分野の科学技術研究や多様な一般産業活動にも支えら
れて、国民の理解の上に展開されるものである。このため、
原子力の研究、開発及び利用が上述の目的を達成するに
は、研究開発、規制、誘導、財政的措置等により国が大き
な役割を果たす必要がある。 等 

21 世紀環境立国戦
略 

平成 19 年 
閣議決定 

発電過程で二酸化炭素を排出しないというクリーンなエ
ネルギー源である原子力発電を、安全の確保や核不拡散
を大前提に、核燃料サイクルを含めて着実に推進するた
め､･･･高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術や核融合技術など
の技術開発・人材育成等を実施していく。 等 

革新的技術戦略 
平成 20 年 
総合科学技術会議
決定 

国の存立に関わる最先端技術として国主導で取り組む
国家基幹技術についても引き続き重点的に投資 
国家基幹技術：高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術 等 

環境エネルギー技
術革新計画 

平成 20 年 
総合科学技術会議
決定 

･･･2030 年前後に見込まれるリプレースに向けた次世代
軽水炉や2050年よりも前の実用化を目指す高速増殖炉の
開発、電力貯蔵等の開発・実証を進める。･･･化石燃料に
依存しない大規模なエネルギー源である核融合や宇宙太
陽光発電等の技術開発に長期的観点から取組む。 等 
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施策名 宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進 

施策の概要 
宇宙・航空分野の研究・開発・利用を積極的に推進することにより、国民生活の豊かさと質の向上、人類

社会の持続的な発展への貢献、先端技術開発による産業基盤の強化と経済発展、人類の知的好奇心の
追求、及び我が国の総合的な安全保障への貢献を目指す。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
宇宙開発利用分野においては、平成 19 年度は、月周回衛星「かぐや」（ＳＥＬＥＮＥ）及び超高速インタ

ーネット衛星「きずな」（ＷＩＮＤＳ）が打ち上げられた。また、既に打ち上げられた人工衛星等の運用及び将
来打上げ予定の人工衛星等の開発が概ね計画どおり行われた。国際宇宙ステーション計画については、
日本実験棟「きぼう」の船内保管室が打ち上げられるとともに、船内実験室の打上げ準備作業を完了した。
航空科学技術分野においては、国産旅客機の開発に関して、社会が求めている燃費・騒音面での先端技
術の確立によって民間企業の事業化判断に貢献した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
別紙のとおり。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成20年５月に成立した宇宙基本法を踏まえ、国民生活の向上、産業の振興、人類社会の発展、国際

協力等に資する宇宙開発利用を国家戦略のひとつとして積極的に推進するために、宇宙輸送システムの
維持・発展に必要な経費、利用ニーズを踏まえた人工衛星システムの開発・運用に必要な経費、宇宙天文
学等のための科学衛星の開発・運用に必要な経費、宇宙開発に関する国民・社会への理解増進と宇宙開
発に関するニーズの開拓に必要な経費、並びに航空科学技術に係る先端的・基盤的研究を推進するため
に必要な経費として、2,438億円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,928億円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政運営と構造改革
に関する基本方針 2007 

平成 19 年６月 19 日
閣議決定 

第４章 持続的で安心できる社会の実現 
５．治安・防災、エネルギー政策等の強化 
【具体的手段】 
・ 宇宙に関する基本法制の整備に向けた動き及び
「地理空間情報活用推進基本法」の成立を踏ま
え、宇宙の利用･産業化を推進し、衛星を活用した
測位・監視やインテリジェンス機能の強化、災害情
報共有システム等の治安・防災等に資する科学技
術の研究開発・利活用を図る。 

第３期科学技術基本計画 
平成 18 年３月 28 日
閣議決定 

第２章 科学技術の戦略的重点化  
３．分野別推進戦略の策定及び実施に当たり考慮
すべき事項 
（３） 戦略重点科学技術に係る横断的な配慮事
項 
③ 国家的な基幹技術として選定されるもの 
…（略）…国家的な大規模プロジェクトとし
て基本計画期間中に集中的に投資すべき基
幹技術（「国家基幹技術」という。）として国家
的な目標と長期戦略を明確にして取り組むも
のであり、次世代スーパーコンピューティング
技術、宇宙輸送システム技術などが考えられ
る。 

分野別推進戦略 
平成 18 年３月 28 日
総合科学技術会議 

 

我が国における宇宙開発
利用の基本戦略 

平成16年９月９日総
合科学技術会議 

 

宇宙開発に関する長期的
な計画 

平成 20 年２月 22 日
総務大臣、文部科
学大臣 
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（別紙）【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

我が国として、必要

な人工衛星等を必要

な時に独自に打ち上

げるために必要な

「自律的な宇宙輸送

システム」の確立に

向け、基幹輸送系の

維持、多様な輸送手

段の確保、更なる信

頼性の向上、及び将

来輸送系に必要な

技術基盤の確立を行

う。 

Ｈ－ⅡＡロケット打上げ成功回数 

（）内は打上げ回数 

回 － ２（２） ３（３） ２（２） － 指標としてＨ－ⅡＡロ

ケットの打上げ実績を

設定し、打上げ成功率

と計画との対比を確認

した。 

        

地球観測、災害監

視、測位等の利用ニ

ーズを踏まえた衛星

システムの開発・運

用を行い、宇宙開発

の成果を国民・社会

に還元する。 

ＪＡＸＡが開発し打ち上げた衛星

（科学衛星を除く） 

  － 陸域観測技

術衛星 

（ＡＬＯＳ）

「だいち」 

技術試験衛

星Ⅷ型 

（ＥＴＳ－Ⅷ）

「きく８号」 

超高速インター

ネット衛星 

（ＷＩＮＤＳ） 

「きずな」 

－ 指標としては、直接の

アウトプットである衛星

の打上げ実績と、アウ

トカムとして出現する、

開発過程における特

許等の出願数、運用し

た結果発表される論文

数とした。 

      

特許等の出願数（※科学衛星と利

用衛星の合計値） 

件 － 113 120 138 － 

        

成果の外部発表数 

（うち査読付き論文数） 

（※科学衛星と利用衛星の合計

値） 

件 － 3,188 

(289) 

3,806 

(472) 

3,103 

(404) 

－ 

      

科学衛星を開発・運

用し、宇宙天文学や

宇宙探査の分野で

学術的に意義の大き

な成果を挙げ、宇宙

科学の分野での世界

的な研究拠点とな

る。 

ＪＡＸＡが開発し打ち上げた科学衛

星 

  － 第 23号科学

衛星 「すざ

く」（Ｘ線天文

衛星） 

第 21号科学

衛星 「 あ か

り」（赤外線

天文衛星）

第 22 号科学

衛星「ひので」

（太陽観測衛

星） 

月周回衛星「かぐ

や」 

－ 指標としては、直接の

アウトプットである衛星

の打上げ実績と、アウ

トカムとして出現する、

開発過程における特

許等の出願数、運用し

た結果発表される論文

数とした。 

      

特許等の出願数（※科学衛星と利

用衛星の合計値） 

件 － 113 120 138 － 

        

成果の外部発表数 

（うち査読付き論文数） 

（※科学衛星と利用衛星の合計

値） 

件 － 3,188 

(289) 

3,806 

(472) 

3,103 

(404) 

－ 

      

国際宇宙ステーショ

ン計画等の国際協力

に参加し、国際約束

を果たすと共に、有

人宇宙技術や宇宙

環境の利用技術の

獲得を図る。 

日本実験棟「きぼう」の開発・運用   － － － ・生命維持技術 

・システム維持機

能技術 

・有人運用管制

技術 

・搭乗員関連技

術 

－ 具体的な指標は設定

できないが、日本実験

棟「きぼう」の開発・運

用及び宇宙ステーショ

ン補給機（ＨＴＶ）によ

り獲得する予定の研究

開発項目を示した。 

        

宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）   － － － ・無人補給技術 

・宇宙輸送技術

の発展 

－ 

        

宇宙開発の意義や

その成果について国

民・社会からの理解

を更に深める。 

シンポジウムの開催件数 件 － 71 80 69 － 指標としては、どのくら

い広報・普及活動を行

ったかの指標として、

シンポジウムの開催件

数、タウンミーティング

の開催件数、授業支

援校、講師派遣数、コ

ズミックカレッジ開催件

数を選定した。また、ど

の程度国民の理解が

深まったかの指標とし

タウンミーティング開催件数 件 － ２ ８ 10 － 

授業支援校 件 － 20 27 42 － 

講師派遣件数 件 － 380 393 480 － 

コズミックカレッジ開催件数 件 － 18 26 62 － 
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ホームページアクセス数 アクセス － 607 万 646 万 631 万 － て、ホームページアク

セス数、施設公開にお

ける動員数、タウンミー

ティング動員数、コズミ

ックカレッジ動員数を

選定した。 

施設公開における動員数 人 － 42,664 49,142 49,991 － 

タウンミーティング動員数 人 － 280 784 761 － 

コズミックカレッジ動員数 人 － 1273 1907 5409 － 

社会からの要請に応

える研究開発を行う

とともに、次世代を切

り開く先進技術を開

発することにより、航

空科学技術を我が国

の社会基盤を支える

基幹技術とする。 

国産旅客機高性能化技術の研究

開発 

  － － － ・空力設計高度

化技術 

・構造衝撃評価

技術 

・機体騒音低減

化技術 

・低コスト複合材

構造技術 

・空力弾性評価 

・操縦システム技

術 

－ 具体的な指標は設定

できないが、国産旅客

機高性能化技術の研

究開発、クリーンエン

ジン高性能化技術の

研究開発により獲得す

る予定の研究開発項

目を示した。 

クリーンエンジン高性能化技術の

研究開発 

  － － － ・騒音低減技術 

・ＣＯ２排出削減

技術 

・システム制御技

術 

・エンジン試験設

備の整備 

・ＮＯｘ排出低減

技術 

－ 

 

624



施策名 新興・融合領域の研究開発の推進 

施策の概要 
幅広い応用可能性を有する新たな先端的融合領域を積極的に発掘し推進することにより、わが国の科

学技術・学術の高度化・多様化、ひいては社会ニーズへの対応と経済社会の発展を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
平成 19 年度においては第３期科学技術基本計画等を踏まえ、幅広い応用可能性を有する新たな先端

的融合領域における融合的研究等を積極的に推進した。 
なお、テラヘルツ光を利用した医療用システム及びその関連技術の開発及び高感度・高効率検出を可

能とする検出技術の研究開発においては、医療用システム開発に必要な要素技術はすべて開発され、実
用化に向けた開発の着手が期待される。 
また、最新の光技術を融合した診断・検診技術の研究開発においては、要素技術の開発に概ね成功

し、一部においては臨床試験において技術の性能向上が確認されるなど、各達成目標がそれぞれ「概ね
順調に進捗」だったことから、平成１９年度の基本目標の達成度合いについては、「概ね順調に進捗」と判
断できる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

テラヘルツ光

を利用した医

療システム及

びその基盤

技術を開発

するとともに、

テラヘルツ光

高感度検出・

イメージング

等の検出技

術を研究開

発する。 

医療用テ

ラヘルツ

光診断シ

ステム等

に必要な

要素技術

が開発状

況 

- (平成 15 年度)

計画期間内

に要素技術

が想定どお

り開発に向

け進捗 

計画期間内

に要素技術

が想定どお

り開発に向

け進捗 

計画期間内

に要素技術

が想定どお

り開発(その

他、市場化

実績あり） 

(平成19年度) 

幅広い応用可能性

を有する新たな先端

的融合領域を積極

的に発掘し推進する

ことにより、わが国の

科学技術・学術の高

度化・多様化、ひい

ては社会ニーズへ

の対応と経済社会

の発展を図るべく、

それぞれのテーマの

実現に向け、要素技

術の開発を図った。

  

  

  

がん等をごく

初期の段階

で発見、早期

治療を可能

にするレーザ

ー、分子バイ

オ技術、ポジ

トロン CT（ＰＥ

Ｔ）などの最

新の光技術

を融合した診

断・検診技術

等を開発す

る。 

光技術を

融合した

診断・検

診技術等

に必要な

要素技術

が開発状

況 

- (平成 19 年度) - - 

計画期間内

に要素技術

が想定どお

り開発 

(平成19年度) 

    

       

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
平成20年度より開始した「光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発」の継続的な実施を行うと

ともに、平成21年度においては当該事業のさらなる戦略的推進のために、課題を追加公募することとし、
2,400百万円に拡充要求した。 
（平成21年度予算額：1,721百万円） 

また、新興・融合分野の新たな発展を目指し、我が国の優れたナノテクノロジーの研究ポテンシャルを環境
技術のブレイクスルーに活用するために「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」として1,000百万円を
新規要求した。 
（平成21年度予算額：205百万円） 

【機構・定員要求】 
中性子利用推進体制の強化のため「中性子利用推進係長」１名を要求した。（係長１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

特になし 
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施策名 安全・安心な社会の構築に資する科学技術の推進 

施策の概要 
豊かで安全・安心で快適な社会を実現するための研究開発等を行い、これらの成果を社会に還元す

る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」、「地震調査研究推進」、「東南海・南海地震等海溝型地震

に関する調査研究」、「地震・津波観測監視システム」、「高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト」
等のプロジェクトや、独立行政法人防災科学技術研究所における防災科学技術に関する基礎基盤研究に
ついて、概ね順調に進捗した。また、「安全・安心科学技術プロジェクト」において、関係省庁や空港等の
現場と連携して危険物検知装置の開発が進んでいるなど、成果の社会実装に向けて、ニーズに立脚した
研究開発等が順調に進捗した。 
今後の課題及び政策への反映方針として、地震調査研究については、現行の基本計画策定から 10 年

程度経過し、一定の成果が上げられた一方で多くの課題が山積していることから、平成 21年度以降は、地
震調査研究推進本部が策定する新たな 10 年計画に基づいた調査観測・研究等を推進することが必要で
ある。また「安全・安心科学技術プロジェクト」については、ニーズの高い分野について積極的に拡充する
必要がある。さらに、事業の推進等に必要な人員を措置する必要がある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の  

設定根拠・考え方 （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

地震及び火山に関する

調査研究や、災害発生

時の被害軽減を目指し

た防災科学技術に関す

る研究開発を推進し、自

然災害に強い安全・安

心な社会の構築に向け

た科学技術基盤を確立

する。 

研究課題の進捗率  

- - - - - 

  

   

安心・安全に係る課題

の解決に向け、文部科

学省の持つ多様な科学

技術的知見の現場にお

ける活用を図るための基

盤を構築する。 

ニーズに立脚した

テーマについて、

現場ユーザーとの

連携、研究開発の

進捗、成果の社会

への実装の実施状

況 

 

- - - - - 

  

 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
沿岸海域に存在する活断層や、地震が発生した場合に社会的影響が大きい活断層等の調査観測・研

究を推進する「活断層調査の総合的推進」実施のため、813百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：660百万円） 
地震計や水圧計等を備えたリアルタイム観測可能な海底ネットワークシステムを開発し、東南海地震の

想定震源域である紀伊半島熊野灘沖に敷設する「地震・津波観測監視システム」実施のため、2,951百万
円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：1,274百万円） 
東海・東南海・南海地震の想定震源域における海底稠密地震観測やシミュレーション研究等により、３つ

の地震が将来連動して発生する可能性等を評価する「東海・東南海・南海地震の連動性評価研究」実施
のため、1,181百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：501百万円） 
日本海東縁部等のひずみ集中帯における海陸統合調査等により、ひずみ集中帯の地震発生メカニズム

等の解明に資する「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」実施のため、863百万円を概算要求に盛り込
んだ。 
（平成21年度予算額：596百万円） 
首都直下地震による被害の軽減に資することを目的とした「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」

実施のため、1,404百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：809百万円） 
防災研究による知見を活かした、防災教育の優れた取組を支援する等の「防災教育支援推進プログラ

ム」実施のため、60百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：41百万円） 
地震調査研究推進本部の円滑な運営等のため、934百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：804百万円） 
独立行政法人防災科学技術研究所において、「火山観測基盤及び火山防災研究の強化」や「次世代

型高性能気象レーダ（ＭＰレーダ）を用いた集中豪雨予測研究等の推進」、「災害リスク情報プラットフォー
ム」等、防災分野における研究開発実施のため、11,395百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：8,351百万円） 
テロ対策等に係る研究開発と地域社会の安全・安心を確保するための研究開発を実施するとともに、関

係研究者等のネットワークの構築を図る「安全・安心科学技術プロジェクト」実施のため、1,283百万円を概
算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：538百万円） 
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【機構・定員要求】 
防災科学技術の推進体制を強化するため、防災科学技術に関する国内外の連携を推進するための防

災研究調整官１名、及び火山防災科学技術研究を確実に推進するための専門職１名を要求した。 
（防災研究調整官１名措置） 
放射線同位元素の使用等に係る廃棄物の処分対策を強化するため、埋設技術基準等の整備のための

廃棄物対策専門官１名を要求した。（廃棄物対策専門官１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成 20 年６月 27 日 
第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の

構築 
３．良好な治安と災害に強い社会の実現等 

第３期科学技術基本
計画 

平成 18 年３月 28 日 

第１章 基本理念 
 ２．第３期基本計画における基本姿勢 
 （１） 社会・国民に支持され、成果を還元する科学技
術 

 ３．科学技術政策の理念と政策目標 
  （１） 第３期基本計画の理念と政策目標 
  理念３ 健康と安全を守る 
～安心・安全で質の高い生活のできる国の実現に
向けて～ 

   ◆目標６ 安全が誇りとなる国  
－ 世界一安全な国・日本を実現 

  （11） 国土と社会の安全確保 
  （12） 暮らしの安全確保 

分野別推進戦略 平成 18 年３月 28 日 

社会基盤分野推進戦略 
３．戦略重点科学技術 
 ① 減災を目指した国土の監視・管理技術 
 ② 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止す
る新技術 
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施策名 子どもの体力の向上 

施策の概要 長期的に低下傾向にある子どもの体力を、スポーツの振興を通じ、上昇傾向に転じさせることを目指す。

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「スポーツ振興基本計画」において、長期的に低下傾向にある子どもの体力について、スポーツの振興

を通じ、その低下傾向に歯止めをかけ、上昇傾向に転ずることを目指している。 
これを踏まえ、平成 19 年度においては、子どもの体力向上を目的とした全国的なセミナーの実施や、学

校体育・運動部活動の充実、社会体育施設の整備推進等の取組を進めてきた。「平成 18 年度全国体力・
運動能力調査」によれば、11 歳の 50 メートル走・ソフトボール投げの測定結果について、一部に改善が見
られるものの、長期的に緩やかに低下傾向にあること、教員の指導力向上のための研修の充実が図れて
いること、また、中学校の運動部活動における地域の外部指導者の活用状況が減少していること、部活動
への参加率について、中学生が高い水準を維持し高校生においても増加傾向にあること、さらに、学校体
育施設の整備状況が 0.2 パーセント程度の伸びであるが着実に進められていることなどを総合的にかんが
み、子どもの体力の向上に向け、「一定の成果が上がっているが、一部については想定通りに達成できな
かった」と判断。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

スポーツの

実施を通じ

て、子ども

の 体 力 の

低 下 傾 向

に歯止めを

かける 

50ｍ走（11 歳

男子）の長期

的な傾向 

s（秒） 8.91 8.95 8.89 - 昭和 60 年頃の

水準への回復を

目指す 

「体力・運動能力調査」は

昭和 39 年より実施してお

り、国民全体の体力・運動

能力の状況を明らかにす

ることを目的としている。こ

のため、長期的な体力の

変化を測るための指標とし

て、当該調査の結果を設

定する。 

 (15 年度)      (22 年度) 

50ｍ走（11 歳

女子）の長期

的な傾向 

s（秒） 9.25 9.20 9.22 - 昭和 60 年頃の

水準への回復を

目指す 

 (15 年度)      (22 年度) 

ソフトボール投

げ（11 歳男子）

の長期的な傾

向 

m 30.4 29.8 29.5 - 昭和 60 年頃の

水準への回復を

目指す 

 (15 年度)      (22 年度) 

ソフトボール投

げ（11 歳女子）

の長期的な傾

向 

m 17.2 17.8 17.2 - 昭和 60 年頃の

水準への回復を

目指す 

 (15 年度)      (22 年度) 

立ち幅とび（９

歳男子）の長

期的な傾向 

㎝ 166.5 165.5 165.1 - 昭和 60 年頃の

水準への回復を

目指す 

 (15 年度)      (22 年度) 

立ち幅とび（９

歳女子）の長

期的な傾向 

㎝ 154.3 155.9 153.4 - 昭和 60 年頃の

水準への回復を

目指す 

 (15 年度)      (22 年度) 

学 校 体 育

担 当 教 員

に対する指

導 力 向 上

のための研

修を推進す

る 

研修の受講者

アンケートにお

ける有意義回

答率 

％ 98.8 98.8 98.4 96.8 100 教員の指導力向上のため

の研修が充実しているか

どうかは、受講者の客観

的な視点によるアンケート

結果を見て判断する必要

があるため、当該アンケー

トの結果を指標として設定

する。 

 (17 年度)   (22 年度) 

中 学 校 や

高 等 学 校

の 運 動 部

活動などを

活性化する

取り組みを

推進する。 

中学生の運動

部活動への参

加率 

％ 65.2 64.8 66.0 65.0 参加率の増加 運動部活動などを活性化

することにより、それに参

加する生徒数の増加が考

えられることから、運動部

活動への参加率を指標と

して設定する。 

 (15 年度)   (22 年度) 

高校生の運動

部活動への参

加率 

％ 37.4 40.0 40.1 40.6 参加率の増加 

 (15 年度)   (22 年度) 

地域のスポ

ーツ指導者

を体育授業

や 運 動 部

活 動 に 積

極 的 に 活

中学校の運動

部活動の外部

指導者活用状

況 

人 21797 26724 29122 28590 活用人数の増加 体育の授業や運動部活

動に指導者が積極的に活

用されたかどうかの評価に

は、実際に運動部活動な

どに活用された指導者の

人数で判断することが適

 (15 年度)   (22 年度) 
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用する。 当なため、指標として設定

する。 

学校体育を

充実させる

基 盤 と し

て、学校プ

ー ル や 武

道場など学

校 体 育 施

設の整備を

推進する。 

学校プールの

整備率 

％ 74.3 74.6 74.6 74.8 整備率の増加 学校体育施設の整備推

進進捗状況については、

新たな整備施設数や整備

校数ではなく、全学校数

に対する整備校数の割合

により判断することが必要

である。このため、学校プ

ール・武道場の整備率を

当該達成目標を計る指標

として設定する。 

 (15 年度)      (22 年度) 

学校武道場の

整備 

％ 68.7 69.3 69.5 70.1 整備率の増加 

 (15 年度)       (22 年度) 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
子どもの体力向上に向けて、学校・家庭・地域における取組を推進するため、909百万円を概算要求に

盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：729百万円） 
運動部活動等の活性化として、2,171百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：954百万円） 
学校体育施設の整備を推進するため、所要の経費を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額： 

   公立：安全・安心な学校づくり交付金83,610百万円の内数 
（内閣府で計上している沖縄県分の金額を含む） 

   私立：105百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章（２） 
スポーツがフェアプレイの精神を培うなど人間形成に重
要な役割を果たすことに留意しつつ、学校や地域におけ
るスポーツの振興を通じて、生涯にわたって積極的にスポ
ーツに親しむ習慣や意欲、能力を育成する。これにより、
子どもの体力の低下に歯止めをかけ、上昇傾向に転じさ
せ、全国体力・運動能力等調査等による検証を行いつ
つ、昭和 60 年頃の体力水準への回復を目指す。 

教育再生会議－第三
次報告－ 

平成19年12月25日
教育再生会議 

２．徳育と体育で健全な子どもを育てる～子どもたちに感
動を与える教育を～ 
・ 国、教育委員会は、小学校の体育専科教員の増員を
図り、毎年小・中学生の体力調査を実施し、結果に応じ
た「体力向上プラン」を学校が策定するなど、体力向上
に組織的、継続的に取り組む。 

経済財政改革の基本
方針 2007 

平成19年６月19日
閣議決定 

第４章 持続的で安心できる社会の実現  
６．多様なライフスタイルを支える環境整備  
子どもが外遊びやスポーツに親しむ習慣や意欲の育
成、環境の整備などを通じ、著しく低下している児童生徒
の運動能力や体力の向上を図る。 

新健康フロンティア戦
略 

平成19年４月18日
新健康フロンティア
戦略賢人会議 

第１部．国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康対
策 
９．運動・スポーツの振興（スポーツ力） 
（１） 外遊びやスポーツを通じた子どもの体力の向上 
① 積極的に外遊びやスポーツに親しむ習慣や意欲の育
成 
・ 体育授業や運動部活動の充実 
・ 走る・跳ぶなどの基本動作を習得するためのプログラ
ムづくり 

・ 子どもの体力について、国民意識の一層の喚起 

スポーツ振興基本計
画 

平成12年９月13日
（平成 18 年９月 21
日改定） 
文部科学省 

１.スポーツの振興を通じた子どもの体力の向上方策 
Ａ．政策目標達成のため必要不可欠である施策 
（１） 子どもの体力向上国民運動の展開 
（２） 子どもを惹きつけるスポーツ環境の充実 
Ｂ．政策目標達成のための基盤的施策 
（１） 教員の指導力の向上 
（２） 子どもが体を動かしたくなる場の充実 
（３） 児童生徒の運動に親しむ資質・能力や体力を培う
学校体育の充実 

（４） 運動部活動の改善・充実 
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施策名 生涯スポーツ社会の実現 

施策の概要 
国民の誰もが、それぞれの体力や年齢、技術、興味・目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポ

ーツに親しむことができる生涯スポーツ社会を実現する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「スポーツ振興基本計画」において、国民の誰もが、それぞれの体力や年齢、技術、興味、目的に応じ

て、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現を目指してい
る。 
これを踏まえ、平成19年度においては、総合型地域スポーツクラブの育成やスポーツ指導者の養成・活

用等をはじめとした地域のスポーツ環境の整備・充実方策を推進した。これにより、総合型地域スポーツク
ラブの設置率の上昇や、地域におけるスポーツ指導者の新規登録や広域圏におけるスポーツ指導者に関
する情報提供システムの構築といった成果が得られ、指導者の養成や活用方策の充実が着実に図られた
ことから、生涯スポーツ社会の実現に向け「想定どおり順調に進捗している」と判断。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の   

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18年度 19年度 （年度） 

国民の誰もが

生涯にわたり

スポーツに親

しむことができ

る環境を整備

する。 

総合型地域ス

ポーツクラブ

が育成されて

いる市区町村

の割合 

％ 13.1 33.0  42.6 48.9  100 Ｓ＝60.0％以上 

Ａ＝45.0％～60.0％ 

未満 

Ｂ＝35.0％～45.0％ 

未満 

Ｃ＝35.0％未満 

 （14 年度）       （22 年度） 

質、量ともに国

民のニーズに

対応できるス

ポーツ指導者

の確保・活用

を推進する。 

質、量ともに

国民のニーズ

に対応できる

スポーツ指導

者の確保・活

用の進捗状

況 

- - - - - - Ｓ＝大幅に図られた。

Ａ＝着実に図られた。

Ｂ＝十分には図られな

かった。 

Ｃ＝図られなかった。 

       

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 国民の誰もが身近にスポーツに親しむことのできる生涯スポーツ社会の実現に向け、総合型地域スポー
ツクラブの育成・支援や全国スポーツ・レクリエーション大会の開催、スポーツ指導者の育成等に必要な経
費、1,178百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：702百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第３章（３）④いつでもどこでも学べる環境をつくる 
◇ 地域における身近なスポーツ環境の整備 
心身の健全な発達に重要な役割を果たすスポーツに
国民のだれもが生涯を通じていつでも身近に親しむこと
ができる環境を整備するため、総合型地域スポーツクラ
ブ等、地域における総合的なスポーツの場の育成・整備
をはじめとした取組への支援を推進する。また、地域住
民のニーズ等に応じた質の高い指導ができる人材の養
成・確保・活用を促す。このような取組を通じ、成人の週
１回以上のスポーツ実施率を 50％とすることを目指す。 

経済財政改革の基
本方針 2007 

平成 19 年６月 19 日
閣議決定 

第４章 持続的で安心できる社会の実現  
６．多様なライフスタイルを支える環境整備  
誰もがスポーツに親しめる環境の整備を進め、生涯スポ
ーツ社会の実現を図る。 

新健康フロンティア
戦略 

平成 19 年４月 18 日
新健康フロンティア
戦略賢人会議 

第１部．国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康対策
９.運動・スポーツの振興（スポーツ力） 
（１） 外遊びやスポーツを通じた子どもの体力の向上 
② 家庭や地域ぐるみで身近に運動・スポーツに親しむ
ことができる環境の整備 
・ 総合型地域スポーツクラブの全国展開 
・ 屋外運動場の芝生化・維持・管理の取組の充実
等 

スポーツ振興基本計
画 

平成 12 年９月 13 日
（平成 18 年９月 21
日改定） 
文部科学省 

１.生涯スポーツ社会の実現に向けた、地域におけるスポ
ーツ環境の整備充実方策 
  Ａ．政策目標達成のため必要不可欠である施策 
   ○ 総合型地域スポーツクラブの全国展開 
     Ｂ．政策目標達成のための基盤的施策 
     （１） スポーツ指導者の養成・確保・活用 
     （２） スポーツ施設の充実 
     （３） 地域における的確なスポーツ情報の提供 
     （４） 住民のニーズに即応した地域スポーツの推
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施策名 我が国の国際競技力の向上 

施策の概要 平成 22 年までにオリンピック競技大会におけるメダル獲得率 3.5％を実現する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
「スポーツ振興基本計画」において、平成 13 年度に 1.7 パーセントであったオリンピックのメダル獲得率

を平成 22 年度には 3.5 パーセントにすることを目指している。 
平成 19 年度においては、関係機関との連携・協力を行いながら、我が国におけるトップレベル競技者の

育成・強化のための諸施策（一貫指導システムの構築、ナショナルトレーニングセンターの整備・充実、指
導者の養成・充実、国内外での強化合宿の実施支援など）を引き続き推進した。 
平成16年8月に行われたアテネオリンピック競技大会では、メダル獲得率3.98パーセント（金16、銀９、

銅 12）となり、平成 18 年２月に行われたトリノ冬季オリンピック競技大会ではメダル獲得率 0.40 パーセント
（金１）であったため、合計するとメダル獲得率は 3.22 パーセントとなった。この数字から国際競技力の向上
に向け「想定どおりに達成している」と判断。なお、平成 19 年度においてはオリンピック競技大会の開催は
なかったが、平成 19 年８月にバンコク（タイ）において開催された第 15 回アジア競技大会においても、計
198個（金：50個、銀：71個、銅77個）のメダルを獲得するなど、種々の国際競技大会で多くの日本人選手
が活躍しているところである。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

達成目標 11

－３－１ 

競技者育成

プログラムに

基づいた一

貫指導を実

施するための

体制の整備

を推進する。 

競技者育成プ

ログラムを認知

している指導

者の割合。 

％ 51 

（19） 

40.1 

 

－ － － スポーツ振興基本計画に

おいて、「一貫指導システ

ムの構築」に係る具体的な

施策として、「競技者育成

プログラムの普及」が掲げ

られていることから、本指

標を設定。 

（※来年度以降は、「前年

度からの伸び率」を基準と

することを検討。） 

達成目標 11

－３－２ 

平成 21 年ま

でにハード・

ソフト両面に

おいて充実し

た機能を有

するナショナ

ルレベルの

本格的なトレ

ーニング拠点

を整備する。 

ナショナルトレ

ーニングセンタ

ー（ＮＴＣ）（東

京都北区）の

整備の進捗状

況。 

進捗 

度合い 

整備計画

（15） 

整備計画

どおりに

進捗 

 

整備計画

どおりに

進捗 

 

整備計画

どおりに

進捗 

 

完成 

（19） 

スポーツ振興基本計画に

おいて、「トレーニング拠点

の整備」に係る具体的な施

策として、「我が国における

ナショナルレベルのトレー

ニング拠点の整備」が掲げ

られていることから、本指

標を設定。 

ＮＴＣ競技別強

化拠点の整備

状況。 

競技等 ５ 

（19） 

－ － ５ 18 

（22） 

スポーツ振興基本計画に

おいて、「トレーニング拠点

の整備」に係る具体的な施

策として、「我が国における

ナショナルレベルのトレー

ニング拠点の整備」が掲げ

られていることから、本指

標を設定。 

達成目標 11

－３－３ 

専任コーチの

重点的な配

置など、専門

的な技術指

導を行う指導

者の養成・充

実を図る。 

専任コーチ設

置団体数。 

設置 

団体数 

26 

（14） 

28 29 34 27～ 

（20） 

スポーツ振興基本計画に

おいて、「指導者の養成・

確保」に係る具体的な施策

として、「一貫指導システム

を担う指導者の養成・確

保」が掲げられていること

から、本指標を設定。 

競技者各人の

特性に応じた

専門的な技術

指導を行うこと

ができる指導

者（コーチ、ス

ポー ツ ド ク タ

ー、アスレティ

ックトレーナー）

を平成 20 年

度までに新た

に５千人養成

する。 

増加人数 3,901 

（14） 

2,073 

 

3,190 4,008 5,000 

（20） 

スポーツ振興基本計画に

おいて、「指導者の養成・

確保」に係る具体的な施策

として、「一貫指導システム

を担う指導者の養成・確

保」が掲げられていること

から、本指標を設定。 

達成目標 11

－３－４ 

トップレベル

の選手に対

し、国内外で

の強化合宿

を実施する。 

トップレベルの

選手に対する

国内外での強

化 合 宿 開 催

数。 

開催数 269 

（14） 

561 465 541 401～ 

（20） 

我が国におけるトップレベ

ル競技者の育成・強化の

ためには、国内外における

強化合宿の充実が必要不

可欠であることから、本指

標を設定。 

 

政策評価の結果 【概算要求】 
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の政策への反映
状況 

戦略的かつ総合的な選手強化方策を実施し、メダル獲得率を向上させるため、「競技力向上ナショナル
プロジェクト」として、1,248百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：608百万円） 

【機構・定員要求】 
国際競技力向上のための戦略的な選手強化方策の検討、情報収集・分析等を実施するため、競技力

研究戦略専門官（１名）の新設を要求した。（措置なし） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基
本方針 2007 

平成 19 年６月 19 日
閣議決定 

第４章 持続的で安心できる社会の実現 
 ６．多様なライフスタイルを支える環境整備 
 ・ （略）トップレベル競技者の育成強化を図り、我が国の国
際競技力を向上させるとともに、 

     国際競技大会の積極的な国内開催を図る。（略） 
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施策名 芸術文化の振興 

施策の概要 
優れた文化芸術への支援、新進芸術家の人材育成、子どもの文化芸術普及活動、地域における文化

芸術活動の推進等を通じて、我が国の芸術文化活動水準の向上を図るとともに、国民全体が、芸術文化
活動に参加できる環境を整備する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
優れた文化芸術への支援については、我が国の主要芸術団体における自主公演数が過去５年間の平

均を超えることとなった。「新進芸術家海外留学制度」については、派遣者数が過去５年間の平均を若干
下回ったものの、「芸術団体人材育成支援事業」における支援団体数は過去５年間の平均を大幅に超え
た。また、「本物の舞台芸術体験事業」「学校への芸術家等派遣事業」、「「文化芸術による創造のまち」支
援事業」、「舞台芸術の魅力発見事業」については、「児童・生徒に与える効果」、「実施公演数・支援件
数」ともに想定以上の成果があった。 
以上より、想定以上に施策目標を達成したものと判断。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の      

設定根拠・考え方   （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

優れた文化

芸術への支

援を継続し、

文化芸術創

造活動を活

性化させる。 

主要芸術団体

の自主公演数

推移 

公演 3,606 

  

3,851

  

 

「芸術創造活動重点支援事業」

は我が国の芸術水準向上の直接

的な牽引力となる芸術水準の高

い優れた自主公演に対して支援

を行うものだが、このような支援を

行うことにより芸術団体の財政基

盤の安定も図られると同時に我が

国の芸術水準の引き上げがなさ

れ、我が国の芸術団体全体の自

主公演の増加、ひいては我が国

の優れた文化芸術活動への活性

化が図られると考える。このため、

芸術団体の自主公演数を指標と

した。また、「メディア芸術祭」に

ついては、メディア芸術祭の応募

数が増え、来場者が増えることに

よりメディア芸術祭が活性化さ

れ、ひいてはわが国のメディア芸

術の振興に資する。そのため、応

募数、来場者数を指標とした。 

  （13～17

年度の

平均）  
  

  メディア芸術祭

応募数 

件 1,808 1,797 1,808 2,091

  

      （18） 
  

  メディア芸術祭

来場者数 

人 26,706 27,246 26,706 44,524

 

      （18） 

世界で活躍

する新進芸

術家等を養

成するため、

研修・発表の

場を提供する

とともに、芸

術団体等が

行う養成事業

等への支援

を充実させ、

世界に羽ば

たく新進芸術

家等を育成

する。 

新進芸術家海

外留学制度に

おける派遣者

数 

人 164 168 163 158   より多くの研修生が海外に派遣さ

れ、芸術団体が行う人材育成事

業へより多くの支援を実施するこ

とにより、世界に活躍する新進芸

術家等の養成が図られると考え、

新進芸術家海外留学制度におけ

る派遣者数・応募者数、及び芸

術団体人材育成支援事業におけ

る支援団体数を指標とした。な

お、当該事業の特質から定量的

なアウトカム指標を把握すること

は難しいと考えるが、より適切な

指標については今後検討を図っ

ていく。 

  （14～18

年度の

平均）
  

芸術団体人材

育成支援事業

における支援

団体数 

団体 89 82 117 106   

  （14～18

年度の

平均）
  

新進芸術家海

外留学制度に

おける応募者

数 

人 495 526 501 507   

  （14～18

年度の

平均）   

子どもたちが

本物の舞台

芸術や伝統

文化に触れ

豊かな感性と

創造性を育

むとともに、

地域における

文化活動の

活性化を図

り、地域の住

民が質の高

い文化芸術

活動に触れら

れる機会を充

実する。 

本物の舞台芸

術体験事業実

施数 

公演 812 704 866 1331 平成 23 年度までに子どもたちが

質の高い伝統文化、芸術文化に

触れる機会を義務教育期間中に

２回提供するという目標に基づ

き、それに必要な公演数「本物の

舞台芸術体験事業」、「学校への

芸術家等派遣事業」、それぞれ

1,900 公演について現在の公演

数との差を年度で割り平成 19 年

度に達成すべき公演数「本物の

舞台芸術体験事業」812 公演、

「学校への芸術家等派遣事業」

756 公演を目標公演数とした。

「文化芸術による創造のまち支援

事業」においては、これまで以上

に地域における文化振興が図れ

たかを判断する基準として、過去

４年間の支援件数の平均数86件

を目標支援件数とした。「舞台芸

術の魅力発見事業」においては、

平成 23 年度までに５年間ですべ

ての文化会館（300 席以上）を巡

    

  

学校への芸術

家等派遣事業

実施数 

校 756 487 553 906 

  

    

  

文化芸術によ

る創造のまち

支援事業支援

件数 

件 86 111 110 143 
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  （15～18

年度の

平均）

  

回するという目標に基づき、それ

に必要な支援件数 377 件につい

て、達成年度にその支援件数に

達するように支援件数を年度で

割り振り、平成 19 年度に達成す

べき支援件数53件を目標公演数

とした。 

舞台芸術の魅

力発見事業支

援件数 

件 53   161 

  

    
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 優れた文化芸術への支援をより一層推進するため、概算要求において、「芸術創造活動特別推進事業」
5,642百万円（平成21年度予算額：5,179百万円）、「新進芸術家海外研修制度」667百万円（平成21年度予
算額：662百万円）、「芸術団体人材育成支援事業」1,042百万円（平成21年度予算額：923百万円）を盛り
込んだ。 
また、実施公演数・支援件数の拡充を図るべく、「本物の舞台芸術体験事業」4,302百万円（平成21年度

予算額：3,804百万円）、「学校への芸術家等派遣事業」223百万円（平成21年度予算額：207百万円）、
「「文化芸術による創造のまち」支援事業」583百万円（平成21年度予算額：424百万円）、「舞台芸術の魅力
発見事業」879百万円（平成21年度予算額：555百万円）を盛り込んだ。 
【機構・定員要求】 
アートマネジメント人材の育成及び活用に係る事務体制強化のため、アートマネジメント専門官１名を要

求した。（措置なし） 
【業務改善】 
 「本物の舞台芸術体験事業」、「学校への芸術家等派遣事業」について、さらに積極的に利用してもらうと
ともに、事業内容の理解を深めていただき、より効果的な内容とするために、教育委員会や教育関係者等
に対する事業の周知を強化した。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における
福田内閣総理大臣施
政方針演説 

平成 20 年１月８日 

「（前略）我が国の優れた文化や芸術を一層発展させる
ことは、現代に生きる我々の使命です。アニメや音楽など
新しい文化の担い手を育てるとともに、日本の誇りである
伝統文化芸術の継承や発展、文化財の保存・活用などに
着実に取り組んでまいります。（後略）」 

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成20年６月27日
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の
構築  
２．未来を切り拓く教育  
・ オリンピック招致の取組や国際競技力の向上などス
ポーツを振興し、日本文化の海外への戦略的発信や
文化財の保存・活用、子どもの文化芸術体験など文
化芸術を振興するため、総合的な施策を推進する 

教育振興基本計画 
平成 20 年７月１日
閣議決定 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき
施策 
（3） 基本的方向ごとの施策 
基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個
人として、社会の一員として生きる基盤を育てる 
② 規範意識を養い、豊かな心と健やかな体をつくる 
・ 伝統・文化等に関する教育の推進 
伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が
国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会
の平和と発展に寄与する態度を養う観点から、我が
国や郷土の伝統・文化を受け止め、それを継承・発
展させるための教育を推進する。子どもたちが、学校
や地域の文化施設において、優れた舞台芸術の鑑
賞や文化芸術活動への参加ができる機会や、地域
において伝統・文化に関する活動を計画的・継続的
に体験・修得する機会の提供を支援する。さらに、我
が国固有の伝統的な文化である武道の振興を支援
する。 

文化芸術の振興に関
する基本的な方針（第
２次基本方針） 

平成 19 年２月９日
閣議決定 

第１ 文化芸術の振興の基本的方向 
３．文化芸術の振興に当たって重点的に取り組むべき
事項 

（１） 重点的に取り組むべき事項 
ⅰ） 日本の文化芸術の継承、発展、創造を担う人材の育
成 

ⅲ） 文化芸術活動の戦略的支援 
ⅳ） 地域文化の振興 
ⅴ） 子どもの文化芸術活動の充実 
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施策名 文化財の保存及び活用の充実 

施策の概要 
貴重な国民的財産である文化財を適切に保存し、次世代へ継承するとともに、積極的な公開・活用を通

じて、広く国民が文化財に親しみ、その価値への理解を深めるようにする。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
文化財の指定、公有化による文化財の適切な保存・継承、文化財の公開・活用のいずれについても想

定どおり進捗しているほか、文化財の保護に関する国民への普及活動については、文化財行政講座の受
講者アンケートで大変参考になった・参考になったという回答が90パーセントを超え、想定した以上の成果
が得られた。 
以上より、想定どおり達成したものと判断。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の         

設定根拠・考え方  （年度） 17年度 18 年度 19 年度 （年度）

保存が必要な

文化財の状況

を適切に把握

し、その結果に

基づいて、文化

財のうち重要な

ものの指定等を

積極的に行う。

文化財の

指 定 、 選

定及び登

録の件数

（ 累 積 総

数） 

件   21,292 22,025 23,052   近代の文化遺産は、開発の進展、生活様

式の変化等により、消滅や散逸等の危機に

さらされているものが多く、他方、未だ必ず

しも文化財としての認識や評価が定着して

いないため、早急な保護措置を講じる必要

がある。そのため、平成６年の文化財保護

企画特別委員会において近代の遺産の保

護のための新しい視点の導入について提

言が行われ、平成８年に近代の文化財産

の保存・活用に関する調査研究協力者会

議で「近代の文化遺産の保存と活用につい

て（報告）」をとりまとめた。それを踏まえ、平

成８年に文化財保護法を改正し、緩やかな

保護制度である登録制度を有形文化財

（建造物）について先行して導入した。その

後、平成13年の文化審議会文化財分科会

企画調査会審議の報告においても近代の

文化遺産の早急な保護を図ることが提言さ

れ、平成 16年の文化財保護法の改正にお

いて、有形文化財（美術工芸品）、有形民

俗文化財、記念物の分野においても登録

制度を拡充したところである。 

       

近代の分

野の割合 

％   22.3 24.1 26.7   

       

文化財の種別

や特性に応じ

て、計画的に修

復その他の保

存に必要な措

置を実施するこ

とにより、適切

な状況で文化

財を保存・継承

する。 

史跡等の

公有化面

積 

ha   104 123 163   文化財は一度消滅すると取り返しがつかな

い国民の共有の財産であるため、適切な保

存措置を執ることが求められるが、特に、史

跡等は一定の広がりを持つ文化財であるた

め、その保存に当たっては、都市化の進展

や開発の進展に伴い危機に瀕している。こ

のため、貴重な史跡等を国民共有の財産と

して大切に保存することが重要である。 

       

史跡等の

公有地の

割合 

％   58.5 58.9 57.4   

       

文化財の特質

やその適切な

保存に配慮し

つつ、多様な手

法を用いて国

民にわかりやす

い形でその公

開・活用を促進

する。 

公開承認

施設数 

   105 109 108  文化財は一度消滅すると取り返しがつかな

い国民の共有の財産であるため、その活用

に当たっても文化財の保存に十分留意す

る必要がある。そのため、重要文化財の公

開を所有者以外が行う際には文化庁長官

の許可を受けることとなっている。一方、文

化庁長官があらかじめ承認した博物館等の

施設（公開承認施設）において公開する場

合は、事後の届出をもって足りることとして

いる。このような公開承認施設で公開を行う

ことは、事務手続きが簡素化されることによ

り公開が促進されるとともに、文化財の保存

の観点からも有効である。 

       

公開承認

施設にお

いて重要

文化財が

出品 さ れ

た展覧会

数 

件   112 136 131   

       

公開承認

施 設 数 と

公開承認

施設にお

いて重要

文化財が

出品 さ れ

た展覧会

数 と の 割

合 

％   107 125 121   

       

専門的機関や

ＮＰＯなどとの

適切な連携協

力の促進、文化

財に携わる人

材の確保と資

受講者ア

ン ケ ー ト

で、受講し

て大変参

考 に な っ

た・参考に

％   92.3 95.9 90.1  文化財の保存・活用を行うためには、文化

財に関わる人材の確保と資質の向上が必

要である。そのため、文化庁において、地

方公共団体の文化財行政に携わる者を対

象に職務遂行に必要な基礎的事項や実務

上の課題に関する研修を行っている。この
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質の向上、文化

財保護に関す

る国民への普

及活動等を通

じて、文化財の

保護継承・活用

のための基盤を

整備する。 

なったと回

答 し た 人

の割合 

       研修が有効に活用されることにより、文化財

行政の向上に資するものとなる。 

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
文化財の保存及び活用を着実に実施するため、41,663百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：38,232百万円） 

【機構・定員要求】 
 文化財の防災対策に関する業務体制の強化のため、文化財防災対策専門官（1名）の新設を要求するこ
ととした。（文化財防災対策専門官１名措置） 
 世界文化遺産に関する業務体制強化のため、世界文化遺産室の新設に伴い、室長補佐(1名)、世界文
化遺産推薦係員(1名)、主任文化財調査官（1名）の新設及び専門職等の振替えを要求することとした。（世
界文化遺産室室長補佐１名措置、世界文化遺産推薦係員１名措置、専門職１名措置、主任文化財調査
官１名措置） 
 都市や鉱工業などに関連する文化的景観の保護を推進するための体制の強化のため、文化財調査官
（１名）の新設を要求することとした。（文化財調査官１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の
基本方針 2008 

平成 20 年６月 27 日 
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築
２．未来を切り拓く教育 
  日本文化の海外への戦略的発信や文化財の保存・活用、
子どもの文化芸術体験など文化芸術を振興するため、総
合的な施策を推進する。 

文化芸術の振興
に関する基本的
な方針（第２次基
本方針） 

平成 19 年２月９日 
閣議決定 

第１ 文化芸術の振興の基本的方向 
３．文化芸術の振興に当たって重点的に取り組むべき事項
  （１）重点的に取り組むべき事項 
   ⅵ）文化財の保存及び活用の充実 
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施策名 日本文化の発信及び国際文化交流の推進 

施策の概要 
文化芸術振興、文化財保護等の分野における国際文化交流の取組を推進することにより、我が国の文

化芸術活動の水準を向上し、文化を通じて国際社会に貢献し、諸外国との相互理解の増進を図る。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
文化交流使については、指名者数を一定数確保するとともに、また派遣国数も増加している。 
また、我が国の芸術団体による海外公演や、海外の芸術団体との共同制作公演については、公演数を

増やしている。 
海外の文化遺産の保護に関しても、基本方針が策定され、着実に「文化遺産国際協力コンソーシアム」

の参加者数・参加機関数が増加している。 
以上より、想定どおり達成したものと判断。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の     

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

我が国の芸術家

や芸術団体によ

る海外公演や、海

外の芸術団体と

我が国の芸術団

体とが共同制作

公演などを行うこ

とにより、文化芸

術振興及び国際

文化交流を推進

する。 

文化交流使の指

名者数・派遣国

数 

人 
 

13 19 16 
 

文化交流使の活動は、世界

の人々の日本文化に対する

理解の深化や、国内外の芸

術家・団体との国際文化ネッ

トワークの構築に資する活動

を文化交流使一人一人が展

開していることから、本事業

で指名される文化交流使指

名者数と主要国も含めた派

遣国数を指標とすることは、

事業の質・量を評価する上で

有効である。 

国   ９ 12 22   

国際芸術交流支

援事業採択数 

件   151 115 121   

       

我が国の芸術団

体による海外公

演数及び海外の

芸術団体との共

同制作公演数 

件   360 346     

       

損傷し、衰退し、

消滅し、若しくは

破壊され、又はそ

れらのおそれのあ

る海外の文化遺

産等に対して、我

が国の高度な技

術力等を生かした

協力等を行うこと

により、我が国の

国際的地位の向

上に資する。 

国際シンポジウム

の開催：参加人

数 

人   520 318 200   文化遺産国際協力コンソオ

ーシアムへの参加者・機関数

がどの程度増減したかによっ

て、当該コンソーシアムの連

携協力の幅を計ることがで

き、文化遺産国際協力の効

果的な連携を図る指標となる

ため。 

           

文化遺産国際協

力コンソーシアム

参加者・機関数

（累積） 

   － 141 169  

           

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
 「短期指名型」文化交流使を平成20年度に新設し、日本文化の海外発信の機会を拡大した。 
（平成21年度予算額：110百万円） 
海外への発信が極めて高いと考えられる国際芸術公演について、100百万円を概算要求に盛り込んだ。
（平成21年度予算額：1,800百万円） 
コンソーシアムを活用した国際貢献事業をより充実させるため、文化遺産保護国際貢献事業予算を拡充

要求した。 
（平成21年度予算額：200百万円） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基
本方針 2008 

平成 20 年６月 27 日
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の
構築 
２．未来を切り拓く教育 
・（前略）日本文化の海外への戦略的発信や文化財の保
存・活用、子どもの文化芸術体験など文化芸術を振興
するため、総合的な施策を推進する。 

文化芸術の振興に関
する基本的な方針
（第２次基本計画） 

平成 19 年２月９日 ３．（１）－２ 日本文化の発信及び国際文化交流の推進 
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施策名 文化芸術振興のための基盤の充実 

施策の概要 

高度化・多様化する国民の文化への関心に応えるため、文化ボランティアの自立的・継続的な活動を推
進するための環境整備を行うとともに、文化に関する情報提供の充実を図る。また、文化活動を支える基盤
として、国語の普及・啓発や日本語教育の充実を図るとともに、著作権の適切な保護と公正な利用を図り、
著作権制度の普及・啓発を行う。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
著作権等の保護及び利用については、著作物の円滑な流通の促進、著作権制度の普及・啓発、アジア

諸国における海賊版対策の実施による我が国の著作物の保護、いずれも概ね想定どおり進捗している。ま
た、国民に対する国語の普及・啓発及び外国人に対する日本語教育の充実については、想定以上の成
果を得ている。文化ボランティア活動の環境整備について、一部進捗の遅れが見られるものの、全体として
は想定以上に達成したものと判断。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の    

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

高度化・多様化

する国民の文化

への関心に応

えるため、文化

ボランティアの

自立的・継続的

な活動を推進

するための環境

整備を行うととも

に、文化に関す

る情報提供の充

実を図る。 

各団体が実施した

事業への参加者のう

ち、文化ボランティア

活動を継続している

者の割合 

％   － － 46.0    文化ボランティア活動推

進事業は、実施団体が継

続的に活動することのみ

ならず、文化ボランティア

自身が、自立的・継続的

に活動できる環境整備を

目指しているため、指標と

して文化ボランティア活動

を続けている者の割合を

設定する。 

国民に対し文化に関する

情報提供の充実の度合

いを図るものとして、文化

庁ホームページへのアク

セス数を設定する。 

       

文化庁ホームペー

ジへのアクセス数 

   2,172,893 2,574,336 3,601,222   

     

著作物等の利

用実態や流通

の在り方等に関

する調査研究

等を行い、その

成果の普及等

を通じて、情報

化の進展に対

応した著作物の

円滑な流通を

促進する。 

著作権等管理事業

者の管理する著作

物数 

千件   3,446 4,250 －   著作権等管理事業は権

利者から著作権を預かり

集中管理するもので、利

用者は利用したい著作物

が集中管理されている場

合、権利者と直接交渉す

ることなく、あらかじめ決め

られた使用料を支払えば

利用することができる。そ

のため、管理事業者の管

理著作物数の増加は、利

用者の利用手続の簡素

化、ひいては著作物の流

通促進につながるため、

指標として設定した。 

       

著作権に関する

講習会の開催

やマンガ教材の

学校への配布

等を通じて、著

作権制度の普

及 ・ 啓発 を図

る。 

著作権の普及・啓発

を図るための講習会

等 

・開催箇所数 

 

・受講者数 

   14 15 12   ① 講習会開催の側面か

ら国の取組に対する定量

的評価を行うため、文化

庁が主催する各講習会の

開催件数及び合計受講

者数を指標として設定す

る。 

② 講習会開催の側面か

ら国の取組に対する定性

的評価を行うため、上記

①の各講習会において受

講者から徴したアンケート

により集計された満足度

を指標として設定する。 

③ 教材提供の側面から

国の取組を定量的評価を

行うため、「インターネット

時代のまんが著作権教

室」の発送実績（配布数）

を指標として設定する。 

       

   3,027 3,948 2,603   

       

著作権講習会受講

者の理解度（受講者

アンケートで理解が

深まったと回答した

率） 

％   88 88 92   

       

「中学生向けマン

ガ」の配布数 

  1,244,692 1,252,524 779,702  

     

アジア諸国にお

ける海賊版対策

を実施すること

により、我が国

の著作物を適

切に保護する。

権利執行支援セミナ

ーの参加者数 

   － 332 200   権利執行支援セミナー

は、より多くの著作権者等

に、侵害対策のノウハウを

教授することにより、また、

トレーニングセミナーは、

よく多くの現地取締機関

職員に、日本コンテンツに
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トレーニングセミナー

の参加者数 

   － － 553   関する知識を付与するこ

とにより、我が国著作物の

適切な保護を図るもので

ある。このため、当該事業

の達成目標を図る指標と

して、セミナーへの参加数

を設定する。 

       

国語について

の正しい理解を

深めるため、国

語に関する協議

会、「言葉」につ

いて考える体験

事業等を通じ

て、国民に対す

る国語の普及・

啓発を図る。 

①国語問題研究協

議会に1会場200名

以上の参加者を集

め、参加者の満足度

80％を得る。 

人  449 560 527  国の取組に対する定性的

評価を行うため、上記①

～③の各事業において参

加者から徴したアンケート

により、明らかになった満

足度を指標として設定 

       

％   － － 97.0    

       

②言葉について考

える体験事業につい

て参加者の満足度

80％を得る。 

％   94.5 96.8 93.2   

       

③「言葉」に関する

参加体験型講習の

指導者養成事業に

ついて参加者の満

足度 80％を得る。 

％   － － 86.6   

       

国内における日

本語を学習する

外国人の増加

及び定住化に

対応するため、

日本語教育を

充実する。 

日本語教育研究協

議会の参加者アンケ

ートにおいて、「参考

になった」と回答した

人の割合。 

％   － 83.1 93.1   国の取組に対する定性的

評価を行うため、上記日

本語教育研究協議会に

おいて参加者から徴した

アンケートにより、明らか

になった満足度を指標と

して設定 
       

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
外国人が円滑に日本社会の一員として生活を送ることができるよう、日本語教育の更なる充実を図るた

め、「生活者のための日本語教育事業」を拡充し、169百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：177百万円） 

【機構・定員要求】 
地域の日本語教育の体制整備に係る事務体制を強化するため、日本語教育調査官（２名）の新設を要

求することとした。 
（日本語教育調査官１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における
福田内閣総理大臣施
政方針演説 

平成 20 年１月８日 

「（前略）我が国の優れた文化や芸術を一層発展させる
ことは、現代に生きる我々の使命です。アニメや音楽など
新しい文化の担い手を育てるとともに、日本の誇りである
伝統文化芸術の継承や発展、文化財の保存・活用などに
着実に取り組んでまいります。（後略）」 

経済財政改革の基本
方針 2008 

平成20年６月27日
閣議決定 

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の
構築 
２．未来を切り拓く教育 
・ （前略）日本文化の海外への戦略的発信や文化財
の保存・活用、子どもの文化芸術体験など文化芸術
を振興するため、総合的な施策を推進する。 

知的財産推進計画
2008 

平成20年６月18日
知的財産戦略本部
決定 

重点編 Ⅰ．我が国の重点戦略分野の国際競争力を一
層強化する 
２．世界一の情報通信基盤を一層活用する 
   Ⅱ．国際市場への展開を強化する 
１．国際市場環境を整備する 
   ２．海外展開を加速する 
    Ⅲ．世界的共通課題やアジアの諸問題への取組に

リーダーシップを発揮する 
２．国際的な知的財産制度のハーモナイゼーションを
主導する 

   ４．アジアの中で日本が担うべき役割を積極的に果た
す 

   ※本編は掲載事項が多岐に渡るため、省略。 

文化芸術の振興に関
する基本的な方針（第
二次基本方針） 

平成 19 年２月９日 
閣議決定 

第１ 文化芸術の振興の基本的方向 
３．文化芸術の振興に当たって重点的に取り組むべき
事項 
（１） 重点的に取り組むべき事項 

    ⅰ） 日本の文化芸術の継承、発展、創造を担う人
材の育成 

       「（前略）地域や学校における質の高い文化ボ
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ランティア活動を活発にするための環境整備を
図ることが必要である。」  

第２ 文化芸術の振興に関する基本的施策 
６．国語の正しい理解  
７．日本語教育の普及及び充実 
８．著作権等の保護及び利用 
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施策名 国際交流の推進 

施策の概要 
諸外国との人材交流等を通して、国際社会で活躍できる人材を育成し、帰国後の効果波及をサポート

するとともに、諸外国の人材養成に貢献し、我が国と諸外国との相互理解と友好親善に資する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
留学生交流、教職員交流、高校生交流などの諸外国との人的交流等の充実を通して、我が国と諸外国

との相互理解と友好親善が図られた。受入れ・派遣について、我が国が受け入れている留学生数とともに、
日本人学生の海外派遣人数は伸びており、教職員受入れ・派遣事業は想定以上に実施できたことから、
概ね想定どおり達成されたと判断できる。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 
達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の

設定根拠・考え方  （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

留学生の受入

れ・派遣の両面

で一層の交流

の推進を図る。

我が国が受入れている

留学生数 

人 - 121,812 117,927 118,498 - ・達成目標は、施策

目標達成に寄与す

る目標として設定。

・指標は、達成目標

の達成度合いを客

観的に測るものとし

て、諸外国との教職

員等交流予定数に

対する実施率等とし

て設定。         

        

大学間協定等に基づく

日本人学生の海外派

遣人数 

人 - 20,689 23,633 - - 

        

我が国と世界

各国との二国

間交流が活発

になる中で、二

国間における

国民間の相互

理解を増進し、

真の友好親善

関係を構築す

るため、教育・

科学技術・文化

分野等の交流

を図る。 

諸外国との教職員等交

流総数 

人 - 478 745 537 - 

        

諸外国との教職員等交

流予定者総数 

人 - 500 600 500 - 

        

諸外国との教職員等交

流実施率 

％ - 95.6 124.2 107.4 - 

        

外国語教育の

多様化や国際

理解教育を推

進する。 

派遣・受入れ者総数 人 - 70 70 79 - 

        

派遣・受入れ予定者総

数 

人 - 70 70 80 - 

        
 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
留学生交流については、引き続き、外国人留学生奨学金制度の充実、留学生宿舎の確保等受入れ体

制の整備、日本人学生に対する海外留学支援などを図りつつ、新たに「留学生30万人計画」を実現するた
め、海外ワンストップサービスの展開や就職支援の充実などを加え、64,723百万円の概算要求を行った。 
なお、国費外国人留学生制度については、在学段階及び地域による生活費の違い等を総合的に勘案

し単価を見直すとともに、より多くの優秀な者の採用を図るよう概算要求を行った。また、地域留学生交流
推進会議経費については、そのほとんどが地域で行うイベント経費であり地域独自で実施できること、実施
から８年が経過していることから廃止し、新たに全国レベルの留学生交流総合推進会議の実施を概算要求
に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：43,361百万円） 

【機構・定員要求】 
「留学生30万人計画」の着実な達成に向けた留学生交流の事務体制強化を図るため、学生・留学生課

の設置（振替え）、留学生交流政策室の新設（定員４名増）を要求した。 
（学生・留学生課の設置、私費留学生第二係長１名措置） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基
本方針 2008（抄） 

平成 20 年６月 27 日
閣議決定 

第２章 成長力の強化  
ⅱ）教育の国際化  
開かれた国にする観点から、高度人材受入れとも連携
させながら、留学生受入れを拡大させる。若いうちから多
国籍の留学生と学び、国際感覚を身に付ける教育を充実
する。  
・ 教育の大胆な国際化を進めるため、平成 20 年度中
に、グローバル 30（国際化拠点大学 30)（仮称）を始
めとする、留学生 30 万人計画を策定し、具体化を進
める。  
・ 留学生の就職支援、海外での情報提供・支援の一
体的取組等を進め、2020 年を目途に留学生数を 30
万人とすることを目指す。  
・ 英語教育を強化する。また、日本人高校生・大学生
の海外留学を推進する。 

教育振興基本計画
（抄） 

平成 20 年７月１日 
閣議決定 

第２章 今後 10 年間を通じて目指すべき教育の姿 
イ 「知」の創造等に貢献できる人材を育成する。こうした
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観点から、世界最高水準の教育研究拠点を重点的に
形成するとともに、大学等の国際化を推進する 
また、「留学生 30 万人計画」を推進するとともに、国
内外の優れた学生等が相互に行き交う国際的な大学
等を実現する。 
第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき
施策 
基本的方向３ 教養と専門性を備えた知性豊かな人間を
養成し、社会の発展を支える 
③ 大学等の国際化を推進する 
海外の有力大学等との連携や海外展開を通じ、我が
国の大学等の国際化や国際競争力の向上を図るととも
に、国際的な環境で学生や教員が学ぶことができる機
会の充実に向けた取組を促す。このため、大学教育の
グローバル化を目指した当面の施策についての基本的
な考え方に基づく取組を推進する。 
（４）特に重点的に取り組むべき事項 
◎ 卓越した教育研究拠点の形成と大学等の国際化の
推進 
○ 「留学生 30 万人計画」の実施                 
2020 年の実現を目途とした「留学生３０万人計画」
を関係府省が連携して計画的に推進し、高度人材受
入れとも連携させながら、留学生受入れを拡大させ
る。    

第 169 回国会におけ
る福田内閣総理大臣
施設方針演説（抄） 

平成 20 年１月 18 日

〈第３ 活力ある経済社会の構築〉 
（一 経済成長戦略の実行） 
高齢化が本格化する中にあって、経済活力を維持する
とともに、社会保障制度や少子化対策を充実するために
は、持続的な経済成長が不可欠です。〈中略〉私は、次の
三つの柱からなる経済成長戦略を経済財政諮問会議に
おいて具体化し、直ちに実行します。 
(開かれた日本) 
第二は、日本を世界により開かれた国とし、アジア、世
界との間のヒト・モノ・カネ・情報の流れを拡大する「グロー
バル戦略」の展開であります。〈中略〉 
新たに日本への「留学生 30 万人計画」を策定し、実施
に移すとともに、産学官連携による海外の優秀な人材の
大学院・企業への受入れの拡大を進めます。 
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施策名 国際協力の推進 

施策の概要 
国際協力の推進を図るため、我が国の大学等における知的リソースを整理・活用して開発途上国へ情

報提供等の知的貢献を行う。また、国際機関へ事業委託等を行い国際的な取組にも貢献する。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 
大学等が有する我が国の知を収集・整理・蓄積し、我が国の国際協力活動の促進及び効率的実施に取

り組んだ。また、ユネスコへの信託基金で、万人のための教育（開発途上国における就学率の向上や識字
率の向上）、ＥＳＤの普及促進に貢献した。また、国連大学における調査研究により、アフリカへの教育支
援の充実に向けて着実に取り組むなど、国際的な取組に貢献した。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

達成目標 指標名 単位 基準値 実 績 値 目標値 達成目標・指標の

設定根拠・考え方 （年度） 17 年度 18 年度 19 年度 （年度） 

「国際協力イニシア

ティブ」の実現を通

じて我が国の国際

協力活動の一層の

促進及び効率的実

現を図る。 

大学の有する「知」の

整理・蓄積等の成果

の電子アーカイブス

への新規登録数、新

規登録数/目標数、

目標達成率 

件 - 290 190 171 - ・達成目標は、施

策目標達成に寄

与する目標として

設定。 

・指標は、達成目

標の達成度合い

を客観的に測るも

のとして、諸外国

との教職員等交流

予定数に対する

実施率等として設

定。          

件 - - 190/132 171/138 - 

％ - - 143 123 - 

国際機関及び関係

機関等を通じ、国際

的な取組に貢献す

る。 

ユネスコによるＣＬＣ

(コミュニティ・ラーニン

グ・センター)設置数

（アジア太平洋地域）

箇所 - 136 145 456 - 

       

ＣＬＣ(コミュニティ・ラ

ーニング・センター)設

置数（アジア太平洋

地域） 

箇所 - 82,336 91,324 98,968 - 

             

 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
大学の知を活用した国際協力については、平成20年度は、新たな課題に基づいた新規モデルの形成と

並行して、平成19年度に実施した取組のうち、「推進委員会」（第三者委員会）から高評価を得た取組を引
き続き採択し、取組内容の充実と定着を図った。平成21年度は179百万円を概算要求に盛り込んだ。     
（平成21年度予算額：171百万円） 
万人のための教育（ＥＦＡ）を主導するユネスコへの協力については、平成19年度同様コミュニティ・ラー

ニング・センター（学校外における地域の学習の場）の活動支援等を実施した。21年度は、より包括的なプ
ログラム実施のため、「アジア太平洋地域教育協力信託基金」として、100百万円を概算要求に盛り込み、
ユネスコ・バンコク事務所を拠点に、アジア太平洋地域の教育の充実とＥＦＡの目標達成に寄与する。 
（平成21年度予算額：95百万円） 
本年が４年目となる｢国連持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ)の10年への取組｣について、平成19年

度に引き続き普及促進活動を実施したほか、持続可能な社会の構築、将来世代の人材育成等の諸課題
に取り組み､ＥＳＤを一層推進した。21年度も引き続きＥＳＤの一層の普及促進をはかるために「持続可能な
開発のための教育交流・協力信託基金」として、420百万円をユネスコに拠出する。 
（平成21年度予算額：320百万円） 
国連大学を通じた取組について、引き続き支援を行うため、10百万円を概算要求に盛り込んだ。 
（平成21年度予算額：10百万円） 
また、ＯＥＣＤを通じた取組について、引き続き事業に参加するため、126百万円を概算要求に盛り込ん

だ。 
（平成21年度予算額：110百万円、要求時との額の差は支出官レートの変動によるもの。） 

【機構・定員要求】 
ユネスコ活動推進体制の強化に伴い専門職１名増を要求した。（措置なし） 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

北海道洞爺湖サミット
議長総括及び首脳
宣言 

平成 20 年７月８日
及び７月９日 

【議長総括】 
Ⅱ 環境・気候変動 
我々はまた、森林、生物多様性、３Ｒ及び持続可能な
開発のための教育(ESD)といった環境問題に取りくむこと
の重要性を認識した。 
【首脳宣言】 
環境・気候変動 
持続可能な開発のための教育  
39. 我々は、より持続可能な低炭素社会の実現につながる
ような国民の行動を奨励するため、持続可能な開発のた
めの教育(ＥＳＤ)の分野におけるユネスコ及びその他の機
関への支援及び、大学を含む関連機関間の知のネットワ
ークを通じて、ＥＳＤを促進する。 

Ｇ８環境大臣会合議
長総括 

平成 20 年５月 26

日 

 

気候変動   長期目標の達成に向けた低炭素社会への移
行 
人材育成・持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 
１２． 持続可能な社会を担う人材育成を進めるため、国連Ｅ
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ＳＤの10年が重要であり、ドイツにおける来年３月のＥＳＤ
の世界会議開催が歓迎された。ＥＳＤの一層推進のた
め、関係主体間の協働による取組事例等の各国の優良
事例の共有や、途上国と先進国間での高等教育機関及
び国際機関等のネットワークによる途上国の人材育成支
援が有用と考えられる。 

ＴＩＣＡＤIV 横浜行動
計画 

平成 20 年５月 30

日 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置 
３. 持続的な開発のための教育（ＥＳＤ） 
より持続可能な社会の実現のため、ＥＳＤを政策や生活
習慣へ統合させることにより、ＥＳＤを促進する。 

経済財政改革の基
本方針 2008 

平成 20 年６月 27
日閣議決定 

第３章 低炭素社会の構築 
２．持続可能なライフスタイル 
・ 低炭素社会や持続可能な社会について教え、学ぶ仕組
みを取り入れる。 

低炭素社会作り行動
計画 

平成 20 年７月 29
日閣議決定 

３ 低炭素社会や持続可能な社会について学ぶ仕組み 
「21 世紀環境教育プラン」により、環境問題に取り組む団
体、人材とも連携し、「持続可能な開発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」の機会の充実を図り、学校や地域で排出削減に役立
つ教育を進めることで、生涯を通してあらゆるレベル、あらゆ
る場面の教育において、低炭素社会や持続可能な社会に
ついて教え、学ぶ仕組みを取り入れていく。  

教育再生懇談会第
一次報告 

平成 20 年５月 26

日 

５ 実践的な環境教育を展開する  
（２）「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）」に、日本が先
頭に立って取り組む。学校もＣＯ２排削減に取り組む  
・ 生活科、総合的な学習の時間、理科、社会科などを活用
し、環境教育の中核として、「持続可能な開発のための教
育（ＥＳＤ）」の観点を教育内容に積極的に取り入れ、日
本が先頭に立って取り組む。 
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表 11－４－⑤ 事業評価方式により事後評価した政策（成果重視事業） 

 

政策の名称 都市エリア産学官連携促進事業（発展型） 

政策評価の結果
の概要 

［実績］※（）内は目標数値  
平成17年度 特許出願数 29件（49件）、事業化等件数 71件（36件）  
平成18年度 特許出願数 123件（163件）、事業化等件数 159件（109件）  
平成19年度 特許出願数 253件（340件）、事業化等件数 304件（251件）  
（件数は累積） 
  
特許出願件数（253件）については、当初の目標を達成するにいたらなかったが、事業化

件数（304件）は達成している。 
これまで実施してきた多くの地域で、産学官連携による事業化や特許出願等の成果が着

実にあがっており、特許出願数については、平成18年度実績、平成19年度実績共に、各年
度達成目標を下回るものの、事業化等件数については平成18年度達成目標の約1.46倍、
平成19年度目標の約1.02倍と目標を上回っている。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

「モデル事業」及び「成果重視事業」の実施の経験を活かし、他の事業にもフィードバック
し、現在では「都市エリア産学官連携促進事業（発展型）」に限らず、他の地域科学技術振興
施策についても定量的な目標を設定し、年度毎に定量的な数値を含む実績報告により進捗
状況を把握し、「知的クラスター創成事業」においては中間評価及び終了評価、「都市エリア
産学官連携促進事業」については事業評価を実施し、ＰＤＣＡサイクルに基づいて事業を実
施している。  
以上のことから、「モデル事業」及び「成果重視事業」として３年間の事業を実施したことに

より、当初の目的は達成されていると考えられ、20年度からは、成果重視事業を終了する。 
成果重視事業としては、19年度で終了とするが、20年度以降においても事業継続地域に

ついて、引き続き成果の創出を図り、終了地域に対し、外部有識者による事後評価の実施や
都市エリア産学官連携促進事業全体の事業評価も合わせて実施し、効率的・効果的な執行
を図っていく。 

平成20年度までの予算総額：8,800百万円 
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表 11－４－⑥ 総合評価方式により事後評価した政策（重要対象分野） 

政策の名称 少子化社会対策に関する子育て支援サービス 

政策評価の結果
の概要 

【認定こども園制度】 
認定こども園は、幼稚園と保育所の制度の枠組みを超えて、小学校就学前の子どもに対

し、幼児教育・保育を一体的に提供するとともに、地域における子育て支援の取組を充実さ
せる新たな選択肢として導入された制度である。 
平成18年10月の制度創設から１年が過ぎたことから、制度が保護者や地域のニーズに応

えているかどうかを検証するため、施設を利用している保護者や施設、地方公共団体に対し
実態調査を行った。その結果、保護者の８割近く、施設の９割以上が認定こども園を評価す
るなど、制度への期待が大きい一方、施設や地方公共団体からは、省庁間や自治体間の連
携充実、財政支援、会計処理・申請手続きの改善、制度の普及啓発などについて今後の改
善課題として求める声が大きかった。 
認定こども園の認定件数は、平成19年４月１日現在で94件、平成20年４月１日現在で229

件と着実に増えつつあるが、制度が十分に活用されているとは言い難い。保護者や地域の
多様なニーズに応えることが可能であり、また、国民からの期待も大きい認定こども園制度の
一層の普及促進を図る必要がある。 
【子育て支援・預かり保育】 
近年の少子化、核家族化等の社会状況の変化により、幼稚園は、地域における幼児期の

教育のセンターとしてその施設や機能を解放し、子育ての支援等に努めていくことが求めら
れている。平成19年６月には学校教育法が改正され、幼稚園の機能として子育て支援、預か
り保育が位置づけられた。また、平成20年３月には、子育て支援の一層の充実を目指し、預
かり保育の教育活動として適切な活動となるよう具体的な留意事項を示した幼稚園教育要領
の改訂が行われた。 
保護者の要請や地域の実態などを検証するため、子育て支援と預かり保育に関する実態調
査を行った。その結果、子育て支援活動を活用してよかったと感じたことのない保護者はほと
んどいないことからも、子育て支援活動は有効であるといえる。さらに、よかったと感じる内容
について、子どもの遊ぶ場所ができた、子育ての不安や悩みを相談できる友達が増えた、リ
フレッシュできた、不安やストレスが軽くなったなど多様であった。 
預かり保育の実施率は年々上昇しており、預かり保育を受けている幼児数も増加してい

る。平成９年度から13年度間の増加率は他に比べて大きく、事業の効果が一定程度現れて
いるものと判断できる。さらに、一層の充実を望む子育て支援活動の充実を望む内容では、
「必要なときに子どもを預かってほしい」との要望が高く、保護者のニーズの高さがうかがえ
た。 
子育て支援活動、預かり保育については、実施率が年々増加していること、活動内容につ

いて満足している保護者もいるが、一層の充実を望む保護者も多いことから、一層の推進を
図る必要がある。 
【放課後子ども教室推進事業】 
放課後子ども教室推進事業は平成20年度で２年目を迎える新しい事業であるが、実施箇

所数や年間平均開催日数の増加等から、徐々に地方へ定着してきているものと考えられる。
事業の実施に当たっては、各地域の実情に応じた安全管理がなされているとともに、活動場
所まで移動する必要のない小学校での実施も進んでおり、安全で安心して活動できる場の
確保への取組が進んでいる。 
また、放課後子ども教室は、各地域の実情に応じた活動内容を実施できることとなってい

るが、実際に多様な活動がなされており、子どもたちからも好評であることを鑑みれば、充実
した活動が行われているものと考えられ、こうした活動を通じ、違う学年の児童や大人とのふ
れあいの中で、子どもの社会性、規範意識、自主性などが育まれていき、教育的観点から非
常に有意義なものと考えられる。 
更に、本事業の趣旨の一つである「家庭の経済力等にかかわらず、学ぶ意欲のある子ども

たちに学習機会を提供する」ということについても63.2パーセントが取り組んでおり、本事業の
趣旨が地方へ浸透している結果ともいえる。 
こうした様々な取組を通じて、保護者、事業へ参画する大人からは地域の子どもに対する

関心が高まったという結果が出ており、本事業が地域の教育力の向上に寄与していると考え
られる。 
一方、本事業の実施に当たり、地方において予算や人材、実施場所の確保が困難である

ことなどが調査から明らかとなった。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

今回の評価結果において明らかになった課題や今後の反映の方向性を踏まえ、今後の
少子化社会対策に反映させる必要がある。 
なお、評価対象としたテーマに関連する事業について、以下のとおり予算措置等を行って
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いる。 
 

【認定こども園制度】 
（予算関係） 
・ 課題となっている認定こども園への財政支援充実のため、新たな財政措置を講じた。（20
年度１次補正：21億円、２次補正：「安心こども基金」1,000億円の内数（１次、２次ともに文
部科学省・厚生労働省合計額）） 

（機構・定員関係） 
・ 認定こども園の設置促進及び運営に関する支援の強化のため、認定こども園運営係長
（１名）が平成２１年10月１日より措置される。（認定こども園運営係長１名措置） 

（業務改善関係） 
・ 運用改善に取り組んでいる。（認定こども園認定申請手続き等に関する事務マニュアル作
成等） 

 
【子育て支援・預かり保育】 
（予算関係） 
・ 子育て支援や預かり保育を実施する私立幼稚園への助成を行う都道府県に対する国庫
補助を引き続き実施。4,617百万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 

 
【放課後子ども教室推進事業】 
放課後子ども教育推進事業に関して、上記のような課題を抱える地方の課題解決のた

め、平成21年度予算において、「放課後子どもプラン推進アドバイザー」を設置し、学識経験
者等の地方への派遣等に必要な経費として10百万円を盛り込んだ。 また、実施場所の確
保に関し、小学校等における実施がより進むよう、学校施設を所管する文教施設企画部との
連名により、『普通教室として使用しなくなった教室の「放課後子どもプラン」への活用につい
て』として地方へ通知を発出し、小学校等の空き教室の活用促進を求めた。 

  

政策の名称 若年者雇用対策 

政策評価の結果
の概要 

＜中学校・高等学校におけるキャリア教育＞ 
【キャリア教育実践プロジェクト】 
本事業の目的は、生徒が明確な目的意識を持って日々の学業生活に取り組み、児童生

徒が「生きる力」を身に付け、主体的に自己の進路を選択・決定できるなど、社会人・職業人
として自立していくことができるようにするため、公立中学校が５日間の職場体験を円滑に実
施できるよう都道府県・市町村レベルの取組支援を行うとともに、各地域で職場体験を行う体
制を構築することである。上述の各評価結果などから、事業の目的は概ね図られているとい
える。 
【高等学校におけるキャリア教育の在り方に関する調査研究】 
本事業の目的は、若者が職業について考えたり、進路の選択・決定を先送りしたりする傾

向、いわゆるモラトリアム傾向や、進路意識や目的意識が希薄なまま進学する者の増加が指
摘される中、高等学校、特に普通科高校でキャリア教育に取り組むことにより、キャリア教育を
充実することにある。 
各評価結果などから、本事業の指定をキャリア教育に取り組む契機とし、事業の目的に向

けて推進しているといえる。 
 
＜専門高校関連施策＞ 
【「目指せスペシャリスト（スーパー専門高校）」】 
目指せスペシャリスト事業については、専門高校における教育の充実・活性化だけでなく、

生徒個々人レベルにおいても、専門的な知識・技術の習得、勤労観、職業観の醸成などに
大きな効果があることが判明したが、今後の事業展開においては課題があることも明らかに
なった。 
【専門高校における「日本版デュアルシステム」推進事業】 
日本版デュアルシステムを更に充実するためには、判明した課題を中心とし、事業実施前

後の比較のデータ把握に努める等更なる研究が必要である。 
加えて、近年、産業社会の技術革新が急速に進む中で、専門高校生がより高度な実践力

習得するため、専門高校における教育の一層の充実が求められているとともに、いわゆる
「2007年問題」や若者のものづくり離れ等が社会問題化する中で、技術の継承や若手のもの
づくり人材の育成が急務となっているなどを背景として、これまで以上に、専門高校生が地域
の産業を担う専門的職業人として活躍することが求められている。 
これを受けて、文部科学省は、平成19年度より、経済産業省と共同で、専門高校と地域産
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業界が連携（協働）して若手ものづくり人材を育成することを目的として、生徒の長期間の企
業実習（デュアルシステム）に加えて、技術者等による学校での実践的指導、教員の高度技
術習得を盛り込んだ人材育成プログラムの開発を開始している。 
更に、平成20年度より、経済産業省に加え、国土交通省や農林水産省、水産庁と連携し、

地域のものづくりや食・くらしを支える人材を育成するための事業を「地域産業の担い手育成
プロジェクト」（平成20年度予算額390百万円）として実施している。 
この事業の中で、日本版デュアルシステムを含めた先導的かつ効率的な教育システム等

の更なる調査研究を進めていくことが必要である。 
 
＜高等教育関連施策＞ 
【社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム】 
「再チャレンジ支援総合プラン」や「「経済財政改革の基本方針2007」といった提言等を踏

まえ、社会人の「学び直し」のニーズに対応するため、大学等における教育研究資源を活用
した、優れた実践的教育プログラムの開発・普及を進めるとともに、履修証明制度の定着促
進、実践型教育プログラムの開発・普及を図り、再チャレンジを可能とする柔軟で多様な社会
の実現に向けた高等教育機会の充実するため、平成19年度から「社会人の学び直しニーズ
対応教育推進プログラム」を実施している。 
平成19年度は246大学325件の申請中126件の優れた取組を選定し、当初想定通りの事

業展開が図られている。また、選定件数に対し2.5倍の申請があり、競争的な環境の整備や
資源配分の効率化が図られている。 
平成20年度においては、30件程度の取組を選定することとしており、社会人の学び直しニ

ーズに対応する教育プログラムの開発・普及が更に進むことが期待されるとともに履修証明
制度や実践型教育プログラムのモデルケースとなることが期待される。 
【産学連携による実践的人材育成事業】 
「産学連携による実践的人材育成事業」は、国公私立大学等が、長期インターンシップ・プ

ログラム開発（平成17年度～）、ものづくり技術者育成（平成19年度～）、サービス・イノベーシ
ョン人材育成（平成19年度～）といった社会的要請のあるテーマについて、産学連携による
実践型人材の育成に資する新たな教育プログラムの開発・実施を行う委託事業である。 
平成17年度の事業開始以降、長期インターンシップ・プログラム開発30件、ものづくり技術

者育成12件、サービス・イノベーション人材育成６件の優れた取組を選定しており、当初想定
通りの事業展開が図られている。また、各テーマそれぞれに、選定件数に対し約３倍から７倍
の申請があり、競争的な環境の整備や資源配分の効率化が図られている。 
さらに、比較的長期のインターンシップを実施する大学院研究科数、参加学生数ともに大

きな伸びを示しており、実践的な人材育成に関して、本事業による効果が現れていると考え
られる。 
【現代的教育ニーズ取組支援プログラム】 
若年者雇用が社会問題となる中で、大学等における学生の高い職業意識・能力の育成の

ため実践的かつ体系的なキャリア教育を組織的に行なう取組を選定し、財政支援を行なうと
ともに、広く社会に情報提供を行なうことによる、質の高いキャリア教育の促進を目的として、
「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」のテーマとして平成18年度から「実践的総合キャリ
ア教育の推進」を設定している。 
平成18年度は173件、平成19年度は153件の申請があり、それぞれ33件、30件の優れたキ

ャリア教育に関する取組を選定しており、当初想定通りの事業展開が図られている。また、選
定に当たっては、選定件数に対し５倍を超える申請があり、競争的な環境の整備や資源配分
の効率化が図られている。 
さらに、職業意識の形成等を目的とする授業科目の開設大学数やインターンシップの実

施大学等数の拡大にも貢献していることが言える。 
 
＜専修学校関連施策＞ 
【専修学校・高等学校連携等職業教育推進プラン】 
本事業における各講座は、実践的な職業体験講座を実施することで、職業に必要な技

術・技能の学習意欲と職業意識の涵養を図ることを目的としているが、各評価結果などから、
職業意識の涵養は概ね図られているといえる。 
 
【専修学校を活用した再チャレンジ支援推進事業】 
本事業において、各講座の目的は、若者の再チャレンジを支援するプログラムにおいて

は、実践的な職業教育による再就職支援であり、ニートの自立を支援するプログラムにおい
ては、職業意識の高揚や自立支援である。各評価結果やフォローアップ状況で明らかとなっ
た就職率などから、両事業とも概ね各講座の目的は達成されていると考えられる。 
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＜その他＞ 
【公民館等におけるニート支援モデル事業】 
 本事業における取組により、地域住民が若者たちの社会的自立を自分たちの課題としてと
らえ、地域社会において解決していこうとする意識が醸成されるなどの成果が得られ、他の市
町村のモデルとなる取組が行われており、一定の効果をあげたと考える。 
 
【青少年の意欲向上・自立支援事業（自立に支援を要する青少年の体験活動）】 
自立に支援を要する青少年として、ひきこもり青年、不登校児童・生徒、ニート等を対象と

した事業を実施した平成19年度の都道府県数は、平成17年度の31道府県から40道府県に
増加しており、支援体制の整備が伺える。また、事業数については、96事業から138事業に
増加している。それぞれの内訳についても、概ね順調に増加しており、本施策については、
順調に進捗した。 
 また、参加者の変容については、ひきこもり青年は85パーセントの改善、不登校児童・生徒
は86パーセントの改善、ニートは89パーセントの改善を示し、自立に支援を要する青少年に
対する体験活動の高い有効性が示された。 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

今回の評価結果において明らかになった課題や今後の反映の方向性を踏まえ、今後の
若年者雇用対策に反映させる必要がある。 
なお、評価対象としたテーマに関連する事業について、以下のとおり予算措置等を行って

いる。 
 
高等学校、特に普通科でのキャリア教育の充実を期すため、高等学校におけるキャリア教

育の在り方に関する調査研究事業として100百万円を平成21年度予算に盛り込むとともに、
組織的・系統的に地域の実情を踏まえたキャリア教育を小中学校で連携して行うため、発達
段階に応じたキャリア教育支援事業として55百万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
専門高校における職業教育に関しては、専門高校と地域社会等が連携した職業教育の

充実を図るため、地域社会や産業を支える専門的な職業系人材の育成を推進する事業
（「目指せスペシャリスト（スーパー専門高校）、「地域産業の担い手育成プロジェクト」」441百
万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
 
キャリア教育・職業教育への関心の高まりを踏まえ、一層の高等学校や自治体等との連携

を推進するため、専修学校・高等学校連携等職業教育推進プランとして148百万円を平成21
年度予算に盛り込むとともに、最近の雇用情勢の変化を踏まえた受講者ニーズに対応する
ため、より就業に重点を置いた新規事業を実施するべく、専修学校を活用した就業能力向上
支援事業として540百万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
 
また、公民館等におけるニート支援モデル事業に関しては、平成18～20年度までの事業

であり、20年度で廃止となった。 
 
 社会人の学び直しニーズの対応教育推進プログラムに関しては、社会人の「学び直し」の
ニーズに対応するため、1,764百万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
 
産学連携による実践的人材育成事業に関しては、多様な社会の要請に対応できる人材

や、新たな産業を創出する創造性豊かな人材など、実践的な人材を育成するため、513百万
円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
 
現代的教育ニーズ取組支援プログラムに関しては、大学等における学生の高い職業意

識・能力の育成を図るため、11,000百万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
 
青少年の意欲向上・自立支援事業（自立に支援を要する青少年の体験活動）に関して

は、様々な困難を抱える青少年の自立支援、青少年の社会性や意欲の向上、体験活動の
機会と場の開拓など、青少年の課題に対応した体験活動を推進するため、青少年体験活動
総合プランの一部として75百万円を平成21年度予算に盛り込んだ。 
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